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による委託業務の成果を、代表機関である量子科学技術研究開発機構が、分担機関である日本

原子力研究開発機構および原子力安全研究協会とともに、協力機関である日本放射線安全管理

学会、日本放射線影響学会、日本放射線事故・災害医学会、日本保健物理学会の協力を得てと

りまとめたものである。
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Ⅰ．事業の目的 

「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラット

フォームの形成事業」（以下、「アンブレラ事業」という。）は、平成 29年度に放射線防護

研究ネットワーク形成推進事業」の一課題として採択された事業である。主には以下の

ような活動を行う。 

①放射線規制の課題解決を目的としたネットワーク（以下、課題解決型ネットワーク、

あるいはネットワーク）を複数立ち上げる。ネットワークでは、放射線安全規制研究

の重点テーマの提案や産学連携による調査や議論を行う。

②各ネットワークのアウトプット創出を支援するとともに、異分野間での議論を可能に

するため、アンブレラ型統合プラットフォーム（以下、放射線防護アンブレラ、ある

いはアンブレラ）を形成する。アンブレラ活動として、ネットワークへの国際動向の

最新情報の提供や、ネットワークによる放射線防護の国内状況に関する調査をまと

める。

 こうしたアンブレラ事業の目的は、放射線規制の喫緊の課題の速やかな解決に、放射

線防護の専門家集団が適切に関与する仕組み作りにある。そのために、放射線防護の喫

緊の課題の解決に適したネットワークを形成しながら、放射線防護に関連する学術コミ

ュニティと放射線利用の現場をつなぐ活動を行うこととしている。 

 ここでいう「専門家集団の適切な関与」とは、従来のように個別の専門領域の視点でさ

まざまな課題解決案を国等に提案するだけではなく、より幅広い専門家集団の総意とし

て現実的な 1 つの提案をする、あるいはステークホルダー間での合意形成や施策の実施

に協力することを意味している。こうした関与を可能にするためには、日常的に国際動

向に関する情報や問題意識を共有する環境、異なる分野の専門家やステークホルダーが

互いの立場や考え方を尊重しあいながら、共通の課題の解決に向けて連携・協調をする

関係が必要である。そこで 5 年間かけてこうした環境の整備や連携・協調関係の構築を

するのが、アンブレラ事業の柱である。 

 さらに将来的には、原子力規制委員会や放射線審議会での審議上、必要と思われる調

査や議論のテーマ設定やネットワークの設置等の運営を、学術コミュニティが自主的に

行う体制への移行を事業目標として掲げている。 

 初年度である平成 29年度には、放射線安全規制研究の重点テーマの提案、緊急時対

応人材の確保、並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築を目指す 3つのネットワーク

を立ち上げ、それぞれが抱える課題解決に適した運営を行い、放射線安全規制研究の重

点テーマの提案や、産学連携による放射線防護の課題解決に向けた調査や議論を実施し

た。また各ネットワークのアウトプット創出を支援するとともに、異分野間での議論を

可能にする「アンブレラ」の原型を形成し、その有用性の一部を確認した。
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第 2年度にあたる平成 30年度には、放射線安全規制研究の重点テーマに関する議論

を通じて、科学的知見の規制への取り込みにおけるアカデミアの役割について明確化し

た。また緊急時対応人材の確保並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築を目指すネッ

トワークは、それぞれ関係するステークホルダーを巻き込む形でネットワークを広げ、

議論を進めた。 

第 3年度にあたる平成 31年度は、先の 2年間の検討において、｢分野横断研究の推

進｣や｢研究成果と規制への取り入れのつなぎ｣、｢放射線防護人材の確保・育成｣などに

関して本格的に取り組む必要があることが明らかになったので、放射線防護アカデミア

に参加する学会が積極的なアクションを行った。また 2つのネットワークはそれぞれ緊

急時対応人材の確保並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築のための方策を提案し

た。本報告書ではこれらの活動をとりまとめた。 
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Ⅱ．事業遂行の実施体制 

ネットワーク形成推進事業では、①代表機関は国際的機関や国際会議における議論に

ついて情報の収集及び把握をし、国際的な最新の知見を取り入れることができる体制と

なっていること、②国際的な最新知見を国内の関係研究者と共有し、国内における課題

について検討できる体制になっていることが採択時の要件となっている。 

実施体制 1：事業の運営主体である「代表機関と分担機関」 

アンブレラ事業は、放射線防護に関連する代表的な国際機関（UNSCEAR、ICRP、

ICRU、IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH、ISO等）と関連が深い量子科学技術研究開発機構

（以下、量研）、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）、原子力安全研究協会

（以下、原安協）が受託し、この 3機関が、国内の関係研究者間の国際動向情報の共

有、自立的な議論や調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．平成 31 年度アンブレラ事業の実施体制 

【全体統括】 
量研・放射線医学総合研究所 神田玲子 

1．課題解決型ネットワークの設置とアウトプット
創出 

(1）放射線防護研究の推進に関する検討
＜担当＞

 量研  神田玲子、坂内忠明、山田裕 

(2）緊急時放射線防護検に関する検討
＜担当＞
原子力機構 百瀬琢麿､高田千恵､ 

吉野直美､早川剛 
量研  立崎英夫、栗原治 

(3）職業被ばくの最適化推進ネットワークの運営
＜担当＞
原子力機構 吉澤道夫､木内伸幸、 

小野瀬政浩、谷村嘉彦 
原安協 杉浦紳之 

(4）放射線防護分野のグローバル若手人材の
育成 

 ＜担当＞  
量研  神田玲子、小林隆子 

2．アンブレラによる情報共有と合意形成 

(1)国際動向に関するアンブレラ内の情報共有
＜担当＞

原安協 杉浦紳之、野村智之 
量研  神田玲子 

(2)放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定
＜担当＞

量研  神田玲子､ 山田裕、岩岡和輝 
原子力機構  百瀬琢麿、吉澤道夫 
原安協  杉浦紳之 

(3）アンブレラから社会への情報発信
＜担当＞

量研  神田玲子、坂内忠明、岩岡和輝 

3．事業進捗の PDCA 
＜担当＞ 

量研  神田玲子、石黒千絵 
原子力機構  百瀬琢麿、吉澤道夫 
原安協  杉浦紳之 
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実施体制 2：議論や調査の主体である「課題解決型ネットワーク」 

 平成 29年度に国内の放射線防護研究の推進にかかる検討を行なうネットワークとし

て「放射線防護アカデミア」を組織した。放射線防護アカデミアには、日本放射線安全

管理学会、日本放射線影響学会、日本放射線事故・災害医学会、日本保健物理学会およ

び放射線影響・防護の専門家グループである「放射線リスク・防護研究基盤」（以下、

「PLANET」。現在は量研が設置した委員会扱い）が参加しており、３年間、参加団体に

変更はない。 

平成 29 年度に組織化した緊急時放射線防護ネットワークと職業被ばく最適化推進ネ

ットワークにはアカデミア参加学会関係者に加え、日本産業衛生学会からの被推薦者や

電力会社、研修事業者、線量登録機関がメンバーとして加わるなど、主要なステークホ

ルダーが参加している。

実施体制 3：事業の情報共有や合意形成の枠としての「アンブレラ」 

 「国際的な最新知見を国内の関係研究者と共有し、国内における課題について検討す

る」仕組みとして考えているのが、学術コミュニティと課題解決型ネットワークをつな

ぐアンブレラ型のプラットフォーム、いわゆるアンブレラである。アンブレラ参加団体

に対し、テーマ別の報告会の開催等、関係者間の情報共有や横断的議論の場を提供する

とともに、ネットワークの代表者で構成された「代表者会議」がアンブレラの運営全般

に関与することで、放射線防護分野の全ステークホルダーが、個別の課題の解決と言っ

た共通の目的に向けて「情報共有」「連携」「協調」を進めている。 

なおアンブレラ事業での検討内容に関しては、医療系学会年次大会や市民対話を実施

している研究班の報告会にて紹介し、議論の場を広げている。今後、実施体制のボーダ

ーレス化が進むと思われる。 

図 2．課題解決型ネットワークとアンブレラ型プラットフォームの構成 

（平成 31 年 3 月現在） 

4



Ⅲ．5 年間のロードマップと第 3 年度の事業の位置づけ 

アンブレラ事業では、事業内容を①課題解決型ネットワークによるアウトプット創出

と②放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成の 2 つに大きく分けている。しか

し両者は、縦糸と横糸の関係となっており、①のアウトプットが、放射線防護に係る課題

解決のための提案および提案の根拠となるような調査結果であるのに対し、②の成果は、

提案や調査結果のとりまとめに至った合意形成の仕組み作りとなっている。 

以下に、本事業応募時に作成したロードマップを示す。 

図 3．アンブレラ事業のロードマップと平成 31 年度の進捗 

【ロードマップ説明（研究課題採択時のもの）】 
1．課題解決型ネットワークによるアウトプット創出

第 1 年度：ネットワークの設置、放射線安全規制研究の重点テーマの提案
第 2 年度：上記重点テーマや調査分析を行うネットワークの見直し、国内の放射線防護研究の状

況に関する調査 
第 3 年度以降：緊急時対応人材の確保や職業被ばくの最適化に関する提案 
第 5 年度：ネットワークの自主的運営を検討 

2．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
第 1 年度：アンブレラの設計（アウトプット創出、成果の可視化等機能付与を含む） 
第 3 年度以降：ステークホルダー会議によるネットワークのアウトプットの実現に向けた議論や合

意形成、アンブレラ運営の見直し検討を開始。 
毎年度：代表者会議による活動方針の議論、ネットワークの活動や国際動向に関する情報共有 

 このロードマップに沿って、第 1年度である平成 29年度には、放射線防護関連 4学会

が参加して、安全規制研究の重点テーマの提案を行った。またネットワークを 2 つ設置
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し、緊急時対応人材確保の方策や職業被ばく管理制度に関する検討を始めた。こうした

活動の報告に対し、代表者会議がリードあるいはフォローを行った。さらに情報共有の

場として国際動向報告会を、議論や合意形成の場としてネットワーク合同報告会を、そ

れぞれ開催した。平成 29年度第２回研究評価委員会（平成 30年 2月 26日開催）の評価

結果として、「長期ビジョンを確立するため、年度計画に縛られることなく、柔軟に進め

ていただきたい」とのコメントを得た。 

 第 2年度となる平成 30年度においては、学会内での議論や行政と専門家の議論を深め

るため、調査機能を強化した。具体的には国際動向報告会のテーマを「国際機関における

研究動向やニーズ」として、アカデミアの活動とリンクさせた。また、国内の放射線防護

研究の状況に関する調査として、放射線防護人材の年齢や専門性の分布の調査・分析を

実施した。さらには、職業被ばく最適化推進ネットワークに日本産業衛生学会が参加し、

ネットワークの拡充も達成した。平成 30年度第 2回研究評価委員会（平成 31年 2月 15

日開催）の評価結果として、「アカデミアと規制当局の橋渡し及び学会間のネットワーク

形成という目的に向かって順調に進んでいる。なお、人材育成については、長期的な視野

に立って実質的な取組みとなるよう検討されたい。」とのコメントを得た。 

 第 3年度となる平成 31年度においては、中間評価の年次であることも意識し、これま

での活動や議論を集約してアウトプットを出すことに注力した。その過程において、調

査や議論、合意形成のプロセスを確立した。成果の一部は、放射線審議会や厚生労働省の

検討会等で発表した。国際動向報告会では、円卓討議とフロアからの WEB ベースでの意

見聴取を試みたことなどにより、今後、本格化するステークホルダー会議の準備を整え

た。前年度の研究評価委員会のコメントを受けて、人材育成に関しては現状調査による

問題点の抽出と方策の検討の両面から取り組んだ。令和元年度第 3回研究評価委員会（令

和 2年 2月 6日開催）の中間評価結果として、「これまでの活動で明らかになった様々な

問題への対応を含めて、順調に進んでおり、防護アカデミアの活動は高く評価できる。今

後、社会への発信という観点を加えるとともに、医療・原子力・リスクなど放射線防護に

関与する学会の参画による放射線防護アカデミアの拡大についても検討されたい。」との

コメントを得た。

こうした進捗に鑑み、現時点ではロードマップを修正する必要はないと考え、ロード

マップに即して次年度の事業計画を作成した（Ⅵ. 次年度の事業計画）。
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Ⅳ．事業の進捗 

平成 31 年度事業計画書内ではいくつかの活動についてクレジットが異なる個別の報

告書を作成し、それぞれの事業の進捗を記載している。こうした個別報告書は本報告書

の付属資料として巻末に添付している。そこで本報告書中では、事業計画書の項目別に 

・事業計画書と実績との対照（表１）

・進捗の概要（個別報告書のサマリー等）

について記載する。詳細に関しては、付属資料を引用することとする。 

表 1．平成 31 年度事業計画と実績の対照 

平成 31 年度事業計画 平成 31 年度実績 
付属資料 
(クレジット)

１．課題解決型ネットワークによるアウトプット創出 
（１）国内の放射線防護研究の推進に関する検討
①放射線防護アカデミアによる放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成

日本保健物理学会、日本放射線安全管
理学会、日本放射線影響学会及び日本放
射線事故・災害医学会に依頼し、放射線安
全規制研究の平成 32 年度重点テーマなら
びに研究成果の規制への反映に関して、ア
カデミアの合意形成を行う。さらに、放射線
防護分野の人材確保・育成に関する具体的
な方策に関して、若手を交えた検討を行う。
また上記の 4 学会は、年次大会やシンポジ
ウムなど学会が主催するイベントにおいて、
上記の検討項目に関連するセッションを企
画・開催し、アカデミアと政策立案者が議論
する場を提供する。
さらに学会は、検討の結果やセッション開催
報告を、事業代表者が定めた書式の報告
書を用いてまとめるとともに、アンブレラとし
ての取りまとめの議論に参加する。
加えて日本原子力研究開発機構及び量子
科学技術研究開発機構が連携して、必要に
応じて放射線防護アカデミアを拡張して、よ
り広範囲の情報収集を行う。
これらの検討結果や放射線審議会の議論
等を踏まえて、研究推進委員会等において
重点テーマを検討する際に参考となる資料
を作成する。作成した資料について原子力
規制庁担当官の確認を受ける。

 放射線防護アカデミアに参加する学会は、
これまでにそれぞれが提案した重点テーマ
候補の研究課題の実施に向けた検討を進
めた。日本放射線影響学会と日本保健物理
学会が規制の科学的基盤となる「低線量リ
スクに関するコンセンサス」を取りまとめた。
また令和 2 年度の重点テーマに関する各学
会からの意見を代表者会議が取りまとめ
た。アカデミア参加学会では、学会員対象
の合同アンケート調査を実施し、放射線防
護人材の現状把握ならびに若手のアカデミ
ックポストの獲得と中堅のキャリアパスにお
ける課題の抽出を行った。アカデミア参加学
会では、当該会員のアンケート結果の分析
を行うとともに、若手を交えて若手の支援や
活性化の方策を検討した。さらに日本放射
線安全管理学会では「事故対応／放射線
障害予防規程提出後の対応／放射線安全
規制研究の成果」について、日本放射線影
響学会では「放射線影響研究と放射線安全
規制研究の関わり」について、日本放射線
事故・災害医学会では「被ばく医療に関する
診療の手引き作成」について、日本保健物
理学会では「緊急時モニタリングに関する国
内外の最新動向」について、アカデミアと行
政が議論するイベントを開催した。

アカデミア参加学会は、事業代表者が定
めた書式を用いて上記の活動をまとめた報
告書を作成した。また代表者会議における
取りまとめの議論に参加した。 

付属資料 1 
（代表者会議） 
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事業代表者は、代表者会議の検討結果
を用いて、令和元年度第 1 回研究推進委員
会（令和元年 12 月 12 日）にて、過去 2 年間
に本事業から提案した重点テーマの総括な
らびに新たに取り組むべき課題の追加提案
を行った。追加提案した 5 つのテーマのう
ち、原子力規制員会による重点テーマの決
定にあたっては『緊急時防護措置の正当
化、意思決定の正当化』が考慮された。 
原子力機構と量研は、アカデミア参加学

会に加えて日本リスク学会の関係者にコン
タクトし、『緊急時防護措置の正当化、意思
決定の正当化』に関して情報共有ならびに
意見交換を行った。 

 

（２）緊急時放射線防護に関する検討 
①緊急時放射線防護ネットワーク構築 

付属資料2 
(原子力機構) 

 平成 30 年度から運営が開始された緊急
時放射線防護NWの３つのサブネットワーク
活動の強化のため、個別分野毎に人材の
確保、育成プラン作りを進める。また、「健
全な放射線防護実現のためのアイソトープ
総合センターをベースとした放射線教育と
安全管理ネットワーク」等との連携について
の検討結果に基づき、教育用教材の整備
活用を進める。 

 原子力機構を運営主体とし、原子力機構、
量研、原安協、大学、日本保健物理学会、
日本放射線安全管理学会、日本放射線事
故・災害医学会および「健全な放射線防護
実現のためのアイソトープ総合センターをベ
ースとした放射線教育と安全管理ネットワー
ク」等に所属する専門家で構成された緊急
時放射線防護ネットワーク検討会を運営し
て、3 回の会合を開催し、ネットワークの構
築、活動のあり方等について検討を行った
（令和元年 8 月 24 日、12 月 21 日、令和 2
年 2 月 1 日）。 
また環境モニタリング、放射線管理、線量

評価の専門分野別に設置した３つのサブネ
ットワークでは、参加者の相互の情報交換
や共通する課題の検討、専門家向け緊急事
態対応ガイドの作成に資するための専門家
の力量に関する検討を行った。 

 

②文献調査と対応方針の作成  

 前年度までにとりまとめた調査検討結果
に基づき、放射線防護専門家向けの放射
線緊急事態対応ガイドの構成案の検討を
行う。専門家と行政機関関係者を結ぶネッ
トワークのあり方について緊急時対応組織
関係者等の意見集約を行い、実効性のある
持続的な仕組みの検討を行う。 

これまでに行った①緊急時総合調整シス
テムに関する文献や原子力/放射線災害時
の線量測定に関するガイドブック等の調査、
②原子力災害に対応できる放射線防護分
野の専門家の役割に関する議論、および③
専門家向けや国・地方自治体職員向けに実
施する教育訓練の調査を基に、放射線防護
専門家向けの放射線緊急事態対応ガイドの
構成案を作成した。 

また、原子力規制庁や内閣府の原子力
防災担当者との打ち合わせに基づき、行政
機関関係者に対して効果的な支援活動を継
続的に行うための専門家間のネットワーク
のあり方について検討を行い、専門家の視
点から現在の課題を整理した。 
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（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討
①国家線量登録制度の検討

付属資料3 
(原子力機構) 

 国家線量登録制度に関し、具体的な制度
設計に必要な、線量データの収集・登録・活
用方法、職業被ばく分類、運営に必要な費
用等に関する調査・検討を進める。検討に
当たっては、平成 30年度に構築した国家線
量登録制度検討グループ(構成員６名、検
討の必要性に応じて関係者を追加)による
全体会合及び個別事項に関する検討会合
を２回程度開催する。 

 昨年度の検討結果と我が国の現状を踏ま
えて、国家線量登録制度検討グループ(構
成員 6 名)は、実現可能な国家線量登録制
度として、①国家線量登録機関による中央
⼀括管理方式（全従事者）、②全事業者が
協働で線量登録機関を設置して一括括管理
する方式（全従事者）、③全事業者が協働で
線量登録機関を設置して管理する方式（従
事者限定）および④業界・分野別に線量管
理制度を運用する方式（従事者限定）の4案
を提案した。この 4 案について、制度構築の
意義、国と事業者の役割分担、費用負担の
考え方、個⼈情報の扱いの観点から長所・
短所を比較検討した。こうした検討に当た
り、国家線量登録制度検討グループの会合
を 2 回開催した（令和元年 10 月 15 日、12
月 22 日）。 
 本グループの検討状況については、第 5
回眼の水晶体の被ばく限度見直し等に関す
る検討会（令和元年 6月 20日）および第 146
回放射線審議会総会（令和元年 9 月 27 日）
にて報告を行った。 

②線量測定機関認定制度の検討

 日本適合性認定協会が事務局を務める
「放射線モニタリング分科会」と連携して、平
成 29 年度に策定した認定基準・技能試験
等の具体的な運用・解釈に関する検討を進
める。また、認定分野の環境放射線モニタ
リング等への拡大の方向性について検討す
る。検討に当たっては、「放射線モニタリン
グ分科会」メンバー（７名、必要に応じて関
係者を追加）により２回程度検討会を開催
する。
また、平成 30 年度に引き続き、①の調査と
合わせて、国際標準化機構（ISO）の原子力
専門委員会（TC85）/放射線防護分科会
（SC2）/中性子サブグループ会合(イタリア
にて開催予定、時期未定)に専門家を派遣
し、放射線標準校正等に係る最新動向を調
査する。

日本適合性認定協会が運営主体である
「放射線モニタリングタスクフォースグルー
プ」（「放射線モニタリング分科会」より名称
変更）と連携して個人線量測定の信頼性確
保に係る認定制度について検討した（令和
元年 7 月 11 日、12 月 2 日、令和 2 年 2 月
25 日）。品質保証に係る基準については、
認定制度をインハウス事業者に拡大しても
大きな変更の必要がないことを確認した。環
境モニタリングへの拡大については、原子
力規制庁「環境放射線モニタリング技術検
討チーム」から基本方針が示された後に検
討を進める方針を確認した。また 60 keV 近
辺の X 線で入射角度を変えた照射を行い、
認定に必要な技能試験に関する基礎データ
の収集を行い、認定のための技能試験の認
定基準の妥当性を確認した。 

さらに ISO/TC85/SC2/WG2/SG3 専門家
会合（開催地：イタリア／フラスカーティ、令
和元年 5 月 15 日から 17 日）に専門家を
派遣し、放射線標準校正技術関連の国際規
格に関する情報を収集した。この結果は、今
後の技能試験方法の検討に活用できる。 

（４）放射線防護分野のグローバル若手人材の育成
①国際的イベントへの若手専門家の派遣

付属資料 1 
(代表者会議) 
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放射線防護に関する国際的な機関や委
員会が開催する国際的イベントに放射線防
護アカデミアに所属する若手専門家を派遣
する(2 名程度)。出張者は本事業で開催す
る会合にて出張報告を行うとともに、放射線
防護専門家の若手代表として本事業に協
力する。 

代表者会議が派遣先として提示した 2 つ
のイベント（OECD-NEA 主催第 2 回国際放
射線防護スクール／ICRP 主催第 5 回放射
線防護体系に関する国際シンポジア）への
参加応募者を募った。あらかじめ定めた選
考の手順と基準にのっとり、代表者会議メン
バーが選考を行い、それぞれのイベントに
若手 1 名ずつを派遣することとした。出張者
は第 3 回ネットワーク合同報告会（令和 2 年
1 月 14 日）にて出張報告を行い、参加したイ
ベントの紹介ならびに若手のグローバルな
経験を放射線防護アカデミアに展開する方
策を発表した。 

 

②若手研究者の主体的活動の支援  

若手研究者の発想を放射線防護上の諸
課題の解決に活かすため、放射線防護アカ
デミアの若手が連携して行う活動を支援す
る。 

放射線防護アカデミア参加学会それぞれ
が若手を中心的構成員とする学会内組織の
支援を行った。日本放射線安全管理学会で
は教育訓練検討委員会を若手中心の構成
にして、学会活動への参加を推進した。日
本放射線影響学会では「若手放射線生物学
研究会」を学会内組織にする方針を決定し
た。日本保健物理学会は既存の枠組みで、
若手や学生中心の組織への支援を行った。 

また若手研究者の発想を放射線防護上
の諸課題の解決に活かすため、第 3 回 NW
合同報告会（令和 2 年 1 月 14 日）では、学
会から推薦された若手研究者 4 名によるパ
ネルディスカッションを実施し、放射線防護
人材の確保や育成方策に関して若手研究
者の意見を収集した。国際的機関主催イベ
ントへの若手派遣者からの提案も加え、若
手のアカデミックポストの獲得や中堅のキャ
リアパス、グローバル経験の若手への展開
等に関して多数の具体的な方策が若手から
提案され、学術的情報や就職情報に関する
発信や共有のあり方等の議論がなされた。 

付属資料 1 
(代表者会議) 

２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 
①国際動向報告会の企画運営・報告書作成 

付属資料4 
(原安協) 

 アンブレラ関係者を対象に、ICRP などの
放射線影響・防護に関係する国際的機関等
の動向に関する報告会を開催する（東京都
内、100 名程度の会場を想定。）。報告会の
内容については企画会議で検討し、報告会
で報告された内容と議論は、報告書にまと
めて、公表する。 

 国際動向報告会の企画会議（令和元年 6
月 17 日）での決定を受けて、「実効線量と実
用量―改定の概要となお残る課題―」をテ
ーマとした報告会を開催した（令和元年 12
月 24日、グランパークカンファレンス）。午前
の部では ICRP 各委員会委員がテーマに関
連する最新の検討状況を紹介し、午後には
UNSCEAR, ICRP, ICRU, IAEA, OECD/NEA
に関連する有識者による円卓会議で議論を
実施した。またフロアからの質問をインター
ネット経由で収集し、ファシリテーターが適宜
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円卓討議に利用する試みを行った。報告会
で報告された内容と議論は、報告書にまと
められ、本事業の HP 上で公開した。 

②国際的機関からの専門家との意見交換  

 放射線防護関連の国際的機関から来日し
た専門家と国内の専門家が、安全研究のテ
ーマや人材育成等に関する意見交換する
場を設ける。 
 

 ICRP のタスクグループ会合のため来日し
た仏国専門家 2名（Jean-Francois Lecomte, 
Jacques Lochard）と量研研究者 2 名が放射
線防護人材の育成について意見交換を行っ
た（令和 2年 2月 24日、量研東京事務所）。
量研研究者からは ICRP 事務局への短期派
遣の経験について、ICRP メンバーからは、
新たに始まったメンター制度について話題
提供があり、若手が国際的機関の活動に参
加することの人材育成上の効果について議
論された。 

 

（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 
①ネットワーク合同報告会の企画運営・報告書作成 

付属資料5 
（量研） 

 放射線防護アカデミアや、緊急時対応人
材 NW や職業被ばくの最適化推進ネットワ
ークの活動に関して、アンブレラ内での合意
形成や異分野連携に向けたオープンな議
論を行うために、報告会を開催する（東京都
内、100 名程度の会場を想定。）。具体的に
は、アンブレラに所属するネットワーク（放射
線防護アカデミアを含む）が活動を報告する
とともに、4 名程度の指定発言者が今後の
取り組みに関してコメントを発表する。また。
報告会での発表内容と議論は、報告書にま
とめ、公表する。 

 アンブレラ内での情報共有や合意形成に
向けたオープンな議論を行うために、ネット
ワーク合同報告会を開催し、大学、研究所、
省庁、事業者、一般など様々なステークホ
ルダーが参加した（令和 2年 1 月 14 日、トラ
ストシティカンファレンス・丸の内)。本報告会
にはまず事業担当者と代表者会議議長が
登壇し、アンブレラ事業の概要、専門家と行
政との連携、国際動向報告会の報告を行っ
た。その後のセッション「放射線防護関連分
野の若手人材の確保と育成」では、学会員
対象の合同アンケート調査や各学会での若
手を交えた検討の結果等について、それぞ
れの担当者が報告を行った。また国際的機
関主催イベントに派遣された若手研究者に
よる出張報告や学会からの若手代表者 4 名
によるパネルディスカッションを行った（前
述）。2つのネットワークから 3年間の検討の
成果として課題解決案が提示された。その
後、参加者の提出したコメントシートをもとに
フロアとの議論を行った。まとめとして本事
業のプログラムオフィサーから総評が述べら
れた。報告会での発表内容と議論は報告書
にまとめ、本事業の HP 上で公表した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②代表者会議の運営  

 アンブレラの構成団体の代表者からなる
会議（代表者会議）を年に 4 回程度開催し、
放射線安全規制研究の推進と若手人材の
確保・育成に関する検討結果をまとめるとと
もに、翌年度の活動や学会やネットワーク
の追加加入について議論する。会議開催後
は、発言者名及びその意見を記録した議事

 代表者会議を 4 回開催した。第 8 回会合
（会合名には平成 29 年度からの通し番号を
用いている）新議長として甲斐倫明氏（日本
保健物理学会、PLANET）が就任し、今年度
の事業計画および学会合同で行うアンケー
ト調査に関する審議を行なった(令和元年 6
月 8 日）。第 9 回会合では、放射線安全規

付属資料1 
(代表者会議) 

 
付属資料6 
（量研） 
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録を作成し、速やかに原子力規制庁に提出
する。 

制研究の重点テーマの追加提案に関する
各学会からの意見聴取および各学会やネッ
トワークの活動の進捗確認を行った（令和元
年 11 月 2 日）。第 10 回会合では、ネットワ
ーク合同報告会ならびに来年度の事業計画
の大枠について議論を行った（令和元年 12
月 26 日）。第 11 回会合では、学会やネット
ワークの報告書のとりまとめを行った。また
次年度の活動計画に関しては、学会による
知見の収集・調査などのテーマや若手派遣
事業などの個別案件について検討した(令
和 2 年 1 月 14 日)。 

（３）アンブレラから社会への情報発信  

国内の放射線防護に関する諸制度と国
際的な放射線防護等に関する知見等を
WEB 上で閲覧できる「放射線影響・放射線
防護ナレッジベース」の整備を行う。 

 今年度の放射線審議会の議論や社会的
関心等を考慮し、放射線影響・放射線防護
ナレッジベース‟Sirabe”のコンテンツの拡充
を行った。具体的には、放射線業務従事者
の被ばく線量登録制度や健康診断およびト
リチウムの生物効果比等に関する記事 8 件
を執筆した。また‟Sirabe”内の ICRP 用語集
に掲載すべき新規項目 322 件および更新
項目 45 件を作成した。放射線影響・防護ナ
レッジベース運用委員会（Web 会議、令和 2
年 3 月 17 日）および同委員会編集部会（メ
ール会議、3 月 2 日～6 日）において、新
規・更新項目の承認ならびに次年度以降の
活動方針について審議を行った。 

付属資料6 
（量研） 

３．事業進捗の PDCA  

 本委託契約期間において、事業担当者で
ある量子科学技術研究開発機構、日本原
子力研究開発機構および原子力安全研究
協会は、事業進捗に関する打合せを６回程
度行う。また、原子力規制庁及び同庁が任
命するプログラムオフィサーに対し、進捗報
告を月に１回程度行うほか、事業実施内容
について疑問が生じた場合、その都度助言
を仰ぐ。 
本事業における検討会その他の会合の委
員を選定するときは、あらかじめ原子力規
制庁担当官の確認を受けるほか、会合を開
催する際には原子力規制庁に通知し、その
職員の出席を認めることとする。 

本委託契約期間において、事業担当者で
ある量研、原子力機構、原安協は、代表者
会議(第 8～11 回会合)やネットワーク合同
報告会、成果報告会の機会を活用して、事
業進捗に関する打合せを 6 回行うとともに、
メール等で密接に連絡を取り合った。 
原子力規制庁担当官とプログラムオフィ

サーに対し、代表者会議やネットワーク合
同報告会、成果報告会準備等の機会を活
用して、面談で進捗報告や相談を行った。
また随時プログラムオフィサーに対してメー
ルでの相談や報告を行なった。 
 放射線防護アンブレラ代表者会議、緊急
時放射線防護ネットワーク検討会、国家線
量登録制度検討グループ、放射線影響・防
護ナレッジベース運用委員会の構成員につ
いて原子力規制庁担当官の確認を受けた。
またこれらの会合には、原子力規制庁担当
官とプログラムオフィサーが出席した。 
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進捗の概要（個別報告書のサマリー等） 

 

１．課題解決型ネットワークによるアウトプット創出 

（１）国内の放射線防護研究の推進に関する検討（付属資料 1のサマリーを以下に記す） 

①放射線防護アカデミアによる放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成 

 

(ア) 放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案 

（昨年度までの進捗） 

平成 29年度、アカデミア参加団体である日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会、

日本放射線影響学会及び日本放射線事故・災害医学会および放射線リスク・防護研究基

盤（PLANET）は、放射線安全規制研究の重点テーマ候補を提案した。代表者会議では提案

された 30課題のいずれもが放射線防護上の重要な研究であるという結論に至った。 

続く平成 30年度には、安全研究に関する規制庁の方針や放射線審議会での議論を踏ま

えて 30 課題の中を整理し、①放射線安全規制研究事業での実施が適当、②原子力規制庁

の個別の委託事業内での実施が適当（特に緊急性の高い調査など）、③アンブレラ事業内

で実施可能（実験や開発の要素がないもの）、④学会等が単独あるいは連携して主導的に

推進、⑤他省庁の計画に位置付けられるのが適当、の 5つに整理した。 

①に分類された 12課題を、以下の 4つのテーマに集約し、研究推進委員会に提案した。 

1.原子力災害等における初期対応のための手法開発とマニュアル化のための研究 

2.短半減期核種の利用と合理的管理のための研究 

3.業務による被ばく状況や雇用形態の違いに対応した職業被ばく管理の適正化の 

ための調査研究 

4.東京電力福島第一原子力発電所周辺の現存被ばく状況の検証的評価研究 

 他方、③④にカテゴライズされた課題に対しては、必要に応じてアカデミア参加団体

およびアンブレラ内組織が研究の推進を支援することとした。「放射線安全規制の基盤と

なる放射線科学とその認識に関するコンセンサス」を共同提案した日本放射線影響学会

と日本保健物理学会では、この課題の遂行のための合同委員会を設置した。 

 

（今年度の検討の経緯と結果） 

 令和 2年度の放射線安全規制研究の重点テーマの提案 

2年間の検討により、放射線防護に係る広範な領域から重点テーマが抽出され、原子

力規制委員会への提案および他省庁への展開も完了しているが、この 1年間に国内外の

情勢等に変化もあることから、新たに追加提案すべき重点テーマの有無について検討し

た。第 9 回代表者会議ではアカデミア参加学会より 5件の新規提案があった。また平成

30－31 年度のアンブレラ事業の活動により、防災措置の正当化に関する研究に関して

は規制上のニーズがあることが明らかになっている（表 2）。 

こうした検討結果を、令和元年度第 1回研究推進委員会（令和元年 12月 12日）にて
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報告した。その後、原子力規制委員会決定した令和 2 年度の重点テーマと照合すると、

本事業からの追加提案のうち『防護措置の正当化および意思決定の正当化』が採用され

たと思われる。 

 

表 2. 放射線防護アンブレラからの令和 2 年度重点テーマの追加提案 

 提案主体 

短半減期核種廃棄物減容化の新たな考え方 
日本放射線 

安全管理学会 連続供給される短半減期核種等の放射線管理における平均存在数量

の新たな考え方 

医療分野の職業被ばくにおける防護の最適化 

日本保健 

物理学会 

水晶体の医療被ばく管理と合理的な被ばく低減の提案 

トリチウム問題をいかに解決すべきか？ ―技術的側面、社会的側面を

国際的な視点から考える 

防護措置の正当化および意思決定の正当化 代表者会議 

 

 

 平成 29年度に提案された重点テーマ候補のフォローアップ 

第 9回代表者会議では、平成 29年度に重点テーマ候補として取りまとめた 30課題と

今年度新規提案された課題を含む計 36課題についてはリスト化し（表 3）、以下の方針

でその後の研究推進や進捗のフォローを行うことした。 

①アンブレラ事業が提案し、原子力規制委員会が採択した重点テーマの枠で採択さ

れた課題：遂行や規制への反映を代表者会議として注視する。 

②アンブレラ事業内で、アカデミア参加団体やネットワークが自主的に検討している

課題：随時代表者会議にて進捗に関する報告を受け、必要に応じて推進に関与する。 

③まだ検討がスタートしていない課題：他省庁の競争的研究費や委託調査など、様々

な枠組みでの実施を模索する。 

 

日本放射線影響学会と日本保健物理学会の合同委員会（先述）は報告書「低線量リス

クに関するコンセンサスと課題」を取りまとめ、両学会のクレジットで放射線生物研究

会が刊行している『放射線生物研究』に掲載することを決定した。その他、アンブレラ

事業で進捗のフォローアップ対象としている課題は以下の 8課題である（かっこ内は実

施主体）。 

・動物実験データを用いた放射線影響リスク解析と疫学への橋渡し方策の検討

（PLANET） 

・線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞察

（PLANET） 

・多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討（職業被ばく最

適化推進ネットワーク） 
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・放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築（量研） 

・緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究（緊急時放射線防護ネットワーク） 

・自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計（日本保健物理学会） 

・e-learningを基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラッ

トホーム開発（日本放射線安全管理学会） 

・教育現場における放射線安全管理体制の確立（日本保健物理学会） 

 

（イ）専門家と行政のオープン・ディスカッションの企画と成果 

（昨年度までの議論） 

放射線安全規制研究の重点テーマの検討において、科学的知見

の規制への取り込みにおける一連のプロセスにおけるアカデミア

の役割が明確になった。アカデミアが期待されている役割の一つ

は、重点テーマの設定前の段階で、国内外の研究状況の調査をし

たり専門家間での議論を整理したりといった“前捌き”を行うこ

とである。また研究の結果を規制に反映するつなぎのステージに

おいて「関係学会のコンセンサスを得る」「一般化する」などの

プロセスにアカデミアが関与することも期待されている。これら

の役割は原子力規制庁との対話がきっかけで明確化された。 

また過去 2年間においてアカデミアが喫緊の課題として提案し

た重点テーマが必ずしも採択されておらず、専門家と行

政の間に相当の認識ギャップがあることが推定された。

アカデミア参加学会間には、会員の専門性や関心等に相

当の違いがあり、放射線管理や規制の現場との距離も様々であることから、学会単位で

アカデミアと政策立案者の議論の場を設定する必要があることが明らかになった。 

 

（今年度の検討の経緯と結果） 

専門家と行政のオープン・ディスカッションのテーマや開催時期、形式等の企画は各

学会が行った。その概要を表 4にまとめた。 

イベントの目的や成果は、専門家の役割に関する認識の一致（日本放射線影響学

会）、規制上の課題に関する認識の一致（日本放射線安全管理学会、日本保健物理学

会）、学会への業務依頼と受諾（日本放射線事故・災害医学会）等、様々であった。 

各学会の企画のキーワードを拾い上げると、事故内容の公表・災害対応（日本放射線

安全管理学会）、放射線災害時の情報提供と調査推進（日本放射線影響学会）、原子力災

害医療（日本放射線事故・災害医学会）、緊急時モニタリング（日本保健物理学会）等

であり、専門家と行政とで問題意識を共有している事項の一つが『事故・災害対応』で

あることがわかる。学会がそれぞれの科学的専門性を活かし、緊急事態対応に係る問題

点の抽出や規制改善の提案等を行うことが、行政への貢献につながると考える。 

情報集約 
・議論 

重点テーマ 
の設定 

安全規制 
研究の遂行 

ガイドラインの
提言 

規制へ 
の反映 

図 4．放射線防護アカデミア 

の重点テーマへの関与 
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表
3
．
重
点
テ
ー
マ
候
補
研
究
課
題
一
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令
和
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3
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現
在
）
 

Ⅰ
. 
放
射

線
の
生
物
学
的
影
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と
リ
ス
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内
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実
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主
体
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水
に
よ
る
内
部
被
ば
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す
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影
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学
会
か
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し
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被
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す
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研
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再
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案
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1
重
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テ
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⇒
不
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低

線
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バ
イ
オ
マ
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カ
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の
検
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が
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ゲ
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る
放
射
線
防
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の

基
準

策
定
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物
実

験
デ
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い
た
放
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影
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ス
ク
解

析
と
疫
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へ
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橋
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検
討

 
（
P

L
A

N
E
T
）
検
討

W
G
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し
、
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手

 

 
 
線

量
率

効
果

係
数
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R

E
F
)推
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な
デ
ー
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ベ
ー
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整
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と
生

物
学
的

分
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か
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の
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察

 
（
P

L
A

N
E
T
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提
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の
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放
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業
務

従
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者
・
放
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が
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療
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し
た
バ

イ
オ
バ
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築

に
関
す
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検
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（
影

響
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会
か
ら
今
後
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と
し
て

H
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再
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案

）
 

 

 
 
放
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線

安
全
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Ⅱ
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用

 
 

 
 
新

し
い
利

用
形
態
へ
の
対
応

-
短
半
減
期
核

種
の
放

射
線
安

全
評

価
法

の
確
立

-
  

H
3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
採
択

 

 
 
多

種
多

様
な
所
属
の
研
究
者
の
放
射
線
業
務

従
事

者
管
理
に
つ
い
て
の
検

討
 

H
3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
一
部
採
択

 

 
 
IC

R
P

/
IC

R
U
の
新
し
い
線
量
概
念
の
導
入
に
関

わ
る
課

題
へ

の
対

応
研

究
 

H
3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
不
採
択

 

 
 
放

射
線

安
全

管
理
方
法
の
最
新
の
知
見
の
サ

イ
ト
の
構

築
 

（
量
研
）
H

31
よ
り
対
応

を
検
討

 

 
医

療
分

野
の

職
業
被
ば
く
に
お
け
る
防
護
の
最

適
化

 
（
保

健
物

理
学
会
か
ら

H
3
1
年
度
に
新
規
提
案

） 
R

2
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
不
採
択

 

Ⅲ
. 
原
子

力
・
放
射
線
事
故
対
応

 
 

 

 
 
福

島
第

一
原

子
力
発
電
所
事
故
汚
染
地
域
に
お
け
る
動
植
物

デ
ー
タ
相

互
解

析
お
よ
び
試

料
収

集
組

織
の
構
築

 
H

3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
不
採
択

 

 
 
放

射
線

事
故

被
ば
く
に
対
応
で
き
る
生
物
学
的

線
量

評
価
の

自
動

化
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
構

築
 

H
3
0
安
全
規
制
研
究
と
し
て
採
択
済
み

 

 
 
放

射
線

緊
急

時
の

E
P
R
に
よ
る
ト
リ
ア
ー
ジ
手

法
の
研

究
 

H
3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案

 

 
 
原

子
力

災
害

・テ
ロ
等
に
お
け
る
放
射
線
障
害
の

治
療
の

標
準

化
/
マ
ニ
ュ
ア
ル

化
に
関

す
る
調

査
研

究
 

H
3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案

 

 
 
内

部
被

ば
く
線
量
評
価
と
早
期
治
療
介
入
の
手
法

と
体

制
の

開
発

・
調
査

研
究

 
H

3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
、
採
択

 

⇒
R

2
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
再
採
択

 

 
 
緊

急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
の
整
備
に
関
す
る
調

査
研
究

 
（
緊
急
時
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
学
会
と
連
携
し
て
対
応
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（
保

健
物
理
学
会
か
ら

 H
3
1
年
度
に
再
提

案
） 

 
防

護
措

置
の

正
当
化
、
意
思
決
定
の
正
当
化

 
（
H

3
0
年

度
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
合
同
報
告
会
に
て
規

制
庁

か
ら
提

案
） 

R
2
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
採
択

 

Ⅳ
. 
環
境

放
射
線
と
放
射
性
廃
棄
物

 
 

 
 
短

半
減

期
核

種
で
の
減
衰
保
管
の
導
入
の
是
非
を
ど
う
考
え
る
か

？
 
-
放
射

性
廃
棄

物
の

課
題
に
皆

で
向

き
合
う

-
  

H
3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案

 

 
短

半
減

期
核

種
廃
棄
物
減
容
化
の
新
た
な
考

え
方

 
（
放

射
線
安
全
管
理
学
会
か
ら
の

 H
3
1
年
度
に
新
規
提
案
）
 

R
2
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
不
採
択

 

 
連

続
供

給
さ
れ
る
短
半
減
期
核
種
等
の
放
射

線
管

理
に
お
け
る
平

均
存
在

数
量

の
新

た
な
考

え
方

 
（
放

射
線

安
全
管
理
学
会
か
ら
の

 H
3
1
年

度
に
新
規
提
案
）
 

R
2
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
不
採
択

 

Ⅴ
. 
放
射

線
測
定
と
線
量
評
価

 
 

 
 
放

射
線

の
検

出
技
術
の
施
設
管
理
へ
の
応
用

 
H

3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案

 

 
 
自

然
放

射
線

・
医
療
被
ば
く
に
よ
る
線
量
評
価

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

設
計

 
（
「
国

民
線
量
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築
と
新
規
全
国

調
査
の

実
施

」
の

タ
イ
ト
ル

で
保

健
物
理
学

会
か

ら
H

3
1
年
度

に
再
提
案
）
 
（
保
物
学
会
）
臨
時
委
員
会
で
実
施

 

 
 
粒

子
線

治
療

施
設
に
お
け
る
作
業
従
事
者
の

た
め
の

実
用
的

粒
子

線
被

ば
く
防
護

基
準
策

定
を
目

指
す
デ
ー
タ
集
積

 
H

3
1
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案

 

 
 
幅

広
い
分
野

で
の
放
射
線
管
理
に
お
け
る
線
量
拘

束
値
の
活

用
の
あ
り
方

に
関
す
る
研
究

 
 

 
水

晶
体

の
医

療
被
ば
く
管
理
と
合
理
的
な
被
ば

く
低

減
の
提

案
 

（
保

健
物

理
学
会
か
ら

 H
3
1
年
度
に
新
規
提
案

） 
 

Ⅵ
. 
放
射

線
教
育
､リ

ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

 
 

 
 
放

射
線

業
務

従
事
者
に
対
す
る
放
射
線
教
育
の

充
実

と
不
安

軽
減

評
価

の
調
査

研
究

 
 

 
 
e
-
le

ar
n
in

g
を
基
盤
と
し
た
放
射
線
業
務
従
事

者
教

育
訓
練
の

全
国

標
準

オ
ン
ラ
イ
ン
プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
開
発

 
（
安
全
管
理
学
会
）委

員
会
で
検
討

 

 
 
N
災

害
対
応

の
た
め
の
消
防
署
員
へ
の
放
射
線
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

と
教

育
教
材

の
提

供
 

  

 
 
教

育
現

場
に
お
け
る
放
射
線
安
全
管
理
体
制
の
確

立
 

（
保
物
学
会
）
専
門
研
究
会
立
ち
上
げ

 

 
 
義

務
教

育
で
の
放
射
線
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
導

入
を
目
指

し
た
放

射
線
教

育
担
当

教
員
人
材

育
成

の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
構
築

 
  

 
放

射
線

診
療

に
お
け
る
実
践
的
な
放
射
線
防

護
教

育
に
関
す
る
研

究
 

（
厚
労
省
）放

射
線
医
療
人
の
研
修
の
義
務

化
 

 
 
放

射
線
に
関

す
る

P
R
活
動
の
国
際
状
況
調
査

 
 

 
ト
リ
チ
ウ
ム
問
題
の
国
際
的
視
点
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ

:各
国

学
会

と
の

対
話

に
よ
る
新
た
な
解

決
策

を
探

る
 

（
保

健
物
理
学
会
か
ら

 
H

31
年
度
に
新
規
提
案

） 
R

2
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
⇒
不
採
択

 

17



表
4
．
専
門
家
と
行
政
と
の
連
携
に
関
す
る
各
学
会
の

実
績
の
ま
と
め

 

学
会

 
テ
ー
マ
お
よ
び
形
式

 
議
論
の
ポ
イ
ン
ト

 
結
論

 

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会

 
・
放

射
線

安
全

管
理

学
研

究
と
放

射
線
安
全
規

制
研
究
の
関
わ
り

 
 

・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
形
式

 

・
事

故
内

容
と
い
う
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
情

報
に
関

し
て
、
公

開
の

ノ
ウ
ハ

ウ
が

な
い
（
例

え
ば
大
学

H
P
に
掲
載
す
る
場
合
） 

・
災
害

時
に
１
人
に
責
任
が
集
中
し
な
い
よ
う
に
す
る

 

・
日

頃
か

ら
横

の
つ
な
が

り
を
持

ち
、
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の

取
り
入
れ
や
組
織
的
対
応
を
行
う

 

・
企
業
や
大
学
で
は

、
人
材
の
確
保
が
必
要

 

・
防
災
訓
練
及
び
誤
作
動
の
訓
練
が
有
効

 

 
・
放

射
線

障
害

予
防

規
程

提
出

後
の
対
応

 

・
年
次
大
会
の
企
画
セ
ッ
シ
ョ
ン

 

・
予
防
規
程
の
内
容
に
関
す
る
こ
と

 

・
下
部
規
程
の
こ
と

 

・
予
防
規
程
の
運
用
改
善
に
関
す
る
こ
と

 

 

 
・
ア
ン
ブ
レ
ラ
、
短
寿
命
α
核
種
、
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
事

業
 

・
年
次
大
会
の
企
画
セ
ッ
シ
ョ
ン

 

・
個
別
の
事
案
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
記
載
す
る
一
般
的
記

載
へ
の
変
換

 

・
大
学
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
使
っ
た
従
事
者
証
明
の
項
目
の
共
通
化

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形

成
事

業
は

、
５
年

で
終

わ
る
こ
と
な
く
引

き
続
き
展
開
で
き
る
よ
う
に
す
る

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
成
果
を
共
同
利
用
機
関
等
へ
展
開
す
る

 

日
本
放
射
線
影
響
学
会

 
・
放

射
線

影
響

研
究

と
放

射
線

安
全
規
制
研
究

の
関
わ
り

 

・
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー

 

・
（
行

政
か

ら
の

要
望

）
課

題
解

決
を
図

る
枠

組
み

の
構

築
、
規

制
機

関
と
の

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
充

実
、
規
制

行
政
へ

の
専
門
家

と
し
て
の
助

力
・
助
言
、
国
内
外
で
活

躍
す
る
専
門
家
の
継
続
的
な
輩
出
を
し
て
ほ
し
い

 

・
（
学

会
の

使
命

）
放

射
線

防
護

・
規

制
基

準
の

学
術

的
裏

付
け
、
放

射
線

災
害

時
で

の
情
報
の
提

供
と
調
査
の

推
進

を
す
る
べ
き
で
あ
る

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事

業
を
活

用
し
、
学
会

と
規

制
機

関
と
の

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
充
実
を
さ
せ
る
こ
と
が
大
切

 

日
本
放
射
線
事
故
・
災
害
医
学
会

 
・
被

ば
く
医

療
に
関

す
る
診

療
の

手
引
き
作
成

 

・
理
事
に
よ
る
討
議

 

 

・
（
行
政
か
ら
の
要

望
）
原

子
力

災
害

医
療
に
限
ら
ず
、
包

括
的
な
被
ば

く
医
療
を
対
象

と
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル

や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作

成
す
る
こ
と
で
、
診

療
の

標
準

化
や

高
度

な
被
ば
く
医
療
に
か
か
る
技
術
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
を
し
て
ほ
し
い

 

・
（
学
会
と
し
て
の
意
見
）
信
頼
性
の
高
い

E
B

M
の
ベ
ー
ス
の
治
療
指
針
の
作
成
は
で

き
な
い
が

、
マ
ニ
ュ
ア
ル

(手
順

書
）
は

作
成

可
能

。
「
被

ば
く
医

療
」
を
は

じ
め

、
救

急
・
災
害
医

療
や
、
保
健

物
理
、
文

献
整
理

と
医

療
統

計
等
の

専
門

家
が
参
加

す
る

必
要
が
あ
る
。

 

・
量
研
高
度
被
ば
く
医
療
セ
ン
タ
ー
が

設
置
す
る
被
ば
く
医
療

の
手

引
き
作

成
委

員
会

（
仮

）
 
に
学

会
か

ら
代

表
者

を
参

画
さ
せ
る
。

 

・
被

ば
く
医

療
の

ア
ー
カ
イ
ブ
と
な
る
よ
う
な
資

料
集

作
成

を
検
討
す
る
。

 

 

日
本
保
健
物
理
学
会

 
・
緊

急
時

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
関

す
る

国
内
外
の
最

新
動
向

 

・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

 

 

・
（
行

政
か

ら
の

要
望

）
こ
れ

ま
で
に
制

定
し
て
き
た
各

種
資

料
の

改
訂

、
構

築
し
た
緊

急
時

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

練
度
の

向
上
、
中

期
・
復

旧
期
に
お
け
る
緊

急
時
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
に
関
す
る
体
制
及
び
実
施
内
容
の
検
討
へ
協
力
し
て
ほ
し
い

 

・
（
学

会
と
し
て
の

意
見
）
E
M

C
へ

参
集

す
る
要
員

の
線

量
上

限
値
の

統
一

化
、
測

定
や

解
析

に
関

す
る
技

術
の

向
上

や
統

一
化

、
体

制
整

備
、
測

定
資

源
の

確
保

、
福

島
事
故
の
教
訓
の
国
際
機
関
の
報
告
書
や
国
内
規
格

へ
の
反
映
が
必
要
で
あ
る
。

 

・
個

人
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

の
位

置
づ

け
，
国

家
間

で
異

な
る

E
A

L
、

O
IL

の
具

体
的

数
値

設
定

、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
方

法
の

違
い
な
ど
を
今
後
の
議
論
の
焦
点
に
す
る

 

・
参

集
要

員
の

確
保

・
育

成
や

線
量

管
理

、
高

度
専

門
的

な
支
援
体
制
や
物
的
資
源
の
課
題
に
留
意
す
る

 

・
国

内
の

緊
急

時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

協
力

体
制

の
構

築
、
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
要

員
の

人
材

育
成

、
自

治
体

住
民

へ
の

対
応

に
対
す
る
専
門
家
の
関
与
が
重
要
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（ウ）若手人材の確保・育成方策検討のための学会合同アンケート調査の実施 

（昨年度までの議論） 

 放射線防護人材の確保および育成は、国際的な課題である。平成 29年度の重点テー

マの提案においては、放射線防護人材の不足や若手の育成の観点から優先すべきテー

マについても学会から提案された。平成 30年度に、アカデミア参加学会の会員の年齢

や専門分野に関する調査を行った結果、会員数の変化や会員の年齢分布に関しては 4

学会間で差がみられた。また日本放射線安全管理学会や日本放射線影響学会が会員の

年齢分布について 10-20年前と比較したところ、両学会とも 20代（主には学生）の割

合は増えているが、30-50代の割合が減っていることが明らかになった。これは、若

手がアカデミアポストを得るステージや中堅としてキャリアアップするステージにハ

ードルがあり、この年代の会員の割合が減少しているものと考えられる。アンブレラ

事業の枠内で実施可能かつ効果的な人材育成・確保の方策を講じるためには、若手人

材が減少している業種や業務を特定する等の調査が必要であるという結論に達した。 

 

（今年度の検討の経緯と結果） 

放射線防護アカデミアの 4学会の協力を得て、学会員への WEBアンケートを実施

し、若手人材が減少している業種や業務の特定および若手のポスト獲得と中堅のキャ

リアアップに関する構造上の課題の抽出を行うとともに、当事者の生の声を集めるこ

ととした。アンケートの形式や設問項目（表 5）については第 8回代表者会議で議論

し、①Webを用いて全学会が一斉に調査する、②若手に限らず全年齢層を対象とす

る、③学生会員と社会人会員では設問を変える、等の方針を決定した。 

アンケートは、令和元年 9月 1日から 10月 31日の 2ヶ月間実施した。回答者は

371 名（社会人 325名、学生 46名）であった。4学会の会員数を単純に合計すると約

2000 人だが、そのうち複数学会に所属する割合を考慮すると、回答率は 3割弱と推定

される。回答者の属性を以下の通り： 

・所属する学会：日本放射線安全管理学会(96名）、日本放射線影響学会(165 名）、日

本放射線事故・災害医学会(56 名）、日本保健物理学会(110 名) 

・現在の研究・技術開発分野（3つまで選択可）：放射線生物学(実験系)(135 名）、放

射線計測・線量評価(111名）、放射線防護･放射線安全管理学(108 名）、原子力･放

射線災害医療(54名）、環境科学(42 名）、放射線リスク評価(36 名)等 

 

学生からの回答を集計・分析した結果、専門性は理学系(34.8%)と医歯薬系(43.5%)

が多数で半数以上が研究職を希望していること、放射線関連の業務への就職希望者は

6割弱であることが分かった。また就職については、半数は情報不足に対して不安を

抱いており、就職について学会の先輩に望むこと（自由記載）の欄には、研究職以外

の仕事の紹介・斡旋、就活の体験談や 35歳程度のキャリアパスに関する情報提供、見

学会の開催を求める声が寄せられた。 

19



社会人の回答を年代別に集計・分析した結果、学生時代に放射線の研究経験がある

割合は年代が下がるにつれて上昇し、40歳未満では 7割であった。キャリアアップに

対する意識には年代による差がみられ、40 歳未満では多様な選択肢を考えている人が

多いのに対し、40代では研究へのこだわりが強いことが分かった。また 40歳未満の 5

割は全国公募でポストを得ているが、年代が上がるにつれ内部昇格の割合が増えてい

るという実態が明らかになった。その一方で、現職からのキャリアアップについての

考え（自由記載）の欄には、40 代、50代ともに、内部昇進が難しいが転職したくても

ポストが少ないといったコメントが多くみられた。 

また 40 代からは資格に関するコメントも多かった。回答者の約 5割は第一種放射線

取扱主任者等の資格を保有しているが、そのほとんどが 40歳未満で取得しているこ

と、放射線管理業務との相関が高く、特に修士号と第一種主任者資格の両方の保有者

の 6割は放射線管理を主業務としていることが分かった。 

さらに年代別で特徴的であったのは、40歳未満では診療放射線技師資格保有者が 3

割と多かった点である。診療放射線技師の資格の有無と、専門性、所属機関、業務、

ポストにはいずれも相関がなく、現在、保健学科や放射線技術学科等が広く放射線防

護人材の供給源の一つとなっている（図 5）。 

 

アンケートの回答の集計から、今後取り組むべき課題を以下に列挙する。 

・若手のアカデミックポストの獲得：ポストの絶対数が少ない、という声がある一

方、任期付きポストに応募がなかったり、放射線研究歴がない者を採用したりす

ることも多い。雇用側からの情報発信を改善し、ポストマッチングの支援策を講

じる必要がある。 

・中堅のキャリアパス：内部昇格や転職、主業務のシフトに対応するために資格や学

位が必要とされる場合も増える。特に 40歳未満の約 4割の博士号未取得者を対象

とした支援策を講じる必要がある。 

・人材確保や育成が必要な業種や業務の特定：放射線防護・放射線安全管理学を専門

としている、あるいは放射線管理業務を行っている会員の割合が 40代でめり込ん

でいる(図 6)。この群に対して、キャリアアップを支援するなど、優先的に人材

確保の方策を講じる必要がある。 
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表 5．アカデミア参加学会による合同アンケート調査の設問 
設問 テーマ 選択肢 備考 

共
通
設
問

1 所属学会 日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、日本放射線事故・災害医学会、日
本保健物理学会 

2 現在の研究・技術開発
分野 

放射線物理学、放射化学、放射線化学、放射線生物学（実験系）、放射線生物学（疫
学系）、放射線診断学、放射線治療学、原子力・放射線災害医療、放射線防護・放射
線安全管理学、放射線計測・線量評価、放射線リスク評価、環境科学、その他 

3 つまで
選択可 

3 身分 学部学生、大学院生博士課程前期（修士課程）、大学院生博士課程後期（博士課
程）、社会人（社会人大学院生を含む） 

学
生
会
員
へ
の
設
問

4 所属学部・研究科 理学系、工学系、農学系、医歯薬保健系、人文社会研究系、その他 

5 希望する職種 研究系、技術系、医療系、教員系、行政系、報道系、総務・管理等事務系、その他 2 つまで
選択可 

6 就職後の研究につい
て 

これまでの研究テーマを続けたい、これまでの研究にはこだわらない、これまでとは
異なる研究テーマを始めたい 

7 その理由 自由記載 

8 就職後の業務につい
て 

放射線関連の業務に就きたい、放射線関連の業務にはこだわらない、放射線関連の
業務には就きたくない 

9 その理由 自由記載 

10 放射線に関する興味
の対象 

放射線の利用、放射線の影響、放射線の管理、放射線の教育、その他: 該当全
て選択 

11 就職に関する不安 希望するポストが少ない、就職に関する情報が少ない、就職について相談できる人が
少ない、家庭の事情で選択肢が少ない、将来の展望が見えない、やりたいことがわか
らない、希望する就職に失敗して進学した経験から今でも就職が不安、その他: 

12 就職について学会の
先輩に望むこと 

自由記載 

13 年齢 20-29、30-39、40-49、50-59、60-69、70 以上

社
会
人
会
員
へ
の
設
問

14 所属 大学・大学院、短期大学・高専、専門職大学・専門職短期大学、国立研究機関・公設
試験研究機関、医療機関、民間企業、官公庁・地方自治体・独立行政法人、特殊法
人・認可法人・公益法人、海外機関・国際機関、その他: 

15 これまで在職した職場
の数 

1- 2、3 – 5、4 – 6、7 以上

16 現在の業務内容 研究・研究関連、技術開発・技術支援、教育、診療、放射線管理、その他 該当全
て選択 

17 現在の主たる業務 研究・研究関連、技術開発・技術支援、教育、診療、放射線管理、その他 

18 学位・資格等 修士、博士、医師・歯科医師、看護師、診療放射線技師、薬剤師、第一種放射線取扱
主任者、核燃料取扱主任者、原子炉主任技術者、技術士（原子力・放射線部門）、そ
の他 

該当全
て選択 

19 現職に着任する前の
放射線研究歴 

あり（学生として）、あり（社会人として）、あり（学生および社会人として）、なし 

20 学生時代の研究と業
務の関係 

多いに関係がある（1）～ほとんど関係がない（4）の 4 段階 

21 現在の職場に就職し
たきっかけ 

所属していた大学の関係者からの情報、所属していた職場の関係者からの情報、現
在の職場の関係者からの情報、知人からの情報、JREC-IN 等の公募情報サイト、学
会等による情報（ホームページ、メーリングリスト）、その他: 

該当全
て選択 

22 現在の職場に就職し
た際の相談者 

所属していた大学の関係者、所属していた職場の関係者、現在の職場の関係者、知
人、相談はしなかった、その他 

該当全
て選択 

23 就職についての学生
へのメッセージ 

自由記載 

24 あなたの年齢 20-29、30-39、40-49、50-59、60-69、70 以上

30 
か
ら
50
代
社
会
人 
へ
の
設
問 

25 現在のポスト 機関の長（学長、理事長、社長、所長等）、機関の執行部（理事、取締役等）、組織の
長（教授、部長、科長等）、組織の幹部（准教授、講師、助教、主任研究員、医局長、
師長等）、組織の常勤の構成員（研究員、ポスドク、医員、技術職員等）、組織の非常
勤の構成員（フルタイマー、パートタイマー）、その他: 

26 現在のポストへの着任
時期 

2 年以内、5 年以内、10 年以内、20 年以内、21 年以上前 

27 現在のポスト着任の
手続き 

全国公募、機関内公募、昇任・昇格、着任依頼・指名、その他 該当全
て選択 

28 現職からのキャリアア
ップについての考え 

自由記載 
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図 5．放射線防護人材アンケート結果（社会人回答者が保有する資格） 

図 6．放射線防護人材アンケート結果（社会人回答者の専門分野） 
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（エ）原子力規制庁における重点テーマ設定への協力（付属資料なし） 

（昨年度までの議論） 

 昨年度の研究推進委員会や原子力規制委員会第 52 回会議ならびに第 2 回ネットワー

ク合同報告会において、原子力規制庁や原子力規制委員長から、防災方策の正当化のた

めの研究が必要との発言があり、規制的ニーズが明確な形で示された。そこで、防災方

策の正当化のための研究のフィージビリティを調査するため、リスク学の専門家 3名へ

のインタビューを実施した。専門家から紹介された研究の文献等はリスト化し（“防災

分野の正当化に関する文献リスト”と呼ぶ）、引き続きアップデートすることとした。 

このテーマは従来の放射線防護研究の枠にとらわれず、リスクのトレードオフやリス

ク－便益／コスト－便益分析に基づくエビデンスと国内の実態の両方を考慮した合理

的な判断の在り方を議論するものである。そのため、将来的に放射線安全規制研究にて

当該分野の研究を実施するためには、引き続き前捌きの議論を行う必要があるとの結論

に達した。 

 

 (今年度の検討の経緯と結果) 

原子力防災方策について、社会、環境、経済への影響といった観点からの評価を統合

し、正当化を判断するプロセスについてはあらかじめ政府が用意をしておくべきであり、

原子力規制委員会ではその問題意識を有しているところである。この規制ニーズに対応

するために、事業代表者は日本リスク学会に協力を依頼した。 

2019 年第 2回日本リスク学会理事会（令和元年 10月 1日）において、学会内タスク

グループ(TG)の新規募集を決定したことを受け、事業代表者が 2019 年度第 3 回日本リ

スク学会理事会（令和元年 11 月 22 日）にて、原子力規制委員会の問題意識を説明し、

①原子力災害の防護方策決定の正当化に関する検討 TG の設置、②例外的措置として非

学会員の参加容認、の 2点を要請した。また防災分野の正当化に関する文献リストに収

録された原著論文の著者ら一人一人に TGへの参加を呼び掛けた。 

令和 2年 4月からの正式な TG活動の前に、TGの主たるメンバーと本事業関係者が TG

の活動目的や ICRP や原子力規制委員会の問題意識に関する意見交換や本事業内で収集

した情報の共有を行った。当初、「原子力災害の防護方策の意思決定に関する専門家会

合」として対面式会議の開催を予定していたが（表 6）、新型コロナウィルスへの対応に

より会議開催は中止した。その代わり、電子メールや配布資料を介して、東電第一福島

原発事故後の防護方策の正当化や最適化に関する研究に関する情報共有（各参加者のバ

ックグラウンドの紹介を含む）や、原子力災害の防護方策の例示および ICRP の原子力

災害時の防護方策の意思決定に関する考え方についての情報伝達を行った。 

 

 メールで共有された情報 

・日本リスク学会 第 3 期タスクグループ 原子力災害の防護方策の意思決定に関

する検討 TG 設置の準備状況について 
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メール・郵送で配信された資料

・防災分野の正当化に関する文献リスト

・放射性物質除染の効果と費用を評価（産総研プレスリリース）

・ICRP における原子力災害時の防護方策の意思決定に関する考え方の説明資料

（ICRP-TG93報告書「大規模原子力事故後の公衆と環境の放射線防護」草稿素訳） 

・OECD/NEA における緊急時対応と備えに関する考え方の説明資料（OECD/NEA 報告

書「緊急時対応と備えに関するオールハザードアプローチに向けて」部分素訳）

・原子力災害以外の放射線防護方策の正当化に関する説明資料（WHO 屋内ラドンハ

ンドブック －公衆衛生の観点から－）

表 6．原子力災害の防護方策の意思決定に関する専門家会合の参加者 

（オブザーバーは含まない）

アンブレラ事業との関係

日本リスク学会との関係 
事業担当機関・原子力規制

庁・代表者会議メンバー 

それ以外（大学や国立研究機関） 

アカデミア参加学会会員を含む

TG メンバー 

学会員 2 7 

非学会員 1 0 

TG メンバー以外 

学会員 1 0 

非学会員 1 0 
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（２）緊急時放射線防護に関する検討（付属資料 2のサマリーを以下に記す）

①緊急時放射線防護ネットワーク構築

(ア) 緊急時放射線防護ネットワーク検討会の設置

原子力機構、量研、大学等の放射線防護分野の専門家及び緊急時放射線防護ネットワ

ーク（以下「緊急時防護ネットワーク」という。）のサブグループ(Gr)の主査や幹事等

から構成される緊急時放射線防護ネットワーク検討会（以下「検討会」という。）を設

置し（表 7）、令和元年度は 3回の検討会を開催し、ネットワークの構築、活動のあり方

等について検討を行った。検討会では、ネットワークの設置、運用に係る方針ならびに

人材育成、確保に係る方針について決定した（それぞれの方針については②(ウ)(エ)を

参照のこと）。 

表 7. 緊急時放射線防護ネットワーク（NW）検討会構成員 

外部有識者 

松田尚樹（長崎大）、渡部浩司（東北大学）＊、立崎英夫（量研）、栗原治
（量研）、込山有人（東電）、佐藤将（原安協） 
＊健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターをベースと
した放射線教育と安全管理ネットワーク」等に所属する専門家 

アンブレラ事業関係者
神田玲子（事業代表者）、高橋知之（京都大／PO）、大町康（原子力規
制庁／PO 補佐） 

原子力機構（NW 主査、
サブ Gr の主査・幹事）

百瀬琢麿（NW 主査）、中野政尚・細見健二（環境モニタリング）、吉田忠
義・佐久間修平（放射線管理）、高田千恵・渡邊裕貴（個人線量評価） 

原子力機構 早川剛、木内伸幸、伊藤公雄、中根佳弘、高崎浩司 

（イ）サブ Grの活動

緊急時防護ネットワークの専門分野別の活動強化のため、サブ Gr 単位で原子力防災

対応に係る専門家の支援活動のあり方を検討した。また個別分野毎に人材の確保、育成

プラン作り及び教育用教材（専門家向け緊急事態対応ガイド）の作成に関する検討を行

った。環境モニタリング、放射線管理、個人線量評価分野の各サブ Gr の活動は以下の

通り。 

 環境モニタリングサブ Gr

・原子力災害時に現地等へ派遣される環境モニタリング分野の専門家が備えるべ

き要件（力量、役割認識）の検討

・１F事故の環境モニタリングへの影響評価と管理基準への反映に関する検討

・関係拠点の相互理解と課題共有・連携

 放射線管理サブ Gr

・原子力災害時に現地等へ派遣される放射線管理分野の専門家が備えるべき要件

（力量、役割認識）の検討（主に避難退域時検査）

・関係拠点の相互理解と課題共有・連携
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 個人線量評価サブ Gr  

・個人線量評価分野におけるネットワーク活動のあり方についての検討 

・関係拠点の相互理解と課題共有・連携 

 

② 文献調査と対応方針の作成 

 

（ア）文献調査に基づく検討 

 これまで平成 29 年度には放射線緊急事態に関する国際的手引き 1 及び東電福島第一

原子力発電所事故の経験からの教訓をまとめた文献 2 について、平成 30 年度には緊急

時総合調整システム(Incident Command System; ICS)に関する文献 3を調査した。 
1CDC（2014) Population Monitoring in Radiation Emergencies, A Guide for State and 

Local Public  Health Planners 2nd Ed. 
2OECD/NEA（2018）：Towards an All-Hazards Approach to Emergency Preparedness and 

Response および防災基本計画修正（2014） 
3永田高志他監訳（2014）：緊急時総合調整システム Incident Command System(ICS)基本ガイ

ドブック 

 

今年度はこれらの資料の調査結果を総括かつ詳細に検討して取りまとめた。その結果、

原子力緊急事態や放射線緊急事態への対応マニュアル等の整備が進んだ状況において

も、想定より複雑な事態への対処に備えて、緊急事態対応に係る標準化された災害対応

のためのシステムに関する基本事項を理解しておくことは有用であることが明らかと

なった。このため、専門家向けの研修には、関係法令や災害現場に関する基礎情報に加

えて、ICSに関する基本的な知識に関する講習等を含めることとした。また、専門家向

けのガイド策定においても ICS を考慮した構成とすることにより標準化が促進される

と判断した。 

また近年、緊急時放射線防護に関連する線量測定等に関するガイド 4,5 が発行されて

いる。緊急事態下で国際的に整合性のある対応を行うにあたり、こうした文献も参考に

して、専門家向け緊急事態対応ガイドを作成することとした。 

4ICRU （2015）：REPORT 92 Radiation Monitoring for Protection of the Public 

after Major Releases of Radionuclides to the Environment 

5NCRP(2019）： Commentary No. 28, Implementation Guidance for Emergency 

Response Dosimetry  

 

（イ） 専門家や国や地方公共団体職員への教育訓練に関する調査 

 今後、専門家が備えるべき要件（力量、役割認識）を明確化し、放射線防護専門家

向け緊急事態対応ガイドの作成等を進めるにあたり、JAEA 原子力緊急時支援・研修セ

ンターが指名専門家向けに行っている原子力災害対応に係る教育や訓練の実施状況、国

や地方公共団体職員等を対象とした教育訓練の実施状況、放射線防護分野における指名

専門家の役割についてまとめた。 
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 指名専門家を対象とした原子力災害対応に係る教育や訓練 

・緊急時対応教育（4時間）：JAEA指名専門家及び専任者を対象に、JAEAの指定公

共機関としての役割や機能を確認するために実施している。プログラムには座

学のほかに原子力支援研修センター施設や設備の見学が含まれている。 

・外部機関との連携訓練：国・地方公共団体、防災関係機関が主催する原子力防災

訓練（緊急時モニタリングセンター活動、スクリーニング活動）や、国民保護措

置等活動に関する訓練等に支援・研修センターの専門家として参加し、OJTを実

施している。 

・招集連絡訓練：原子力緊急時支援・研修センターの招集システムにより指名専門

家及び専任者の携帯電話等に連絡して原子力緊急時の初動対応を確認している。 

 

 国や地方公共団体職員等を対象とした教育訓練の実施状況 

・基礎研修：国、地方公共団体、警察、消防等公的機関に所属する防災業務関係者

が対象で、活動時に自らを放射線被ばくや汚染から防護するための研修が行わ

れている。 

・専門研修：防護措置の実務を行う国や道府県職員が対象。避難退域時検査等研修

では講義と図上訓練が行われている。また住民の避難指示など意思決定に関わ

る職員や、本部やオフサイトセンター等の拠点で中心的な役割を果たす職員を

対象とした研修では、講義と図上訓練に加え、講話が行われている。 

 

 放射線防護分野における指名専門家の役割 

JAEAにおけるこれまでの経験に基づき、国・地方公共団体の災害対策本部や緊急

時モニタリングセンター（オフサイトセンター）等に派遣される指名専門家（放射

線防護分野）に期待される支援活動の項目を表 8の通りまとめた。それぞれの活動

を行う要員は、基礎的な教育訓練を受講した関係者であるものの、放射線測定等を

日常的に実施する業務に従事している者は限られているため、指名専門家にはそれ

ぞれの活動において指導的な役割を期待される。 

 

表 8. 指名専門家の支援が想定される活動項目（原子力災害活動実施場所別） 

緊急時モニタリング
センター（EMC）での
活動 

 

・モニタリングデータ収集/結果の整理 
・EMC 活動内容の記録      ・ERC 放射線班との情報伝達 
・モニタリングポスト等の稼働状況の監視 
・異常値への対応           ・測定分析 
・屋外で活動する緊急時モニタリング要員のスクリーニング及び屋外で使
用する資機材等の汚染管理（養生、除染等の汚染管理を含む 

避難退域時検査で
の活動 

・車両指定箇所検査 
・車両確認検査/簡易除染 
・住民指定箇所検査（WBC 車の WBC の操作を含む） 
・住民確認検査/簡易除染 

救護所での活動 ・住民の汚染検査（スクリーニング）及び除染ブースでの対応 
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また、これらの活動を適切に行うためには原子力防災に関する知識（法令、機構

防災業務計画等）や原子力緊急時対応概要に関する知識（緊急時の体制、活動概要、

連絡体制、活動場所、招集・参集の方法）なども必要となる。 

 

（ウ）緊急時防護ネットワークの設置、運営に係る方針 

緊急時防護ネットワークと原子力防災対策組織の関係について整理した（図 7）。 

図 7．原子力災害対策組織と緊急時放射線防護ネットワーク 

 

 

ネットワークの制度設計に係る検討の結論を以下に列挙する。 

 運営主体： ネットワークの運営が自律的、継続的になる見通しが得られた段階で、国

の適切な委託事業内の運営に移行し、その事業に適合する組織を運営の主体とする。 

 構成員：JAEA、量研、大学、公的研究機関、原子力事業所、自治体等に所属する職

員等で、各自の専門分野に応じて分野別に設置されるサブ Grに所属する。 

 ネットワークの活動項目（R3年度末までに実施する項目） 

・放射線防護専門家向け緊急事態対応ガイドの作成 

・専門家が備えるべき要件（力量、役割認識）の明確化と教育訓練の実施 

・専門家と行政機関関係者を結ぶネットワークのあり方に関する提言 

・1F 事故等過去の原子力事故を教訓とした防災体制に適応したネットワーク活動

の制度設計 

・人材の登録・認定・管理に関する詳細の決定と実施 
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 ネットワークの活動項目（継続的に実施する項目） 

・人材育成（教育訓練） 

・緊急時放射線防護に係る情報交換／課題解決 

 サブ Gr：環境モニタリング、放射線管理、個人線量評価を置く。放射線計測ならび

に緊急時対応計画については設計検討中である。緊急時防護ネットワーク検討 Grや

サブ Grのコアとなるメンバーは関係学会からの推薦等により選定する。ネットワー

クの運営は、PDCAサイクルを回し、自律的かつ継続的に発展できる仕組みとする。 

 運営に係る主要な課題等 

・発展的に持続可能な仕組み、既存のネットワークとの連携 

・シーズ、ニーズがマッチしたサブ Grの設定 

・ネットワーク構成員のリストの整備 

・人材の確保、育成が図られるような教育的な事業の取り組み 

・ネットワークとして取り組むべき技術的な課題の設定とその解決に向けた活動

の展開 

・国際的な標準と整合したアウトプットの創出 

 

（エ）人材の育成、確保に係る方針 

検討の結果、環境モニタリング、放射線管理、個人線量評価等の分野別に専門家の防

災対応に係る力量を明示し、標準化された教育教材を用いた講習及び訓練への参加を通

じて対応能力の維持向上を進めることとした。また講習等を受講した人材のリストを整

備し、緊急時には行政機関関係者が活用できる仕組みを構築していく。 

また専門家向けのガイドの名称を「原子力防災を支援する放射線防護関係者のための

手引き（仮称）」として、表 9に記載した項目を含めることとした。 

 

表 9．原子力防災を支援する放射線防護関係者のための手引き（仮称）の目次案 

共通編 

 I.原子力防災の枠組みに関する基礎 

  1．原子力防災に関する法令等と原子力防災体制 

   原子力災害対策に関する法令・指針等の要点及び原子力防災体制 

  2．災害支援の仕組みに関する事項 

   指定公共機関とその役割 

   その他の公益組織とその役割 

 
  

JAEA／QST／その他の組織における機構防災業務計画、国民保護業務計画等の
内容 

  3．災害支援の具体例 

   NEAT 指名専門家の活動（今後他機関の例についても調査していく） 

 Ⅱ 原子力施設に関する情報の概要紹介、入手方法 

 
 

防災対応に必要な情報をカタログ的にまとめる。各地の情報の入手方法の提示（内閣
府の防災訓練 URL の紹介など）を行う。 

個別編 

 3 つの専門分野毎に技術的内容を記載する。 
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（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討（付属資料 3のサマリーを以下に記す） 

①国家線量登録制度の検討 

国家線量登録の確立に向けての具体策を関係機関が共同して検討するため、原子力

機構を運営主体とした「国家線量登録制度検討グループ」を昨年度に引き続き設置し

た。今年度は、オブザーバとして厚生労働省の担当部署を加えた（表 10）。 

検討グループの会合は、令和元年１０月１５日及び令和元年１２月２２日の２回開

催した。今年度は、昨年度の会合での議論を踏まえ、我が国の制度や各々の現場の実

態を考慮し、既存システムをできるだけ活用した実現可能性のある合理的方法を複数

提案すること、及び、複数の具体案について各々のメリット・デメリットを整理する

ことを目標として検討を進めた。 

 

表 10. 国家線量登録機関検討グループの構成員 

 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

委員 飯本 武志 東京大学環境安全本部 

委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 放射線従事者中央登録センター 

委員 岡﨑 龍史 産業医科大学 産業生態科学研究所 

委員 渡部 浩司 東北大学 サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 

委員 神田 玲子 量子科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 

委員 百瀬 琢麿 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ 担当者 原子力規制庁放射線防護企画課 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ 担当者 厚生労働省労働基準局労働衛生課電離放射線労働者健康対策室 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ 担当者 厚生労働省医政局地域医療計画課 

 

 

検討会では、以下の 4つの制度案について、制度の完全さ、役割分担の明確さ、費

用負担及び個人情報管理の徹底等について比較を行った。 

①国家線量登録機関による中央⼀括管理方式（全従事者） 

②全事業者が協働で線量登録機関を設置して一括括管理する方式（全従事者） 

③全事業者が協働で線量登録機関を設置して管理する方式（従事者限定*） 

④業界・分野別に線量管理制度を運用する方式（従事者限定） 

*従事する事業所を頻繁に異動する者や一定以上の被ばく歴（例えば検出限界以上、記録レ

ベルに相当する年１～2 mSv 以上）がある従事者 

 

その他に、登録すべき主要な情報として、登録する線量や個人識別情報についても

議論した。その結果を図 8にまとめる。 
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図 8．線量登録制度案の比較 

 

 

上記の制度案の検討にあたり、当初はすべての放射線作業従事者を対象とした案を

検討していたが、制度が誰のために構築するのかという意義を明確にすべきであり、

理工系大学関係者などでは検出限界以上の被ばくがほとんどない状況で負担が増加す

るだけではステークホルダーの合意が得られないといった意見があったことから、従

事する事業所を頻繁に異動する者や一定以上の被ばく歴（例えば検出限界以上、記録

レベルに相当する年１～2 mSv以上）がある従事者に限定する制度案を追加した。 

また事業所を頻繁に異動する者や一定以上の被ばく線量をする者の実態が原子力分

野以外では不明なため、実態調査が必要であるとの見解で一致し、次年度に調査を進

めることとした。 

 

なお本グループの検討結果は以下の会合で報告を行った。 

・厚生労働省「第５回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会」（令和元

年６月２０日）「国家線量登録制度に関する検討状況について（研究報告）」 

・放射線審議会第 146回総会（令和元年 9月 27日）「個人線量管理のあり方について

（研究報告）」。 

 

②線量測定機関認定制度の検討 

 

（ア）線量測定機関認定制度検討グループによる検討 

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度の検討については、昨年度と同様、日本

適合性認定協会が運営主体である「放射線モニタリングタスクフォースグループ
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(TFG；今年度から「分科会」を TFGに名称変更）に一本化して検討を進めた。当該グ

ループのメンバーを表 11に示す。 

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度については、審査基準に追加される「個

人線量測定についての補足要求事項（JAB RL380）」に従い、主な個人線量測定サービ

ス機関の認定取得が進められている。またインハウス事業者も認定制度の対象である

が、現在の補足審査基準が対象としていない電子式個人線量計を用いている事業者が

あるため、電子式線量計を対象とするための検討を行った。その結果、①電子式線量

計に対象を拡大しても技能試験の内容を変更する必要がないこと、および②品質保証

に係る基準についてはインハウス事業者に拡大したとしても大きな変更は必要なく、

受動型線量計に限定した表現を修正することで対応できることが明らかとなった。 
また、環境モニタリングへの拡大については、原子力規制庁「環境放射線モニタリ

ング技術検討チーム」の動向に着目し、基本方針が示された後に検討を進める方針を

確認した。 

 
表 11．線量測定機関認定制度検討グループ 

 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

委員 辻村 憲雄 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

委員 黒澤 忠弘 産業技術総合研究所  計量標準センター 

委員 柚木 彰 産業技術総合研究所計量標準センター 

委員 本多 哲太郎 放射線計測協会 

委員 中村 吉秀 日本アイソトープ協会 

委員 寿藤 紀道 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 小口 靖弘 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 担当者 原子力規制庁 

オブザーバ 担当者 厚生労働省労働基準局労働衛生課 

オブザーバ 担当者 関係電力事業者 

 

 

 (イ) 基礎データ収集作業 

個人線量測定機関の認定には技能試験を義務づけている。この技能試験では、測定

機関の線量計に放射線の種類、エネルギー、入射角度等の条件を変えて照射を行い、

測定機関には照射に関する情報は与えずに測定機関から測定値を報告してもらい、そ

の測定値と基準照射量を比較して、一定の許容範囲に入っているかを試験する。我が

国における基礎データが少ないことから米国自主試験所認証プログラム（NVLAP）を参

考に現在の許容範囲を設定しているが、その妥当性は確認されていない。 

今年度は、昨年度に引き続き、データが少ない 100keV以下の X線（今年度は 60 

keV 近辺の X線）で入射角度を変えた照射を行った場合について基礎データの収集を
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行い、昨年度の結果と合わせてデータを解析した。その結果、照射試験を行った X線

領域については、現在の技能試験の判定基準は妥当であることが明らかになった。 

 

(ウ) 外国調査 

技能試験等において重要な放射線標準校正技術に関する最新情報を調査するため、

国際標準化機構（ISO）の放射線防護分科会（TC85/SC2）基準中性子場に係るサブグル

ープ（WG2/SG3）専門家会合（開催地：イタリア／フラスカティ、令和元年 5月 15日

から 17 日）に専門家を派遣し、放射線標準校正技術関連の国際規格に関する情報を収

集した（出張期間：令和元年 5月 14～19日）。この結果は、今後の技能試験方法の検

討に活用できる。 

サブグループ会合では中性子標準場における中性子線の発生方法に関する規格

（ISO8529-1）の改訂案について前回に引き続き議論した。また、国際規格に関する最

新の動向を入手した。 
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（４）放射線防護分野のグローバル若手人材の育成（付属資料 1ならびに付属資料 5のサ

マリーを以下に記す） 

①国際的イベントへの若手専門家の派遣 

（昨年度までの進捗） 

平成 29 年度より、放射線防護人材の確保や若手の育成の必要性が議論されており、

さまざまな若手の活性化方策が提案される中、昨年度から国際的イベントへの若手専

門家派遣事業を開始し、放射線防護分野のグローバル若手人材育成のために具体的な

アクションを行った。 

 

（今年度の検討の経緯と結果) 

代表者会議では、昨年度に行った「国際的機関が主催するイベントへの若手派遣事業」

の選考の手順と基準を見直し、選考基準に「将来、放射線防護の国際舞台で活躍する意

思や、会合への参加がアカデミアの発展に寄与することが明確である者、ならびに年齢

の若い者を優先」を加えることと下。また平成 31年度は、OECD-NEA 主催 International 

Radiological Protection Schoolと ICRP 主催 5th International Symposia on the 

system of radiological protection に派遣することを決定した。選考の結果、前者の

イベントには恵谷玲央氏（大分県立看護科学大学）を、後者のイベントには漆原佑介氏

（東北大学）を派遣することとした。 

派遣された 2名は、ネットワーク合同報告会に派遣報告を行った。派遣報告では、会

合の概要や所感に加え、こうしたグローバルな経験のアカデミアへの展開について具体

的な提案を行った。中でもグループディスカッションを取り入れた研修会・勉強会の開

催や若手研究者コミュニティとの交流機会の構築に関しては、提案が実現するよう学会

に働きかけるとともに、代表者会議が可能な支援を行うこととした。 

 

②若手研究者の主体的活動の支援 

（昨年度までの進捗） 

昨年度のネットワーク合同報告会では、若手の組織の代表 2名が若手を活性化する具

体的方策として、若手同士の交流の支援や表彰、博士号取得への支援、競争的資金の若

手枠の設置などを提案した。こうした提案の実現について代表者会議で議論を行い、学

会単位での検討を依頼するとともに、アンブレラ事業としてはまず放射線防護研究分野

で若手人材が減少している業種や業務を特定し、効率的・合理的で、実施可能な方策を

講じる必要があるとの結論に達した。そこで、代表者会議は、学会合同のアンケート調

査を行うとともに、学会による若手の支援や若手を交えた検討や若手研究者の主体的活

動の支援を行うことを決定した。 

 

（今年度の検討の経緯と結果)  

学会合同のアンケート調査（１.(１)④(ウ)参照のこと）では、自由記載欄を設けて
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会員の生の声を集めた。その中で学生会員から「35 歳ぐらいの人にキャリアパスにつ

いての話を伺いたい」という要望があったことを受けて、第 3回ネットワーク合同報告

会では、アカデミア参加学会からの推薦者（35 歳前後の会員）をパネラーとして招へい

し、現職に着任した際の情報収集やキャリアパスに関するパネルディスカッションを開

催した。パネラーからはポストの応募にあたり、仕事の具体的内容やその後のキャリア

に関する情報が足りないと感じた、との意見が多く聞かれた。また今後のキャリアパス

については、積極的にチャレンジする、あるいは、今後のキャリアに関係あるかはわか

らないがいろいろな経験をしたい、との意見があった一方、アカデミックポストから振

り落とされる人たちのキャリアについても何らかのセイフティネットが必要といった

意見もあった。 

今後、放射線防護人材の裾野を広げるためには、他分野にも届きやすい／他分野から

もアクセスしやすい情報提供（方法ならびに内容）を実施する必要があることから、学

会による会員への取り組みと並行して、アンブレラ内に非会員への情報発信やワンスト

ップサービスといった機能を持つことを検討する。 

図9．放射線防護アカデミア参加学会からの若手代表によるパネルディスカッション 

 

 

また学会では検討の成果として、今年度あるいは次年度から、若手のイベントへの参

加支援や奨励、若手で構成された組織の活動支援や学会内での若手の積極的登用、他分

野およびシニア研究者との交流の場の提供など、若手の支援方策や活性化方策を追加・

拡張することを決定した。こうした方策はネットワーク合同報告会において報告され、

放射線防護アカデミア内で情報共有し、当該報告書の HP 上の公表をもって広く公表し

た。 

 

さらに学会では、今年度実施した合同アンケートの回答のうち、当該学会分の集計結

果についてはそれぞれが分析し、若手会員が減少している業種や業務の特手あるいは若

手の支援や活性化の議論などの学会活動に活用した。 
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２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 

①国際動向報告会の企画運営・報告書作成 

 「実効線量と実用量―改定の概要となお残る課題―」をテーマに第 3回放射線防護に

関わる国際動向報告会を開催した（令和元年 12 月 24 日、グランパークカンファレン

ス）。報告会に先立って企画会議（令和元年 6月 17日）を開催し、①テーマに関連する

ICRP の最近の検討状況の紹介、②ICRP、ICRU、UNSCEAR、IAEA、OECD/NEAに関連する有

識者による円卓会議、③フロア（参加者）からの質問のインターネットを介した収集を

盛り込むことを決定した。本報告会には関連学会に所属する研究者を中心に 83 名の参

加があったほか、取材のためプレスから記者 3名が参加した。参加者数は登壇者 8名お

よび関係者 10 名をあわせ、昨年度から大幅増となる計 104 名となった。以下に報告会

の概要をまとめる。なお報告書(付属資料４)は本事業 HPにおいて公表済みである。 

 

(ア)ICRP の活動報告 

 主委員会：Publication 140 から表紙デザインが変わり、写真入りになった。また

次期主勧告の改訂に関する議論が開始された。実効線量を含むさまざまな線量の使

い方についてのタスクグループや緊急時の線量測定の標準化についてのタスクグ

ループが活動している。 

 第１専門委員会：以前は、環境防護を議論する第５専門委員会があったが、2017年

の７月から第１専門委員会に組み込まれて動いている。また低線量・低線量率の線

量率効果については、疫学調査研究に加え、動物実験研究のデータも考慮に入れた

分析が行われており、中でも放影研のデータを重視しながら検討している。第 3専

門委員会とのジョイントで、放射線治療時の二次癌の予測の検討が進んでいる。 

 第 2専門委員会：Publication 128では、放射性医薬品を投与された患者線量を計

算するコードが開発され、公開された。また内部被ばくの線量係数に関しては、年

齢別等の最新の知見を踏まえて、改訂が進んでいる。実用量改訂に関する ICRU/ICRP

レポート（印刷中）では、実用量が新しく定義されている。 

 第 4専門委員会：Publication 142 として、2007年勧告を適用した NORMレポート

が発刊された。また東電福島第一原発事故に深く関係する報告書（Publication 109

と 111 の改訂）のドラフトに対して 300 を超えるパブリックコメントが寄せられ

た。放射線防護の根幹にかかわる議論として、合理性と耐用性についての検討がタ

スクグループで始まっている。 

 

（イ）ICRP以外の国際機関からの実効線量と実用量に関する活動報告 

 IAEA/RASSC：現在の BSS は ICRP2007 年勧告に基づいており、実効線量や実用量の

定義も 2007年勧告と同様である。ただ BSSにある換算係数等は ICRP の最新版では

なく、最新知見の取入れについても現時点で検討していない。今後、加盟国で問題
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が提起されれば検討を行う。 

 ICRU：新しい実用量ではボクセルファントムを用いた定義になり、確定的影響とさ

れる皮膚線量や水晶体では吸収線量が用いられる。 

 UNSCEAR：UNSCEAR報告書「線源」における職業被ばくに関するデータは、外部被ば

くと内部被ばくを足した実効線量で評価されている。ここでの外部被ばく線量は個

人線量計の線量であり実用量である。換算係数の変更があると各国の放射線業務従

事者のモニタリングに影響がある。 

 NEA/CRPPH：NEA/CRPPHの EGIR（国際勧告に関する専門家グループ）では 2018 年に

TG79 の報告書（放射線防護量としての実効線量の使用）に対してのパブリックコメ

ントを提出している 

 

（ウ）パネルディスカッションでの議論 

 新しく定義された実用量の導入により生じる課題や今なお誤解されがちな実効線量

の利用について、ファシリテーターとパネリスト 7人による円卓会議が行われた。以下

はその要約である。（『』内はパネリストによる結論） 

 『等価線量は実効線量を計算する過程での中間的な量となり、確率的影響は実効線

量で制限するために評価し、確定的影響の防止には吸収線量で評価する。これによ

って、確定的影響の吸収線量に線質の異なる放射線に対して RBEが必要となる。』 

これに関連して、実効線量は入射放射線で定義されため、中性子線では確定的影

響の評価に使う吸収線量の代わりにならないと意見があった。また RBE で加重し

た線量の単位およびマイクロドジメトリ研究の推進などが議論された。 

 『デトリメントを基礎にして、年齢、性、がんベースラインの異なる国ごとのリス

クを平均化している組織加重係数は、防護の標準化のために定義されている。』 

 これに関連して、年齢別標準ファントムによる年齢別の実効線量の評価や個別化

する上での線量係数やデトリメントの不確かさ、およびデトリメントを基礎とした

実効線量の意味や制約などについて議論された。 

 『実効線量は防護量であるが、UNSCEARは放射線被ばくを包括的に定量する指標と

して活用してきた歴史がある。防護量であっても、その制約を認識して、便利なツ

ールとしての線量として今後も活用される。』 

  これに関連して、評価の基盤は物理量（Gy、Bq）であり、防護量に関しては平均・

簡略化に伴う制約を認識しなければならないといった意見があった。また防護量へ

容易に換算可能な物理量の情報収集の整備の必要性等が議論された。 

 『実効線量をベースにした実用量は、防護量として理論的に理解しやすくなった。

実務上の課題を明らかにする必要がある』 

これに関連して、実務上大きな影響をあたえる可能性があり、現行の H＊(10)との

比較から影響を個別に議論していく必要があり、その際、実務的な許容幅が問題と

なる、といった意見があった。また年齢依存性、事故後の緊急時被ばく状況や現存
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被ばく状況における一般公衆の線量測定、あるいは水晶体のドジメトリーといった

個別な場面での影響についての議論が行われた。  

 

（エ）報告会により収集した情報の展開 

本報告会で収集した情報は、放射線規制の向上に資するため、第 149回放射線審議会

にて報告予定である。 

また第 11回代表者会議(令和 2年 1月 14日)では、①実効線量と実用量の課題はアカ

デミア参加学会全てが関与する分野横断的である、②実用量の定義が変われば法令的に

様々な検討事項が発生する、③実効線量の活用に関しては専門家の中でも様々な意見が

ある、④適切な RBE の提案など、国際的議論にも貢献ができることから、次年度以降、

実効線量と実用量に係る課題を検討する専門部会を代表者会議内に設置することを決

定した。 

 

 

図 10．国際動向報告会（令和元年 12 月 24 日、グランパークカンファレンス） 
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表 12．第 3 回放射線防護に関わる国際動向報告会 

（令和元年 12 月 24 日、グランパークカンファレンス）プログラム 

時  間 内  容 

10:00  開会 

大熊 一寛（原子力規制庁） 

10:10  講演1「ICRP主委員会における最近の検討状況」  

講師：甲斐 倫明（大分県立看護科学大学） 

10:30  講演2「ICRP第1専門委員会における最近の検討状況」  

講師：酒井 一夫（東京医療保健大学） 

10:50  講演3「ICRP第4専門委員会における最近の検討状況」  

講師：伴 信彦（原子力規制委員会） 

11:10  休憩（10 分）  

11:20  基調講演「ICRP第2専門委員会における最近の検討状況 ―新しい線量概念の概要―」  

講師：佐藤 達彦（日本原子力研究開発機構） 

12:00  休憩（60 分）  

13:00  パネルディスカッション「実効線量と実用量―改定の概要となお残る課題―」  

ファシリテーター：[ICRP/MC] 甲斐 倫明（大分県立看護科学大学） 

パネリスト：     [IAEA/RASSC] 川口 勇生（量子科学技術研究開発機構）  

[ICRU] 黒澤 忠弘（産業技術総合研究所）  

[UNSCEAR] 古渡 意彦（日本原子力研究開発機構）  

[ICRP/C1] 酒井 一夫（東京医療保健大学）  

[ICRP/C2] 佐藤 達彦（日本原子力研究開発機構）  

[ICRP/C4] 伴 信彦（原子力規制委員会）  

[ICRP/C4, NEA/CRPPH] 本間 俊充（原子力規制庁）  

16:00  閉会 

高橋 知之 プログラムオフィサー（京都大学） 

 

 

②国際的機関からの専門家との意見交換 

ICRP のタスクグループ会合のため来日した仏国専門家 2名（Jean-Francois Lecomte, 

Jacques Lochard）と量研の研究者 2名が放射線防護人材の育成について意見交換を行

った（令和 2年 2月 24日、量研東京事務所）。 

量研の研究者から、2018年に自ら体験した ICRP事務局への短期派遣がその後どのよ

うに研究業務や国際連携等の活動に活かされているかについて説明を行った。ICRP メ

ンバーからは、新たに始まった ICRPのメンター制度について話題提供があった。現在、

TG114(放射線防護体系の合理性と耐用性)の活動に日本からのメンティーが参加してい

るが、放射線応答の個人感受性（TG111）、放射線治療の放射線防護（TG116）、環境防護

（TG105）、獣医診療における放射線防護（TG110）分野でメンティーが公募中であり、

若手にとって国際的機関の活動を知ることができるよい機会であることなどが説明さ

れた。またメンティーの派遣がコストフリーであり、若手の応募のハードルになってい

ることが議論された。  
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（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 

①ネットワーク合同報告会の企画運営・報告書作成 

 令和 2 年 1 月 14 日にネットワーク合同報告会を開催し、大学、研究所、学協会、省

庁、事業者など様々なステークホルダーが参加した（総数 44名）。以下に報告会の概要

をまとめるが、報告書(付属資料 5)は本事業 HP において公表済みである。また放射線

防護アカデミアやネットワークからの報告内容は、本報告書内の１.(１)～(４）および

２.(１)での記載と重なるため、詳細については割愛する。 

 

表 13．第 3 回ネットワーク合同報告会プログラム 
  全体進行 岩岡 和輝（量研） 

13:00－13:05 開会のあいさつ                     田中 桜（原子力規制庁） 

13:05－13:20 アンブレラの活動全般概要            神田 玲子（量研） 

13:20－14:05 専門家と行政との連携 
・基調報告：各学会での実績 
・国際動向報告会の開催報告           
・フロアからコメント           

座長：中島 覚（広島大）                     
甲斐 倫明（代表会議議長、大分看科大） 
杉浦 紳之（原安協） 

14:05－14:55 放射線防護関連分野の若手人材の確保 
と育成（報告） 

・国際機関への若手派遣者からの報告 
 
・基調報告：アカデミアのアンケート結果 
報告 

・各学会での検討結果の報告 
  日本放射線安全管理学会 
  日本放射線影響学会 
  日本保健物理学会 

座長：小林 純也（京都大） 
 
恵谷 玲央（大分看科大） 
漆原 佑介（東北大） 
神田 玲子（量研） 
 
 
桧垣 正吾（東京大） 
児玉 靖司（大阪府立大） 
飯本 武志（東京大） 

14:55-15:10 休憩  

15:10－15:55 放射線防護関連分野の若手人材の確保 
と育成（パネルディスカッション） 

座長：酒井 一夫（東京医療保健大） 
パネラー 
岩崎 智之（愛媛大、安全管理学会）  
漆原 佑介 
（東北大、放射線事故・災害医学会） 

迫田 晃弘（原子力機構、保健物理学会) 
島田 幹男（東工大、放射線影響学会） 

15:55－16:50 アンブレラ内ネットワークの活動 
・緊急時放射線防護ネットワーク   
・職業被ばく最適化ネットワーク   
フロアからコメント     

座長：細井 義夫（東北大） 
百瀬 琢麿（原子力機構） 
吉澤 道夫（原子力機構） 
 

16:50－16:55 プログラムオフィサーによる総評                  高橋 知之（京都大） 

16:55－17:00 閉会のあいさつ 神田 玲子（量研） 

 

 

（ア）開会の挨拶 

原子力規制庁の田中氏が、原子力災害時の医療体制整備に関わってきた経験から、放

射線防護分野における若手の人材育成や平時からの専門家間の連携、さらには、行政と

専門家間の連携の重要性について述べた。 
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（イ）放射線防護アカデミアの今年度の活動報告  

本事業代表機関の神田氏（量研）が、アンブレラ事業の組織と事業の概略を説明した。

昨年度までの検討をベースに、事業 3年目として妥当な事業の進捗とアウトプットの創

出が行われたことを説明した。 

 

（ウ）セッションⅠ：専門家と行政との連携 

代表者会議の甲斐議長（大分県立看護科学大学）が、今年度行われた放射線防護アカ

デミア参加学会による規制側と専門家のオープンディスカッションの企画や成果につ

いて説明した（１.(１)①(イ)参照のこと）続いて本事業分担機関の杉浦氏（原安協）

より、国際動向報告会の目的・意図や今年度の報告会の概要が説明された（２.(1)①参

照のこと）。フロアから、線量に関する誤解の解決や市民やメディアとの対話が必要と

いったコメントや、アンブレラの継続に関する要望が述べられた。 

 

（エ）セッションⅡ：放射線防護関連分野の若手人材の確保と育成 

今年度の国際的機関主催会合等への若手派遣事業により、OECD/NEA 主催の放射線防

護スクールと ICRP 主催の第 5 回 Symposium on the International System of 

Radiological Protection に参加した若手 2 名が派遣報告を行った。報告にあっては、

会合の概要や所感に加え、各人のグローバルな経験のアカデミア内に展開する方策が提

案された(１.(4)①を参照のこと)。続いて、事業代表者から今年度実施した放射線防護

アカデミア参加学会による合同アンケート調査の概要と分析結果が報告された(１.(1)

①(ウ))。桧垣氏（東大、日本放射線安全管理学会）、児玉氏（大阪府立大学、日本放射

線影響学会）、飯本氏（東大、日本保健物理学会）からは、それぞれの学会が若手人材

の確保と育成に向けて行った検討結果や取り組みが紹介された（１.(4)②ならびに表14

を参照のこと）。 

 

（オ）セッションⅢ：パネルディスカッション 

アカデミア参加学会からの推薦者（35歳前後の会員）をパネラーとして招へいし、現

職に着任した際の情報収集やキャリアパスに関するパネルディスカッションを開催し

た。今後、放射線防護人材の裾野を広げるためには、他分野にも届きやすい／他分野か

らもアクセスしやすい情報提供（方法ならびに内容）を実施する必要があることが明ら

かになった（１.(4)②を参照のこと）。 

 

（カ）セッションⅣ：アンブレラ内ネットワークの活動 

本事業分担機関の百瀬氏（原子力機構）が、緊急時放射線防護ネットワークの構築に

向けた活動として、ネットワークのあり方について検討を行ったこと、専門分野別に設

置したサブ Gr において、参加者の相互の情報交換や共通する課題の検討、専門家向け
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緊急事態対応ガイドの作成に資するための専門家の力量に関する検討を行ったことを

報告した（１.(2)を参照のこと）。本事業分担機関の吉澤氏（原子力機構）は、我が国

の現状を踏まえて実現可能な国家線量登録制度を複数案検討し、制度構築の意義、国と

事業者の役割分担、費用負担の考え方、個人情報の扱いの観点から複数案の長所・短所

を比較検討し、結果をまとめたことを報告した（１.(3)を参照のこと）。フロアからは、

個人被ばく線量に関する理解促進や被ばく線量推定のマニュアル化等に関するコメン

トがあった。 

また報告会全般を通じて、アンブレラ事業の方向性や人材育成の難しさ、ステークホ

ルダー関与への取り組み、成果の公表などについてのコメントがあり、事業代表者が回

答した。 

 

（キ）プログラムオフィサーによる総評 

本事業プログラムオフィサーである高橋氏（京都大学）が、今年度に行われた議論を

今後の事業活動に反映して、4，5 年目にはより多くの成果が創出されることを期待す

るとコメントした。また委託事業終了後の形も見据えて、柔軟な体制の変化や世代交代

に配慮しつつ多くの方の協力を得る必要があると述べた。 

 

(ク)閉会のあいさつ 

本事業代表者が、放射線防護アカデミアの共通課題として人材育成・確保に取り組ん

でいるが、委託事業終了後にもアカデミアとしての活動を続けるためには、求心力が必

要なので、この先、学会間連携や学会と行政との連携によるメリットの見える化を進め

ていきたいと述べた。 

 

図 11．ネットワーク合同報告会（パネルディスカッション中）の会場の様子
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表
1
4
．
第

3
回
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
合
同
報
告
会
の
成
果

 
～
放
射
線
防
護
分
野
の
若
手
の
活
性
化

 
～
各
学
会
の
実
績
と
提
案
～

 

 

学
会

 
現
在
実
施
し
て
い
る
方
策

 
若
手
を
交
え
て
検
討
し
た
人
材
育
成
・
確
保
の
方
策
（
提
案
） 

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会

 
●
教
育
訓
練
検
討
委
員
会
の
立
ち
上
げ

 

こ
れ

か
ら
の

教
育

訓
練

を
担

う
若

手
中

心
の

構
成

に
し
て
、
学

会
の

今
後

の
継
続
的
な
活
動
に
寄

与
 

●
若
手
奨
励
金
事
業

 

4
5
歳
以
下
の
会
員
ま
た
は
入
会
後

5
年
以
内
の
会
員
が
対
象
。
各
年
度

2
名
以
内
に
一
人
当
た
り

10
万
円
の
奨
励
金
が
授
与

 

●
関
連
国
際
学
会
へ
の
参
加
支
援
事
業

 

筆
頭

演
者

と
し
て
発

表
を
行

う
、
学

生
会

員
お
よ
び
正

会
員

の
若

手
研

究
者
に
対
し
て
参
加
費
相
当
額
を
支
援

 

●
大
型
予
算
が
と
れ
る
、
放
射
線
防
護
・
放
射
線
管
理
に
関
連
す
る
分
野
融
合
型
研
究
テ
ー
マ
の
創
出

 

異
な
る
専

門
分

野
の

研
究

者
、
異
な
る
業

務
内

容
の

技
術

職
員

も
参

画
。
新

た
な
教

育
科

目
や

研
究
テ

ー
マ
な
ど
の
「
教
育
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
提
案
で
き
る
こ
と
が
理
想

 

●
J
S
T
の
卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム
「
多
様
な
知
の
協
奏
に
よ
る
先
導
的
量
子
ビ
ー
ム
応
用
卓
越
大
学
院

プ
ロ
グ
ラ
ム
」
か
ら
の
波

及
効
果

 

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
り
放

射
線

利
用

を
専

門
と
し
た
人

材
に
放

射
線

管
理

・
防

護
分

野
に
興

味
を
持

っ
て
も

ら
う
。
ま
た
、
学
部
教
育

に
お
け
る
教
養
講
義
に
盛
り
込
む

 

●
教
員
向
け
の
表
彰
制
度
あ
る
い
は
認
定
制
度

 

●
ポ
ス
ド
ク
や
学
生
向
け
の
第
一
種

主
任
者
資
格
取
得
支
援
（
イ
ン
タ
ー
ン
や

O
J
T
、
試
験
対
策
な
ど
） 

日
本
放
射
線
影
響
学
会

 
●
日
本
放
射
線
影
響
学
会
奨
励
賞
の
授
与

 
 

3
年
以
上
の
会
員
歴
を
持
ち
、
応
募
時
満

4
0
歳
未
満
で
優
れ
た
研
究
成
果

を
あ
げ
た
若
手
会
員
に
奨
励
賞
を
授
与
し
て
表
彰

 

●
学
生
旅
費
の
援
助

 

国
際

学
会

（
IC

R
R
・
A

C
R

R
）
及

び
国

内
の

学
術

大
会

に
お
け
る
筆

頭
演

者
の
学
生
に
対
し
て
旅
費
を
援
助

 

●
学
術
大
会
へ
の
参
画

 

学
術
大
会
に
お
い
て
若
手
会
員
主
催
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
企
画
を
委

任
 

●
競
争
的
資
金
で
優
れ
た
成
果
を
あ
げ
た
若
手
会
員
を
表
彰
す
る
制
度
の
創
設

 

●
若
手
会
員
の
集
会
参

加
へ
の
支
援

 

合
宿

形
式

の
勉

強
会

や
共

同
研

究
企

画
、
シ
ニ
ア
研

究
者

、
国

際
派

遣
経

験
の

あ
る
研

究
者

や
海

外
人
材
と
の
意
見
交
換

 

●
国
内
の
会
合
・
研
修
会

等
の
イ
ベ
ン
ト
へ
の
派
遣

 

●
「
若
手
放
射
線
生
物
学

研
究
会
」の

学
会
内
組
織
化
（
学
会
か
ら
の
財
政
的
な
支
援
が
可
能
に
な
る
） 

●
学
会
委
員
会
の
委
員
長
に
若
手
会
員
を
積
極
的
に
登
用

 

●
学
術
大
会
開
催
時
に
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施

 

●
若
手
会
員
主
催
の
専
門
研
究
会
や
勉
強
会
に
学
部
学
生
を
招
待
。

 

●
学
生
を
対
象
と
し
た
学
生
奨
励
賞

を
創
設

 

●
他
の
放
射
線
関
連
分
野
の
若
手
会
員
と
の
交
流
の
場
を
設
け
る
。
（
例

;合
同
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
企
画
）
 

●
他
分
野
で
活
躍
し
て
い
る
人
材
が
加
入
す
る
よ
う
な
準
会
員
制
度
の
創
設
。

 

日
本
保
健
物
理
学
会

 
●
若
手
研
究
会
の
設
置

 

勉
強
会
等
の
開
催
、
若
⼿
の
学
会
活
動
へ
の
参
加
、

IR
P

A
-
Y
G

N
や
国

際
Y
G

N
と
の
連
携
・
協
働

を
推
進

 

●
学
友
会
の
設
置

 

4
大
学
か
ら
参
加
す
る

10
名
の
学
生
会
員
・
準
会
員
で
構
成
。
見
学
会
や

勉
強
会
を
実
施

 

●
若
手
研
や
学
友
会
と
理
事
会
と
の

連
携
強
化

 

●
大
学
等
教
員
協
議
会
を
再
整
理

 

将
来

世
代

の
育

成
に
大

き
く
関

与
す
る
大

学
教

員
間

の
連

携
を
強

化
す
る

目
的
で
、
構
成
メ
ン
バ
ー
の
専
門
性
や
活
動
の
現
状
を
整
理

 

●
活
気
の
あ
る
医
療
・
社
会
科
学
等
の
若
手
・
学
生
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 

●
次

世
代

層
の

国
際

連
携

活
動

(I
R

P
A

-
Y
G

N
)を

、
韓

国
、
中

国
、
英

国
、
仏

国
、
豪

国
か

ら
さ
ら
に
世

界
に
広
げ
、
個
人
や
組
織
と
し
て
の
経
験
値
を
継
続
的
に
高
め
る
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②代表者会議の運営 

 放射線防護アカデミアに参加する 4学会と PLANETの代表者、ならびにアンブレラ事

業担当者からなる代表者会議を組織し（表 15）、4回の会合を開催した。詳細は付属資

料 6を参照のこと。 

 

 第 8 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和元年 6月 8日） 

 代表者会議の内規では議長の任期を上限 2年と定めていることから、新議長を選出

し、甲斐倫明氏（日本保健物理学会・学会長）が就任した。まず今年度の年間スケジ

ュールを確認し、重点テーマの提案に関する議論や国際動向報告会の企画のように昨

年度の計画と違いがある事業について集中的に審議を行った。また各ネットワークの

主査から年次計画に関する説明があり、緊急時放射線防護ネットワークの課題整理に

関してはさまざまな意見が出された。さらに学会合同で行うアンケート調査の内容に

ついて審議を行った。加えて国際的機関主催会合への若手派遣事業の応募状況や審査

の手順や基準の確認を行った。 

  

 第 9回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和元年 11月 2日） 

放射線安全規制研究の重点テーマの追加提案に関する各学会からの意見聴取を行

た。日本放射線安全管理学会から新規提案 2件、日本放射線影響学会から再提案 2

件、日本保健物理学会から新規提案 3件と再提案 2件が提示され、これらをベースに

事業代表者が令和 2年度の重点テーマの提案内容を取りまとめることとした。提案課

題の内容については付属資料 1を参照のこと。 

また専門家と行政がともにオープンなディスカッションが行えるイベントの企画・

開催や学会による若手人材の確保・育成のための活動についての報告が行われた。さ

らに国際動向報告会の準備状況やネットワークの活動の進捗について確認を行った。 

 

 第 10 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和元年 12月 26日） 

原子力規制委員会内での審議を経て令和元年 12 月 25 日に正式に決定した放射線安

全規制研究の令和 2度重点テーマについて情報共有を行った。またネットワーク合同報

告会におけるパネルディスカッションの詳細について審議を行った。さらに次年度のア

ンブレラの事業計画の大枠、特にアカデミアの活動についての議論を行った。その結果、

国内の放射線防護対策の推進と若手人材の育成・確保に重きをおいた次年度計画が立案

された。 

 

 第 11 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和 2年 1月 14日） 

今年度の学会やネットワークの報告書のとりまとめについて確認を行った。また次

年度の年次計画に関しては、アカデミア参加学会の業務請負契約の内容、特に学会に
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よる知見の収集・調査などのテーマについては、原子力規制委員会の次期中期目標案

等を参照して、中集中的に審議を行った。さらに次年度の国際的機関主催会合等への

若手派遣に関しては、年度中に募集を開始する必要があることから、詳細について審

議し、応募要領を定めた。さらに事業代表者が放射線防護アンブレラ事業の運営や代

表者会議のあり方等について意見を求めた。 

 

表 15．代表者会議 構成員リスト（令和 2 年 3 月 31 日現在) 

 

 
  

参加団体 被推薦者 所属 

日本放射線安全管理学会 
中島 覚 広島大学 自然科学研究支援開発センター 

松田 尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究所  

日本放射線影響学会 
児玉 靖司 大阪府立大学大学院 理学系研究科  

小林 純也  京都大学大学院 生命科学研究科 

日本放射線事故・災害医学会 
富永 隆子 量研・放医研 被ばく医療センター 

細井 義夫 東北大学大学院 医学系研究科  

日本保健物理学会 
飯本 武志 東京大学 環境安全本部  

甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

放射線リスク・防護研究基盤 
甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

酒井 一夫 東京医療保健大学  

   

運営母体 担当者 所属 

原子力規制委員会 

高橋 知之 
プログラムオフィサー 
京都大学 複合原子力科学研究所 

田中 桜 

原子力規制庁 放射線防護グループ  
放射線防護企画課 

大町 康 

小林 駿司 

荻野 晴之 

量子科学技術研究開発機構 

神田 玲子 放医研 放射線防護情報統合センター 

岩岡 和輝 放医研 放射線防護情報統合センター 

赤羽 恵一 放医研 放射線防護情報統合センター 

 山田 裕 高度被ばく医療センター 福島再生支援研究部 

日本原子力研究開発機構 
百瀬 琢麿 核燃料サイクル工学研究所 

吉澤 道夫 原子力科学研究所 

原子力安全研究協会 杉浦 紳之 理事長 
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（３）アンブレラから社会への情報発信 

 2018 年 12月 17日に放射線防護アンブレラの HP（http://www.umbrella-rp.jp/）を

一般公開し、これまでに 23件の新着情報を配信した。そのうちアンブレラ事業に関す

るアナウンスが 14件、国際的機関主催のイベントのアナウンスが 7件、国内のイベン

トのアナウンスが 2件となっている。今年度の国際動向報告会では、一般からの参加

を受け入れたが、これも当該 HPを見て問い合わせがあったことによる。 

 一方、放射線防護に関する科学的情報の発信にあたっては、放射線影響・放射線防

護ナレッジベース‟Sirabe”（http://133.63.23.55/sirabe/index.php/）を活用した。

このシステムは、国内の放射線防護に関する諸制度と国際的な放射線防護等に関する

知見等を WEB 上で閲覧できるサイトで、原子力規制委員会からの委託により 5年間か

けて作成し、2019年 3月に一般公開したものである。 

ナレッジベースのコンテンツや機能の追加や更新および運用に関しては、放射線影

響・防護に関して幅広い知識を持っている専門家や国際機関活動に参加している専門

家、リスクに関する情報発信に経験のある専門家から成る運用委員会が量研に設置さ

れ、審議を行った。また下部組織として、コンテンツの執筆や査読を担当する編集部

会が組織された（表 16）。 

 

 

表 16．平成 31 年度放射線影響・放射線防護ナレッジベース運用委員会 

および編集部会の構成員リスト 

運
用
委
員
会 

委員長 酒井 一夫 東京医療保健大学 

委員 臼田 裕一郎 防災科学技術研究所 

委員 岡崎 直観 東京工業大学 

委員 佐々木 道也 電力中央研究所 

委員 杉浦 紳之 原子力安全研究協会 

委員 田内 広 茨城大学 

委員 山口 一郎 国立保健医療科学院 

編
集
部
会 

部会長 杉浦 紳之 原子力安全研究協会 

副部会長 田内 広 茨城大学 

委員 児玉 喜明 放射線影響研究所 

委員 佐々木 道也 電力中央研究所 

委員 續  輝久 九州大学 

委員 橋本 周 日本原子力研究開発機構 

委員 細谷 紀子 東京大学大学院 

委員 山口 一郎 国立保健医療科学院 

所内委員 勝部 孝則 量研・放医研 

所内委員 小野田 眞 量研・放医研 

所内委員 立崎 英夫 量研・高度被ばく医療センター 

所内委員 石井 伸昌 量研・高度被ばく医療センター 

所内委員 久保田 善久 量研・高度被ばく医療センター 
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ナレッジベース‟Sirabe”のコンテンツの拡充にあたり、今年度は、放射線審議会の

議論や社会的関心等を考慮し、放射線業務従事者の被ばく線量登録制度や健康診断お

よびトリチウムの生物効果比等に関する記事 8件を執筆した。また‟Sirabe”内の

ICRP 用語集に掲載すべき新規項目 322件および更新項目 45件を作成した（表 17）。 

放射線影響・防護ナレッジベース運用委員会（Web 会議、令和 2年 3月 17日）およ

び同委員会編集部会（メール会議、3 月 2日～6日）では、新規・更新項目の承認なら

びに次年度以降の活動方針について審議を行った。 

 

表 17．平成 31 年度放射線影響・放射線防護ナレッジベース新規掲載コンテンツ 

大項目 分野 タイトル 

基本 
解説  
(8 件） 

放射線 
防護 

中央登録制度 
健康診断 
電離放射線健康診断 
除染等電離放射線健康診断 
緊急時電離放射線健康診断 
指定緊急作業に従事し、又は従事した緊急作業従事者等のうち通
常被ばく限度を超える線量を被ばくした労働者を対象とした検診 

放射線影響 紫外線 
国際的機関の見解 UNSCEAR2016 年報告書附属書 C（RBE について） 

用語集 
(322 件) 

用語集 
(12 件) 

打ち切り線量預託 
ホルミシス 
最小潜状期 
遺伝的影響 
容認可（被ばく（あるいは，リスクの）） 
耐容可（被ばく（あるいは，リスクの）） 
容認不可（被ばく（あるいは，リスクの）） 
年摂取限度(ALI) 
（潜在被ばくの）軽減 
（潜在被ばくの）予防 
寄与死亡の確率 
無条件年死亡確率 

ICRP 用語集 
（310 件） 

（以下の刊行物内の用語集等から掲載） 
Pub.3 エネルギー3MeV までの X 線、ならびに密封線源からのβ線
およびγ線に対する防護 
Pub.7 放射性物質の取り扱いに関連する環境モニタリングの諸原則 
Pub.12 作業者の放射線防護のためのモニタリングの一般原則 
Pub.22 “線量は容易に達成できるかぎり低く保つべきである”という
委員会勧告の意味合いについて 
Pub.29 放射性核種の環境への放出：人に対する線量の算定 
Pub.30 Part 1 作業者による放射性核種の摂取の限度 Part1 
Pub.35 作業者の放射線防護のためのモニタリングの一般原則 
Pub.39 自然放射線源に対する公衆の被曝を制限するための諸原則 
Pub.43 公衆の放射線防護のためのモニタリングの諸原則 
Pub.77 放射性廃棄物の処分に関する放射線防護 
Pub.78 作業者の内部被ばくモニタリング 
Pub.83 多因子性疾患のリスク推定 
Pub.93 デジタルラジオロジーにおける患者線量の管理 
Pub.96 放射線攻撃時の被ばくに対する公衆の防護 
Pub.102 MDCT における患者線量の管理 
Pub 9 国際放射線防護委員会勧告 
Pub 26 国際放射線防護委員会勧告 
Pub. 60 国際放射線防護委員会勧告 
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Ⅴ．今年度の成果の概要 

1．成果の概要 

 本事業では、ステークホルダー間の合意形成というプロセスに大きなウェイトを置い

た活動をしている。そのため、情報収集や調査、あるいは提案や提言のように、‟見え

る”成果ではないが、情報共有・連携・協調のための仕組みづくりも大きな成果の一つ

と考えている。そこで、3年目となる今年度の成果については、こうした‟見えない”成

果の効果も含めて報告する。 

 

（１）当初の目的の達成度 

 本課題の策定時に掲げた短期的目標の一つ目は、学術コミュニティの総意としての重

点テーマの提案をする点にあった（図 12）。初年度には各学会からの提案を単に‟ホチ

キス止め”するような状況であったが、今年度は、放射線防護アカデミアとして重点テ

ーマの追加提案をまとめる一方、次年度から、学会連携で実効線量や実用量に係る課題

を検討することを決定した。また、事故・災害対応に関して学会それぞれの切り口で、

放射線事故・原子力災害対応に関連する調査を実施し、防護方策に関する学会共同提案

に向けた取組を行うこととしている。こうした合意が行われたことにより、当初の目標

の 1つ目を本質的に達成したものと考えている。 

図 12．アンブレラ事業の目標と達成状況 

 

 

当初の目標の 2つ目は「全ステークホルダー連携による放射線審議会の審議に係る調

査や分析、防護方策の提案」である。放射線防護アカデミアでの議論が 1年単位で結論

を出し、次の活動方針を決めていたのに対し、課題解決型ネットワークでは 3年間かけ

て一連の議論を行った。3年目である今年度では、両ネットワークが緊急時対応の人材

の枯渇や職業被ばく歴が個人単位で管理できないという問題に対して具体的な解決策

を提示し、ネットワークとしてのアウトプットが目に見える形になった。放射線審議会

の「ICRP2007年勧告の取り入れ（女性の放射線業務従事者等に対する線量限度）」に関

する審議において、職業被ばく最適化推進ネットワークでの検討結果を報告しており、

当初の目標の 2つ目の前半部分である「放射線審議会の審議に係る調査・分析」も達成
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できたと考えている。 

長期的目標としては、アウトプットを出すネットワーク形成と自主的運営を見据えた

PDCA の 2 点を挙げているが、両ネットワークともそれぞれの課題に対する防護方策案

が固まりつつあり、徐々に自主的運営に移行する条件が整ったと判断している。 

 

（２）アウトプット創出のための仕組みの有効性 

このように、3年目にして放射線防護アカデミアと 2つのネットワークによるアウト

プットが目に見える形となったということは、この間、「情報共有・連携・協調」のた

めに構築してきた仕組みが本事業の目標に合致していたことを意味している。特に今年

度は「学会合同委員会」と「国際動向報告会」という枠組みを介して顕著な成果が得ら

れた。 

「放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス」は、重

点テーマとして、日本放射線影響学会と日本保健物理学会が共同提案した課題である。

この実施にあたり、両学会は合同委員会を立ち上げ、「低線量リスクに関するコンセン

サスと課題」という報告書をとりまとめ、学会のクレジットで発表することを決めた。

この一連のプロセスは、今後、学術コミュニティによる共同提言等を策定する際の合意

形成のベースになるものである。 

また国際動向報告会では、一般の参加を受け入れるとともに、オンラインアンケート

ツールによりフロアからの質問・コメントをリアルタイムで収集し、議論に活用する手

法を採用した。参加者からもおおむね好評であり、今後、2つのネットワークが主催す

る「ステークホルダー会合」の企画・運営の参考となる良好事例となった。 

 

（３）自主運営を見据えた PDCAにおける課題整理の進捗 

ここでいう PDCA とは、①放射線防護アカデミアが喫緊の課題を抽出し、その課題解

決の議論に適したネットワークを設置し、②ネットワークがアカデミアの協力を得て課

題解決に向けたアプローチを行い、③ネットワークが設置目的を達成したことを判断し、

④目的を達成したネットワークは独立運営に移行するか解散し、アカデミアは別の課題

解決に向けた前裁きの議論を行う、といったサイクルを指す。アンブレラを自主運営に

切り替えるためには、アンブレラの活動が継続的に放射線防護の改善に役立つ体制にな

っていること、そのために PDCAサイクルが回ることが必要条件である。 

この PDCA サイクルのうち、現在は②のステージにある。現ネットワークの設置にあ

たってはアカデミアの関与がなかったため、これまでアカデミアと課題解決型ネットワ

ークの関係は情報共有のレベルにとどまっており、連携・協調までは至っていない。今

後、ネットワークが提案した課題解決策について、さまざまなステークホルダーとの合

意を形成する過程において、アカデミアが議論の場を提供し、専門家が適切にファシリ

テーターとして対応できることが、③④への移行を助けると思われる。 
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また④に関しては、緊急時放射線防護検討ネットワークと職業被ばく最適化推進ネッ

トワークとでは状況が異なる。前者のネットワークでは、緊急時対応人材の登録や研修

を主体的に実施することから、当初より独立運営をする制度設計をしている。一方、後

者のネットワークでは、職業被ばくの個人単位での線量登録制度の提案を終えたのちは、

解散するか、あるいは欧州 ALARA ネットワークのような活動をするかは、現時点では

決まっていない。 

 先述の通り、現在のネットワークの設置にアカデミアは関与しておらず、①のステー

ジは未経験であるが、今年度、代表者会議では実効線量と新実用量に係る課題の解決の

ためのネットワークを立ち上げることを前提に検討を行った。次年度、代表者会議内に

設置される専門部会が議論のベースとなる情報を整理し、主なターゲットを選択するな

ど、2つのネットワークの検討経緯をなぞるような活動を行えば、規制のニーズが呼び

水となりネットワーク形成に発展すると思われる。この場合、ネットワークの設置目的

を明確に定め、目的達成後のネットワークの取り扱いについても①のステージで検討し

ておくことが、③から④のステージへの速やかな移行を助けることとなる。 

 

２．事業の実績 

外部への発信としては、以下の通り、誌上発表 2件、口頭発表 3件、審議会等での

報告 3件等を行った。またアカデミア参加学会の年次大会等において、アンブレラ事

業関連ワークショップ等が開催された。ICRP の第 1専門委員会会合（平成 30年 9月

20 日、シカゴ）において、アジェンダ「放射線影響に関する研究プログラムの進捗状

況」の中で本事業が紹介された。今年度、アカデミア参加学会が行った学会員に関す

る調査の結果は、さらに分析を進め、次年度中に公表する。 

 

 誌上発表 2件 

• 神田玲子,赤羽恵一,甲斐倫明,児玉靖司,小林純也,酒井一夫,富永隆子,中島覚,細

井義夫,松田尚樹,杉浦紳之,百瀬琢麿,吉澤道夫：放射線防護関連学会の会員に関

する実態調査～放射線防護人材確保に関する将来予測～, 放射線生物研究 54(2), 

104-113, 2019 

• 日本放射線影響学会・日本保健物理学会：低線量リスクに関するコンセンサスと

課題,放射線生物研究 (受理） 

 口頭発表 3件 

• Kawaguchi, I and Kanda, R：Discussion of Priority Topics of Radiation 

Safety Research using the Framework of the New Established Platform 

“Umbrella” in Japan, 2019 Canadian Radiation Protection Association 

conference, May 27-30, 2019, Ottawa 

• 神田玲子,百瀬琢麿,吉澤道夫,杉浦紳之：アンブレラ事業における取り組み, 日本
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放射線事故・災害医学会第 7回(令和元年度)学術集会,2019年 9月 21日,仙台 

• 神田玲子,百瀬琢麿,吉澤道夫,杉浦紳之：アンブレラ事業における人材育成, 第２

回日本放射線安全管理学会・日本保健物理学会合同大会,2019年 12月 6日,仙台 

 審議会等での報告 3件 

• 吉澤道夫,神田玲子：国家線量登録制度に関する検討状況について(研究報告), 眼

の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会第 5回会合, 2019年 6月 20日 

• 吉澤道夫,神田玲子：個人線量管理のあり方について(研究報告), 放射線審議会第

146 回総会, 2019年 9月 27日 

• 神田玲子：令和 2年度放射線安全規制研究の重点テーマ案について, 令和元年度

第 1回研究推進委員会, 2019 年 12月 12日 

 ワークショップ等の企画・共催 2件 

• 令和元年度キャッチアップセミナー「放射線影響研究と放射線安全規制研究の関

わり」：日本放射線影響学会, 2019年 6月 22日, 東京 

• 規制科学セッション「アンブレラ、短寿命α核種、ネットワーク事業」：日本放射

線安全管理学会第 18回学術大会（日本放射線安全管理学会・日本保健物理学会第

2回合同大会）, 2019年 12月 6日, 仙台 

 特記事項 

• 放射線防護に関する国際動向報告会（於：グランパークカンファレンス 401 ホ

ール）を令和元年 12月 24日に開催。参加者は 104名（関係者含む）であった。

「実効線量と実用量―改定の概要となお残る課題―」というテーマに基づき、放

射線防護に関連する代表的な国際機関（ICRP、UNSCEAR、IAEA、ICRU）における最

新の動向や議論の状況について、アンブレラ関係者と情報共有を行った。 

• 放射線防護アンブレラ事業の HPの掲示板機能を強化した。また国内の放射線防護

に関する諸制度と国際的な放射線防護等に関する知見等を WEB 上で閲覧できる

「放射線影響・放射線防護ナレッジベース」に ICRPの用語集(日本語訳)や解説記

事を追加し、掲載内容を拡充した。 

• 2019 年 11月に開催された ICRPの第 1専門委員会会合において、アンブレラ事業

の取り組みとして、科学的知見の規制への取り込みにおけるアカデミアの役割の

明確化と放射線防護人材の育成・確保を行っていることが紹介された(紹介者：代

表者会議前議長で、ICRP第一専門委員会委員の酒井一夫氏)。 
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 Ⅶ．次年度の事業 

 ここまでに報告した通り、平成 29～31 年度の事業はロードマップおよび事業計画書

に沿って実施した。次年度も基本的にはアンブレラ事業採択時に策定したロードマップ

に従い事業計画を立案し、事業を進める。また平成 31 年度の実績や研究評価委員会か

らのコメント＊を踏まえ、新たな計画を以下に列挙する。 

＊「今後、社会への発信という観点を加えるとともに、原子力・リスクなど放射線防護

に関与する学会の参画による放射線防護アカデミアの拡大についてもいても検討され

たい」 

 

〇放射線防護アカデミアの活動 

・アカデミアが提案した重点テーマ候補 36課題の研究推進や進捗をフォローする。 

・放射線防護対策及び緊急時対応の的確な実施や改善に必要な提言を行うための合意

形成を行う。 

・学会合同アンケート結果を分析し、誌上発表を行う。 

・放射線防護人材の裾野を広げるために、他分野にも届きやすい／他分野からもアク

セスしやすい情報提供（方法ならびに内容）について検討する。 

・医療や原子力、リスク分野の学術コミュニティとの連携を具体化する。 

 

〇放射線防護アカデミア参加学会の活動 

・放射線防護に係る海外の最新知見の収集や国内の放射線規制の課題に関する調査を

行う。 

・学会が主催するイベントにおいて、放射線防護人材の確保・育成に関連するセッシ

ョンを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを支援する

場を提供する。 

 

○緊急時放射線防護検討ネットワークの活動 

・放射線防護専門家の要件（人材スペック）を明確化し、専門家向け緊急事態対応ガ

イドの素案作成や教育・訓練カリキュラムの検討を行う。 

・過去の原子力事故を教訓とした防災体制に適応したネットワーク活動制度設計を検

討する。またステークホルダー会合を開催し、実効性のある持続的な仕組みの検討

を行う。 

 

○職業被ばく最適化推進ネットワークの活動 

・国家線量登録制度に関し、これまでの調査結果に基づき、複数の制度案の検討を進

めるとともに、実態調査を実施し、各制度案の課題解決や具体化のための検討を

行う。 

52



・検討内容を関係する学会等で報告し、ステークホルダーからの意見を求める。 

○事業担当者の活動 

・（量研）代表者会議、国際的機関会合への若手派遣事業、放射線防護アンブレラサ

イトの運営ならびにネットワーク合同報告会の企画・開催・報告書作成、「放射線

影響・放射線防護ナレッジベース」の整備を行う。また放射線防護アンブレラサイ

トを介して、放射線防護関係者に有用な情報を提供するとともに、アンブレラの活

動や放射線  防護アカデミアの見解を社会に発信する。 

・（原子力機構）2つの課題解決型ネットワークの活動を主導する。また量研とともに

放射線防護アカデミアの拡張を進め、放射線防護に関わる国際的課題や放射線安全

規制研究の重点テーマに関して、より広範囲の情報収集を行い、アンブレラ事業に

提供する。 

・（原子力安全研究協会）国際的機関に参加する国内の専門家が、各機関の研究ニー

ズを整理した上で日本として今後取組むべき問題を円卓会議形式で討論する国際

動向報告会を開催する。 
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Ⅶ．付属資料リスト 

 

平成 31 年度事業計画書内では、いくつかの活動について、クレジットが異なる個別の

報告書を作成している。 

こうした報告書や代表者会議の議事概要、外部発表資料は、本報告書の付属資料とす

る。以下に付属資料の一覧を示す。 

 

付属資

料番号 
資料名 

事業計画 

該当番号 

1 

放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成～放射線防護アカデミアからの報告～ 

(代表者会議) 

参考資料 1 放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成（日本放射線安全管理学会） 

参考資料 2 放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成（日本放射線影響学会） 

参考資料 3 放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成（日本保健物理学会） 

参考資料 4 放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成（日本放射線事故・災害医学会） 

参考資料 5 放射線安全規制研究の重点テーマの新規提案内容 

1．（1） 

2．(2)② 

2 平成 31 年度緊急時放射線防護ネットワーク構築報告書（日本原子力研究開発機構） 1．(2) 

3 平成 31 年度職業被ばくの最適化推進成果報告書（日本原子力研究開発機構） 1．(3) 

4 放射線防護に関する国際動向報告会 報告書（原子力安全研究協会） 2．(1)① 

5 第 3 回ネットワーク合同報告会 報告書（量子科学技術研究開発機構） 2．(2)① 

6 

事業代表機関内設置組織の会合開催記録 

・第 8 回代表者会議議事概要 

・第 8 回代表者会議議事概要 

・第 8 回代表者会議議事概要 

・第 8 回代表者会議議事概要 

・平成 31 年度第 1 回放射線影響・放射線防護ナレッジベース運用委員会議事概要 

・平成 31 年度第 1 回放射線影響・放射線防護ナレッジベース運用委員会編集部会議事概要 

2．（2）② 

2．（3） 

7 

平成 31 年度公表資料集 

・神田玲子、赤羽恵一、甲斐倫明、児玉靖司、小林純也、酒井一夫、富永隆子、中島覚、細井 義

夫、松田尚樹、杉浦紳之、百瀬琢麿、吉澤道夫：放射線防護関連学会の会員に関する実態調

査～放射線防護人材確保に関する将来予測～、放射線生物研究 54(2), 104-113, 2019 

・Kawaguchi, I, Iwaoka, K and Kanda, R：Discussion of Priority Topics of Radiation Safety Research 

using the Framework of the New Established Platform “Umbrella” in Japan, 2019 Canadian 

Radiation Protection Association conference, May 27-30, 2019, Ottawa（Abstract、ポスター） 

・神田玲子、百瀬琢麿、吉澤道夫、杉浦紳之：アンブレラ事業における取り組み、日本放射線事故・

災害医学会第 7 回(令和元年度)学術集会、2019 年 9 月 21 日、仙台 (要旨) 

・令和 2 年度放射線安全規制研究推進事業の重点テーマについて（令和元年度第 1 回研究推進

委員会ヒアリング資料） 

・放射線安全規制研究戦略的推進事業 成果発表会（令和 2 年 2 月 5 日） 発表資料 
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平成 31 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成 

～放射線防護アカデミアからの報告～ 

令和 2 年 3 月 

放射線防護アンブレラ代表者会議 

付属資料1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書は、第 8 回代表者会議（令和元年 6月 8 日）、第 9 回代表者会議（令和元年 11 月

2 日）、第 10回代表者会議（令和元年 12 月 26日）、第 11回代表者会議（令和 2年 1 月 14

日）およびネットワーク合同報告会（令和 2年 1 月 14 日）での議事内容をベースに代表

者会議の活動を取りまとめたものであり、メールによる審議を経て承認された。 
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1 検討の背景と目的 

 
 「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラッ

トフォームの形成事業」（以下、「アンブレラ事業」という。）は、原子力規制委員会が

平成 29 年度から開始した「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業

費）」の一課題として採択された事業である。本事業の実施は、原子力規制委員会から

量子科学技術研究開発機構（以下、量研）、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機

構）、原子力安全研究協会（以下、原安協）が受託し、この 3 機関がネットワークによ

る自立的な議論や調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っている。 

 

 アンブレラ事業では、放射線防護の喫緊の課題の解決に適したネットワークを形成

しながら、放射線防護に関連する学術コミュニティと放射線利用の現場をつなぐこと

を目的とした活動を行うこととしている。また、放射線防護の専門家集団が課題解決

案を国等に提案するのみならず、ステークホルダー間での合意形成や施策の実施にも

協力する存在となるため、日常的に国際動向に関する情報や問題意識を共有する環境

を 5 年間かけて整備することを、事業目標として掲げている。 

 その仕組みとして考えているのが、学術コミュニティと課題解決型ネットワークを

つなぐアンブレラ型のプラットフォーム、いわゆるアンブレラである（図 1）。アンブ

レラ事業内では、報告会の開催や HP 作成等、関係者間の情報共有や横断的議論の場を

提供するとともに、ネットワークを構成する団体や組織の代表者で構成された「代表

者会議」がアンブレラの運営全般に関与することで、放射線防護分野の全ステークホ

ルダーが、個別の課題の解決といった共通の目的に向けて「情報共有」「連携」「協

調」を進めている。 

 

 放射線影響・防護関連学会のネットワークである「放射線防護アカデミア（以下、

アカデミアと呼ぶ。）」には、日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、日本放

射線事故･災害医学会、日本保健物理学会及び放射線リスク・防護研究基盤(PLANET)が

参加している（令和 2 年 3 月現在）。このうち法人格を持つ団体は、アンブレラ事業の

実施代表機関である量研との間で業務請負契約を締結し、本事業に協力した。 

図 1．課題解決型ネットワークとアンブレラ型プラットフォームの構成 
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 今年度、代表者会議は、主に以下の 3 項目について検討を行った。昨年度までの事

業の進捗との関係や今年度の検討目的を以下に記す。 

 

 検討項目 1：放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案 

平成 29 年度、アカデミア参加団体である日本保健物理学会、日本放射線安全管理

学会、日本放射線影響学会及び日本放射線事故・災害医学会および放射線リスク・防

護研究基盤（PLANET）は、放射線安全規制研究の重点テーマ候補を提案した。代表者

会議では提案された 30 課題のいずれもが放射線防護上の重要な研究であるという

結論に至った。 

続く平成 30 年度には、安全研究に関する規制庁の方針や放射線審議会での議論

を踏まえて 30 課題の中を整理し、最終的に以下の 4 つのテーマに集約した。研究

推進委員会に提案した結果、うち 3 つに関しては平成 31 年度の重点テーマに考

慮された。 

 1.原子力災害等における初期対応のための手法開発とマニュアル化のための研究 

 2.短半減期核種の利用と合理的管理のための研究 

 3.業務による被ばく状況や雇用形態の違いに対応した職業被ばく管理の適正化のた

めの調査研究 

 4.東京電力福島第一原子力発電所周辺の現存被ばく状況の検証的評価研究 

  

こうした 2 年間の検討により、放射線防護に係る広範な領域から重点テーマが

抽出され、原子力規制庁への提案も完了しているが、この 1 年の間に国内外の情

勢等に変化もあることから、今年度（平成 31 年度）は追加提案すべき重点テーマ

の有無について検討した。 

 

 

 検討項目２：専門家と行政のオープン・ディスカッションの企画と成果 

平成 30 年度の重点テーマの検討において、科学的知見を規制へ取込むプロセス

においてアカデミアが果たす役割についても明確にしたが、実際には規制上のニ

ーズがあると専門家が思っているテーマ全てが重点テーマとして採択されたわけ

ではない。専門家と規制者との間に、具体的な規制上の課題や専門家への期待に

ついては、多少の認識ギャップが存在する可能性がある。特に学会ごとに会員の

専門性や関心が大きく異なることから、これまでの放射線規制との関わりにも学

会間で差異がある。 

 

そこで今年度（平成 31 年度）は、放射線防護アカデミアの各参加団体が、専門

家と規制者が意見交換する機会を積極的に作り、規制上の個別の課題解決に対し

て具体的な提案等を行った。 

 

 

 検討項目 3：若手人材の確保・育成に関する検討 

平成 29 年度の重点テーマの提案においては、放射線防護人材の不足や若手の育
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成から優先すべきテーマについても抽出された(例: 低濃度トリチウム水による

内部被ばく影響に関する調査研究)。 

そこで平成 30 年度には、アカデミア参加学会が、学会員の人数や専門性等の時

系列的変化(将来予測を含む)に関する調査を実施した。その結果、若手のポスト

獲得と中堅のキャリアアップに大きなハードルがあることが分かった。そこで、

代表者会議やネットワーク合同報告会において、放射線防護人材の確保や若手の

育成の方策について議論したが、アカデミアが行うべき推進方策を決議するには

至らなかった。一方、国際的イベントへの若手専門家派遣事業を開始し、放射線

防護分野のグローバル若手人材育成のために具体的なアクションを開始したとこ

ろである。 

平成 30 年度の放射線安全規制研究の研究評価においては、委員会より『人材育

成については、長期的な視野に立って実質的な取組みとなるよう検討されたい』

との総合コメントを得たことから、代表者会議では、放射線防護アカデミアとし

て人材の確保・育成については実態調査に基づく方策が必要という結論を得た。 

 

そこで今年度（平成 31 年度）は、学会単位で若手を交えて、若手の支援策や活

性化策について検討した。放射線防護アカデミアの 4学会が合同で学会員への WEB

アンケートを実施し、若手会員が減少している業種や業務を特定して、人材の確

保・育成方策を検討した。 

 

 

なおアカデミア参加学会が主体で行った検討結果の詳細は、学会が作成した報告書

に記載されていること（参考資料 1～4）、検討結果の概要やとりまとめについては、

第 3 回ネットワーク合同報告会（令和 2 年 1 月 14 日開催）の報告書内に記載されてい

ることから、本報告書では、検討に至った経緯やとりまとめのプロセス、次年度の計

画の反映など、代表者会議によるアンブレラ運営を中心に取りまとめることとする。 
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2 検討のプロセスと結果 

 

2.1 放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案 

 

2.1.1 平成 29 年度に提案された重点テーマ候補のフォローアップ 

 

平成 29 年度の重点テーマの抽出にあたっては、将来的に放射線防護上重要なテーマ

の抜け落ちを防ぐため、基礎研究も含めて幅広に重要テーマ候補を集めた。そのため

平成 30 年度には、抽出された 30 課題を、①放射線安全規制研究事業での実施が適

当、②原子力規制庁の個別の委託事業内での実施が適当（特に緊急性の高い調査な

ど）、③アンブレラ事業内で実施可能（実験や開発の要素がないもの）、④学会等が単

独あるいは連携して主導的に推進、⑤他省庁の計画に位置付けられるのが適当、の 5

つに整理した。そのうち①として重点テーマに集約されたのは 12 課題、⑤として他省

庁に情報提供されたのは 3 課題である。 

 

③④にカテゴライズされた課題に対しては、必要に応じてアカデミア参加団体およ

びアンブレラ内組織が研究の推進を支援した。 

具体的には、「放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセン

サス」に関しては、アンブレラ事業内で主導的に進めるのが適当と判断し、平成 30 年

度に提案した両学会が合同の委員会を設置し、平成 31 年度には「低線量リスクに関す

るコンセンサスと課題」を取りまとめた。両学会では、それぞれの合意形成プロセス

を経て、両学会のクレジットで放射線生物研究会が刊行している『放射線生物研究』

に掲載することを決定した。こうした学会連携による報告書の作成は、今後、学術コ

ミュニティによる共同提言等を策定する際に、考慮すべき合意形成プロセスを確立す

る事業となった。 

 

また平成 30年度から、学会やネットワーク等で 6つの課題に対する検討が開始され、

平成 31 年度には新たに「教育現場における放射線安全管理体制の確立」に関連した専

門委員会が日本保健物理学会内に設置された。今後、こうした重点テーマ候補課題の検

討状況に関しては、随時代表者会議にて情報提供することが第 8 回代表者会議で提案さ

れた。さらに、第 10 回代表者会議では、提案した全ての課題をリスト化してその後の

実施や進捗に注視することを決定した。 

 

現在、アンブレラ事業で研究の進捗のフォローアップ対象としている課題（かっこ内

は実施主体）は以下の通り。 

・動物実験データを用いた放射線影響リスク解析と疫学への橋渡し方策の検討

（PLANET） 

・線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞察

（PLANET） 

・多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討（職業被ばく最適

化推進ネットワーク） 
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・放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築（量研） 

・緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究（緊急時放射線防護ネットワー

ク） 

・自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計（日本保健物理学会） 

・e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラッ

トホーム開発（日本放射線安全管理学会） 

・教育現場における放射線安全管理体制の確立（日本保健物理学会） 

 

このうち、アンブレラ参加学会が主体となって取り組んでいる研究課題について

は、その進捗が業務請負者の報告書内でまとめられている（参考資料 1～3）。また

『放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築』については、今年度より本事業

内で『アンブレラから社会への情報発信』として部分的に実施されている。 

 

 

2.1.2 令和 2 年度の放射線安全規制研究の重点テーマの提案 

 

 第 9 回代表者会議では、アカデミア参加学会から、令和 2 年度の放射線安全規制研

究の重点テーマとして相応しい課題の提案が行われた。また平成 29 年度に本事業内で

提案されたテーマのうち、平成 30 年度以降の社会情勢等の変化により重要性が増した

テーマに関しては、再提案が行われた（表１）。 

 

 

表 1. 学会からの重点テーマの提案一覧（再提案・新規提案） 

 

   

日本放射線安全管理学会  

 短半減期核種廃棄物減容化の新たな考え方 新規提案 

 連続供給される短半減期核種等の放射線管理における平均存在数量の

新たな考え方 
新規提案 

日本放射線影響学会  

 （喫緊の課題）低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研

究 
再提案 

 （今後の課題）放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバ

イオバンク構築に関する検討 
再提案 

日本保健物理学会  

 医療分野の職業被ばくにおける防護の最適化 新規提案 

 水晶体の医療被ばく管理と合理的な被ばく低減の提案 新規提案 

 緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 再提案 

 国民線量データベース構築と新規全国調査の実施 再提案 

 トリチウム問題をいかに解決すべきか？ ― 技術的側面、社会的側面を

国際的な視点から考える 
新規提案 
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代表者会議では、こうした新規・再提案された重点テーマ候補課題について、提案さ

れた背景、研究内容、成果の活用について検討した（参考資料 5）。その結果、いずれも

放射線防護上、重要な研究テーマであることを確認した。そこで、今年度に新規提案さ

れた課題は全て原子力規制委員会に重点テーマの候補として提案することとした。こう

した学会からの提案以外にも、重点テーマ候補として『防護措置の正当化および意思決

定の正当化』に関する研究を加えることとした。これは平成 30 年度のネットワーク合

同報告会で原子力規制庁から正当化の研究の必要性が示されたこと、また ICRP の最近

の報告書案で『意思決定の正当化』のプロセスが重要視されていることによる。 

 

第 9 回代表者会議での検討結果は、アカデミアからの提案として、令和元年度第 1

回研究推進委員会（令和元年 12 月 12 日）にて報告された（図 3）。 

その後、研究推進委員会では、令和 2 年度の重点テーマとして、① 原子力・放射線

緊急事態における被ばく評価手法に関する研究 ② 原子力災害に対する防護措置のリ

スク・ベネフィット評価 ③ 国際動向を踏まえた放射線安全規制の技術的課題に関す

る検討の 3 つを決定した。アカデミアが新規提案した課題からは『防護措置の正当化

および意思決定の正当化』のみが考慮されたと思われる。 

 

 

図 2．本事業からの重点テーマの提案 

（令和元年度第 1 回研究推進委員会 資料 1－2）より抜粋） 
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2.1.3  次年度以降の活動について 

 

第 9 回代表者会議では、平成 29 年度に重点テーマ候補として取りまとめた 30 課題

と今年度新規提案された課題を含む計 36 課題についてはリスト化し（表 2）、以下の

通り、その後の研究推進や進捗のフォローを行うことした。 

 アンブレラ事業が提案し、原子力規制委員会が採択した重点テーマの枠で採択

された課題：遂行や規制への反映を代表者会議として注視する。 

 アンブレラ事業内で、アカデミア参加団体やネットワークが自主的に検討して

いる課題：随時、代表者会議にて進捗に関する報告を受け、必要に応じて推進

に関与する。 

 まだ検討がスタートしていない課題：他省庁の競争的研究費や委託調査など、

様々な枠組みでの実施を模索する。 

 

なお次年度は、アカデミア参加団体に対して重点テーマ提案の要請は行わず、社会情

勢の変化から重点テーマに相応しい研究ニーズが生じた際には、随時提案を受け付け、

原子力規制委員会に報告することとする。 
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表 2．重点テーマ候補研究課題一覧（令和 2 年 3 月現在） 

Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク カッコ内は実施主体 

  
低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 

（影響学会から喫緊の課題として H31 年度に再提案、保健物理学会から「低濃度トリチウム水による内部
被ばく影響と防護に関する調査研究」として H31 年度に再提案） 

H31 重点テーマとして提案⇒不採択 

  低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検索  

  がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策定  

  動物実験データを用いた放射線影響リスク解析と疫学への橋渡し方策の検討 （PLANET）検討 WG を設置し、着手 

  線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞察 （PLANET）提案の一部に着手 

  
放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築に関する検討 

（影響学会から今後の課題として H31 年度に再提案） 
 

  放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス （保物学会･影響学会）合同で実施 

  放射線被ばくによるがんリスク表現の検討  

Ⅱ. 放射線安全利用  

  新しい利用形態への対応-短半減期核種の放射線安全評価法の確立-  H31 重点テーマとして提案⇒採択 

  多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討 H31 重点テーマとして提案⇒一部採択 

  ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に関わる課題への対応研究 H31 重点テーマとして提案⇒不採択 

  放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築 （量研）H31 より対応を検討 

 
医療分野の職業被ばくにおける防護の最適化 
（保健物理学会から H31 年度に新規提案） 

R2 重点テーマとして提案⇒不採択 

Ⅲ. 原子力・放射線事故対応   

  福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植物データ相互解析および試料収集組織の構築 H31 重点テーマとして提案⇒不採択 

  放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価の自動化モデルケースの構築 H30 安全規制研究として採択済み 

  放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究 H31 重点テーマとして提案 

  原子力災害・テロ等における放射線障害の治療の標準化/マニュアル化に関する調査研究 H31 重点テーマとして提案 

  内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制の開発・調査研究 
H31 重点テーマとして提案、採択 

⇒R2 重点テーマとして再採択 
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緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 

（保健物理学会から H31 年度に再提案） 
（緊急時ネットワーク）学会と連携して対応 

 
防護措置の正当化、意思決定の正当化 

（H30 年度のネットワーク合同報告会にて規制庁から提案） 
R2 重点テーマとして提案⇒採択 

Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物  

  短半減期核種での減衰保管の導入の是非をどう考えるか？ -放射性廃棄物の課題に皆で向き合う-  H31 重点テーマとして提案 

 
短半減期核種廃棄物減容化の新たな考え方 

（放射線安全管理学会からの H31 年度に新規提案） 
R2 重点テーマとして提案⇒不採択 

 
連続供給される短半減期核種等の放射線管理における平均存在数量の新たな考え方 
（放射線安全管理学会からの H31 年度に新規提案） 

R2 重点テーマとして提案⇒不採択 

Ⅴ. 放射線測定と線量評価  

  放射線の検出技術の施設管理への応用 H31 重点テーマとして提案 

  
自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計 
（「国民線量データベース構築と新規全国調査の実施」のタイトルで保健物理学会から H31 年度に再提案） 

（保物学会）臨時委員会で実施 

  粒子線治療施設における作業従事者のための実用的粒子線被ばく防護基準策定を目指すデータ集積 H31 重点テーマとして提案 

  幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活用のあり方に関する研究  

 
水晶体の医療被ばく管理と合理的な被ばく低減の提案 
（保健物理学会から H31 年度に新規提案） 

 

Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション  

  放射線業務従事者に対する放射線教育の充実と不安軽減評価の調査研究  

  e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラットホーム開発 （安全管理学会）委員会で検討 

  N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教材の提供   

  教育現場における放射線安全管理体制の確立 （保物学会）専門研究会立ち上げ 

  義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指した放射線教育担当教員人材育成のモデルケースの構築   
 放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究 （厚労省）放射線医療人の研修の義務化 

  放射線に関する PR 活動の国際状況調査  

 
トリチウム問題の国際的視点からのアプローチ:各国学会との対話による新たな解決策を探る 

（保健物理学会から H31 年度に新規提案） 
R2 重点テーマとして提案⇒不採択 
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2.2 専門家と行政のオープン・ディスカッションの企画と成果 

 

2.2.1 科学的知見の規制への取込みに係るアカデミアの役割 

 

平成 29 年度から 3 年間かけて、アカデミアでは、放射線安全

規制研究の重点テーマについて検討してきた。この間、科学的

知見の規制への取り込みにおける一連のプロセスにおけるアカ

デミアの役割が明確になってきたが、それには原子力規制庁か

らの直接の要請によるところが大きい。 

アカデミアが期待されている役割の一つは、重点テーマの設

定以前の段階で、国内外の研究状況の調査をしたり、専門家間

での議論を整理したりといった“前捌き”を行うことである。

こうした専門家への要望は、昨年度の日本保健物理学会研究発

表会にて、原子力規制庁職員から表明された。 

また第 4 回代表者会議（平成 30 年 7 月 22 日）では、研究の

結果を規制に反映するつなぎのステージにおいて「関係学会の

コンセンサスを得る」「一般化する」などのプロセスにアカデミ

アが関与することが、原子力規制庁より提案された。 

 

また過去 2 年間において、アカデミアが喫緊の課題と

して提案した重点テーマが必ずしも採択されておらず、

専門家と行政の間に相当の認識ギャップがあることが明らかになった。 

アカデミア参加学会間には、会員の専門性や関心等に相当の違いがあり、放射線管理

や規制の現場との距離も様々であることから、平成 31 年度には、アカデミア参加学会

それぞれが、年次大会やシンポジウムなどのイベントにおいて、アカデミアと政策立案

者が議論するセッションを企画・開催することとした。 

 

 

2.2.2 アカデミア参加学会による行政との連携セッションの成果 

 

専門家と行政のオープン・ディスカッションのテーマや開催時期、形式等の企画は

各学会が行った。その概要を表 3 にまとめた（個々のイベントの詳細は参考資料 1～4

を参照のこと）。 

イベントの目的や成果は、専門家の役割に関する認識の一致（日本放射線影響学

会）、規制上の課題に関する認識の一致（日本放射線安全管理学会、日本保健物理学

会）、学会への業務依頼と受諾（日本放射線事故・災害医学会）等、様々であった。 

各学会の企画のキーワードを拾い上げると、事故内容の公表・災害対応（日本放射

線安全管理学会）、放射線災害時の情報提供と調査推進（日本放射線影響学会）、原子

力災害医療（日本放射線事故・災害医学会）、緊急時モニタリング（日本保健物理学

会）等であり、専門家と行政とで問題意識を共有している事項が『事故・災害対応』

であることがわかる。そこで次年度は、緊急時対応をテーマに、各学会がそれぞれの

視点で調査し、その結果を基に 4 学会合同で提言に向けた議論を行うこととする。 

情報集約 
・議論 

重点テーマ 
の設定 

安全規制 
研究の遂行 

ガイドラインの
提言 

規制へ 
の反映 

図 3．放射線防護アカデミア 

の重点テーマへの関与 
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表
3
．
専
門
家
と
行
政
と
の
連
携
に
関
す
る
各
学
会
の
実
績
の
ま
と
め
（
第

3
回
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
合
同
報
告
会
報
告
書
よ
り
抜
粋
）
 

学
会

 
テ
ー
マ
お
よ
び
形
式

 
議
論
の
ポ
イ
ン
ト

 
結
論

 

日
本
放
射
線
安
全
管
理
学
会

 
・
放

射
線

安
全

管
理

学
研

究
と
放

射
線
安
全
規

制
研
究
の
関
わ
り

 
 

・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
形
式

 

・
事

故
内

容
と
い
う
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
情

報
に
関

し
て
、
公

開
の

ノ
ウ
ハ

ウ
が

な
い
（
例

え
ば
大
学

H
P
に
掲

載
す
る
場
合
）
 

・
災

害
時
に
１
人
に
責
任
が
集
中
し
な
い
よ
う
に
す
る

 

・
日

頃
か

ら
横

の
つ
な
が

り
を
持

ち
、
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の

取
り
入
れ
や
組
織
的
対
応
を
行
う

 

・
企
業
や
大
学
で
は
、
人
材
の
確
保
が
必
要

 

・
防
災
訓
練
及
び
誤
作
動
の
訓
練
が
有
効

 

 
・
放

射
線

障
害

予
防

規
程

提
出

後
の
対
応

 

・
年
次
大
会
の
企
画
セ
ッ
シ
ョ
ン

 

・
予
防
規
程
の
内
容
に
関
す
る
こ
と

 

・
下
部
規
程
の
こ
と

 

・
予
防
規
程
の
運
用
改
善
に
関
す
る
こ
と

 

 

 
・
ア
ン
ブ
レ
ラ
、
短

寿
命
α
核
種
、
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
事

業
 

・
年
次
大
会
の
企
画
セ
ッ
シ
ョ
ン

 

・
個
別
の
事
案
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
記
載
す
る
一
般
的
記

載
へ
の
変
換

 

・
大
学
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
使
っ
た
従
事
者
証
明
の
項
目
の
共
通
化

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形

成
事

業
は

、
５
年

で
終

わ
る
こ
と
な
く
引

き
続
き
展
開
で
き
る
よ
う
に
す
る

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

成
果
を
共
同
利
用
機
関
等
へ
展
開
す
る

 

日
本
放
射
線
影
響
学
会

 
・
放

射
線

影
響

研
究

と
放

射
線

安
全
規
制
研
究

の
関
わ
り

 

・
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー

 

・
（
行

政
か

ら
の

要
望

）
課

題
解

決
を
図

る
枠

組
み

の
構

築
、
規

制
機

関
と
の

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
充
実

、
規

制
行
政

へ
の

専
門
家

と
し
て
の

助
力

・
助

言
、
国

内
外

で
活

躍
す
る
専
門
家
の
継
続
的
な
輩
出
を
し
て
ほ
し
い

 

・
（
学

会
の

使
命

）
放

射
線

防
護

・
規

制
基

準
の

学
術

的
裏

付
け
、
放

射
線

災
害

時
で

の
情

報
の

提
供

と
調

査
の
推

進
を
す
る
べ

き
で
あ
る

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事

業
を
活

用
し
、
学

会
と
規

制
機

関
と
の

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
充
実
を
さ
せ
る
こ
と
が
大
切

 

日
本
放
射
線
事
故
・
災
害
医
学
会

 
・
被

ば
く
医

療
に
関

す
る
診

療
の

手
引
き
作
成

 

・
理
事
に
よ
る
討
議

 

 

・
（
行
政

か
ら
の
要

望
）
原

子
力

災
害

医
療

に
限

ら
ず
、
包

括
的

な
被

ば
く
医
療

を
対

象
と
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル

や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作

成
す
る
こ
と
で
、
診

療
の

標
準

化
や

高
度

な
被
ば
く
医
療
に
か
か
る
技
術
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
を
し
て
ほ
し
い

 

・
（
学
会
と
し
て
の
意
見
）
信
頼
性
の
高
い

E
B

M
の
ベ
ー
ス
の
治
療
指
針
の
作
成
は
で

き
な
い
が

、
マ
ニ
ュ
ア
ル

(手
順

書
）
は

作
成

可
能

。
「
被

ば
く
医

療
」
を
は

じ
め

、
救

急
・
災

害
医

療
や
、
保

健
物
理

、
文

献
整

理
と
医
療

統
計

等
の

専
門

家
が

参
加

す
る

必
要
が
あ
る
。

 

・
量
研
高

度
被
ば

く
医
療
セ
ン
タ
ー
が
設
置
す
る
被

ば
く
医
療

の
手

引
き
作

成
委

員
会

（
仮

）
 
に
学

会
か

ら
代

表
者

を
参

画
さ
せ
る
。

 

・
被

ば
く
医

療
の

ア
ー
カ
イ
ブ
と
な
る
よ
う
な
資

料
集

作
成

を
検
討
す
る
。

 

 

日
本
保
健
物
理
学
会

 
・
緊

急
時

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
関

す
る

国
内
外
の
最

新
動
向

 

・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

 

 

・
（
行

政
か

ら
の

要
望

）
こ
れ

ま
で
に
制

定
し
て
き
た
各

種
資

料
の

改
訂

、
構

築
し
た
緊

急
時

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

練
度

の
向

上
、
中

期
・
復

旧
期

に
お
け
る
緊

急
時

モ
ニ
タ
リ
ン

グ
に
関
す
る
体
制
及
び
実
施
内
容
の
検
討
へ
協
力
し
て
ほ
し
い

 

・
（
学

会
と
し
て
の

意
見

）
E
M

C
へ

参
集

す
る
要

員
の

線
量

上
限

値
の

統
一

化
、
測

定
や

解
析

に
関

す
る
技

術
の

向
上

や
統

一
化

、
体

制
整

備
、
測

定
資

源
の

確
保

、
福

島
事
故
の
教
訓
の
国
際
機
関
の
報
告
書
や
国
内
規
格

へ
の
反
映
が
必
要
で
あ
る
。

 

・
個

人
モ

ニ
タ
リ
ン
グ

の
位

置
づ

け
，
国

家
間

で
異

な
る

E
A

L
、

O
IL

の
具

体
的

数
値

設
定

、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
方

法
の

違
い
な
ど
を
今
後

の
議
論
の
焦
点
に
す
る

 

・
参

集
要

員
の

確
保

・
育

成
や

線
量

管
理

、
高

度
専

門
的

な
支
援
体
制
や
物
的
資
源
の
課
題
に
留
意
す
る

 

・
国

内
の

緊
急

時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

協
力

体
制

の
構

築
、
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
要

員
の

人
材

育
成

、
自

治
体

住
民

へ
の

対
応

に
対
す
る
専
門
家
の
関
与
が
重
要
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2.3 若手人材の確保・育成に関する検討 

 

2.3.1 アカデミア参加学会による合同アンケート調査 

 

平成 30 年度に、アカデミア参加学会の会員の年齢や専門分野に関する調査を行った

結果、会員数の変化や会員の年齢分布に関しては 4 学会間で差がみられた。また、日

本放射線安全管理学会や日本放射線影響学会が、会員の年齢分布について 10-20 年前

と比較したところ、両学会とも 20 代（主には学生）の割合は増えているが、30-50 代

の割合が減っていることが明らかになった。これは、若手がアカデミアポストを得る

ステージや中堅としてキャリアアップするステージにハードルがあり、この年代の会

員の割合が減少しているものと考えられる（神田ら、2019）。 
神田玲子、赤羽恵一、甲斐倫明、児玉靖司、小林純也、酒井一夫、富永隆子、中島覚、細井 義夫、松田尚

樹、杉浦紳之、百瀬琢麿、吉澤道夫：放射線防護関連学会の会員に関する実態調査～放射線防護人材確保

に関する将来予測～、放射線生物研究 54(2), 104-113, 2019 

 

そこで、放射線防護人材のポストの問題に関してより踏み込んだ検討を行うため、

今年度は、学会の協力を得て、放射線防護関連領域の学生や職業人のバックグラウン

ドや就職状況に関する実態ならびに意識を把握する調査を行うこととした。 

 

第 8 回代表者会議では、アンケートの形式や設問項目等、詳細についての議論を行

い、①Web を用いて全学会が一斉に調査する、②若手に限らず全会員を対象とする、

③学生会員と社会人会員では設問を変える、等の方針を決定した。実際の設問は図 5

にまとめる。 

  

アンケートは、令和元年 9 月 1 日から 10 月 31 日の 2 ヶ月間実施した。回答者は 371

名（社会人 325 名、学生 46 名）であった。回答者の属性を以下にまとめる： 

・日本放射線安全管理学会会員（96 名）、日本放射線影響学会（165 名）、日本放射線

事故・災害医学会（56 名）、日本保健物理学会（110 名）、不明（17 名） 

・現在の研究・技術開発分野（3 つまで選択可）：放射線生物学（実験系）（135 名）、

放射線計測・線量評価（111 名）、放射線防護・放射線安全管理学（108 名）、原子

力・放射線災害医療（54 名）、環境科学（42 名）、放射線リスク評価（36 名）など 

・学部学生（6 名,1.6％）、修士課程学生（25 名,6.7％）、博士課程学生（15 名,4％）、

社会人（325,87.6％） 

・学生会員の年齢：20 代（38 名,82.6％）、30 代（7 名,15.2％）、その他（1 名,0.2％） 

・社会人会員の年齢：20 代（12 名,3.7％）、30 代（63 名,19.4％）、40 代（89 名,27.4％）、

50 代（92 名,28.3％）、60 代（56 名,17.2％）、70 代以上(13名,4％) 

 

アンケートの全学会分をプールしての集計・分析結果については、第 3 回ネットワー

ク合同報告会で公表した。主な分析結果については以下にまとめる。 

 

 学生会員の集計結果 

・専門性は、理学系（34.8％）と医歯薬系（43.5％）が多数 
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・希望する職種（2 つまで回答）として、半数以上が研究職を、3 割以上が技術職や

医療職を選択した。 

・放射線関連の業務への就職希望者は 6 割弱、こだわらないが 4 割だった。 

・就職については、半数は情報不足への不安を、3 割以上は希望のポストや相談でき

る人が少ないといった不安を抱いている。 

・自由記載欄には、研究職以外の仕事の紹介・斡旋、就活の体験談や 35 歳程度のキ

ャリアパスに関する情報提供、見学会の開催といった学会への要望が寄せられた。 

  

学生会員からのコメントを受けて、第 3 回ネットワーク合同報告会では、アカデミ

アの若手代表によるパネルディスカッションを開催した（2.3.2 を参照のこと）。 

 

 社会人会員の年代別集計結果（回答者が少なかった 20 代は 30 代とプールして 40

歳未満に、70 代は 60 代とプールして 60 歳以上に含めている） 

・40 歳未満の 7 割は、学生時代に放射線研究歴がある。この割合は、年齢が上がる

につれ低くなり、60 歳以上では 3 割以下。なおどの年代でも 2-3 割は放射線研究

歴なく着任している。 

・40 代では放射線防護・放射線安全管理学を専門とする割合が 20％と他の世代（30-

40％）に比べて少ない。放射線管理業務を主務とする割合も 40 代が最も低い。 

・40 代以下では研究を主務とする割合が半数以上だが、50 代では 3 割に下がる。こ

うした業務内容の変化はポストと連動しており、50 代の半数は組織や機関の長で

ある。 

・現職からのキャリアアップについての意見にも年代による差がみられた。40 歳未

満では様々な選択肢を考えている人が多いのに対し、40 代のコメントには研究へ

のこだわりが強く感じられる。一方、50 代では自然体で前向きのコメントが多く

みられた。また 40 代からは資格に関するコメントも多かった。 

・どの年代も 4-5 割は第一種放射線取扱主任者等の資格を保有。修士号と第一種主任

者資格の保有者の 6 割は放射線管理を主業務としている。また博士号と主務を教

育とする場合にも相関が見られた。 

・40 歳未満の 3 割が診療放射線技師の資格を保有。他の年代では 10％未満。40 歳未

満の診療放射線技師の資格保有者について、専門性、所属機関、業務、ポストを調

べたところ、30 代全体の集計結果とほぼ同じ。 

・所属機関の属性は 40 歳未満、40 代、50 代と大きく変わらず、大学・大学院と国公

立研究機関が 7-8 割を占める（大学が 5-6 割）。このことから転職するケースは『大

学・大学院』から『大学・大学院』への転職が最も多いと思われる。 

・40 歳未満の 5 割は全国公募でポストを得ているが、年代が上がるにつれ、内部昇格

の割合が増える。しかし自由筆記欄を見ると、内部昇進が難しい、しかし転職した

くてもポストが少ないといったコメントが 40 代、50 代に共通してみられた。 

・どの年代も就職情報は大学関係者からの得ているケースが多い。JREC-IN 等の公募

情報サイトから情報を得たケースは若い方が多く、40 歳未満で 15％程度。 

・定年までに一度も転職しないケースは 50 代でも少数派。 
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こうしたアンケートの回答を受けて、以下の実態が浮き彫りになった。 

 大学での人材育成：現在、保健学科や放射線技術学科等が放射線防護人材の供給

源の一つとなっている。これは診療放射線技師の教育体制が拡大傾向にあり、大

学院が設置されたことと関係している（図 6）。 

 アカデミックポストの獲得：新規採用や転職のポストの絶対数が少ない、という

生の声がある一方、研究領域が限定されているような任期付きポストの場合、全

く応募がなかったり、放射線研究歴がない者を採用したりすることも多い。雇用

側からの情報発信を改善し、ポストマッチングの支援策を講じる必要がある。 

 人材確保や育成が必要な業種や業務の特定：放射線防護・放射線安全管理学を専

門としている、あるいは放射線管理業務を行っている会員の割合が 40 代でめり

込んでいる(図 7)。この群に対して、キャリアアップを支援するなど、優先的に

人材確保のための方策を講じる必要があるかもしれない。 

 調査結果の解釈の限界：4 学会の会員数を単純に合計すると 2000 人ほどである

が、そのうち複数学会に所属する割合を考慮すると、371 名という回答数は 3 割

弱と推定される。放射線生物学（実験系）、放射線計測・線量評価、放射線防

護・放射線安全管理学などの領域に関しては、実態を反映した結果が得られたと

思われるが、それ以外の分野に関しての結果は慎重に判断する必要がある。 

 

今後、年代別以外の集計結果を分析し、誌上発表を行う。 

また今年度の調査においても、放射線防護人材の確保には、若手のポスト獲得や中

堅のキャリアアップにハードルがあることが明らかになった。次年度には、アカデミ

ア参加学会が主催するイベントにおいて、放射線防護人材の確保・育成に関連するセッシ

ョンを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを支援する場を提

供することとした。 
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図 4．アカデミア参加学会による合同アンケート調査の設問（1/2） 
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図 4．アカデミア参加学会による合同アンケート調査の設問（2/2） 
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図 5．放射線防護人材アンケート結果（社会人回答者の専門分野） 

図 6．放射線防護人材アンケート結果（社会人回答者が保有する資格） 
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2.3.2 学会若手代表によるパネルディスカッション 

 

 放射線防護人材アンケートにおいて、学生会員から得られた生の声を受けて、第 3

回ネットワーク合同報告会では、アカデミア参加学会からの推薦者（35 歳前後の会

員）をパネラーとして招へいし、現職に着任した際の情報収集やキャリアパスに関す

るパネルディスカッションを開催した。詳細については、第 3 回ネットワーク合同報

告会の報告書に記載するが、そこでの主な意見を以下にまとめる。 

 

 ポストに応募時に欲しかった情報について  

・アプライできるポストに関する情報が足りなかった⇒JREC-IN を利用した 

・アプライする仕事の内容がわからなかった⇒現場の人に聞いた 

・アプライするポストで研究ができるかどうかわからなかった⇒事前に話を聞いて安

心した 

・キャリアアップのモデル例がわからなかった。特にアカデミアポストに残れない場

合にどういう道があるのかがわからなかった。 

 

 35 歳のキャリアパスについて 

・いろいろ制限をかけず、変化を求めている時や何かチャンスだというときには積極

的にチャレンジしたい。 

・研究をしている狭い範囲に目が向きがちだが、どんどん範囲を広げていく必要があ

る。将来につながるかどうかはわからないが、自分の中で線を引かず、応募した

り、飛び込んだりしていきたい。 

・職場や学会の活動で様々な機会が提供されるとよい。自ら行動できる人と受け身の

人に違いが出るだろう。 

・内部昇進はないので、JREC-IN などのサイトを見て応募する。 

・アカデミックポストが限られている以上、そこから振り落とされる人たちのキャリ

アについても何らかの方策が必要。 

 

 アンブレラ事業内での情報提供等支援策について 

・ポストの公募情報／ポストの仕事内容の詳細／その後の将来展開に関する情報など

の提供 

・複数の学会が連携し、分野ごとの縦割りを越えた、幅広い視点からの情報の提供 

・学会内での世代を超えた情報の提供・共有 

・（アカデミックポストを選択する前の段階の）学部学生の体験型支援 

 

 パネルディスカッションの結論として、放射線防護人材の裾野を広げるためには、

他分野にも届きやすい／他分野からもアクセスしやすい情報提供（方法ならびに内

容）を実施する必要があることが明らかになった。具体的な支援策に実施に向けて、

次年度以降、代表者会議を中心に議論する。 

  

  



 

19 
 

2.3.3 学会による若手の支援や若手を交えた検討 

 

平成 30 年度のネットワーク合同報告会（平成 31 年 1 月 16 日）では、若手の組織の

代表 2 名が、若手同士の交流の支援や表彰、博士号取得への支援、競争的資金の若手

枠の設置など、若手を活性化する具体的方策を提案した。こうした提案について、第

7 回代表者会議（平成 31 年 2 月 23 日）で議論を行ったが、アンブレラ事業の枠内で

実施可能な方策については結論が得られなかった。 

 

そこで今年度は、各学会主導で若手の活動の支援や若手を交えた検討を行い、若手

をエンカレッジする方策や新たに人材をリクルートするアイディアを求めることとし

た。検討の成果として、今年度あるいは次年度から、イベントへの参加支援や奨励、

若手の組織の支援や若手の積極的登用、他分野およびシニア研究者との交流の場の提

供など、若手の支援方策や活性化方策を追加した学会もある。 

 

また学会では、今年度実施した合同アンケートの回答のうち、当該学会分の集計結

果についてはそれぞれが分析し、若手会員が減少している業種や業務を特定したり、

若手の支援や活性化などの学会活動に反映したりすることとした。各学会の調査や分

析、検討の詳細については、参考資料 1～3 を参照のこと。 

 

 

2.3.4 グローバル人材育成事業 

 

昨年度に引き続き、国際的機関等が主催するイベントに若手 2 名を派遣した。応募

要領や対象となる国際的機関の会合、応募期間等については、昨年度の第 5 回代表者

会議（平成 30 年 11 月 2 日）と第 7 回代表者会議にて議論され、以下を決定し、放射

線防護アカデミアの HP 等によりアナウンスを行った。 

 選考基準（今年度より追加の部分） 

将来、放射線防護の国際舞台で活躍する意思や、会合への参加がアカデミアの発

展に寄与することが明確である者、ならびに年齢の若い者を優先。 

 対象となる国際的機関イベント 

・OECD-NEA主催 International Radiological Protection School（2019年 8 月

18-22 日、ストックホルム） 

・ICRP 主催 5th International Symposia on the system of radiological 

protection（2019 年 11 月 19-21日、アデレード） 

 応募期間：平成 31 年 3月 18 日から令和元年 6 月 18 日 

 派遣後の活動（今年度から追加の部分） 

出張報告にあたっては、会合の概要のみならず「会合に参加した成果をどのよう

にアカデミアの発展に役立たせるか（例：アカデミア内の若手への展開など）」

を説明する 
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続く第 8 回代表者会議では、昨年度と同様の手順で、派遣者の選考を行うことを確

認した。また応募者が比較的少ないことから、代表者会議のメンバーが優秀な若手の

背中を押すよう、議長からの要請があった。 

 

令和元年 6 月 19 日から 29 日にかけて選考を行った結果、OECD-NEA主催 

International Radiological Protection Schoolには恵谷玲央氏（大分県立看護科学

大学）、ICRP 主催の International Symposia on the system of radiological 

protectionには漆原佑介氏（東北大学）をそれぞれ派遣することとした。なお選考の

詳細については非公開とする。 

 

派遣された 2 名は、第 3 回ネットワーク合同報告会にて派遣報告を行った。派遣報

告では、会合の概要や所感に加え、こうしたグローバルな経験のアカデミアへの展開

について、以下のような提案が行われた。 

・多分野の学会員が一同に会したグループディスカッション（具体的シナリオに向

き合い、多角的視点から議論を実施）を取り入れた研修会・勉強会の開催 

・他分野の若手研究者コミュニティとの合同ワークショップ等の交流機会の構築 

・シンポジウム参加で知り得た放射線防護分野の最新の報告（学術論文）の紹介 

 

 学会の既存の枠組みや若手による企画の機会を活用して、こうした提案が実現する

ことを期待するとともに、代表者会議は可能な支援を行うものとする。 

 

なお第 11 回代表者会議では、令和 2 年度も引き続き、若手の国際的機関が主催する

イベントに若手を派遣することを決定した。 

 対象となる国際的機関イベント 

・OECD-NEA主催 International Radiological Protection School（2020年 8 月

17-21 日、ストックホルム） 

・IAEA 主催 International Conference on the Management of Naturally 

Occurring Radioactive Material (NORM) in Industry （2020年 10 月 19 -

23 日、ウィーン） 

・ IAEA 主催 International Conference on Radiation Safety: Improving 

Radiation Protection in Practice （2020年 11 月 9 -13日、ウィーン）  

 応募期間：令和 2 年 1 月 27 日から令和 2 年 5 月 31 日 
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2.4 代表者会議によるアンブレラの運営 

 

現在のアンブレラには、放射線防護上の課題を抽出する枠組みとしてアカデミアがあ

り、実際に特定の課題の解決する枠組みとしてネットワークが存在している。これらが

一つの傘の下で、情報と問題意識を共有するため、毎年、国際動向報告会やネットワー

ク合同報告会を開催するとともに、アカデミアの活動をリードし、課題解決型ネットワ

ークとの連携をグリップすることが代表者会議の役割である。 

 今年度は、本事業の採用時のロードマップに従い、アンブレラ運営の見直しを行い、

代表者会議の役割を明確化した。 

 

 

2.4.1 代表者会議の運営に関する内規の見直し 

 

代表者会議は、委託事業内においては代表機関である量研の一委員会という位置づけで

あるが、事業終了後は独立した機関として活動することを念頭に、初年度から代表者会議

の運営に関する内規を定めている。 

平成 29 年度には、代表者会議の構成や議長の選出などについて定め（第 3 回代表者会

議決定）、平成 30 年度には、国際的機関主催会合等への若手派遣事業を開始するにあた

り、審査や選考に関する条項を追加した（第 6 回代表者会議決定）。 

今年度は第 10 回代表者会議において代表者会議への代理出席に関する条項を追加した。 

 

 

2.4.2 事業計画の策定と進捗管理 

 

 今年度の事業計画は、昨年度中に開催された第 7 回代表者会議で決定されているため、

第 8 回代表者会議では、年間スケジュールや学会内での検討内容等の確認を行った。 

代表者会議では、本事業で実施されるイベントに関しては、実施機関からの準備状況の報

告を受け、必要に応じて議論を行っている。第 9 回代表者会議では国際動向報告会の参加

対象について、第 10 回代表者会議にはネットワーク合同報告会のパネルディスカッショ

ンの詳細について議論を行った。 

なお第 11 回代表者会議では、令和 2 年度の事業計画案並びに国際的機関が主催するイ

ベントへの若手派遣事業の募集要項について決議した。 

 

 

表 4．平成 31 年度 アンブレラ事業 年間スケジュール 
 代表者会議関連 アカデミア参加学会・ネットワーク等関連 

令和元年   

5 月 10 日 担当者キックオフ会議  

6 月 8 日 
担当者キックオフ会議 
第 8 回代表者会議 

 

6 月 17 日 国際動向報告会・企画会議  
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6 月 20 日 
厚生労働省『水晶体の被ばく限度の
見直し等に関する検討会』にて研究
報告 

 

6 月 20－21 日  
日本保健物理学会シンポジウム（東京）ICRP 勧告取
入れ、放射線防護の合意形成、緊急モニタリング 

6 月 21 日  
日本保健物理学会・日本放射線影響学会シンポジウ
ム『低線量放射線リスクのコンセンサス』（東京） 

6 月 22 日  日本放射線影響学会キャッチアップセミナー（東京） 

6 月 27－28 日  
日本放射線安全管理学会シンポジウム（東京） 
ICRP/ICRU の新実用量、短寿命核種、低エネルギー
X 線、事故対応、教育訓練、加速器施設廃止措置 

8 月 19－23 日 
OECD/NEA 国際放射線防護スクー
ルに若手 1 名を派遣 

 

8 月 24 日  緊急時放射線防護検討ネットワーク第１回会合 

9 月 21 日  日本放射線事故・災害医学会 学術集会（仙台） 
放射線防護人材の実態や育成方策を報告 

9 月 27 日 『放射線審議会』にて研究報告  

10 月 15 日  職業被ばく最適化推進ネットワーク国家線量登録制度
検討グループ第 2 回会合 

11 月 2 日  第 9 回代表者会議  

11 月 14-16 日  日本放射線影響学会 年次大会（京都）  

11 月 17-21 日 ICRP 国際シンポジウム（アデレード）
に若手 1 名を派遣 

 

12 月 4-7 日 
 
 
 

日本放射線安全管理・日本保健物理合同大会（仙台）
規制科学セッション（短寿命核種やネットワーク等がテ
ーマ） 

12 月 12 日 『原子力規制庁第1回研究推進委員
会』にて重点テーマを提案 

 

12 月 21 日  緊急時放射線防護検討ネットワーク第 2 回会合 

12 月 22 日  職業被ばく最適化推進ネットワーク国家線量登録制度
検討グループ第 3 回会合 

12 月 24 日  第 3 回国際動向報告会 
（グランパークカンファレンス） 

 

12 月 26 日 第 10 回代表者会議  

令和 2 年   

1 月 14 日 
 
第 11 回代表者会議 
第 3 回ネットワーク合同報告会 
(トラストシティカンファレンス) 

 

2 月 1 日  緊急時放射線防護検討ネットワーク第 3 回会合 

2 月 4 日 令和 2 年度若手派遣募集開始  

2 月 5 日 放射線安全規制研究年次評価ヒア
リング 

 

2 月 24 日 
ICRP 関係者との意見交換会 
（量研・東京事務所） 

 

2 月 28 日  
放射線影響・放射線防護ナレッジベース運用委員会
会合⇒新コロナウィルス対応のため、3 月 17 日に TV
会議形式で実施 

3 月 4 日  
原子力災害の防護方策の意思決定に関する専門家
会合（新コロナウィルス対応のため中止） 
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2.4.3 課題解決型ネットワークの活動への関与 

 

代表者会議は、学会間の活動の連携や調整を進め、放射線防護アカデミアとしての活

動全般をけん引してきた。一方、課題解決型ネットワークに対しての関与は部分的で、

主には活動の報告を受けるにとどめている。 

これは、ネットワークの検討のステージによるところが大きい。これまで、2 つの課

題解決型ネットワークでは、平成 29－30 年度にかけて議論のベースとなる情報を整理

し、課題解決に向けて優先的に着手するターゲットを絞り、議論に参加すべきステーク

ホルダ―を定めて、ネットワークを作り、検討方針を定めた。そして今年度は、検討方

針に従い具体的な解決策が提示したところである。この間、緊急時放射線防護検討ネッ

トワークと職業被ばく最適化推進ネットワークでは、それぞれ日本放射線事故・災害医

学会および日本保健物理学会の年次大会において企画セッションを開催し、アカデミア

との間で情報や問題意識の共有を行ってきたが、来年度以降はより一層の協調が必要で

ある。 

具体的には、学会と共催でステークホルダー会合を開催し、ネットワークが提案した

解決案についてオープンな場でディスカッションを行うこととしている。こうした企画

に、代表者会議が積極的に協力し、さまざまなステークホルダー間の合意形成を進める

ことで、ネットワークによる実効性の高い解決策の提示を支援する。 

 

 

2.4.4 新たな課題解決型ネットワークの立ち上げ 

 

 3 年間の活動により、科学的知

見を規制へ取り入れる際のアカ

デミアが果たすべき役割を明確

化し、そのための仕組みも作って

きた。また学術コミュニティの総

意としての安全規制研究の重点

テーマを提案する、あるいは放射

線審議会や厚生労働省の検討会

等にネットワークによる調査や

分析結果を報告するなどの成果

もあげ、3 年間の事業計画も適切であったと考えている。 

 一方、残る 2 年で代表者会議を中心にアンブレラ事業内で経験しておくべきことは以

下の 2 つである 

・研究成果をオーソライズして、科学的知見の規制への反映に関与する 

・放射線防護上の喫緊の課題を抽出し、新たな課題解決型ネットワークを立ち上げる 

 

今年度の国際動向報告会は「実効線量と実用量―改定の概要となお残る課題―」をテ

ーマに開催された。第 11 回代表者会議では、次年度以降、このテーマを検討する専門

部会を代表者会議内に設置することを決定した。その理由は以下のとおりである。 

図 7．アカデミアの役割と仕組み 
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・アカデミア参加学会全てが関与する分野横断的なテーマである 

・実用量の定義が変われば、法令的に様々な検討事項が発生する 

・実効線量の活用に関しては、専門家の中でも様々な意見がある 

・適切な RBE の提案など、国際的議論に貢献ができる 

 

こうした代表者会議内での専門家による検討結果を踏まえて、将来、さまざまなステ

ークホルダーで構成された課題解決型ネットワークを立ち上げることを想定している。 

 

 

表 5．代表者会議 構成員リスト（令和 2 年 3 月 31 日現在) 

 

参加団体 被推薦者 所属 

日本放射線安全管理学会 
中島 覚 広島大学 自然科学研究支援開発センター 

松田 尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究所  

日本放射線影響学会 
児玉 靖司 大阪府立大学大学院 理学系研究科  

小林 純也  京都大学大学院 生命科学研究科 

日本放射線事故・災害医学会 
富永 隆子 量研・放医研 被ばく医療センター 

細井 義夫 東北大学大学院 医学系研究科  

日本保健物理学会 
飯本 武志 東京大学 環境安全本部  

甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

放射線リスク・防護研究基盤 
甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

酒井 一夫 東京医療保健大学  

   

運営母体 担当者 所属 

原子力規制委員会 

高橋 知之 
プログラムオフィサー 
京都大学 複合原子力科学研究所 

田中 桜 

原子力規制庁 放射線防護グループ  
放射線防護企画課 

大町 康 

小林 駿司 

荻野 晴之 

量子科学技術研究開発機構 

神田 玲子 放医研 放射線防護情報統合センター 

岩岡 和輝 放医研 放射線防護情報統合センター 

赤羽 恵一 放医研 放射線防護情報統合センター 

 山田 裕 高度被ばく医療センター 福島再生支援研究部 

日本原子力研究開発機構 
百瀬 琢麿 核燃料サイクル工学研究所 

吉澤 道夫 原子力科学研究所 

原子力安全研究協会 杉浦 紳之 理事長 
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3 今後の展望 

 

次年度の計画に関しては、これまで、項目ごとに記載してきたところである。そこ

で本章では、これまでの 3 年間のアンブレラ事業の委託事業終了後にアンブレラが自

主的かつ持続的に活動するために現時点で検討しておくべき事柄についてまとめる。 

 

 アンブレラの存在意義を満たす条件について 

放射線規制の改善にアンブレラの存在が必要である理由は、近年、放射線防護方策

の決定に、ステークホルダーの合意形成が必要な場面が増えている点にある。例え

ば、学術コミュニティが放射線規制に必要な調査や政策提言をする際には調査や議論

に協力を得るために対象者からの事前の合意が必要であるし、防護方策の提案にあた

っても、実効性を担保するためにステークホルダー関与は必要である。しかしなが

ら、他の分野での失敗例を見ると、専門家の関与が不適切であったという例も少なく

ない。たとえば、本来ファシリテートすべき専門家が自らの見解を主張し、異なる見

解を持つ専門家と討論して合意形成に至らない、といったケースである。 

 

合意形成が必要な場面で、放射線防護関連の専門家が適切に対応するためには、①学

術コミュニティ内で日常的に情報や問題意識を共有している(情報共有)、②対等に議論

ができる関係や場が構築されている（連携）、③合意形成への参加に積極的である（協

調）、といった条件が整っている必要がある。そこで実際に具体的な課題を解決しなが

ら、そういう条件をクリアすることを残り 2 年の目標とする。 

 

 

 情報共有・連携・協調関係の構築について 

この 3 年間の間に、HP の構築や報告会開催の定例化により、情報共有に関しては一

通りの枠組みはできたと考えている。 

また、専門性が異なる専門家間あるいは専門家と行政といった Win-Win になりやすい

組み合わせの連携に関しても、例えば本報告書で紹介したような実績が積み上がってき

ている。 

一方、専門家と非専門家といった組み合わせでの連携や協調はハードルが高い。今後、

ネットワークが課題の解決方策の提案や実施を進める際に、直面するハードルである。

こうした合意形成にあたり、様々な専門性や職種・業務の専門家が議論を支援し、個人の

経験値を高め、またアカデミア内で共有できるように代表者会議がリードする。 

 

 

 ネットワークの拡張について 

アカデミアでは、主に若手を交えた検討や派遣事業を通じて、若手の協力者が増えて

いる。またネットワークの構成員も、学協会や事業者といったステークホルダーの立場

を代表しての参加も増えた。さらにここ 1 年は、医療系学会や市民対話を行っている研

究班の集会に出向き、アンブレラ内での検討内容を説明し、議論をする機会も増えた。 

より組織的な対応としては、日本産業衛生学会や日本リスク学会のように『医療従事
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者の職業被ばく管理』や『放射線防護方策の意思決定の正当化』といった個別テーマの

みに協力する形の連携も生まれている。 

このように、アンブレラ事業への参加の形態が多様化し、活動範囲はボーダーレスに

なりつつある中、議論の途中で参加者の増加や変更により、大幅な議論の後戻りやリセ

ットがないよう、アンブレラ内で行った議論は、報告書等の形で公開し、合意形成に至

ったプロセスを透明化し、継続的に積み上げる努力を行うこととする。 

 

 

 求心力について 

アンブレラの活動が、委託事業終了後、アカデミア参加学会の協力を得て自立的に

続くためには、アンブレラ自身が求心力を持つ必要がある。まずは委託期間中に、ア

ンブレラ事業の政策提言や共同研究に参加することが、学会のプレゼンス向上等に有

益であることを立証する必要がある。 

また委託事業期間内で全ての事業を完結することは、委託事業としては適切である

ものの、アンブレラ事業の失速、ひいては自然消滅の原因になる。ついては、委託事

業後にも、実行可能な On-going な事業を立ち上げることが望ましい。現在、適当な事

業を検討中である。 
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1．放射線安全規制研究の重点テーマに関する検討  

1 .1 放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案  

1 .1 .1 議論の経緯  

 企画委員会が中心となり議論を進めた。本学会の立ち位置である、放射線

安全規制が直接的に関わる放射線利用の現場という観点からは、 2017 年の

放射線障害防止法改正公布後の 2 段階施行も 2019 年 9 月に完了し、現場の

対応方法、対応状況についての議論は一段落しつつある。そのような中で、

次の課題に関する議論の方向性として、非密封放射性同位元素、特に医療と

その基礎研究に使用される短半減期核種の安全管理と合理的な規制が浮かび

上がった。アルファ核種の安全取扱のための基礎データの収集はすでに安全

規制研究にも取り上げられ、ラボワークが進められている。本年度は残され

た課題として、短半減期核種に共通の問題でもある、クリアランスレベルと

廃棄数量の考え方、及び排気中放射能濃度限度の考え方、の 2 点を取り上げ

ることとした。 2019 年 6 月 27 日に開催した第 16 回 JRSM シンポジウム（東

京大学）セッション 2「短半減期の医療利用と安全管理」では公開討論を行

い、その後の議論を経て企画委員会により提案がとりまとめられた。  

 

1 .1 .2 提案内容  

①  短半減期核種廃棄物減容化の新たな考え方  

 放射能の存在がほぼゼロに等しい（計算上はゼロにはならない）廃棄物

を、いかに放射性廃棄物としての枠から除外するかということである。海外

ではこの発想は研究の現場では一般的であり、むしろ放射性廃棄物の減容化

の推進に寄与するものとして重きが置かれる。一例をあげれば、米国ニュー

ヨーク州立大学では、放射線安全管理を管轄する Environment, Health & 

Safety Services（ EH&S）の Radiation Safety Division による放射性同位

元素を用いた実験計画申請の承認には放射性廃棄物の減容化プランが厳しく

評価される。さらに、  

・  Whenever possible, use radioisotopes with half-lives less than 90 

days. 

・  Waste contaminated with short half-life nuclides are stored for 

decay by EH&S and disposed of as regular waste after sufficient 

time has elapsed. 

・  Survey potentially contaminated items in a low background area 

and dispose of non-contaminated materials (those less than two 

times the background) as regular trash. 

と、「 GUIDE TO RADIOACTIVE WASTE MANAGEMENT」に明記されている。すなわ

ち、減衰後、及び汚染検査後に一般廃棄物化することが可能である。  
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国内でも、医療の分野では、放射線障害防止法施行規則における陽電子断

層撮影用放射性同位元素の原子の数が 1 を下回る（放射性廃棄物と取り扱わ

ないこととする）ことが確実な期間は、封をした日から起算して 7 日間とさ

れている（いわゆる 7 日間ルール。 PET 廃棄物の規制緩和に係る放射性同位

元素等規制法関係省令等の改正について。平成 16 年 3 月 25 日連絡事項、文

部科学省科学技術・学術政策局、原子力安全課、放射線規制室）  。  

また、 PET 検査を受けた犬猫の放射線管理区域からの退出基準として C-11

では投与後 4 時間、 N-13 と O-15 では投与後 1 時間とされている（「獣医療

法施行規則第 10 条の 4 第 3 項の規定に基づき農林水産大臣が定める基準を

定める件の一部改正」。平成 29 年 7 月 21 日、放射線審議会会長答申）。一

方、これらの核種を放射線管理区域内で投与された実験動物は、屍体臓器す

べて放射性廃棄物として扱われる。  

このように、放射性廃棄物について必ずしも一定の固定的な発想で規制が

行われていない現状において、短半減期核種廃棄物一般に対して適用の可能

性のある安全規制上の仕組みとして、上記の 7 日間ルールと、クリアランス

が考えられる。最初の段階として、廃棄物に対して 7 日間ルール、あるいは

クリアランスレベルを適用するための科学的データの取得と評価について、

アカデミア、関連協会等、企業が一体となって検討する必要がある。検討の

手法としては、 7 日間ルールを適用する場合の目的外核種（不純物）の取扱

い、クリアランスの場合の基準を担保する手段、適用される廃棄物の種類

（可燃／難燃／不燃固形廃棄物、液体廃棄物、放射性排気フィルタ等大型廃

棄物）など具体的な課題に沿って小グループを立ち上げ、検討結果を取りま

とめて短半減期利用サイドからの放射線安全を確保した合理的な廃棄物の取

り扱いについての基本方針を作成する。スピード感を持って進めるとしても

ここまでで 2 年間は必要である。おそらく次の段階として、規制サイドの考

え方（国際動向への適応も含む）と十分に議論した上で、基本方針の調整、

すり合わせを行い、具体的な数値基準、廃棄物取扱い手法の標準化を検討す

ることになろう。  

適切な安全管理とセットになった短半減期放射性核種の研究・医療応用と

放射性廃棄物の減容化は、いずれも国際競争力の維持強化と、地球規模にお

ける課題解決につながるものであり、現時点で行わなくても、いずれは取り

組まなければならないことは明白である。  

 

②  連続供給される短半減期核種等の放射線管理における平均存在数量の新

たな考え方  

 放射線施設の能力計算のために用いる「平均存在数量」に焦点を当てた提

案である。現状として、短半減期放射性同位元素を用いる医療施設等におい
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て、実測値よりも極めて過大な排気中放射能濃度が計算値として得られるた

めに核医学検査や実験の実施に支障をきたしている例や、それに対応するた

めに夜間や土日の排気量も利用して排気中放射能濃度を算出するなどの例も

見られている。規制が現実に対応していない場合、それをやりくりするため

に規制の抜け穴を利用せざるを得ないことの典型例である。規制サイドにと

っても利用サイドにとっても、これではとても健全な放射線安全管理とはい

えない。  

 新たな考え方の基本はすでに示されており、短半減期核種のサブマージョ

ン核種が連続供給される場合の対応方法と、排気濃度等を平均存在数量を用

いて適切に示す方法が「短半減期核種の合理的な規制に向けた調査」事業調

査報告書（平成 30 年 3 月、公益社団法人日本アイソトープ協会、平成 29 年

度放射線対策委託費）において議論、報告されている。この考え方に基づい

た安全管理を現場に実装する方法を提案することが必要な段階にある。  

 これは、新しい放射性医薬品開発の阻害要因にもなっている重要な放射線

管理の課題の解決につながることから、前提案と同様に、ここでもアカデミ

ア、関連協会等、企業が一体となった検討を進める手法が有効である。時間

感覚としては 1 年単位で状況を判断しつつ、数年にわたる継続検討を経て、

規制サイドとの調整に移ることになろう。  

 

1.2．放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに関する取り組み  

①  短半減期・短寿命核種の安全管理に関するテーマ群  

・  新しい利用形態への対応 -短半減期核種の放射線安全評価法の確立 -  

・  短半減期核種での減衰保管の導入の是非をどう考えるか ? -放射性廃棄

物の課題に皆で向き合う - 

・  短寿命核種 (Ra-223、 Ga-68)の廃棄に関する研究  

・  短半減期核種の排気濃度限度管理に関する研究  

 以上の課題のうち、アルファ核種については安全規制研究において安全取

扱ガイドライン作成のための基礎データ蓄積とガイドライン作成は吉村班が

担当して進めており、本学会も委託を受けアドホック委員会を立ち上げて検

討を行なっている。  

NAGATA K et  al .  Dispersal  Rate  of  Radon-219 from Aqueous Radium-223 

Solution Containing Sodium Chloride/Citrate.  Radiation Safety Management .  

19:1-9,  2020.  ht tps: / /doi .org/10.12950/rsm.190328 

TOYOSHIMA A et  al .  Dispersal  ra tes of  astat ine-211 from aqueous solutions and 

chloroform. Radiation Safety Management .  18:16-22,  2019.  

ht tps: / /doi .org/10.12950/rsm.190423 
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②  放射線業務従事者の管理に関するテーマ群  

・  多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討  

本課題は、大学の放射線施設のネットワーク事業の課題に組み込まれ、イ

ンフラ整備とともに管理項目の整理が行われている。  

・  e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラ

インプラットホーム開発  

本学会では、放射性同位元素等規制法改正に対応し、若手会員を中心とし

たアドホック委員会を立ち上げて標準的な教育訓練の項目数及び時間数の考

え方を示してきた。現在は、次の段階として e-learning を基盤とした標準

化した教育コンテンツの作成に取りかかっている。また、机上演習にも使用

できる放射線測定及び影響評価学習のための教育パッケージ作成に関する研

究課題も科研費に申請中である。  

中島ら . 教育訓練の時間と内容に関するアドホック委員会報告 . 日本放射

線安全管理学会誌 . 17(1): 42-49,2018. 

https://doi.org.10.11269/jrsm.17.42 

・  N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教

材の提供  

従来の各地域での消防との連携に加えて、原子力災害時の緊急モニタリン

グセンター及び高度被ばく医療支援センター関連業務で学会会員との接点が

拡大中であり、放射線コンティンジェンシープラン構築のための科研費等研

究費獲得も試みられている。  

・  放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築  

・  放射線に関する PR 活動の国際状況調査  

この 2 課題については、他の課題と比べて緊急性を認めず、現段階で組織

的な取り組みは行なっていない。  
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2．専門家と行政のオープン・ディスカッションの企画と成果  

2 .1 企画  

 本学会では定期的なオープン・ディスカッションの場として、毎年 6 月前

後に開催される 6 月シンポジウムと、 12 月初旬に開催される学術大会を設

けている。本年度は、現状に関する行政との共通認識を持つことを狙った企

画として「放射線安全管理学研究と放射線安全規制研究の関わり  - 事故対

応」、「放射性同位元素等規制法の改正に伴う放射線障害予防規程届出後の対

応」、「本学会の関わる安全規制研究の現状」の 3 つのテーマを、 6 月シンポ

ジウムと学術大会プログラムに組み入れた。  

 

2 .2 開催報告  

①  放射線安全管理学研究と放射線安全規制研究の関わり  - 事故対応（第

16 回 JRSM6 月シンポジウム、東京）  

 セッション 5 事故対応  

 座長：角山  雄一（企画委員、京都大）  

 講演：大学における小規模施設の事故対応の課題   

桧垣  正吾 (東京大 ) 

大規模加速器施設における、事故時の円滑な情報伝達と避難の取り

組み  

田中  鐘信 (理研 ) 

    放射線障害予防規程における施設規模と事故対応についての考え方  

      土居  亮介 (原子力規制庁 ) 

 議論のポイント：  

・  大学ホームページに掲載するための事故内容という、ネガティブな情

報公開のノウハウがない。  

・  災害時に  1 人に責任が集中しないことや防災訓練及び誤作動の訓練

が有効。   

・  日頃から横のつながりを持ち、良いところを取り入れることや組織的

に対応すること、企業や大学に人材の確保が必要。  

・  各施設の対応レベルの向上と対応範囲の拡大に資するための事例紹介

や、標準的な対応マニュアルがあっても良い。  

参加者数  約 100 名  

 

②  放射性同位元素等規制法の改正に伴う放射線障害予防規程届出後の対応

（日本放射線安全管理学会第 18 回学術大会、仙台）  

 JRSM 企画セッション  

 座長：三好  弘一（企画委員長、徳島大）  
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講演：予防規程変更に関するアンケート結果及び変更に伴う問題点  

柴  和弘 (金沢大 ) 

「業務の改善」に関する活動状況    

久下  裕司 (北海道大 ) 

改訂予防規程届出直前の立ち入り検査対応   

浅沼  研 (秋田大 )(指定発言 )  

特定放射性同位元素防護措置に係る立入検査報告  

比嘉  剛志 (東北大学 )  

提出された放射線障害予防規程について   

土居  亮介 (原子力規制庁 )  

議論のポイント：  

・  予防規程の内容の確認と共通的な問題点。  

・  下部規程に落とし込むことのできる項目とその運用上の問題点。  

・  予防規程の運用改善と業務改善活動の直接的な関わり。  

・  新たな放射線障害予防規程に基づく業務と立ち入り検査のあり方。  

参加者数  約 30 名  

 

③  アンブレラ、短寿命α核種、ネットワーク事業（日本放射線安全管理学

会第 18 回学術大会、仙台）  

規制研究セッション  

 座長：中島  覚（会長、広島大）  

講演：短寿命アルファ核種等の安全規制のガイドライン  

吉村  崇 (大阪大 ) 

短寿命放射性核種の安全取扱のための教育資料    

久下  裕司 (北海道大 ) 

大学間ネットワークによる従事者管理の統一化   

渡部  浩司 (東北大 )  

アンブレラ事業における人材育成  

神田  玲子 (量研機構 )  

議論のポイント：  

・  短寿命核種に関わる個別の事案については、ガイドラインで書けるよ

うな一般性を持たせる方向へ。  

・  大学間ネットワーク事業は 5 年で終わることなく引き続き展開するた

めの将来構想が必要。  

・  大学間のネットワークを用いた放射線業務従事者証明の項目の統一

化、及び最も必要性の見込まれる共同利用機関への展開。  

・  学会の若手育成のためのアンブレラ事業の活用。  
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参加者数  約 30 名  

 

2 .3 考察  

①  は本学会会員の危機感から生まれたテーマである。 1999 年に JCO、 2011

年に福島第一、 2013 年に J-PARC、 2017 年には JAEA、この 20 年で 4 回の緊

急被ばく（事故被ばく）が生じている。我が国は原子力・放射線事故大国で

あると言わざるを得ない。アンブレラ事業全体の令和 2 年度以降の全体テー

マの一つとして緊急時対応が取り上げられるようであるが、本学会でもその

一環として放射線施設における危機対応について、各施設、各地域のローカ

ルな状況から海外の大学の対応まで、調査、分析、整理し、体系化、標準化

した放射線緊急時対策（ Radiation Emergency Preparedness）を提言したい

と考えている。今回の 6 月シンポジウムにおける企画は、その第一歩として

の位置付けにある。なお、同様の方向性は日本アイソトープ協会放射線安全

取扱部会も打ち出しており、出口戦略としてのこのような職能組織の利用も

あり得る。  

 

②  は本学会の守備範囲とする実務研究の代表例である。 IAEA の IRRS に端

を発する今回の放射性同位元素等規制法の改正は、業務改善、 Safety、

Security など国際的な原子力行政との共通項が整備された一方で、放射線

施設管理の現場に具体化を委ねられた部分も多く、今後、それを評価する規

制サイドとのきめ細かい意思疎通が、法の改正意義を最大限に活かすために

必要である。立入検査はその一つの機会であり、その結果を各施設内に留め

ることなく、共通認識すべき項目を施設サイドと規制サイドの合意のもとに

水平展開することが求められる。今回の企画はその考えに基づいたものであ

るが、ここ数年はそのような状況が続くであろうし、続けなくては新たな法

規制に基づく放射線安全を確立することはできない。  

 

③  は大阪大、吉村教授による安全研究からの委託を受けた短寿命アルファ

核種等の安全規制に関するミッションの進行状況の全体確認と公開議論が 2

件、大学の放射線施設のネットワーク事業のうち、インフラも含めて整備が

進められている放射線業務従事者のネットワークについて 1 件、そして本報

告書が帰属するアンブレラ事業により人材育成についての話題が 1 件、とい

う構成であった。いずれも原子力規制庁による支援を受けた研究事業であ

り、学術大会のプログラムにこのような企画が存在し得ること自体が画期的

である。これらの事業による報告はこれからも本学会のさまざまな公開、発

信の場を通じて行われることになろうが、研究成果に基づく深みのある実質

的な議論を進めるためには、事前に論点を十分に整理するとともに、関連す
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る一般発表演題を重視し、その後に公開討論を行うようなプログラム上の仕

組みも必要かもしれない。  
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3．若手人材の確保・育成に関する検討  

3 .1 若手会員が減少している業種や業務の特定  

 本年度行った放射線防護人材アンケートで、本学会会員から得られた回答

を分析した。回答者数は 96 名で、アンケート時の会員数 340 名に対する回

答率は 28.2%であった。回答者の年齢構成は、会員の年齢分布とほぼ同様に

40〜 50 歳代にピークが見られた。この年代の構成比は 4 学会平均よりも高

い。（図 1）。一方、学生の回答者は 20 歳代の 2 名のみであった。そのため

本報告では学生に関する分析は行わない。回答者の大半（ 71%）は大学等教

育機関に所属し、これは 4 学会平均（ 51%）を大きく上回っていた（図 2）。  

 

 専門分野（複数回答）は放射線防護学・放射線安全管理学及び放射線計

測・線量評価が突出しており、各個人の基盤領域としては放射線物理学、放

射化学、放射線生物学、放射線医療系の順に多いようであった（図 3）。放

射線防護学・放射線安全管理学を専門とする回答率は 40 歳代を除いて年齢

とともにわずかに増加しているのに対し、放射線計測・線量評価は 30 歳代

が最も多く、その後年齢とともに直線的に減少した（図 4）。  
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 業務内容（複数回答）としては研究、放射線管理、教育の順、主たる業務

（単一回答）では放射線管理、研究、教育の順に回答者数が多く、このうち

放射線管理は、 4 学会平均の 2 倍程度の回答率がみられた（図 5、図 6）。放

射線業務に関わる会員の割合は、年代にかかわらずほぼ一定であった（図

7）。  

 

 

 

 資格・学位としては、会員の 70%が第 1 種放射線取扱主任者資格を有して

おり、これは 4 学会平均（ 47%）を大きく上回った。博士号は会員の 60%が

取得していたが、 4 学会平均（ 69%）よりも若干少なめであった（図 8）。年

齢分布では、第 1 種放射線取扱主任者資格は年齢とともに微増の傾向、博士

は 30 歳代の取得率が際立って低かった（図 9）。  

 

 回答者の職位は組織の幹部（大学の准教授、助教相当）が最も多く、次い

で組織の長（大学の教授相当）及び組織の常勤構成員（技術職員相当）がほ

ぼ同程度であった（図 10）。常勤構成員の割合は 30 歳代において多く、 50

歳代では組織の長の割合のみが増加した（図 11）。  
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 以上の結果に基づき考察する。  

 本学会の会員には 40〜 50 歳代の、いわゆる「働き盛り」の世代が多く、

放射線管理業務を担当し、その基盤研究・技術となる放射線防護学・放射線

安全管理学及び放射線計測・線量評価を守備範囲とする会員が多数を占め

る。また、教育、研究に加えて放射線管理業務に関わる大学関係者を筆頭

に、複数業務をこなすオールラウンダーが多いように見受けられる。次の世

代となる 30 歳代の会員も、その半数は放射線管理業務に就き、放射線防護

学・放射線安全管理学を専門分野としており、この構成比率は他の世代と変

わらない。興味深いことに、放射線計測・線量評価に関しては、むしろ 30

歳代が最も回答率が高かった。彼らは放射線管理区域内の業務だけでなく、

東京電力福島第一原子力発電所事故を契機として環境放射線測定、被ばく線

量評価などに関わり、研究領域と専門範囲を広げてきたのではないだろう

か。  



 

13 

 このような会員プロファイルからみて当然のこととして、第 1 種放射線取

扱主任者を有する率は 70%に達し、 4 学会平均を大きく上回る。その一方、

博士取得者は 30 歳代の会員の取得率が極端に低いこともあり全体として

60%で、平均（ 69%）を下回っている。職位の面でも、 30 歳代では必ずしも

学位を必要としない技術職員の構成比率が高い。彼らの業務の研究的側面を

支援し、発表の場を設け、学位取得やキャリアパスのためのインキュベーシ

ョンの場を提供することは、本学会の重要な機能の一つである。そしてそれ

は、複合的、学際的、日常的な放射線安全の現場におけるノウハウを科学的

に整理、公開、議論、体系化し、放射線安全管理学を確立することを目的と

した本学会設立の主旨とも合致する。  

 過去、放射線障害防止法等に基づく放射線安全管理業務は、法令の解釈、

許可申請、立入検査などでの「規制される側」としての上手な立ち振る舞い

を良しとし、必ずしも若手に魅力ある仕事と映ってはいなかった。すなわ

ち、科学になり得る一分野として成立していなかった。今回のアンケート結

果から、それがどのように変化しているのかという点は明らかではないが、

少なくとも、本アンブレラ事業に代表されるような、原子力規制庁の関わる

安全研究や、オープンな対話機会の増加は、若手放射線安全管理学研究者の

育成に大きく役立つであろう。また、それに応えられるだけの専門性と資格

を有した若手会員も、決して減少はしていない。  

 実務における若手への技術、知識の伝承に関しては、年齢分布からみて十

分な数の中堅、ベテラン会員が存在することから、彼らの暗黙知を形式知と

し、的確な知識マネジメントが行われさえすれば、破綻なく進行するはずで

ある。もちろん、そのための支援的な企画や情報発信も、今後、本学会には

求められることになるだろう。むしろ、全国的な研究教育用の非密封放射性

同位元素使用施設の減少により、若手がその能力を発揮する場がなくなるこ

との方が、知識の伝承よりもクリティカルであるかもしれない。一方、大型

加速器施設、特定放射性同位元素使用施設、医療放射線施設などは増加する

傾向にあり、さらにその安全管理の高度化が要求されている。長期的に見れ

ば、放射線安全管理の業務スペクトルが変化していくことは明らかであり、

それにアジャストした若手の育成が今後の大きな課題の一つであろう。  

  

3.2 若手人材を交えた検討 

3 .2 .1 検討の経緯  

 若手会員の活性化は本学会にとって継続的な課題である。しかし若手会員

による内部組織の形成と活動までには至っておらず、理事会の重要な案件の

一つとして若手活性化策を検討してきた。具体的に行っている事業は次のよ

うなものである。  
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①  若手中心による教育訓練検討委員会の立ち上げと活動  

 放射性同位元素等規制法改正に伴う初めて管理区域に立ち入る前の教育訓

練項目数及び時間数の変更に対応して、本学会ではモデルカリキュラムを含

めた提言を取りまとめてきたが、令和元年度は次の段階として標準化コンテ

ンツの制作にとりかかっている。教育訓練検討委員会はその活動主体であ

り、これからの教育訓練はそれを主宰する若手が作り上げるべきとの観点か

ら、委員 10 名のほぼ全員を 40 歳代以下の会員で構成している。委員長は企

画委員会副委員長と理事も務め、検討結果の学会施策への展開、反映がスム

ーズに行えるよう配慮している。  

②  若手奨励金事業  

 本学会には旧会員の篤志による寄付基金が存在していたが、最優秀論文賞

の副賞の原資とした実績がわずかにあるのみで、有効に活用されてこなかっ

た。活用策も検討してきたが、学術大会時の優秀ポスター賞受賞者への副賞

等のご褒美的な使い道が提案されるのみで、若手の活性化につながるものと

は到底考えられなかった。そこで、前会長、現会長のイニシャティブのもと

に若手奨励金制度を学会規程化し、さらに永続的な基金維持を目的として会

費納入時の若手育成のための寄附金受け入れも開始し、 1 名あたり 10 万

円、各年度 2 名を限度に若手が旅費、研究費として使え、研究活動実績とも

なる奨励金を公募選考により授与することとした。  

③  国際学会参加支援事業  

 本学会の主催する学術大会やシンポジウム時の学生参加費の無償化は、大

会実行委員会の努力により単発的に試みられてきたが、今回、新たに関連す

る学会への参加派遣を実施できるような内規を制定し、その最初の事例とし

て、 2019 年 9 月に広島で開催された 19th International Conference on 

Solid State Dosimetry の学生、若手研究者各 1 名の参加費相当額を支援し

た。  

 

3.2.2 具体的な方策の提案  

 前述のように本学会には若手による議論の場は設けていないが、若手理事

及び若手会員からの自発的な若手活性化に資する方策及び課題として、次の

ようなものが挙げられている。  

①  放射線防護・放射線安全管理に関する分野融合型研究テーマの創出  

 異なる専門分野の研究者、技術職員により構成される本学会の特色を生か

し、研究活動のはばと人材確保の機会の拡大を狙った提案である。大型予算

が獲得できれば理想的であるが、まずは会員が属する既存の研究グループに

とらわれない、会員横断型の新たな研究仲間による研究計画の作成と研究費

申請を学会として後押しし、その研究発表と議論の場を提供することはあり
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得る。  

②  放射線安全管理人材源の新規開拓  

 放射線安全管理は複合的、学際的な学問領域であり、アカデミアにも放射

線管理分野の専門家を育成する教育プログラムは存在しない。この分野で博

士論文を書く人も少数にとどまる。学生のこの領域への興味をいかに高める

かという点が鍵となる。一方、 JST による卓越⼤学院プログラム「多様な知

の協奏による先導的量⼦ビーム応⽤卓越⼤学院プログラム」、文部科学省に

よる「放射能環境動態・影響評価ネットワーク共同研究拠点」、「放射線災

害・医科学研究拠点」などのプログラムにより放射線利用、放射線測定・分

析、放射線影響解析等に関わる人材がこれから育成される。このような人材

の放射線防護学・放射線安全管理学への興味を高めることはできないか、ま

た教養教育も含めた学内の幅広い教育機会で放射線防護学・放射線安全管理

学を盛り込めないか、という若手らしい意欲的な提案である。学会として

は、前者についてはプログラム関係会員を介したコミットメントの可能性、

後者については教育事例の収集と水平展開等が考えられる。  

 

3.3 若手の活性化の取り組み 

 3.2.2 項で具体的取り組みについて記載したので、本項では省略する。  
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1．放射線安全規制研究の重点テーマに関する検討 

1.1. 放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案 

1.1.1 議論の経緯 

日本放射線影響学会では、「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワー

クとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」（アンブレラ）事業への取り組みとして、

放射線安全規制研究の重点テーマを提案するにあたり、平成 29 年度に藤堂剛前理

事長より、担当する委員会（放射線リスク・防護検討委員会；正会員７名から構成、委

員長：児玉靖司）を新しく立ち上げることが提案され、理事会にて承認された。設置し

た委員会では平成 29 年度には学会として提案すべき放射線安全規制研究の重点テ

ーマの検討を行い、6 テーマについて放射線影響学会単独で提案することとなった。 

 本年度、アンブレラ事業代表者会議で確認された方針に基づき、日本放射線影響

学会では令和元年 10 月 22日から放射線リスク・防護検討委員会をメール開催し、重

点テーマに関する新たな提案について、平成 29 年度に影響学会から提案した 9 テー

マも含めて（単独提案 6 課題、日本保健物理学会との合同提案 3 課題）検討を行っ

た。議論の結果、平成 29 年度に提案した重点テーマのうちの 2 課題について、「低濃

度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究」、「放射線業務従事者・放射

線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築に関する検討」を再提案することとし

た。福島第一原子力発電所事故に伴うトリチウム水の処理方法の議論が現在なされ

ている状況から社会的にトリチウムの健康影響について関心が高まっており、放射線

影響学会では放射線災害対応委員会（正会員 9 名から構成、委員長：松本英樹）と

合同で、一般の方にも理解いただける内容で「トリチウムによる健康影響」に関する

科学的根拠に基づく資料（解説書）の作成を行って一般に公開するとともに、重点テ

ーマの提案においては、「低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研

究」を喫緊の課題と位置づけることとした。 

 

＜トリチウムによる健康影響の概要＞ 

I. トリチウムとは何か？（化学物質としての観点から） 

II. トリチウムとは何か？（放射性物質*1 としての観点から） 

III. トリチウムの被ばく経路（吸入･吸収･摂取）と生体内での代謝 

IV. トリチウムによる健康影響 

（トリチウムによる健康影響にはどのようなものがあるのか？具体的にトリチウム

による健康影響を解析した研究にはどのようなものがあるか？） 

V. 放射線に被ばくしたら何が起こるのか？ 

 

1.1.2 提案内容 

再提案した重点課題の内容は以下の通りである。 

喫緊の課題： 「低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究」 
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理由：福島第一原子力発電所において、保管タンクが増え続ける低濃度トリチウ

ム水をどのように処理するのかは、もはや先延ばしのできない喫緊の課題である。

低濃度トリチウム水の内部被ばく影響に関する信頼できる研究結果を整理し、さ

らに風評被害を抑制しつつ、処理を実施していくには、放射線影響に関わる各分

野の専門家と行政とが一体化したプロジェクトの推進こそが必要であると提言し

たい。 

今後の課題： 「放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオ

バンク構築に関する検討」 

理由：最近、日本国内でもバイオバンクを活用したゲノムワイド関連解析により、

重大な疾患の原因究明やそれに係る欧米人との変異の違いなどが明らかにされ

つつある。放射線業務従事者や放射線がん治療患者のバイオバンクが構築でき

れば、日本人の放射線被ばくによる健康影響について、被ばく線量だけでなく、

遺伝的背景の違いも考慮した解析が可能になる。本課題では、国内外のバイオ

バンク構築とその動向に関する調査を実施し、課題や問題点を洗い出すとともに、

放射線感受性の指標となる測定項目に関する調査研究を行う。 

 

1.2. 放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに関する取り組み 

1.2.1．取り組みに関するこれまでの経緯 

  放射線リスク・防護検討委員会とともに、日本放射線影響学会では、低線量リスク

推定の現状と課題をコンパクトに整理し、放射線防護の基礎にある科学的理解と社

会的理解を加速するためのバランスある共通認識を放射線科学関連研究者間で構

築することを目的とし、日本保健物理学会と合同委員会（低線量リスク委員会：本学

会員 7名、日本保健物理学会員 5名の計 12名で構成、本学会の委員長：小林純也）

を理事会での合意の下に平成 29 年度 10 月に設置し、平成 29 年度活動として放射

線安全規制研究の重点テーマの検討を行い、3 テーマを両学会から重点テーマとし

て合同提案を行った。提案した 3 つの重点テーマのうち、「放射線安全規制の基盤と

なる放射線科学とその認識に関するコンセンサス」については、平成 29 年度代表者

会議（平成 30 年 3 月 4 日開催）において、アンブレラ事業内で実施することと位置づ

けられ、平成 30、31 年度の当学会の請負業務の作業内容の一つとして、低線量リス

ク委員会が主体となり、日本放射線影響学会と日本保健物理学会の両学会合同で

取り組むこととなった。 

低線量リスク委員会における平成 30 年度前半の会合で、「放射線安全規制の基

盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス」に関する取り組みとして、放

射線科学のスコープについて整理を行った結果、「低線量リスクに関するコンセンサ

スと課題（仮）」を表題とする報告書を委員会で作成すること、さらに年度後半の会合

でレポートにおける章立てと担当者を決定し、各章で取り上げる内容について議論を

行った。 
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1.2.2．今年度の取り組みの進捗状況 

「低線量リスクに関するコンセンサスと課題（仮）」のレポートの作成を進める上で、

本年度は下記 3 回の委員会と 6 月にワークショップを開催した。 

 

・開催日及び開催場所 

 第 1 回委員会：平成 31 年 4 月 13 日（土）13:00-17:00； TKP 東京駅日本橋カンファ

レンスセンター 

ワークショップ「低線量リスクに関するコンセンサスと課題の明確化」：令和元年 6 月

21 日（金）13:30-17:00； 東京大学工学部講義室 

 第 2 回委員会：令和元年 8 月 18 日（日）13:00-18:00； 放射線影響研究所会議室 

第 3 回委員会：令和元年 12 月 25 日（水）14:00-17:00； TKP 東京駅日本橋カンファ

レンスセンター 

 

・取り組みの概要 

前年度委員会で議論された取り上げるべき内容を元に各章担当委員が 6 月のワー

クショップにおける発表予定スライドを事前に作成し、第 1回委員会（4/13）でプレゼン

テーションを行い、委員間で議論を行った。その議論に沿って、発表スライドの改訂を

行い、ワークショップ「低線量リスクに関するコンセンサスと課題の明確化」（6/21）で

各章担当者が発表を行い、両学会会員からの意見聴取を行った。ワークショップには、

両学会会員を中心に約 100 名の参加者があり、そのうち三分の一は一般の方（非会

員）であった。各章担当者はワークショップにおける両学会会員からのコメントを取り

入れて報告書原稿の作成を行い、第 2 回委員会（8/19）で原稿を持ち寄って、原稿内

容の議論を行うとともに、各章ごとの査読担当者を委員から 2 名ずつ決定した。第２

回委員会における議論を元に改訂した原稿に対して査読者による査読を行い、その

コメントにしたがって、執筆担当者は原稿のさらなる改訂を 10 月末までに改訂を行っ

た。その報告書原稿を、11 月 6 日から日本放射線影響学会及び日本保健物理学会

のホームページで両学会会員に公開してコメント募集を行った（12/8 締切）。集まった

コメントに対して各章担当者はさらなる報告書原稿の改訂を行った。第 3 回委員会

（12/25）では、改訂原稿および会員からのコメントに対する回答を持ち寄り、それら内

容について議論を行った。委員会の議論に沿って担当者は原稿のさらなる改訂を行

った後、両学会に直接関係ない専門家 2 名に１月中旬から１ヶ月の査読を依頼し、そ

の査読コメントを元に各章担当者が改訂を行い、令和 2 年 3 月末を目処に「放射線生

物研究」に投稿する。投稿後は雑誌規定に基づく査読・改訂を経て、令和 2 年 6 月発

刊の「放射線生物研究」に、日本放射線影響学会と日本保健物理学会の共同発行物

として掲載される予定である。 
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・確定した章構成（目次） 

0   本レポート作成の背景と目的    

1 低線量・低線量率とは  

1.1. 放射線の相互作用  

1.1.1. 放射線生物作用  

1.2. 基礎となる線量の定義  

1.2.1. 照射線量  

1.2.2. 吸収線量  

1.2.3. カーマ  

1.2.4. フルエンス、エネルギーフルエンス  

1.3. 放射線の種類によって異なる影響(線質効果)  

1.3.1. 線エネルギー付与(Linear Energy Transfer: LET)とブラッグ曲線(Bragg curve) 

1.3.2. 生物学的効果比(Relative Biological Effectiveness: RBE)  

1.3.3. LET と RBE の関係  

1.3.4. クラスターDNA 損傷  

1.4. 低線量・低線量率とは  

1.4.1. 低線量・低線量率の定義  

1.4.2. 素線量  

1.4.3. エネルギー沈着が不均一な場合、照射に関して記載すべき内容  

1.4.4. データのある線量・線量率範囲と防護において関心のある範囲とのギャップ 

2 DNA・細胞レベルで起きること  

2.1. DNA の初期損傷  

2.1.1. DNA 損傷の種類  

2.1.2. 放射線の直接作用・間接作用と LET  

2.1.3. DNA の酸化損傷 

2.1.4. DNA 二本鎖切断損傷  

2.2. DNA 修復  

2.2.1. DNA 二本鎖切断の修復  

2.2.2. 損傷塩基の修復  

2.3. 細胞応答  

2.3.1. 細胞周期チェックポイント  

2.3.2. 細胞死  

2.4. 染色体異常・変異  

2.5. 低線量・低線量率放射線の細胞影響  

2.5.1. 高線量・高線量率との質的違い  

2.5.2. 非照射細胞へのシグナル伝搬  

2.5.3. 酸化ストレス応答  
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2.6. まとめ  

３．発がんのメカニズムに関する知見  

3.1. 発がんと遺伝子変化  

3.1.1. 発がんは多段階の過程である  

3.1.2. がんの遺伝子変化  

3.2. 発がんと組織環境  

3.2.1. 炎症  

3.2.2. 免疫  

3.2.3. 細胞老化  

3.2.4. 細胞競合  

3.3. 発がんの原因  

3.3.1. 環境要因  

3.3.2. 遺伝要因  

3.3.3. 内因性要因  

3.3.4. がん原因の寄与割合  

4. 放射線によるがん化  

4.1. 放射線発がんにおける線量反応と線量率効果  

4.1.1. 放射線発がんの線量反応(疫学、動物実験)  

4.1.2. 放射線発がんの線量率効果(疫学、動物実験)  

4.1.3. 低線量率被ばくによる発がん(動物実験)  

4.2. 放射線発がんにおける被ばく時年齢依存性  

4.2.1. 被ばく時年齢と発がん感受性の関係(疫学、動物実験)  

4.2.2. 新生児期・幼若期被ばくにおける放射線応答(人及び動物実験)  

4.3. 内部被ばくによる発がん効果  

4.3.1. トリチウム水による発がん(動物実験) 

4.3.2. プルトニウム-239 による発がん(動物実験)  

4.4. 放射線によるがんの発生機序  

4.4.1. 多段階発がん過程における放射線の作用  

4.4.2. 放射線誘発遺伝子損傷の発がんにおける役割(１)  

4.4.3. 放射線誘発遺伝子損傷の発がんにおける役割(２)  

4.4.4. 放射線によるエピジェネティック変化及び炎症と発がんへの関与  

4.4.5. 放射線によるゲノム不安定化の発がん過程への関与  

4.5. 放射線によるがん化のまとめ  

5. 放射線の疫学  

5.1. 疫学によるリスク推定  

5.1.1. 疫学研究の方法、リスク指標、モデルによる解析  

5.1.2. リスク評価のコンセンサス  
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5.2. 高線量域・低線量域でのリスク推定の違い  

5.2.1. 原爆被爆者における違い  

5.2.2. 他の疫学調査によるリスク  

5.3. リスク推定の不確実性  

5.3.1. ばく露および結果測定における誤差  

5.3.2. 偏り、交絡、および交互作用(影響修飾)  

5.4. 100mGy 未満でのリスク検出の可能性  

5.4.1. プールド・アナリシス、メタアナリシスの適用  

6. 放射線がんリスクの推定と予測  

6.1. リスク推定とリスク予測  

6.2. 放射線防護への適用と線量応答モデル  

6.3. リスク推定に影響する因子  

6.3.1. 年齢、性、生活習慣、その他の修飾要因  

6.3.2. 放射線感受性  

6.4. 放射線リスクの予測  

6.4.1. 一般的な放射線被ばくのリスク予測  

6.4.2. 特定の条件下での放射線リスク予測  

6.4.3. リスク予測の課題  

6.5. UNSCEAR 2012 の Attributability に関して  

7. 継世代影響  

7.1. 序論  

7.2. 動植物の実験研究による知見  

7.3. 人の疫学研究等による知見  

7.3.1. 原爆被爆者  

7.3.2. 原子力施設作業者の職業被ばく集団  

7.3.3. 原子力施設作業者以外の職業被ばく集団  

7.3.4. その他の被ばく集団  

7.4. 継世代影響のリスク評価  

7.4.1. リスク評価法の概要  

7.4.2. 継世代影響に関する人と動植物の違い  

7.5. 結論  

8. 低線量リスクに関する放射線防護の考え方  

8.1. 放射線による健康影響と防護の考え方  

8.1.1. 早期組織反応  

8.1.2. がん及び継世代影響  

8.1.3. 放射線被ばくによる健康影響の発生確率  

8.1.4. 放射線被ばくによる健康影響の損害  
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8.1.5. 放射線防護に伴う倫理的課題  

8.2. 2007 年勧告に基づく放射線防護の考え方  

8.2.1. 放射線防護の目的と原則  

8.2.2. 正当化  

8.2.3. 防護の最適化  

8.2.4. 線量限度の適用  

8.3. 防護量と実用量  

8.3.1. 実効線量  

8.3.2. 防護量と実用量  
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＜令和元年 6 月 21 日開催のワークショップの概要＞ 
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2．専門家と行政のオープン・ディスカッションの企画と成果 

2.1 企画やねらい 

 平成 30 年度の日本放射線影響学会第 61 回大会（2018 年 11 月、長崎市）では、ワ

ークショップ「放射線防護・放射線規制における関連学会の連携と放射線影響学会の

役割」を開催し、4 題の演題のうちの一つとして、原子力規制庁より行政サイドとして、

「原子力規制委員会における放射線防護・規制に関する最近の取組み」について紹

介いただいた。このワークショップで得られたエッセンスは、放射線影響関連学会の

連携が思うように進んでいない現状の再認識であり、特に行政サイドと放射線影響学

会員の接点の少なさは、学会員の放射線規制に係る研究への関心を下げる一因に

なる点が危惧された。その点で、本アンブレラ事業は、放射線関連アカデミアの連携

だけではなく、行政と本学会との接点となるプラットフォームを提供している点で評価

される存在である。そこで、2019 年度は、学術大会におけるワークショップ開催という

形態ではなく、学会員と行政代表者との距離をより近くした場が提供できれば、両者

でもっとオープンな意見交換が可能になるのでないかと考え、キャッチアップセミナー

「放射線影響研究と放射線安全規制研究の関わり」を企画することにした。 

 

2.2 開催報告 

企画イベント：令和元年度日本放射線影響学会・キャッチアップセミナー「放射線影響

研究と放射線安全規制研究の関わり」 

日時：令和元年 6 月 22 日（土）10:00〜12:00 

場所：東京工業大学キャンパス・イノベーションセンター 

参加者：日本放射線影響学会会員 20 名 

 

＜プログラム＞ 

１．「イントロダクションー放射線リスク・防護検討委員会の取組み」 

   児玉靖司（大阪府立大学）           10:30 - 10:45       

２．「アンブレラ事業の紹介」 

   神田玲子（量研・放射線医学総合研究所） 10:45 - 11:15 

３．「原子力規制委員会における放射線防護・規制に関する最近の取組み 

   ～日本放射線影響学会に期待すること」  

   佐藤直己（原子力規制庁）            11:15 - 11:45 

 

 初めにイントロダクションにおいて、放射線リスク・防護検討委員会の取り組みを紹

介した。特に、平成 31 年度放射線安全規制研究の重点テーマとして日本放射線影

響学会から提案した 6課題、日本保健物理学会と共同で提案した 3課題を紹介した。

さらに、日本保健物理学会と協力して低線量リスク委員会を立ち上げ、低線量放射線

リスクに係るコンセンサスレポートを今年度中の完成を目指して作成中であることを
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紹介した。 

 続いて、神田玲子代表により、「アンブレラ事業」のねらいと全体像、さらにこれまで

の成果として、放射線安全規制研究に係る重点テーマの検討と提案、放射線に係る

国際機関の最新情報を共有する国際動向報告会の開催、さらに、若手人材の実態

調査結果などについて紹介が行われた。 

 最後に、原子力規制庁の佐藤直己課長代理から、放射線審議会が自ら調査審議を

行える機能を強化したこと、放射線防護研究ネットワーク形成推進事業を立上げたこ

と、及び放射線防護に係る国際動向把握に関する原子力規制庁の動向等について

紹介があった。最後に、放射線に係る規制行政から放射線影響学会に期待すること

として、以下の観点が挙げられた。 

(1)ネットワーク事業を活用し、課題解決を図る枠組みの構築、並びに規制機関とのコ

ミュニケーションの充実を期待する。 

(2)放射線の健康影響とリスクに係る国際動向や最新知見を踏まえた規制行政の対

応方針策定等において、専門家としての助力・助言を期待する。 

(3)放射線影響分野における人材育成、放射線の健康影響とリスクに関し国内外で活

躍する専門家の継続的な輩出に向けた取り組みを期待する。 

 

2.3 考察 

 キャッチアップセミナーにおいて、放射線規制機関から本学会に期待することとして

挙げられた 3 つの観点は、いずれも重要なものである。 

(1)放射線規制機関とのコミュニケーションについて 

 これまでは、本学会と規制行政担当者の間に、例えば放射線防護・規制に関する

課題について意見交換する接点がほとんど無い状態であった。本学会員は、放射線

防護・規制に係る行政において、現在何が問題となり、放射線専門家としてアカデミ

アに何が求められているのかを知る機会が無かった。その点で、本アンブレラ事業に

おいて、放射線関連学会（放射線アカデミア）と放射線規制機関がコミュニケーション

する場を形成したことは、画期的な成果であると評価される。この事業を契機として、

この意見交換の機会を活用していくことが今後も求められている。 

 

(2)放射線規制行政に対する放射線専門家としての助力・助言について 

 本学会は、1954 年にマーシャル群島ビキニ環礁で生じた水爆被災事故を契機とし、

総合的な放射線影響研究の推進のために設立されたという経緯がある。したがって、

本学会に求められる使命は、まず、１）放射線影響に関する新しい科学的真実の探

求である。そのために、放射線に関わる新しい学問領域を切り拓いていくと同時に、

放射線防護・規制基準の学術的な裏付けを行うことが求められる。さらに、２）放射線

災害時には正確な情報の提供と調査を推進する使命もある。そのために、リスクコミ

ュニケーションによる正しい認識の普及を先導するとともに、平時から一般公衆の放
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射線リテラシー向上に寄与していく姿勢が求められるとの認識が重要である。 

(3)放射線影響分野における専門家の育成について 

 本学会に限らず、放射線関連学会（放射線アカデミア）には、会員相互の学術研究

に関する情報交換の場の提供とともに、当該分野の若手人材を育成するという重要

な役割を担っている。その現状分析と、今後の課題については、本報告書の 3章で詳

述するが、喫緊の課題であることはいずれのアカデミアにおいても状況はよく似てい

る。すなわち、放射線分野に係る専門家の若手育成が順調に推移している状況にな

い。この状況は、このまま放っておくと遠くない将来に深刻な影響を招く要因となるだ

ろう。若手の専門家が育成されにくい状況の一番深刻な要因は、教育機関の弱体化

にある。近年、放射線影響学分野の教育機関が減少しており、その事実は専門家育

成に暗い影を落としている。これを克服するためには、放射線影響分野の裾野を広

げて、これまで以上に他分野との情報交換の場を広げていく必要があるだろう。 

 以上のように、放射線規制機関より、提言をいただいた 3 つの観点は、当学会が果

たすべき役割として、いずれも重要な課題である。その意味で、この度のキャッチアッ

プセミナーは、当学会と放射線規制機関とのコミュニケーションの場として有意義なも

のであった。 

 

3. 若手人材の確保・育成に関する検討 

3.1 若手会員の動向に関する現状分析 

 平成 30 年度の本事業報告書「放射線安全規制研究の重点テーマに関する調査と

新たな提案」のうちの「2. 放射線防護人材の現状に関する調査」の項目で、当学会

員数の最近 10 年間程の変動についてはすでに報告した。しかしながら、「若手人材

の確保・育成に関する検討」を報告するに当たり、そのデータ分析を踏まえて議論す

る必要があるので、図 1〜図 4 に再掲する。 

 2004年から 2018年までの日本放射線影響学会の会員数の推移を図１に示した（図

１）。2004 年からの 10 年間は、徐々に会員数は減少しているが、最近 4〜5 年間は横

ばいで減少は抑えられている。次に正会員と学生会員の人数比率（%）を図 2 に示し

た（図 2）。学生会員数の変動は、2004 年から 2018 年までほとんどなく、全会員数の

およそ 20％程度である。 

 次に、図 3 に 2008 年、2013 年、及び 2018 年という 5 年毎の時点における年齢別

会員数比率（%）の分布の推移を示した（図 3）。40 歳までは大きな変化はないのに対

し、40歳代（41〜50歳）の会員数が、この 10年間で大きく減少していることが分かる。

この年代の減少を反映して、2013 年以降は、61 歳を超える年齢層の会員数が増加

傾向を示している（図3）。ただし、実際には年齢不明会員がかなりの数存在し、ここで

は、年齢不明者を除いて算出している。特に、2008年、2013年のデータの 3分の１が

年齢不詳なので、正確な年齢分布を示していない点に注意を要するが、およその傾

向は示していると推定される。 
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 図 1 日本放射線影響学会の会員数の推移（2004 年〜2018 年） 

 

 

 図 2 日本放射線影響学会における正会員と学生会員の人数比率（%） 
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  図 3 2008 年、2013 年、及び 2018 年における年齢別会員数比率（%）の分布 

 

 

 図 4 専門分野別の人数比率（%）の分布 
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 図 4 には、専門分野別の人数比率（%）の分布を示した（図 4）。この専門分野は、本

学会入会時に、入会者が 2 分野選んで登録することになっているため、一人当たり 2

分野を示すデータである。生命科学全般は、DNA 損傷、DNA 修復、シグナル伝達、

放射線感受性など、日本放射線影響学会学術大会での発表における主要なキーワ

ードを多く含む分野であるが、図 4 ではこれを細分化せずに一括りとした。生命科学

分野は、若手層もシニア層も人数が圧倒的に多いことが分かる。また、若手層は実

験系が多く、シニア層になるとリスク評価系に移行していく傾向がある。 

 

 

  図 5 学生：興味のある放射線関連分野（複数回答）  

 

 

 

 図 6 現在の研究分野（左）と希望する職種（右）（どちらも複数回答可） 
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 さて、ここでは若手人材の確保と育成が主要テーマなので、図 5〜図 7 には、26 名

の学生（学部・博士前期 17 名、博士後期 9 名）を対象にした調査結果を示した。母数

は少ないが、学生だけを対象にしている点で貴重な情報である。図 5 に示すように、

興味のある放射線関連分野については、放射線影響、あるいは放射線利用が多い

（図 5）。一方、放射線防護に興味を示す学生は少ないことが分かる。これは、図 6（左

図）に示すように、学生各自が取り組んでいる研究テーマを反映した結果と推定され

る。学生の現状の研究分野は、実験系の放射線生物学分野が圧倒的に多く、疫学や

リスク評価分野は少ない。さらに、図 6（右図）に示す将来就職で希望する職種では、

研究系が、特に博士後期課程学生で多いことが分かる。博士前期課程学生では、技

術系職種も多い。この希望職種も、各自が現在取り組む研究テーマから大きく外れな

い職種を選ぶ学生が多いことが分かる。 

 

 図 7 就職に関する不安（複数回答） 

 

 図 7 は、学生の就職に関する不安についての回答である（図 7）。ここで目立つのは、

「就職情報が少ない」、「相談できる人が少ない」という就職情報に関する不備である。

「希望ポストが少ない」という研究分野に係る構造的な問題は、一つの学会が解決で

きる問題を超えているが、学生に対する就職情報の不備については、学会として改

善に取り組むべき課題と言えるだろう。具体的な学生の要望として、放射線関連施設

の見学会等の開催や放射線研究機関の研究内容に係る情報紹介等があがっている。

卒業論文、修士論文、及び博士論文作成に係る研究において、放射線研究に興味を
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持った学生が、放射線関連分野への就職を躊躇する現状を改善しないと、この分野

を将来担う人材は枯渇する運命にあるだろう。 

 

 図 8 現在のポストの着任手続き（複数回答） 

 

 最後に、図 8 は社会人について、現在のポストへの着任の手続きについての回答

である（図 8）。若手層に限らず、いずれの年齢層でも、多くが全国公募で着任してい

ることが分かる。また、若手層では、昇任・昇格の機会は非常に限られていて、難しい

現状を示している。 

 以上の現状分析を踏まえた上で、日本放射線影響学会として、若手人材の確保・育

成にどのように取り組むべきかについて、検討したので次に報告する。 

 

3.2 若手人材を交えた検討 

3.2.1 検討の経緯 

 2018 年度の第 2 回ネットワーク合同報告会において、日本放射線影響学会の若手

会員代表者（砂押正章会員）から、若手会員支援のために、以下の提案がなされた。 

(1)優れた成果をあげた若手会員を表彰する制度の創設 

(2)若手会員の集会参加への支援 

(3)国内の会合。研修会等のイベントへの派遣 

 これらの提言も踏まえ、当学会では、放射線リスク・防護検討委員会が中心となり、

4 名の若手会員を招いて以下の委員会を開催し、若手人材の確保・育成に関して意

見交換を行った。 
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・第 1 回放射線リスク・防護検討委員会 

開催期日：令和元年 12 月 14 日（土）13:30〜16:00 

開催場所：TKP 大阪梅田駅前ビジネスセンター8 階ルーム 8B 

出席者：児玉靖司、小林純也、冨田雅典、中島裕夫、松本英樹 

     石川純也、今岡達彦、漆原佑介、島田幹男 

議題：日本放射線影響学会（特に放射線防護分野）における若手会員の確保と育成

について 

 

3.2.2 具体的な方策の提案 

 現在行われている若手会員支援の取り組みについては、次の「3.3 若手の活性化

の取り組み」で報告する。ここでは、昨年、12 月 14 日（土）に開催した上記委員会に

おいて提案された学会としての若手会員支援の方策について紹介する。これらは、一

部取り組みを始めたものもあるが、多くは今後検討すべき課題として提案された。 

 

(1)組織としての支援 

・若手放射線生物学研究会への支援策 

 「若手放射線生物学研究会」は、学生会員も含めて当学会の多くの若手会員が入

会している組織であり、現状では当学会とは独立した存在である。それゆえに、財政

的基盤が脆弱であり、それが当該研究会の活動を制限する一因になっていた。そこ

で、現在、この若手の研究会を日本放射線影響学会の組織の一つとして位置づける

ための準備を進めている。これによって若手会員の活動に対する学会からの財政的

な支援が可能になり、若手会員活動の活性化が期待される。 

・若手会員の委員会委員への登用 

 若手の研究会を学会組織に位置づけることに加えて、学会の委員会委員に若手会

員を積極的に登用し、若手会員の学会活動での活躍の場を提供する。 

 

(2)企画としての支援 

・キャリアアップのためのセミナー開催 

 学術大会開催時にキャリアアップのためのセミナーを毎年開催して、様々な進路モ

デルを若手会員に紹介する。さらに、シニア研究者や海外でキャリアを積んだ研究者

との意見交換の場を設ける。 

・学生に対する支援の企画 

 学生を対象とした学生奨励賞を創設し、優れた成果をあげた学生を表彰する。また、

若手会員主催の専門研究会や勉強会に学部学生を招待し、なるべく早くから学術研

究情報を聴講する機会を与える。 
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・若手会員交流の機会の支援 

 他の放射線関連分野の若手会員との交流の場を設ける支援をする。例えば他学会

の若手会員との合同シンポジウム等を企画する。また、他分野で活躍する人材を広く

受け入れることを目指して、準会員制度の創設を検討する。 

 

3.3 若手の活性化の取り組み 

 現在、当学会が取り組んでいる若手会員支援の取り組みは以下の通りである。 

 

(1)日本放射線影響学会奨励賞の授与 

 ３年以上の会員歴を持ち、原則として応募時満 40 歳未満（出産・育児・介護等を考

慮）で優れた研究成果をあげた若手会員に奨励賞を授与して表彰する。 

(2)学会参加旅費の援助 

 国際学会（ICRR・ACRR）における 40 歳未満（応募年の 3 月 31 日において）の筆頭

演者である会員及び国内の学術大会における筆頭演者の学生に対して旅費を援助

する。 

(3)学術大会での企画支援 

 学術大会において若手会員主催するシンポジウムの企画を任せる。 

 

 上述した若手会員支援は、今後も継続していく予定である。さらに、現在準備を進め

ている若手会員支援策は、「若手放射線生物学研究会」の本学会への合流である。

本学会理事 2 名と若手研究会から選出された 4 名からなる「準備検討委員会」の設

立が本学会理事会（2019 年度第 8 回）によって承認され、具体的な検討が開始され

たところである。先の放射線リスク・防護検討委員会で提案されたその他の支援策

（案）は、課題として今後検討する予定である。 

 

4. 参考資料 

4.1 2019 年度第 3 回ネットワーク報告会での発表資料 

 日時：2020 年 1 月 14 日（火）13:00 – 17:00 

 場所：トラストシティ カンファレンス・丸の内 
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平成 3１年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護安全研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

 
 
 
 
 
 
 
 

放射線安全規制研究の推進と 

若手人材の確保・育成 

 

 

 

 

 

令和 2年 2月 
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１ 放射線安全規制研究の重点テーマに関する検討 

1.1 放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案 

1.1.1 議論の経緯 

  現在の放射線防護が抱える課題は、福島事故の経験を教訓としたものが中心となってい

る。これまで、次の 5つの重点テーマを提案してきた。 

 

１．放射線被ばくによるがんリスク表現の検討 
２．緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 
３．自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計 
４．ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に関わる課題への対応研究 
５．放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究 

 

また、放射線影響学会と共同で、放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関す

るコンセンサス（低線量リスクコンセンサス）、低濃度トリチウムからの内部被ばく影響に

関する重点テーマを提案してきた。これらのテーマの多くを保健物理学会として委員会を

設置して活動したり、ワークショップを開催することで検討を行ってきた。今年度は、これ

らを再度重点テーマとして取り上げる課題、さらに新たな課題を理事会メールを用いて討

論を行った。保健物理学会は放射線防護の専門学会として、福島事故関連以外にも現在の国

内外の状況を含めて重点テーマを検討した。 

 

1.1.2 提案内容 

(1) 医療分野の職業被ばくにおける防護の最適化 

背景：放射線審議会では、ICRP2007 年勧告の検討において、女性の線量限度の見直しが必

要かを審議中である。医療分野においては、現行の線量限度を遵守していな医療者が比較的

多いことが指摘されていて、改善策の検討が求められいる。女性作業者が比較的多い医療に

おいて、女性の線量限度遵守の下で防護の最適化を医療者ごとで検討する必要がある。 

研究内容：線量限度適用・遵守のためにコストはどの程度かかるのか、アンケ ート調査を

行った上で規制のあり方を提案する。医師等の線量限度以上の被ばくが正当化されるかど

うかの倫理的な課題についても検討。医療者ごとに防護の最適化の現状を調べ、医療分野の

職業被ばくのあり方を提案する。 

成果の活用：職業被ばくの管理は線量限度を超えていないかどうかの確認のためではなく、

施設や職種によってどのような被ばくレベルであるかを把握し、その防護の最適化を実施

するための方策を検討するベースとなる。医療分野は新しい診断治療の導入によって大き

く動いている状況を考えると、医療者に負担の少ない効果的な職業被ばくの管理方法を模

索する必要がある。 

(2) 水晶体の医療被ばく管理と合理的な被ばく低減の提案 

背景：ICRP から水晶体の等価線量限度の引き下げが勧告され、放射線業務従事者に対して

被ばく低減対策やモニタリングについて関連学会でガイドラインが作成されている。医療
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被ばくでは頭部 CT 検査等で直接水晶体が被ばくし、短期間の繰り返しの検査によってはし

きい線量を超過する可能性もある。撮影方法の工夫をする施設もあるものの、診断結果に影

響を与える可能性もあることから慎重な対応が求められ、対策は施設により異なることか

ら実態は不明である。 

研究内容：放射線診療による受診者の水晶体被ばくへの対策について実態調査をする。放射

線診療における受診者の水晶体被ばく評価方法を測定、シミュレーションにより検討する。

合理的な水晶体被ばくの低減方法をハード、ソフト、技術の点から調査、開発、検討し、そ

の有効性を検討する。診断結果に影響しない効果的な患者の水晶体被ばく低減対策を提案

する。 

成果の活用：撮影方法の工夫など、コストを掛けない水晶体被ばくの低減方法を提案するこ

とで、医療被ばくの防護の最適化を図る。研究成果はガイドライン等として公表し、全国の

医療機関への普及を図ることで、国内の医療被ばくの低減につなげる。 

(3) 緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 

背景：福島事故の教訓を反映した我が国の緊急時モニタリング体制の整備は、原子力発電所

の再開が行われる現状にあって最重要事項である。種々の研究開発が国内外で実施されて

いるが、新しい緊急時モニタリングをどのように誰が運用していくのかは十分に整備され

ていない。とくに、放射性ヨウ素の小児および妊婦の甲状腺モニタリングのスクリーニング

体制整備、緊急時モニタリング情報の迅速でわかり易い情報伝達の仕組みが福島の教訓か

ら求められている。 

研究内容：世界の緊急時モニタリング体制の現状調査を実施する。調査をもとに、我が国に

おける、環境モニタリングの課題、個人モニタリングのあり方、体内汚染モニタリングの標

準化、モニタリング要員の訓練法、モニタリングデータのインターネットによる伝達の仕組

みを提言し、緊急時モニタリング体制を日常的に質を維持するための検討をアンブレラ事

業の関係機関と協力して行う。 

成果の活用：事故やテロへの備えた効果的かつ統合的なモニタリング体制の強化につなが

る。さらには、福島事故の教訓を生かした緊急時モニタリング体制のアジア諸国との連携が

進むことが期待される。 

(4) 国民線量データベース構築と新規全国調査の実施 

背景：自然放射線・放射能による線量評価では、既存データの整理や新規調査により、必要

なデータを整備することが、国民線量の詳細な実態把握には不可欠である。世界とは大きく

異なることが知られている医療被ばくによる線量評価においては、医療被ばくの全体像を

把握するための仕組みを確立することが不可欠である。米国では調査会社によるビジネス

となっている。日本では種々の調査や統計で推定の試みはなされているが、日進月歩の医療

放射線利用の実態把握には関連データの整備状況は十分とは言えない。 

研究内容：線量のベンチマークとなる自然放射線および医療被ばくも含めて年間線量を評

価するための基礎データ収集・集約し、これを活用するための「国民線量データベース構築」
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を提案する。被ばく線量への換算データ、生活様式の統計データ（例、家屋の滞在時間、食

品摂取量）を整備する。ただし、現時点では、国民線量算定に関わるすべてのデータが十分

に整っているとはいえない。例えば、環境によっては線量寄与の大きい可能性があるトロン

およびその子孫核種のデータは極めて限定的である。このため、データ収集・データベース

設計と並行して、大地ガンマ線やラドンなども含めた「バックグラウンド全国調査の新規実

施」を提案する。 

成果の活用：施設事故などで公衆が被ばくを受けた場合の影響調査において、バックグラウ

ンド情報は基礎となるものである。全国平均的な数値ではない、地域性や生活習慣に応じた

推定ができることにつながる。 

(5) トリチウム問題をいかに解決すべきか？ ― 技術的側面、社会的側面を国際的な視点から

考える 
背景：福島廃炉は重要な課題であり、放射線防護の視点から保健物理学会が果たしていくべ

きは、技術的な課題だけでなく、社会的な課題を含めて放射線防護はどうあるべきかを俯瞰

しつつ解決の道筋をみつける手助けをしていくことである。交えた議論を行い、今後の問題

解決の道筋を明らかにすることを目指す。 

研究内容：学会シンポジウムを開催し関係者と討論し一定の方向性を見出す。現在経産省の

WG で議論されているトリチウム処理問題をとりあげ、技術的な問題と社会的な問題を整理

し、韓国と台湾の専門家を含めたステークホルダーを交えた議論を行い、今後の問題解決の

道筋を明らかにすることを目指す。 
成果の活用：現在、国民的な関心となっているトリチウム水問題を放射線防護の視点から保

健物理学会として問題を整理することで、今後の我が国の解決の道筋とする。 

 

1.2 放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに関する取り組み 

(1) 低線量リスクに関する成果 （放射線影響学会との合同委員会） 

福島事故を契機に放射線の健康影響に関する知見の科学性と、放射線の防護の対応の妥

当性に多くの国民が関心を持ち、社会の耳目を集めた。事故の報道で様々な分野あるいは立

場の専門家が発した情報は、科学的不確実性を伴う部分においては異なった見解を生み、そ

の結果として専門家が社会の信頼を失うことになった。このような状況において、個別の問

題を正面から議論することも期待されるが、まず何よりも基本的な問題に立ち返り、放射線

科学に関する知見の現状を整理して様々な分野あるいは立場の専門家に伝える努力が必要

であると考えてきた。そのための取組みは学会連携によってこそ可能である。2016 年 6 月

30 日に第 49回日本保健物理学会（弘前市）において、日本放射線影響学会、日本放射線技

術学会、日本リスク研究学会、東京大学政策ビジョン研究センターとの共催で「低線量放射

線の健康リスクとその防護に関するコンセンサスの構築に向けて」を開催した(松尾,2016)。

この企画のファシリテータを務めた松尾氏は公共政策の専門家として、いかに共通認識（以

下、コンセンサス）を構築し、社会といかに共有していくべきかを問うた。 
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そこで、日本保健物理学会と日本放射線影響学会は共同の委員会「低線量リスク委員会」

を 2017 年 10 月に設置し、低線量の放射線被ばくの健康影響は科学的にどこまでわかって

いるのか（コンセンサス）、何が明らかになっていないのか(課題)を、特に生物（分子細胞

レベル、組織、動物実験）、疫学、さらに防護の考え方までの全体像を整理することにした。

これらの基礎的な情報からコンセンサスや課題を明らかにしていくことこそ、放射線問題

に対する科学的見方と社会的合意を構築する一歩であると考えた。本報告書は、低線量リス

ク委員会が骨格と概要を作成した案をもとに、学会合同シンポジウム(2019年 6月 21 日)に

おいて会員との討論を受けて草案を作成した。さらに、委員会内部での相互レビュー後に、

学会員コンサルテーションと委員会が指定した専門家からのコメント募集（2019 年 12月 8

日）を経て改訂した最終草案を完成した。報告書は、2020 年 6 月には学会 HP と放射線生物

研究誌上で公開する予定である 

本報告書の構成は、低線量・低線量率の定義に始まり、 DNA・細胞レベルで起きること、

発がんのメカニズムに関する知見、放射線によるがん化、放射線の疫学、および放射線がん

リスクの評価について記載し、低線量・低線量率におけるがんリスクに関する知見を整理し

た。福島では継世代影響に対する社会的な関心が高いことから継世代影響に関する知見に

ついても整理した。最後に、低線量リスクに関する放射線防護の考え方の変遷と現状を紹介

する構成となっている。もし、事故後に放射線防護措置が採られた科学的背景、根拠から記

述していたら、読者にはもっとわかりやすく、事故との関係がより明らかになっていたのか

もしれない。防護基準があり、その背景となっているリスク予測を説明し、リスク予測の基

礎にある疫学データを紹介するといった流れの説明は直線的であるが、放射線がもたらす

健康リスクの理解に不可欠な物理や生物を含めた科学的全体像のコンセンサスと課題を整

理する上では適切ではないと委員会は考えた。 

 

(2) 国民線量に関する成果 

自然放射線あるいは医療行為等による人工放射線により、国民は日常生活の中で一定の

被ばくを受けている。このため、線量のベンチマークとなる自然放射線からの年間被ばく線

量を評価することが行われてきた。例えば、東京電力福島第一原子力発電所事故後のモニタ

リング結果等を報告する際、比較のための参考として、自然放射線による被ばく線量の情報

が提供されてきた。また、これに関連して、我が国では多くの研究調査が行われてきた。し

かし、基礎データを集約して活用するためのデータベースは存在しない。そこで本委員会で

は、国民線量評価のためのデータベース設計、およびそのプロトタイプの構築を目的として

設置された。 

 これまでに、データベースを構築する前段階として、国民線量に関わる既存データの収集

と集約を進め、平均値や変動要因の解析などを行った。このうち、自然放射線については、

被ばく線量への寄与が大きい大地放射線と宇宙線による外部被ばく、およびラドン等の吸

入や食物摂取による内部被ばくの線量評価に関し、最新のデータや知見を収集・分析した。
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2019 年度（令和元年度）においては、その成果をレビュー論文「Japanese population dose 

from natural radiation」として取りまとめ、Journal of Radiological Protection 誌に

おいて公表した（2020年 2 月・オープンアクセス：https://iopscience.iop.org/article/ 

10.1088/1361-6498/ab73b1）。この論文では、上述の自然起源の放射線による年間平均被ば

く線量を 2.2 mSv と試算した。その内訳は、大地放射線 0.33 mSv、宇宙線（２次宇宙線）

0.29 mSv、ラドン・トロン等 0.59 mSv、食品 0.99 mSv である。 

 医療被ばくについては、国内で進められている関連する取り組みについて聴取し、データ

収集・集約の方策に関する議論を行った。しかし、詳細な医療被ばくの内容や件数等のデー

タが不足しており、国民線量の一部として蓋然性のある数値を示すには到っていない。今後、

特に医療被ばくについては、既存関連データの集約・整理に加えて、新規の調査を計画・実

施して国民線量評価に必要な情報を得るとともに、線量評価（算定）手法の開発も行う必要

性がある旨、提言したいと考えている。 

 国民線量は、生活環境等の変化の影響を受ける他、線量換算係数などの評価データの見直

しがあった際には、数値が大きく変更される可能性がある。そこで、当委員会としては今後、

より精緻な国民線量を定期的に提供・報告する仕組みについても検討したいと考えている。 

 
２ 専門家と行政のオープンディスカッションの企画と成果 

2.1 企画やねらい 

 国際原子力機関（IAEA）基本安全原則の展開、それに追随すると共に、福島第一原子力発

電所事故に起因する放射線災害を受けての国内対応等、緊急時モニタリングに関する国内

外の大きな動きがある。日本保健物理学会では、この経緯と最新の動きに関する情報を学会

会員のみならず、緊急時モニタリングに深く関与する事業者、国、自治体、興味をもつステ

ークホルダー間で共有するとともに、現在の困難、今後取り組むべき課題について忌憚のな

い意見をリストアップすることを会のねらいとした。 

 

2.2 開催報告 

 本オープンディスカッションは、学会理事会の主導と計画立案に基づき、学会企画シンポ

ジウムとして以下の通り開催された。 

 

シンポジウムⅡ「緊急時モニタリングに関する国内外動向と展望」 

 

〇日時：2019 年 6 月 21日（金）9:30-12:30 

〇場所：東京大学 工学部 2 号館 213 講義室 

 

主 催 一般社団法人 日本保健物理学会 

共 催 一般社団法人 日本放射線安全管理学会 

https://iopscience.iop.org/article/


 
 

7 

１．趣旨説明（５分）＝飯本武志（東大） 

２．国内外における検討状況と課題 

 ２-１．原子力規制庁における検討状況と課題   （25 分）＝小此木裕二（規制庁） 

 ２-２．国際原子力機関における検討状況と課題  （25 分）＝斎藤公明（JAEA） 

３．視点別の現状分析と課題 

 ３-１．測定方法と機器の国際標準化（放射線防護標準化委員会より）    （25 分） 

     ①ISOTC85SC2（放射線防護）における国際標準化ロードマップと 

            緊急時モニタリングに係る国際標準           真田哲也（北科大） 

          ②ISO/TC85/SC2/WG17（放射能測定）における緊急時環境放射線 

      モニタリングに係る国際標準           山田崇裕（近大） 

 ３-２．全身カウンタの役割（WBC専研成果より）（25 分）＝高田千恵（原子力機構） 

 ３-３．自治体の活動と挑戦          （25 分）＝高橋秋彦（佐賀県） 

４．意見交換 

 指定発言者 ３名×５分 

 意見交換 35 分（国際社会や国、専門家集団への期待を中心に） 

   1) 技術論的な課題(例：モニタリング技術を高度化、標準化、新たに緊急時 

     に導入すべきモニタリング技術など） 

      2) 政策論的な課題（例：運用方法、人員体制、教育訓練など） 
 
2.3 考察 

 本シンポジウムに関して、本学会学生正会員である五十嵐悠氏（東京大学・博士課程２年）

が学会誌に「報告」を印象記として投稿し、保健物理誌 2019 年 12 月号（vol. 54 No.4）に

掲載されている。以下、大学院生の視点で整理された内容を原文のまま引用し、本オープン

ディスカッション当日の様子の紹介と考察とする。 

 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 



日本保健物理学会シンポジウム「緊急時モ

ニタリングに関する国内外動向と展望」印

象記 

 

五十嵐 悠 

 
Ⅰ はじめに 

2019 年 6 月 21 日に東京大学工学部２号

館にておこなわれた日本保健物理学会シン

ポジウム「緊急時モニタリングに関する国

内外動向と展望」に参加した。 

このシンポジウムでは緊急時モニタリン

グに関する国内外の動向およびその背景に

着目し，様々な立場から現状と今後の展望

について報告がなされた。 

このシンポジウムに 56名が参加し，報告

をふまえての活発な意見交換がおこなわれ

た。 

 

Ⅱ 国内外における検討状況と課題 

1.規制当局における検討状況と課題：小此

木裕二氏(原子力規制庁) 

 規制当局の立場から，現在の原子力防災

に関する法体系および緊急時モニタリング

に係る組織の位置づけや実施体制について

説明がなされた。また，運用上の介入レベル

(OIL：Operational Intervention Level)な

どに基づく具体的な防護措置の考え方，空

間放射線量測定や大気中放射性物質濃度測

定などの防護措置判断のためのモニタリン

グ体制の現状と課題も紹介された。モニタ

リング体制の課題としては，各組織から緊

急 時 モ ニ タ リ ン グ セ ン タ ー (EMC: 

Emergency Radiological Monitoring 

Center)へ参集する要員の線量限度の統一

化に向けた調整が挙げられた。 

今後は，新たな技術的情報や福島第一原

子力発電所事故(福島事故)の教訓を踏まえ

ての「放射能測定法シリーズ」などのモニタ

リングに関する各種資料の改訂，訓練を通

じての緊急時モニタリングの練度向上，お

よび事故後初期につづく中期および復旧期

における緊急時モニタリング体制と実施内

容の検討を進めていくということが報告さ

れた。 

会場からは，緊急時モニタリングにおけ

る拡散予測の位置づけ，緊急時モニタリン

グ実施期間の判断基準，体表面汚染などに

関する測定マニュアルの策定状況について

の質疑があった。 

 

2.国際原子力機関における検討状況と課

題：斎藤公明氏(日本原子力研究開発機構) 

 緊急時モニタリングに関わる国際原子力

機関(IAEA: International Atomic Energy 

Agency)の最近の動向，福島事故後の中長期

モニタリングという点で説明があった。 

IAEA の動向として，Safety Standards の

概要とその中の Safety Guides の一つであ

る RS-G-1.8 の改定状況が紹介された。RS-

G-1.8は 2005年に発行されたモニタリング

に関するガイドラインであるが，これ以降

に発行された多くの関連文書との整合性，

国 際 放 射 線 防 護 委 員 会 (ICRP: 

International Commission on 

Radiological Protection)の 2007年勧告な

どの最新の放射線防護体系の導入，福島事

故後の教訓の取り入れが必要という背景か

ら改定が進んでおり，個人モニタリングの

位置づけ，環境動植物に対する防護の位置

づけ，被ばく状況分類の改定，ならびに緊急

時モニタリングに関する記載の充実という
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点が主な変更点になるとのことだった。 

福島事故後の中長期モニタリングという

点では，これまで得られた知見を集約し将

来の対応に役立てることが必要という論点

で現在の実施内容について紹介された。新

たに開発された技術としては，空間線量率

を測定する走行・歩行サーベイ，可搬型 Ge

半導体検出器での土壌沈着量 in situ測定，

航空機モニタリング，個人線量計での住民

の測定などが挙げられた。今後はこれまで

に浮かび上がった課題の解決に向け，技術

面における測定・解析技術の集約，モニタリ

ング戦略の検討，体制面での中長期モニタ

リングの位置づけの明確化とマニュアル改

定，測定資源の確保，そして福島事故の教訓

の報告書への反映などの国際機関への働き

かけが必要であるという提言がなされた。 

会場からは，モニタリングエリアに関す

る国際的な議論，測定値の扱いでの倫理的

課題，福島事故での線量評価に関する国際

的な議論，線量評価における代表的個人の

扱いなどについての質疑があった。 

 

Ⅲ 視点別の現状分析と課題 

1.測定方法と機器の国際標準化 

(1)ISO/TC85/SC2(放射線防護)における国

際標準化ロードマップと緊急時モニタリン

グに係わる国際標準化活動の現状：山田崇

裕氏(近畿大学) 

 国家間の活動および協力の発展に重要と

なる国際標準化機構(ISO: International 

Organization for Standardization)の概

要およびその中での緊急時モニタリングに

関する審議体制と現状について報告があっ

た 。 ISO の 中 で は TC(Technical 

Committee)85 という専門委員会が原子力・

放 射 線 分 野 を ， そ の 傘 下 の SC 

(Subcommittee)2 が個人と環境の放射線防

護を担当している。緊急時モニタリングに

ついては SC2 内の WG(Working Group)25 が

所管している。日本国内では，日本産業標準

調査会をはじめとする関係団体が SC2 の審

議体制を構成している。国際的な標準化機

関としては電気分野の国際電気標準会議

(IEC: International Electrotechnical 

Commission)があり，測定器などの物につい

ては IEC 規格，測定方法やその適用などに

ついては ISO 規格が多いのが現状である。 

現在，SC2 のロードマップに原子力/放射

線事象および事故後の状況の管理が含まれ

ており，これを踏まえて緊急時の環境放射

線モニタリングについてのガイドライン策

定が提案されている。 

 

(2)国際標準化提案「緊急時環境放射線モニ

タリングガイドライン」の概要：真田哲也

氏(北海道科学大学) 

 ISOで提案段階である，緊急時環境放射線

モニタリングガイドラインの概要と現在の

状況について報告があった。現在，ISO 規格

には複数の放射線測定に関する規格がある

が，福島事故を経験した知見や実態を反映

させたモニタリングに関する実践的ガイド

ラインが必要であるという背景があった。

新ガイドラインは，計画被ばく・現存被ばく

状況に関する Part1 と緊急時被ばく状況に

関する Part2 の二部で構成されている。新

ガイドラインには福島事故の教訓を取り入

れ，目的としては迅速な意思決定のための

情報提供，線量および環境中放射性物質分

布の把握，被ばく線量評価材料の提供，除染

区域判断材料の提供，の４つを設定し，骨格
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は日本の原子力災害対策指針等を土台とし

て IAEA の安全基準や ICRP 勧告などの国際

的な知見も取り入れるということだった。

今後は，個人モニタリングの位置づけ，国家

間 で 異 な る 緊 急 時 活 動 レ ベ ル

(EAL:Emergency Action Level)，OILの具体

的数値設定，モニタリング方法の違いなど

が議論の焦点となることが示唆された。 

会場からは，緊急時モニタリング位置づ

けや短半減期核種モニタリングのガイドラ

インについての質疑があった。 

 

2.全身カウンタの役割(原子力防災におけ

る体外計測の経験の総括と課題に関する専

門研究会成果より):高田千恵氏(日本原子

力研究開発機構) 

 体外計測の一部として実施される全身カ

ウンタの位置づけ，緊急時における全身カ

ウンタの役割の国内外背景，現状の整理と

課題という観点から報告があった。体外計

測器とは人体内の放射性物質からの放射線

を測定し，形状，大きさ，密度，放射能分布

等を仮定し，測定時点での体内放射能残留

量を求めるものである。装置は全身カウン

タ，甲状腺モニタ，肺モニタなどがあり，そ

のうち広く普及している甲状腺モニタと一

部全身カウンタが製品規格として日本産業

規 格 (JIS: Japanese Industrial 

Standards)化されている。 

 専門研究会は福島事故の経験より明らか

になった課題の解決および体外計測器の在

り方を具体的に提言することを目的として

いる。国内では，スリーマイル原発事故を契

機として測定器の整備が開始され，JCO事故

後に測定体制の整備が進み，そして福島事

故後にはリスクコミュニケーションの一環

として全身カウンタでの体外計測が実施さ

れたことなどが整理されている。一方で，被

検者の体格差による不確かさや表面汚染に

よる影響，摂取シナリオ仮定の難しさ，緊急

時の体外計測の役割，個人情報であるデー

タの取扱上の配慮，人的資源の不足など，数

多くの課題が明らかとなった。今後は明ら

かとなった課題の解決と知見の定着に向け，

福島事故の教訓を国際標準へ反映し，国際

的な共通認識を持ったうえで日本国内の規

格への取り込みを目指すということであっ

た。 

 会場からは，国際標準化にむけての測定

機器や測定手法の相互比較について，およ

びリスクコミュニケーションとしてのデー

タの使い方についての質疑があった。 

 

3.自治体の活動と挑戦：高橋秋彦氏(佐賀

県) 

 原発立地自治体という観点から，福島事

故以前の環境放射線モニタリング体制，緊

急時モニタリング体制の現状，今後の課題

というトピックで報告がなされた。 

 佐賀県には玄海原子力発電所が立地して

おり，平常時の環境放射能調査の実施や緊

急時モニタリングに向けての体制整備がお

こなわれている。福島事故以前は，原子力災

害対策特別措置法制定を契機としたモニタ

リングポストの増設などによりモニタリン

グ体制が強化されてきた。福島事故以降は

さらに体制を充実させるため，電子線量計

や大気モニタなどの各種測定装置が整備さ

れている。一方で，モニタリング要員の確

保・養成など人的資源に関する課題，参集要

員の被ばく線量管理についての課題，測定

結果の評価や特殊なモニタリングの支援体
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制についての課題，増設された緊急時モニ

タリング資機材の維持・更新など物的資源

に関する課題など，多くが挙げられた。 

 会場からは，EMCの体制についてや原子力

事業者との連携についての質疑があった。 

 

Ⅳ 意見交換 

意見交換では，まず指定発言者である高平

氏(東京電力)，反町氏(福島県立医科大学)，

笠井氏(保健物理学会特別会員)よりそれぞ

れの経験に基づく意見の提示を受け，議論

の軸とした。高平氏からは，福島事故におけ

る原子力事業者の経験としてモニタリンポ

ストや個人線量計測システムの機能喪失，

そしてこれらの代替手段の確保の重要性に

ついて意見が出された。反町氏からは，緊急

時における環境モニタリングの重要性，お

よびこれを実施するための組織横断的ネッ

トワークづくりの必要性，さらに人材育成

の現状について意見が出された。笠井氏か

らは，緊急時モニタリングと平常時モニタ

リングの考え方の違いや住民と専門家の協

力についての意見が提示された。これらを

ふまえ，日本国内での緊急時モニタリング

の協力体制，モニタリング要員の人材育成，

自治体住民への対応に対する専門家の関与

についての議論がおこなわれた。 

 

Ⅴ おわりに 

 本シンポジウムを通して，福島事故以降

に新たな緊急時モニタリング体制の構築・

準備が，行政・専門家双方の立場で進んでい

ることを認識した。また，福島事故の知見を

日本のみならず世界へ発信し共有するため

に様々な面から積極的な働きかけがおこな

われていることも知った。一方で，準備され

たモニタリング装置を維持し続けるための

予算や運用のための要員の確保と教育，発

災時のモニタリング実施期間や測定された

データの取り扱い，データの解釈やその結

果の住民への説明，被害想定を超えた場合

の対応，など取り組むべき課題がいまだ残

っているようである。さらに，モニタリング

戦略についての認識の共有は重要であり，

引き続き地域住民や国際社会の理解を得る

努力が求められる。これらの推進のために

も，本シンポジウムのような，様々な立場・

視点での継続的な議論を今後も実施してい

くことが必要である。



３.若手人材の確保・育成に関する検討 
 

3.1 若手会員が減少している業種や業務の特定 

 放射線防護分野の業種や業務の広がりは研究発表会の演題をもとにすると徐々に変化し

てきている。若手会員の存在はそれぞれの所属する研究機関や企業が行う放射線防護研究

活動や人員配置に影響を受ける。原子力関連の放射線管理分野は会員の定年退職に伴い、若

手会員の育成ができていない。これは福島事故以後の原発稼働の状況も影響していると考

えられる。 

 

3.2.若手人材を交えた検討 

3.2.1 検討の経緯 

 日本保健物理学会は事業計画のひとつに「質の高い人材育成」を掲げ、若手会員に対する

年次大会や国際会議等への参加支援、また国内外の若手ネットワーク（YGN：Young 

Generation Network）での活動支援などを推進している。将来の放射線防護を担う人材の育

成に向けて、国内に限らず国際的にも広く人材交流を行い、その中から果たすべき役割や深

めていくべき学術的課題を自ら見い出し、解決の道筋を考えることのできる機会の提供を

試みている。一方、本学会の最重要課題として、学会員の高齢化と若手人材供給の減少によ

る会員数の減少がある。現在、50歳台をピークに、20～30 代の会員が著しく少ない状況を

すぐに変えることは困難であるが、医療系などの会員の少ない分野を強化するなど対策を

進めることが求められている。 

 このような背景を踏まえて、人材育成に係る本学会の取り組み、若手会員の最近の活動状

況、および今後の課題について報告する。 

 

3.2.2 具体的な方策の提案 

(1) 若手研究会と学友会 
現在、本学会には２つの若手ネットワーク（若手研究会、学友会）が存在している。学会

は、両会に対する活動予算を措置しているが、若手や学生の自主的で主体的な活動を最大限

尊重して、一定の裁量を持った活動を認めている。最近は、活動予算の増額に加えて、若手

育成担当理事を設置するなどして、理事会や関連組織との連携強化を通じた活動支援も行

っている。 

 表 1 に会員状況や目的・方針等、表 2 に 2019 年度の主な活動を示す。 

 ここで特筆すべきは、12 月の第２回日本放射線安全管理学会・日本保健物理学会合同大

会（仙台）で開催された、日本保健物理学会（JHPS）と英国（SRP）および韓国（KARP）の

放射線防護学会とのジョイント YGN ワークショップである。学会や合同大会実行委員会等

の支援、および国際放射線防護学会（IRPA）にある若手ネットワーク（IRPA YGN）との連携

の下、若手研究会が主体的に企画や運営を行った結果、13 か国から 78 名が集まり、盛会で
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高評価を得た。本ワークショップは、各国の YGNの活動紹介、および参加者個別の研究発表

で構成されており、放射線防護の人材確保や育成などについての議論も交わされた（現在、

報告記事の投稿準備中）。この度のワークショップの運営に取り組むなかで、若手は大きな

自信や経験を獲得しており、人材育成の視点からも大きな効果があったと考える。 

(2) 教員等協議会 

教員は将来を担う人材育成に大きく関与するため、本学会に所属する大学教員間で組織

された教員等協議会を再編成して連携強化を図った。表 3 に会員状況や目的・方針等を示

す。最近は、本協議会の構成員の研究室に関する調査を行い、研究専門性や活動状況につい

て整理した。 

 

3.3 若手の活性化の取り組み 

 日本保健物理学会の人材育成に係る取り組みとその到達点は、次のように要約できる。 

• 「若手研究会」および「学友会」組織の運営について、学会理事会が関連する予算面や

人事・組織面を強化することで積極的に後方支援する仕組みを構築した。 

• IRPA YGN と連携し企画・運営した YGN ワークショップの成功で、若手の組織と活動が

国内を越えて活性化した。 

• 将来世代の育成に大きく関与する大学教員間の連携を強化する目的で、「教員等協議会」

組織を再整理し、構成メンバーの専門性や活動の現状を整理した。 

 また、放射線防護を含む保健物理分野の人材不足の問題、および人材育成について、次の

課題が挙げられる。 

• “古典的な保健物理”分野を専門とする新たな人材を確保しにくい現状背景の中、活気

のある医療・社会科学等の若手・学生にアプローチし、社会が求める“新時代の保健物

理”分野の中核的組織へと、学術団体として目指す。 

• 国際若手ネットワーク（IRPA YGN）を活用し、次世代層の国際連携活動を韓国や英国な

どからさらに広げ、個人や組織としての経験値を継続的に高めることで若手を育成す

る仕掛けを学会として構築する。 

 

表 1 若手研究会と学友会の概要 

若手研究会 

 社会人の若手研究者・技術者を中心に構成（会員資格は 40 歳以下） 

 会員数 43 名（15 機関） 

 目的と方針 

 若⼿の相互研鑽のための勉強会等を開催 

 若⼿の学会活動（各種委員会、研究発表、若⼿研活動など）への参加を奨励 

 国際放射線防護学会（IRPA）や海外関連学会の YGN との連携・協働を推進 

学友会 

 大学生・大学院生で構成 

 会員数 10 名（4 大学） 
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表 2 若手研究会と学友会の主な活動（2019 年度） 

若手研究会 

[05/11] 青年技術士との共同ワークショップ「福島原発事故から考えるリスクコミュニ

ケーション」を開催。暮らしの放射線 Q&A 活動を題材に、様々な技術分野の参加

者がグループワーク形式で議論した。 

[06 月] 若手放射線生物学研究会との合同勉強会の報告。2018/12/1 に共同開催した「放

射線防護と放射線生物のお見合い」の報告について、保健物理 54 巻 2 号 (2019) 

に掲載された。 

[07/16-18] ISORD-10 若手セッションでの招待講演。ISORD-10 (10th International 

Symposium on Radiation Safety and Detection Technology: 中国) で若手セ

ッションが設けられ、若手研会長が招待講演を行い、自国の若手活動を紹介し

た。日本のほかに中国、韓国、ベトナムからも保健物理・放射線防護分野の若手

代表者が講演し、若手の国際的ネットワーク構築について議論した。また、若手

による研究発表会も開催された。 

[09/07] 若手勉強会の開催。参加者 16 名、千代田テクノルで個人線量管理の現場を見学、

特別講演「眼の水晶体の等価線量限度に関する最近の規制・研究の動向」、局所

被ばくに関するグループワーク。 

[09/11-14] CAFEO37 (Conference of ASEAN Federation of Engineering Organisations: 

インドネシア) において、上述の青年技術士との共同ワークショップの成果と

放射線 Q&A活動に係るデータの再解析結果を口頭発表 

[10/12-13] 千葉市科学フェスタでブース出展を予定も、台風の影響でイベントが中止 

[11 月] IRPA YGN 委員会と JHPS 若手研の最近の活動について、保健物理 53(3) で紹介 

[11/20-22] WEC2019 (World Engineers Convention: オーストラリア) において、暮ら

しの放射線 Q&A の成果等を口頭発表 

[12/03-04] 第２回日本放射線安全管理学会・日本保健物理学会合同大会での YGN イベン

トを開催。福島第一原子力発電所ツアーに 7 か国から 22 名の参加(12/3)。Joint 

JHPS-SRP-KARP Workshop of Young Generation Network に 13か国から 78名の

参加(12/4)。[午前] IRPA YGN セッション (各国 YGN の活動紹介と議論) 

[2019 年度] 国際会議 IRPA15（2020年 5 月ソウル）における YGN イベントの企画・運営

の支援 

学友会 

[10/28] 地層処分研究施設見学会（参加者７名。原文財団「地層処分事業の理解に向けた

選択型学習支援事業」に参加、J-PARC と核サ研施を見学。仙台合同大会でポス

ター発表。現在、保健物理誌への印象記投稿を準備中） 

[12/05] 学生勉強会（参加者 14 名、仙台合同大会にて、両学会（保物学会・安管学会）

学生による、自己紹介と研究内容に関するショートプレゼンテーション） 
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表 3 教員等協議会の概要 

教員等協議会 

 大学(院)教員で構成 

 会員数 36 名（34 大学） 

 目的と方針 

 研究内容、教員・学生構成等の情報共有 

 研究と相互連携の活性化、進路情報共有 

 社会人ドクターの受け皿 

 構成員の研究室専門キーワード（2019 年 8 月） 

 環境放射線（能）・・・・・・ 9 

 放射線計測・・・・・・・・・6 

 放射線影響・リスク解析・・・5 

 ラドン・トロン・・・・・・・4 

 リスクコミュニケーション・・2 

 線量評価・・・・・・・・・9 

 医療被ばく・・・・・・・・5 

 放射線教育・・・・・・・・5 

 データ処理・・・・・・・・3 

  
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参考資料 

 

・IRPA Bulletin, Issue 24 (December 2019) 英語、日本語版 

・Joint JHPS-SRP-KARP Workshop of Young Generation Network プログラム 
 
 

Joint JHPS-SRP-KARP Workshop of Young Generation Network 

Akihiro Sakoda, Seiko Hirota, Takahiko Kono, Noriaki Kataoka (JHPS) 

 

The Joint JHPS-SRP-KARP Workshop of Young Generation Network (YGN) was held 
in Sendai, Japan on December 4, 2019, in conjunction with the joint annual meeting of 
JHPS and JRSM (Japanese Society of Radiation Safety Management). On the day before 
the workshop, a technical tour to Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Station was also 
conducted. The beginning of the story for having the present workshop was the successful 
Joint KARP-JHPS Workshop of YGN held last year in Jeju, Korea (see IRPA Bulletin No. 
20); subsequently, SRP represented joining there. 

The workshop commenced with opening remarks by A. Sakoda (JHPS) and P. Bryant 
(SRP). In the morning session “IRPA YGN Session”, 5 representatives of national YGNs 
working under IRPA’s Associate Societies (JHPS, SRP, KARP, SFRP, and CFRP) shared 
their activities and plans, and then all participants freely discussed some current and 
future issues in radiation protection and its allied field. In the afternoon session “Technical 
Session”, 22 young professionals and students presented their researches with a variety 
of topics such as environmental radioactivity, radiation measurement and simulation, 
radiation protection and regulation, radiochemical analysis, emergency monitoring, 
radiation application, and communication. Finally, the best presentation award went to N. 
Kataoka from Japan (Title: Surface treatment for shell egg by low energy electron beam) 
and E.W. Katengeza from Malawi (A brief scrutiny of Malawi’s development agenda of 
vis-à-vis status of atomic regulatory infrastructure). The workshop was concluded with 
closing remarks from W.H. Ha (KARP) and R. Coates (IRPA). 

Obviously, main players of this workshop were young professionals and students, but 
some inputs from senior, experienced participants fueled the discussion in a positive way. 
The photograph may indicate how fantastic the interaction was among them. We hope 
that the discussion and networking gained here can give a boost to the success of IRPA 
15 as well as the future of the radiation protection profession. 
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78 professionals and students joined this workshop from 13 countries: Australia, 
Bangladesh, Cameroon, China, France, India, Indonesia, Japan, Korea, Malawi, 

Thailand, UK, and Vietnam.



JHPS-SRP-KARP 合同若手ネットワークワークショップ 

（AKIHIRO SAKODA, SEIKO HIROTA, TAKAHIKO KONO, NORIAKI KATAOKA（日

本保健物理学会）） 

 
JHPS-SRP-KARP 合同若手ネットワーク（YGN）ワークショップが日本放射線安全管理学会・

日本保健物理学会合同大会にあわせ、2019 年 12月 4 日、仙台市で開催されました。ワーク

ショップの前日には福島第一原子力発電所へのテクニカルツアーも行われました。本ワー

クショップ開催のきっかけは昨年韓国チェジュ島で成功裏に開催された KARP-JHPS合同 YGN

ワークショップで（IRPA 会報 No.20を参照下さい）、そこに SRP も参画を表明しました。 

ワークショップは A. Sakoda 氏（日本保健物理学会）と P. Bryant 氏（SRP）の開会の挨拶

で始まりました。午前中の"IRPA YGN セッション"では IRPA 加盟学会（JHPS, SRP, KARP, 

SFRP, CSRP）下の国内 YGN の 5 名の代表者がその活動と計画を共有し、全参加者が放射線

防護とその関連分野に関する現在と将来の課題について自由に議論しました。午後の"テク

ニカルセッション"では 22 名の若手専門家と学生が環境放射能、放射線計測とシミュレー

ション、放射線防護と規制、放射化学分析、緊急時モニタリング、放射線利用、そしてコミ

ュニケーションといった幅広い題目の研究発表を行いました。最後に、最優秀発表賞が日本

の N. Kataoka 氏（演題: Surface treatment for shell egg by low energy electron beam）

とマラウイの E. W. Katengeza 氏（演題: A brief scrutiny of Malawi's development 

agenda of vis-à-vis status of atomic regulatory infrastructure）に授与されました。

ワークショップは W. H. Ha 氏（KARP）と R. Coates 氏（IRPA）の閉会の挨拶で終了しまし

た。 

当然ながら、このワークショップでは若手専門家と学生が主要な役割を担いました。しかし、

シニアで経験豊富な参加者からの貢献が議論を活発化させました。写真はいかに参加者間

の相互作用が素晴らしかったかを物語っているのではないでしょうか。私達は、ここで得ら

れた議論とつながりが、IRPA15 や放射線防護の未来の成功を後押しすることを願います。 
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ワークショップに参加した 13 カ国からの 78 名の専門家と学生：オーストラリア、バング

ラデシュ、カメルーン、中国、フランス、インド、インドネシア、日本、韓国、マラウイ、

タイ、英国、ベトナムより 
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December 4, 2019
10:00 Welcome and opening remarks
10:05 IRPA YGN session

Co-chair Akihiro Sakoda / JHPS
Pete Bryant / SRP

Time Presentation
10:05 Introduction Akihiro Sakoda / JHPS
10:10 IRPA and SFRP YGNs activity Sylvain Andresz / SFRP
10:30 JHPS YGN activity Noriaki Kataoka / JHPS
10:45 SRP YGN activity Pete Bryant / SRP
11:00 KARP YGN activity Geehyun Kim / KARP
11:15 From other countries Rui Qiu / CSRP, and more

Discussion All participants

11:55 Photograph
12:00 Lunch

13:00 Technical Session ‒ Where are we now? Where are we heading?

Technical Session
*Presentation  7 min; Discussion  2 min
Time Sub-session

Chair
Presentation

13:00 Environmental radiation and radioactivity
Takahiko Kono / JHPS

Transfer of natural radionuclides to animals living in the vicinity of the closed
uranium mine at Ningyo-toge, Japan
Akihiro Sakoda
JAEA
Dose assessment of 226Ra in drinking water from high background radiation area
Mamuju, Indonesia
Eka Djatnika Nugraha
BATAN; Hirosaki University
Calibration chamber for radon, thoron and their progenies measurements at
Hirosaki University, Japan
Yuki Tamakuma
Hirosaki University
Radon behavior estimation of living environment in Ningyo-toge area, Japan
Hasan Md. Mahamudul
The University of Tokyo
Natural gamma radiation measurement of placer sands from southern coast of
Tamil Nadu, India
Nimelan Veerasamy
Tokyo Metropolitan University; QST

Radiation measurement and simulation
Seiko Hirota / JHPS

Numerical calibration of portable NaI detector for rapid screening of internal
exposure following radiation emergencies
Wi-Ho Ha
KIRAMS
Development of direct-type alpha dust monitor for in-situ measurement of
airborne concentration during fuel debris retrieval and decommissioning of
nuclear fuel cycle facilities
Yoichi Tsubota
JAEA; Hirosaki University
MCNP simulation of 223Ra and 211At alpha spectrum for radiation control in
nuclear medicine
Masato Narita
Tokyo Metropolitan University; QST
Application of new tissue equivalent materials to Korean physical phantom for
radiation protection purposes
Jeongin Kim
Radiation Health Institute, KHNP

Joint JHPS-SRP-KARP Workshop of Young Generation Network
"The future of radiation protection profession"

IRPA YGN Session
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Radiation protection and regulation
Jeongin Kim / KARP

Revised requirements for emergency preparedness & response in the UK
outline planning
Laura Macintosh
UK SRP
Regulatory challenges and optimisation in decommissioning of UK nuclear sites
David Brazier
Environment Agency, England
A brief scrutiny of Malawi’s development agenda vis-à-vis status of atomic
regulatory infrastructure
Estiner W Katengeza
The University of Tokyo; Univesity of Malawi
Overview of CIRP and BRIUG ‒  two CNNC institutes involved in radiation
protection research
Yadong Wang
CIRP; The University of Tokyo
Problems in developing plans for decontamination of radioactive contamination
area
Naoki Nomura
Fukui University of Technology

15:25 Coffee Break
15:45 Cs and Sr analysis

Emergency monitoring
Communication
Estiner W Katengeza / Malawi

A study on the optimum condition of Sr preconcentration method in seawater
samples
Takahiko Kono
JAEA
Desorption of radioactive cesium from montmorillonite using cationic
surfactants with different headgroup
Herry Wijayanto
Hiroshima University
Evaluation of 137Cs dissolution rate into digestive juice from mushrooms by in
vitro  simulation
Kanoko Nishiono
KINDAI University
Role of monitoring radionuclides in air to estimate internal exposure under
nuclear disaster
Yu Igarashi
The University of Tokyo
The making of “Information booklet for returnees” ‒  re-building trust through
collaboration with local communities
Yujiro Kuroda
Fukushima Medical University

Other topics
Laura Macintosh / SRP

Visible Light Photocatalysis of Nb2O5-doped Iron Oxide Nanoparticle
Habibur Rahman
Hiroshima University
Dosimetry by using fingernail ESR derived from alpha keratine
Seiko Hirota
Hiroshima University
How to manage radiation safety from the Crookes tube used in the teaching of
science?
Duy Khiem Do
Graduate School of Engineering, Osaka Prefecture University
Hypoxic induction of CCL28  expression and its prognostic role in endometrial
cancer cells
Maryami Yuliana Kosim
Hiroshima University
Surface treatment for shell egg by low energy electron beam
Noriaki Kataoka
Tokyo Metropolitan Industrial Technology Research Institute

17:20 Best presentation award and Closing Remarks
17:30 Closing
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平成 31 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

 

 

放射線安全規制研究の推進と 

若手人材の確保・育成 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 2 月 

日本放射線事故・災害医学会 
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1 放射線安全規制研究の重点テーマに関する検討 

1.1 放射線安全規制研究の重点テーマに関する新たな提案 

1.1.1 議論の経緯 

平成 29年度（2017年度）に日本放射線事故・災害医学会 Webペ

ージおよび郵送による案内にて、学会会員に対して、平成 29 年度

放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォーム

の形成） 事業に協力する旨の報告、および重点テーマ案の募集を

行い、結果として、5つのテーマ案の応募があった。提案されたテ

ーマ案について、各理事に提示し（メールによる提示と審議）、学

会の提案として本事業に 5つの重点テーマ案を提出することの承

認を得た。そして、被ばく医療に関連する提案、放射線事故・災害

に関連する提案を優先して、１から５までの優先順位を決定した。 

平成 30年度は、新たなテーマの公募は実施しておらず、理事会

等での新たなテーマの提案はなく、審議もなかった。 

本年度は学会理事等に重点テーマの提案を依頼し、1件の提案が

あったものの、放射線安全規制研究戦略的推進事業費に応募し不採

択になっている内容であったことも踏まえ、当学会としては、重点

テーマとして提案しなかった。 

 

表１ 平成 29年度に提案した重点テーマ 

重点テーマ 特徴 期間 

1 
原子力災害・テロ等における放射線障害の治療の
標準化/マニュアル化に関する調査研究 

文献調査・ 
作成・普及 

5年 

2 
内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制
の開発・調査研究 

開発・ガイ
ドライン化 

5年 

3 
放射線業務従事者に対する放射線教育の充実と不
安軽減評価の調査研究 

不安調査・
講習・提言 

5年 

4 
低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検
索 

動物実験 5年 

5 放射線緊急時の EPRによるトリアージ手法の研究 開発・訓練 4年 

 

 

 

2 専門家と行政のオープンディスカッションの企画と成果 

2.1 企画 

専門家と行政の直接のディスカッション企画ではないが、第 7回日

本放射線事故・災害医学会 年次学術集会において、当事業および原子

力規制庁の業務に関連する発表、シンポジウムを開催した。 
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2.2 開催報告 

第 7回日本放射線事故・災害医学会 年次学術集会のプログラムは以

下の通りである。また、理事会においては、被ばく医療に関する診療

の手引き作成について検討、議論した。 

 

大会長：細井義夫 

    東北大学大学院医学系研究科 放射線生物学分野 教授 

    東北大学災害科学国際研究所 災害放射線医学分野 教授 

日 時：2019年 9月 21日(土) 

会 場：艮陵会館 2階 記念ホール 

    〒980-0873 仙台市青葉区広瀬町 3-34 

参加者数：167名 

 

〇 シンポジウム 1 緊急被ばく医療の新しい視点 

座長：鈴木 元（国際医療福祉大学 教授） 

・企画説明－放射射線治療・放射線生物学から見た緊急被ばく医療－ 

   東北大学大学院医学系研究科 放射線生物学分野 教授 

   細井義夫 

・これまでの放射線事故における造血幹細胞移植の事例 

   量研機構 高度被ばく医療センター 副センター長 

   立崎英夫 

・放射線被ばくと同種造血幹細胞移植 

    東北大学大学院医学系研究科 血液免疫病学分野 講師 

    大西 康 

・プルトニウム吸入と全肺洗浄法（肺胞蛋白症での経験の紹介と文献レ

ビュー） 

    国立病院機構 近畿中央呼吸器センター 

臨床研究センター センター長 

    井上義一 

 

〇 特別講演 最近の事故例 

座長：前川和彦（東京大学 名誉教授、社会医療法人東明会原田病院 院

長補佐） 

・最近の事故例 

    茨城県竜ケ崎保健所 所長 

    明石真言 
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〇 シンポジウム 2 原子力発電所内の被ばく医療体制 

座長：長谷川有史（福島県立医科大学 教授） 

・福島第一原子力発電所内の救急医療体制 

    東京電力ホールディングス株式会社 

福島第一廃炉推進カンパニー 

    福島第一原子力発電所 救急医療室長 

    山内健嗣 

・原子力施設事故対応緊急作業員への医療体制の整備－福島第一原子力

発電所事故における医療経験を踏まえて－ 

    福島県ふたば医療センター センター長・附属病院長 

    谷川攻一 

・原子力事業者の取組み 

    電気事業連合会 原子力部 

    福山 旭 

・原子力災害時の原子力施設内の医療体制整備について 

    厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 労働衛生課 

電離放射線労働者健康対策室 室長補佐 

    川越 俊治 

 

〇 シンポジウム 3 2019年 4月 1日以降の新しい緊急被ばく医療体制 

座長：神谷研二（広島大学 副学長、福島県立医科大学 副学長） 

・新たな原子力災害時の医療体制について～基幹高度被ばく医療支援セ

ンターに期待すること～ 

    原子力規制庁 長官官房 放射線防護グループ 放射線防護企画課 

    田中 桜 

・日本における高度被ばく医療センターの設立とその役割 

    量研機構 高度被ばく医療センター センター長 

    山下俊一 

 

〇 シンポジウム 4 放射線教育の充実と人材育成 

座長：山本尚幸（原子力安全研究協会 放射線災害医療研究所長） 

・医学教育ﾓﾃﾞﾙ･ｺｱ･ｶﾘｷｭﾗﾑの改訂と医学部での放射線教育の充実 

    東北大学大学院医学系研究科 放射線生物学分野 教授 

    細井義夫 

・放射線看護の教育カリキュラムの開発について 

    名古屋大学大学院医学系研究科 基礎看護学講座 教授 

    太田勝正 
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・原子力災害時の医療に関する取り組み 

    量研機構 高度被ばく医療センター 

    富永隆子 

・アンブレラ事業における取り組み 

    量研機構 放射線医学総合研究所 

放射線防護情報統合センター センター長 

    神田玲子 

 

注 1：量研機構：量子科学技術研究開発機構 

 

2.3 考察 

高度被ばく医療支援センター連携会議での議論や原子力規制庁等の

関係機関との議論の中で、被ばく医療のマニュアルやガイドラインと

いった治療、診療の標準化が必要であるとの意見があり、被ばく医療

に関する専門家が多い当学会理事会で議論をした結果、被ばく医療の

治療については、エビデンスレベルの低い expert opinionにならざる

を得ず、信頼性の高い、「根拠に基づく医療」（evidence-based medicine、 

EBM）ベースの治療指針の作成はできないが、診療の手順書を作成する

ことは可能であるとの結論となった。また、手順書を作成するにあた

っては、量研機構高度被ばく医療センターが設置する被ばく医療の手

引き作成委員会（仮） に学会から代表者を参画させること、専門家と

して下記の人材を参画されることを提案した。 

・ 「被ばく医療」の経験がある、あるいは関係する仕事をしている

専門家 

・ 日本の prehospital careを含め救急・災害医療事情を体験的に

知っている専門家 

・ 保健物理の専門家 

・ 文献整理と医療統計の専門家 

 

また、被ばく医療のアーカイブとなるような資料集作成を検討する

ことも提案した。 

さらに第 7回日本放射線事故・災害医学会 年次学術集会では、当ア

ンブレラ事業および原子力規制庁の業務に関する発表、シンポジウム

により、参加者に放射線防護研究分野のネットワークおよびプラット

フォーム形成に関する現状、原子力災害医療の人材育成などについて

情報提供でき、議論ができた。 
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3 若手人材の確保・育成に関する検討 

本年度実施されたアンケート調査の結果、当学会員の年齢分布を図 1に示

す。学会員 100名のうち、回答数 56名（56％）であった。当学会は、医療

従事者の参加が多く、回答者の 79％（44名）が医師・歯科医師の資格保有

者であった。被ばく医療は、内科、外科、救急医学等の上に立つ応用かつ複

合領域であり、これらの基盤領域の研修を終えた後に従事することなること

は、２０代や３０代前半の医療従事者が少ない一因である。さらに、各所属

機関で被ばく医療に携わるようになるのが、部課長等の管理職となった後で

ある場合が多いことが予想され、そのために学会員に 40歳未満の若手が少

ないと考えられる。 

若手会員が減少しているのか、学会員となる時期が遅いのか、結論には今

後の年齢分布の推移を検討する必要があるが、何れにしても若手の会員獲得

の方策を検討する必要がある。そのためには、稀な事象で、実際に経験する

ことが難しい被ばく医療や放射線事故対応についてのアーカイブなどの資

料集を作成、提供することも若手の人材育成、確保に資すると思われる。 
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放射線安全規制研究の重点テーマの新規提案内容 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 令和元年 11 月 

 

研究 

課題 
短半減期核種廃棄物減容化の新たな考え方 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      ■Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射性廃棄物について必ずしも一定の固定的な発想で規制が行われていない現状に

おいて、短半減期核種廃棄物一般に対して適用の可能性のある安全規制上の仕組

みとして、7 日間ルールと、クリアランスが考えられる。 

最初の段階として、廃棄物に対して 7 日間ルール、あるいはクリアランスレベルを適用

するための科学的データの取得と評価について、アカデミア、関連協会等、企業が一

体となって検討する。 

検討の手法としては、7 日間ルールを適用する場合の目的外核種（不純物）の取扱

い、クリアランスの場合の基準を担保する手段、適用される廃棄物の種類（可燃／難

燃／不燃固形廃棄物、液体廃棄物、放射性排気フィルタ等大型廃棄物）など具体的な

課題に沿って小グループを立ち上げ、検討結果を取りまとめて短半減期利用サイドか

らの放射線安全を確保した合理的な廃棄物の取り扱いについての基本方針を作成す

る。スピード感を持って進めるとしても、ここまでで 2 年間は必要である。 

 

次の段階として、規制サイドの考え方（国際動向への適応も含む）と十分に議論した上

で、基本方針の調整、すり合わせを行い、具体的な数値基準、廃棄物取扱い手法の

標準化を検討する。 

 

成果活用

方針 

適切な安全管理とセットになった短半減期放射性核種の研究・医療応用と放射性廃

棄物の減容化は、いずれも国際競争力の維持強化と、地球規模における課題解決に

つながる。 

 

背景等 

放射能の存在がほぼゼロに等しい（計算上はゼロにはならない）廃棄物を、いかに放

射性廃棄物としての枠から除外するかということである。海外ではこの発想は研究の

現場では一般的であり、むしろ放射性廃棄物の減容化の推進に寄与するものとして重

きが置かれる。一例をあげれば、米国ニューヨーク州立大学では、放射線安全管理を

管轄する Environment, Health & Safety Services（EH&S）の Radiation Safety Division

による放射性同位元素を用いた実験計画申請の承認には放射性廃棄物の減容化プ

ランが厳しく評価される。さらに、 

・Whenever possible, use radioisotopes with half-lives less than 90 days. 

・Waste contaminated with short half-life nuclides are stored for decay by EH&S and 



 

 

disposed of as regular waste after sufficient time has elapsed. 

・Survey potentially contaminated items in a low background area and dispose of non-

contaminated materials (those less than two times the background) as regular trash. 

と、「GUIDE TO RADIOACTIVE WASTE MANAGEMENT」に明記されている。すなわち、

減衰後、及び汚染検査後に一般廃棄物化することが可能である。 

 

国内でも、医療の分野では、放射線障害防止法施行規則における陽電子断層撮影用

放射性同位元素の原子の数が 1 を下回る（放射性廃棄物と取り扱わないこととする）

ことが確実な期間は、封をした日から起算して 7 日間とされている（いわゆる 7 日間ル

ール。PET 廃棄物の規制緩和に係る放射性同位元素等規制法関係省令等の改正に

ついて。平成 16 年 3 月 25 日連絡事項、文部科学省科学技術・学術政策局、原子力

安全課、放射線規制室） 。 

 

また、PET検査を受けた犬猫の放射線管理区域からの退出基準としてC-11では投与

後 4 時間、N-13 と O-15 では投与後 1 時間とされている（「獣医療法施行規則第 10 条

の 4 第 3 項の規定に基づき農林水産大臣が定める基準を定める件の一部改正」。平

成 29 年 7 月 21 日、放射線審議会会長答申）。一方、これらの核種を放射線管理区域

内で投与された実験動物は、屍体臓器すべて放射性廃棄物として扱われる。 

 

その他 
 

 



 

 

  

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 令和元年 11 月 

 

研究 

課題 

連続供給される短半減期核種等の放射線管理における平均存在数量の新たな考え

方 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      ■Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線施設の能力計算のために用いる「平均存在数量」に焦点を当てた提案である。 

 新たな考え方の基本はすでに示されており、短半減期核種のサブマージョン核種が

連続供給される場合の対応方法と、排気濃度等を平均存在数量を用いて適切に示す

方法が「短半減期核種の合理的な規制に向けた調査」事業調査報告書（平成 30 年 3

月、公益社団法人日本アイソトープ協会、平成 29 年度放射線対策委託費）において

議論、報告されている。 

この考え方に基づいた安全管理を現場に実装する方法を提案することが必要な段

階にあり、アカデミア、関連協会等、企業が一体となった検討を進める手法が有効で

ある。 

時間感覚としては 1 年単位で状況を判断しつつ、数年にわたる継続検討を経て、規

制サイドとの調整に移る。 

 

成果活用

方針 

新しい放射性医薬品開発の阻害要因にもなっている重要な放射線管理の課題の解決

につながる。 

 

背景等 

現状として、短半減期放射性同位元素を用いる医療施設等において、実測値よりも極

めて過大な排気中放射能濃度が計算値として得られるために核医学検査や実験の実

施に支障をきたしている例や、それに対応するために夜間や土日の排気量も利用して

排気中放射能濃度を算出するなどの例も見られている。規制が現実に対応していな

い場合、それをやりくりするために規制の抜け穴を利用せざるを得ないことの典型例

である。規制サイドにとっても利用サイドにとっても、これではとても健全な放射線安全

管理とはいえない。 

 

その他 
 

 



 

 

  

提案 

学会 
日本保健物学会 

優先順位  

提案時期 令和元年 11 月 

 

研究 

課題 
医療分野の職業被ばくにおける防護の最適化 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

線量限度適用・遵守のためにコストはどの程度かかるのか、アンケ ート調査を行った

上で規制のあり方を提案する。医師等の線量限度以上の被ばくが正当化されるかどう

かの倫理的な課題についても検討。医療者ごとに防護の最適化の現状を調べ、医療

分野の職業被ばくのあり方を提案する。 

 

成果活用

方針 

職業被ばくの管理は線量限度を超えていないかどうかの確認のためではなく、施設や

職種によってどのような被ばくレベルであるかを把握し、その防護の最適化を実施す

るための方策を検討するベースとなる。医療分野は新しい診断治療の導入によって大

きく動いている状況を考えると、医療者に負担の少ない効果的な職業被ばくの管理方

法を模索する必要がある。 

 

背景等 

放射線審議会では、ICRP2007 年勧告の検討において、女性の線量限度の見直しが

必要かを審議中である。医療分野においては、現行の線量限度を遵守していな医療

者が比較的多いことが指摘されていて、改善策の検討が求められいる。女性作業者

が比較的多い医療において、女性の線量限度遵守の下で防護の最適化を医療者ごと

で検討する必要がある。 

 

その他 
 

 



 

 

 

  

提案 

学会 
日本保健物学会 

優先順位  

提案時期 令和元年 11 月 

 

研究 

課題 
水晶体の医療被ばく管理と合理的な被ばく低減の提案 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線診療による受診者の水晶体被ばくへの対策について実態調査をする。放射線

診療における受診者の水晶体被ばく評価方法を測定、シミュレーションにより検討す

る。合理的な水晶体被ばくの低減方法をハード、ソフト、技術の点から調査、開発、検

討し、その有効性を検討する。診断結果に影響しない効果的な患者の水晶体被ばく低

減対策を提案する。 

 

成果活用

方針 

撮影方法の工夫など、コストを掛けない水晶体被ばくの低減方法を提案することで、

医療被ばくの防護の最適化を図る。研究成果はガイドライン等として公表し、全国の医

療機関への普及を図ることで、国内の医療被ばくの低減につなげる。 

 

背景等 

ICRP から水晶体の等価線量限度の引き下げが勧告され、放射線業務従事者に対し

て被ばく低減対策やモニタリングについて関連学会でガイドラインが作成されている。

医療被ばくでは頭部 CT 検査等で直接水晶体が被ばくし、短期間の繰り返しの検査に

よってはしきい線量を超過する可能性もある。撮影方法の工夫をする施設もあるもの

の、診断結果に影響を与える可能性もあることから慎重な対応が求められ、対策は施

設により異なることから実態は不明である。 

 

その他 
 

 



 

 

 

提案 

学会 
日本保健物学会 

優先順位  

提案時期 令和元年 11 月 

 

研究 

課題 

トリチウム問題をいかに解決すべきか？ ― 技術的側面、社会的側面を国際的な視

点から考える 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

研究内容：学会シンポジウムを開催し関係者と討論し一定の方向性を見出す。現在経

産省の WG で議論されているトリチウム処理問題をとりあげ、技術的な問題と社会的

な問題を整理し、韓国と台湾の専門家を含めたステークホルダーを交えた議論を行

い、今後の問題解決の道筋を明らかにすることを目指す。 

 

成果活用

方針 

現在、国民的な関心となっているトリチウム水問題を放射線防護の視点から保健物理

学会として問題を整理することで、今後の我が国の解決の道筋とする。 

 

背景等 

福島廃炉は重要な課題であり、放射線防護の視点から保健物理学会が果たしていく

べきは、技術的な課題だけでなく、社会的な課題を含めて放射線防護はどうあるべき

かを俯瞰しつつ解決の道筋をみつける手助けをしていくことである。交えた議論を行

い、今後の問題解決の道筋を明らかにすることを目指す。 

 

その他 
 

 



令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークと 

アンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業

「緊急時放射線防護に関する検討」 

成果報告書 

令和２年2月 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 
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1. 事業目的

原子力規制委員会(以下「委員会」という。)は原子力に対する確かな規制を通じて人と環境

を守ることを使命としており、委員会が平成 24 年 9 月に設置されて以来、課題に応じた安全

研究を実施し科学的知見を蓄積してきた。平成 28 年 7 月 6 日には「原子力規制委員会にお

ける安全研究の基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線防護分野に対しても調査研究活

動の推進をしているところである。 

こうした状況を踏まえ、放射線源規制・放射線防護による安全確保のための調査研究を体

系的かつ戦略的に実施するために放射線安全規制研究推進事業、放射線防護研究ネットワ

ーク形成推進事業を実施している。 

本事業では、原子力規制委員会、放射線審議会等が明らかにした技術的課題の解決につ

ながるような研究を推進するとともに、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基盤の強化

を図り、得られた成果を最新の知見の国内制度への取入れや規制行政の改善につなげるこ

とで研究と行政施策が両輪となって、継続的かつ効率的・効果的に放射線源規制・放射線防

護による安全確保を最新・最善のものにすることを目指す。 

2. 事業内容

本事業の受託者である日本原子力開発機構（以下「受託者」あるいは「JAEA」という。）は

規制事業を支える放射線防護に関する調査研究を効果的に推進することに寄与するような

関連機関・専門家によるネットワークを構築するために、下記(1)(2)の事業を実施した。また、

受託者は事業の実施結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会で報告し、評価を

受けた。研究の実施に当たっては原子力規制庁が指定するプロジェクトオフィサーの指示に

従った。 

(1)緊急時放射線防護に関する検討

東京電力福島原子力発電所事故における災害支援活動においては、教育研究機関や原

子力事業所等の放射線管理に関連する研究者、技術者は、それぞれの専門性を生かして放

射線モニタリング、住民避難、被災地域や避難先における住民サーベイ、生活環境における

除染活動等を支援した。一方で、激甚、複合災害における対応のスキームの整備が必ずしも

十分ではなく、様々な災害現場で直面する放射線防護上の課題に対する対応方針について

の専門家間の意見の違いが社会的な不安を助長するなどの教訓を残した。これらのことを踏

まえて、万一の緊急事態発生時に、教育研究機関、原子力事業所等の放射線防護分野の研

究者／技術者、放射線管理員が、専門性を生かして適材適所で災害支援をするには平常時

からどのような活動を行っていくことが必要かを検討し、その標準化、定着化に向けた活動を

展開することとした。 

 その具体化に向けて、指定公共機関としての機能を持ち比較的所属する人数の多い JAEA

の原子力緊急時支援組織等をコアとして放射線防護分野の関係者のリストを整備し、関係者



2 

間の協議等によって災害対応に係る技術的課題等に関する問題意識を共有し、その改善に

向けた活動を提案・実現する活動を継続する人的なネットワークを構築していくこととした。 

① 緊急時放射線防護ネットワーク構築

 JAEA、QST、大学等の放射線防護分野の専門家及び緊急時放射線防護ネットワーク（以

下「緊急時防護 NW」という。）のサブネットワークの主査、幹事等から構成される緊急時放射

線防護ネットワーク検討会（以下「検討会」という。）を設置し、令和元年度は 3 回の検討会を

開催し、ネットワークの構築、活動のあり方等について検討を行った。 

また、平成 30 年度から運営を開始した緊急時防護 NW の 3 つのサブネットワーク活動の

強化のため、原子力防災対応に係る専門家の支援活動のあり方を重点項目として個別分野

毎に人材の確保、育成プラン作り及び教育用教材（専門家向け緊急事態対応ガイド）の作成

に関する検討を行った。具体的には、環境モニタリング、放射線管理、線量評価の分野毎に

設置した３つのサブグループ(以下「サブ Gr」という。)において、以下の活動を行った。 

a) 環境モニタリング Gr

・原子力災害時に現地等へ派遣される環境モニタリング分野の専門家が備えるべき要件

（力量、役割認識）の検討

・１F 事故の環境モニタリングへの影響評価と管理基準への反映に関する検討

・関係拠点の相互理解と課題共有・連携

b) 放射線管理 Gr

・原子力災害時に現地等へ派遣される放射線管理分野の専門家が備えるべき要件（力量、

役割認識）の検討（主に避難退域時検査）

・関係拠点の相互理解と課題共有・連携

c) 個人線量評価 Gr

・個人線量評価分野における NW 活動のあり方についての検討

・関係拠点の相互理解と課題共有・連携

② 文献調査と対応方針の作成

これまでの文献調査等の結果を基に放射線防護専門家向けの放射線緊急事態対応ガイ

ドの構成案の検討を行った。また、規制庁、内閣府担当者との打ち合わせに基づき、行政機

関関係者に対して効果的な支援活動を継続的に行うための専門家間のネットワークのあり方

について検討を行った。 

3. 事業報告

3.1 緊急時放射線防護ネットワーク構築 

3.1.1 緊急時放射線防護 NW 検討会 

(1)参加者



3 

外部有識者：松田尚樹（長崎大）、立崎英夫（QST）、栗原治（QST）、込山有人（東電）、佐藤

将（原安協） 

アンブレラ事業関係者：高橋知之（京大炉／PO）、神田玲子（QST／NW 形成事業代表者）、

大町康（原子力規制庁） 

JAEA：百瀬琢麿、早川剛、高田千恵、中野政尚、吉田忠義、細見健二、渡邊裕貴、木内伸幸、

伊藤公雄、中根佳弘、高崎浩司 

(2) 活動実績

 3 回の会合を開催し、「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ

型統合プラットフォームの形成」事業の紹介、緊急時放射線防護ネットワークの運営に関する

意見交換、調査検討状況の報告等を行った。 

①第 1 回検討会（令和元年 8 月２４日）（別添１）

1)「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォ

ームの形成」事業の紹介

2) 緊急時放射線防護ネットワークの運営に関する意見交換

(1) 情報提供

・R1 年度緊急時放射線防護に関する検討実施計画概要

・NEAT 指名専門家の管理・活動状況

(2) 意見交換

・ネットワーク構築、運営上の課題について

・今年度の活動の進め方に対する意見等

②第 2 回検討会（令和元年 12 月 21 日）（別添２）

１）調査・検討状況のご報告

① 今年度の重点課題に対する取り組み状況について

② 原子力災害時に期待される専門家の役割について

③ 環境モニタリング分野における専門家のあり方について

④ 放射線管理分野における専門家のあり方について

⑤ 個人線量評価分野における課題とネットワーク活動のあり方について

２）関連する活動等の紹介

①大学等放射線施設による緊急モニタリングプラットフォームの活動について（長崎大／

松田先生）

②技術的課題とネットワークに期待する活動等について（東北大／渡部先生）

③第 3 回検討会（令和 2 年 2 月 1 日）（別添３）

１) 調査・検討状況等の報告

① 第 3 回ネットワーク合同報告会での活動報告（QST／神田先生）

② ネットワークの登録管理の検討状況

③ 「原子力防災対応を支援する放射線防護関係者のための手引き（仮）」の構成案
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④ 環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案

⑤ 放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案

⑥ 電気事業連合会放射線管理委員会でのネットワーク事業の紹介の結果

２）次年度以降の活動について

① 電力事業者を対象としたアンケート調査の計画

② R2 年度事業計画

3.1.2 環境モニタリング Gr 

 JAEA の原子力科学研究所（以下、原科研）、核燃料サイクル工学研究所（以下、核サ研）と

大洗研究所（以下、大洗研）および日本原電東海・東海第二発電所の環境モニタリング実務

者が会合を開催する等により福島第一原発事故による環境影響の検討及び論文作成を行っ

た。また、緊急時の支援に際して環境モニタリング分野における専門家に望まれる知識等

（力量）の検討を開始した。 

(1)参加者

主査：JAEA 中野政尚

幹事：JAEA 細見健二

参加者所属：JAEA 核サ研、JAEA 原科研、JAEA 大洗研、日本原電

(2)活動実績

①福島第一原発事故による環境影響の検討及び論文作成

茨城県東海・大洗地区の 4 つの事業所（JAEA 原科研、核サ研、大洗研ならびに日本原電

東海・東海第二発電所）における環境放射線モニタリングデータを収集・統合・検討し、その

結果を学術論文として投稿すべく、論文原案の作成を行った。原案は 4 つの事業所による 2

回の内容確認を経て令和元年度中に保健物理学会誌に投稿する見込み。 

論文のタイトル：茨城県東海・大洗地区における福島第一原子力発電所事故後の環境モニタ

リングデータの共有と課題検討活動（仮題）

著者：中野政尚、細見健二、西村周作、松原菜摘（以上 JAEA 核サ研）、大倉毅史、倉持彰彦、

川崎将亜、竹内絵里奈（以上 JAEA 原科研）、藤井裕、神野職、東島宙（以上日本原電）、橋

本周、山田純也、前田英太 （以上 JAEA 大洗研） 

②ネットワークの対象として想定する人材が身に着けるべき力量項目等の検討

緊急時モニタリングセンター設置要領（原子力規制庁）や、これまでの原子力総合防災訓

練や EMC訓練への派遣経験に基づき、ネットワークの対象として想定する人材（EMCへの派

遣専門家）が身に着けるべき力量項目及びその詳細の検討を開始した。 

また、原子力施設での力量評価システムを参考に、力量評価のための構成要素のまとめ

方や個人の力量評価シートについて検討を開始した。（別添４） 

③次年度の活動予定
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論文作成については、令和 2 年度中の学会誌掲載を目指して査読コメント等に対する対応

を行う。身に着けるべき力量項目等の検討については、引き続きネットワーク検討会での外

部有識者等の意見を伺いながら内容を深めていく。 

3.1.3 放射線管理 Gr 

(1)参加者

主査： JAEA 吉田忠義

幹事： JAEA 佐久間修平

参加者所属： JAEA 核サ研、JAEA 支援研修センター

(2)令和元年度活動実績

①原子力災害時に現地等へ派遣される放射線管理分野の専門家が備えるべき要件（力量、

役割認識）の検討 

避難退域時検査における検査要員の役割等を想定し，自治体から依頼を受けて技師会・事

業者等から派遣された多様なレベル・職種・職歴の検査要員に対して必要な指導・監督を行

うと共に，検査会場の管理運営を担う自治体職員に対して専門家の視点で指導・助言を行う

ために備えるべき要件（力量，役割認識）とそれらを付与するために必要となる教材等につい

て検討し，その素案を整理した。（別添５） 

②次年度の活動予定

専門家が備えるべき要件について引き続き精査を行うと共に，力量付与に必要となる教材の

選定や，検査・除染の内容を住民等に分かりやすく説明するために必要な知見について，過

去の事故対応や防災訓練の経験者からの意見聴取を行い整理する。 

3.1.4 個人線量評価 Gr 

(1)参加者

主査： JAEA 高田千恵 

幹事： JAEA 渡邊裕貴 

参加者所属： JAEA 核サ研、JAEA 支援研修センター 

(2)令和元年度活動実績

①個人線量評価分野における NW 活動のあり方についての検討

防災基本計画や原子力災害対策マニュアル等の国文書を確認し，原子力災害対応におけ

る個人線量評価に係る要求（線量評価を実施すべき者，対象と具体的な時期等）は明確化さ

れているものの，前述した環境モニタリングや避難退域時検査と異なり，具体的な活動の目

的，スキームが明確にはなっていない現状を確認した。また，福島原発事故対応において混

乱の一因となった可能性のある，個人モニタリングの目的（事故影響の全体像を把握するた

めの水準調査と個々人に対する医療を含めた介入要否の判断のいずれと考えるのか）等，

活動の土台となる考え方が明確化できていない状態で要求事項だけが決定されていることも
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明らかとなった。このような現状では活動スキームの想定は困難で，専門家に求められる力

量を決定し，ガイドを作成するには時期尚早と考えられる。（別添６） 

②次年度の活動予定

前項で述べた本分野の現状を踏まえ，まず関係省庁（環境省 放射線健康管理担当参事

官室、原子力規制庁 放射線防護企画課，内閣府 原子力防災担当）での検討状況及び国・

自治体の原子力防災訓練のシナリオの実態等を調査し，専門家の視点から現在の課題を整

理する。また，指定公共機関（QST,JAEA）以外（電力事業者，大学，病院等）における専門家

の在否の把握のための調査を行い，これらの結果を踏まえ，当グループに求められる活動

項目とその優先度を検討する。 
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3.2 文献調査と対応方針の作成 

3.2.1 文献調査に基づく検討 

平成 29 年度は放射線緊急事態に関する国際的手引き及び東電福島第一原子力発電所

事故の経験からの教訓をまとめた文献について報告した。平成 30 年度は緊急時総合調整シ

ステム(Incident Command System; ICS)に関する文献＊調査を実施した。
＊緊急時総合調整システム Incident Command System(ICS)基本ガイドブック；公益社団

法人日本医師会 

 今年度はこれらの文献調査結果に基づき、緊急時放射線防護 NW の運営のあり方に参考

とすべき事項についてまとめた。 

緊急時総合調整システム Incident Command System(ICS)基本ガイドブックによれば ICS は

次のように定義されている。 

〇様々な行政区や当局による調和のとれた災害対応を可能にするもの 

〇あらゆる災害に対応するために標準化された、あらゆる現場で使用されるマネジメント概念 

〇必要な資源のマネジメントやプランニングを共通のプロセスで行えるようにするもの 

〇調和のとれた活動が行なわれるための共通した組織構造 

災害対応においてはすべての関係者が協力者として円滑に調整された状況で災害対応

に立ち向かうべきであるとし、ICS はそのための有効なツールとしての災害対応のための

標準化されたシステムであるとしている。 

今後、原子力緊急事態や放射線緊急事態への対応マニュアル等の整備が進んだ状況

においても、想定より複雑な事態への対処に備えて、緊急事態対応に係る標準化された災

害対応のためのシステムに関する基本事項を理解しておくことは有用と考えられる。このた

め、関係法令や災害現場に関する基礎情報に加えて、ICS に関する基本的な知識に関す

る講習等を含めることが有益であると考えられ、また、専門家向けのガイド策定においても

ICS を考慮した構成とすることにより標準化が促進されると考えられる。 

例 1）目標の設定と実施の基本ステップ 

Step1：当局の方針と指示に対する理解 

Step2:インシデントの状況評価 

Step3:インシデントに対応するための体制の確立 

Step4：適切な戦略の採用 

Step5：戦術の遂行 

Step6:インシデントの推移の追跡・フォロー 

例 2）目標設定にあたって留意すべき事項 

１.初動時に行うべきこと
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２.優先順位の考え方

３．効果的な目標に必要な要素（SMART） 

この他、緊急時行動計画として明記すべき次の 4 つの要素は災害対応時の計画立案にあ

たっての基本的な枠組みとして理解しておくべき重要な事項としている。 

〇何をしたいのか 

〇誰がその責任を持つのか 

〇どのように互いにコミュニケーションをとるのか 

〇誰かがけがや病気になった場合の手続き 

　近年、緊急時放射線防護に関連する線量測定等に関するガイドブックが発行されてお
り、専門家向け緊急事態対応ガイドの作成にあたって国際的に整合性のある対応を行う観
点から参考となる事項が含まれている。 

- ICRU REPORT 92 Radiation Monitoring for Protection of the Public after Major

Releases of Radionuclides to the Environment（放射性核種の環境への大量放出後

の住民防護のための放射線モニタリング）

- NCRP COMMENTARY No. 28 IMPLEMENTATION GUIDANCE FOR EMERGENCY

RESPONSE DOSIMETRY(緊急時対応線量測定のための実施手引き)

(1)JAEA 原子力支援研修センターにおける指名専門家及び教育訓練の実施状況

原子力災害に対応できる放射線防護分野の専門家のキャパシティの把握及び専門家に対

して実施する教育訓練の例に関する調査として JAEA における下記の状況調査を行った。 

①放射線防護分野の専門家数

JAEA の指名専門家における各分野の人数は下記の通りである。 

表．JAEA の指名専門家の人数（令和元年度） 

環境モニタリング 環境影響評価 個人被ばく評価 放射線管理 

18 17 12 44 

 JAEA は、指定公共機関として防災業務計画を定め、原子力緊急事態等においては、上記

指名専門家をオフサイトセンター等へ派遣することとしている。 

また、JAEA 各拠点においては放射線管理を担当する部組織（放射線管理部）があり、原子

力科学研究所、核燃料サイクル工学研究所、大洗研究所他の拠点で放射線管理、環境監視、

個人被ばく線量計測、放射線計測を担当する職員が合計約 200 名在籍している（指名専門

3.2.2　指名専門家の役割や教育訓練の実施に関する調査
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家との重複あり）。 

国内の大学や研究機関、原子力事業所等には緊急時放射線防護ネットワークを構成する可

能性のある研究者、技術者が在籍しており、平成 30 年度にその一部について調査した結果

を報告しているが、引き続き国内の関係機関の現状調査を進めていく必要がある。 

②JAEA 原子力緊急時支援・研修センターで実施している原子力防災関連教育訓練

一般に、放射線防護を専門とする研究者や技術者は、それぞれ担当する管理や研究の分

野には精通しているが、原子力災害や放射線緊急事態における対応体制や防災業務計画

に関して体系的な教育や訓練を行う機会を得ることは必ずしも容易ではないと考えられる。そ

のため、緊急時放射線防護ネットワーク関係者の所属機関等で実施されている教育訓練の

実施や参加において、相互の支援や協力が有用と考えられる。 

本項では、平成 30 年度の調査結果も含め、JAEA 指名専門家を対象とした原子力災害対

応に係る教育や訓練の実施状況、国や地方公共団体職員等を対象とした教育訓練の実施

状況、放射線防護分野における指名専門家の役割についてまとめた。今後これらの内容を

ベースとして専門家が備えるべき要件（力量、役割認識）の明確化と放射線防護専門家向け

緊急事態対応ガイドの作成等を進めていく予定である。 

②-1JAEA 内の指名専門家等を対象とした教育訓練

JAEA 内の指名専門家等を対象として下記の教育・訓練を毎年実施している。JAEA 指名専

門家以外については、現段階ではこれらの教育訓練への参加は想定されていないが、JAEA

指名専門家以外の緊急時放射線防護ネットワーク関係者も所属機関の協力を得て参加可能

となるような枠組みを検討することもネットワーク活動の一つとなる可能性がある。 

A. 緊急時対応教育

実施時期：毎年 6 月頃 

場所：原子力緊急時支援・研修センター（茨城） 

対象者：指名専門家及び専任者 

教育の概要：JAEA の指定公共機関としての役割や機能の確認 

表． 令和元年度における指名専門家の研修項目（4 時間） 

1.原子力防災に関する法令等と原子力防災体制

・原子力災害対策に関する法令・指針等の要点及び原子力防災体制

2.日本原子力研究開発機構の指定公共機関としての役割

・機構防災業務計画、国民保護業務計画等の内容

3.NEAT の活動体制と対応概要

・機構原子力緊急時支援対策規程に基づく NEAT の緊急時対応概要（緊急時の体制、

活動概要、連絡体制、活動場所、招集・参集の方法）
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4.指名専門家の活動についてのオリエンテーション

・指名専門家の活動について意見交換

5.施設見学

・原子力支援研修センター施設、設備の見学

B 外部機関との連携訓練（国・地方公共団体等の原子力防災訓練への参加） 

実施時期：毎年 6 月頃～3 月頃（期日未定：国・地方公共団体等の動向による） 

場所：国・地方公共団体の災害対策本部、緊急時モニタリングセンター（オフサイトセンター）

等の原子力災害活動実施場所（北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、神奈川

県、新潟県、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、大阪府、鳥取県、島根県、岡山県、

愛媛県、佐賀県、鹿児島県等）、JAEA 原子力緊急時支援・研修センター等 

対象者:指名専門家を含む JAEA 職員 

訓練の概要：国・地方公共団体、防災関係機関が主催する原子力防災訓練（緊急時モニタリ

ングセンター活動、スクリーニング活動）や、国民保護措置等活動に関する訓練等に支援・研

修センターの専門家として参加し、専門家としての支援活動とともに OJT を実施している。 

表． 緊急時モニタリングセンター（EMC）活動訓練 

・モニタリングデータ収集/結果の整理

・EMC 活動内容の記録

・ERC 放射線班との情報伝達

・モニタリングポスト等の稼働状況の監視

・異常値への対応

・測定分析

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員のスクリーニング及び屋外で使用する資機材等

の汚染管理（養生、除染等の汚染管理を含む） 

表.避難退域時検査での活動訓練 
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・車両指定箇所検査

・車両確認検査/簡易除染

・住民指定箇所検査

・住民確認検査/簡易除染

・検査要員への防護区着脱装指導

表． 救護所での活動（スクリーニング） 

・住民の汚染検査及び除染ブースでの対応

表． 緊急車両（体表面測定車/WBC 車）の提供 

住民検査 車両検査 
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・住民検査（体表面汚染検査）

・住民検査（内部被ばく検査）

C 招集連絡訓練 

実施時期：期日未定 

対象者：指名専門家及び専任者 

訓練の概要：原子力緊急時支援・研修センターの招集システムにより指名専門家及び専任

者の携帯電話等に連絡して原子力緊急時の初動対応の確認を行う。 

②-2 原子力防災業務関係者等を対象として実施している教育訓練

A. 基礎研修

国及び地方公共団体など原子力災害対策を行う公的機関への支援の一環として、防災業務

関係者自らが活動時に放射線被ばくや汚染を防護するための基礎研修を行っている。研修

の内容は、原子力災害対応業務に必要となる自らの放射線被ばく防護対策、汚染防護対策

や放射線量の測定方法などを、福島原発事故の実例を交え、講義で紹介し実習で体験・習

得するものであり、災害発生時に現地や避難退域時検査等で対応する職員の被ばく管理に

役立つ実践的な内容としている。対象者は、国、地方公共団体、警察、消防等公的機関に所

属する防災業務関係者としている。 

B. 専門研修

  内閣府は、原子力緊急事態において原子力施設周辺の住民等に対する防護措置を確実

に実施するために、現地で防護措置の実務を行う地方公共団体の要員（実務人材）の研修を

行うこととしており、その一環として JAEA原子力緊急時支援・研修センターは、内閣府からの

委託事業として原子力防災研修を実施している。この研修では、実務人材研修（避難退域時

検査等研修（講義と図上訓練））が行われている。この他、同様に内閣府からの委託事業とし

体表面測定車 WBC車 
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て、国及び地方公共団体の災害対策本部において住民の避難指示など意思決定に関わる

職員及び本部やオフサイトセンター等の拠点で中心的な役割を果たす職員を対象とした研修

（①講義と図上訓練、②講話）も行われている。これらの研修の対象者は、国職員等、道府県

職員等となっており、一般には公開されていない。 

（出典）原子力機構 HP URL: https://www.jaea.go.jp/04/shien/task_j.html 

（３）放射線防護分野における指名専門家の役割について

 国・地方公共団体の災害対策本部、緊急時モニタリングセンター（オフサイトセンター）等の

原子力災害活動実施場所へ派遣される指名専門家（放射線防護分野）に期待される活動項

目は下記の通りである。実際には、それぞれの活動を行う要員は、関係各機関から参集した

原子力災害対応を行うための基礎的な教育訓練を受講した関係者であるものの、放射線測

定等を日常的に実施する業務に従事している関係者は限られていることが多いため、指名専

門家はそれぞれの活動において指導的な役割を期待されることが多い。また、これらの活動

を適切に行うためには原子力防災に関する知識（法令、機構防災業務計画等）や原子力緊

急時対応概要に関する知識（緊急時の体制、活動概要、連絡体制、活動場所、招集・参集の

方法）なども必要となる。 

①緊急時モニタリングセンター（EMC）での活動

・モニタリングデータ収集/結果の整理

・EMC 活動内容の記録

・ERC 放射線班との情報伝達

・モニタリングポスト等の稼働状況の監視

・異常値への対応

・測定分析

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員のスクリーニング及び屋外で使用する資機材等

の汚染管理（養生、除染等の汚染管理を含む

②避難退域時検査での活動

・車両指定箇所検査

・車両確認検査/簡易除染

・住民指定箇所検査（WBC 車の WBC の操作を含む）

・住民確認検査/簡易除染

③救護所での活動

・住民の汚染検査（スクリーニング）及び除染ブースでの対応
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3.2.3 緊急時放射線防護ネットワークの運営のあり方検討 

（１）緊急時放射線防護ネットワークの設置、運営に係る方針

①ネットワークの制度設計に係る検討状況

課題解決型のネットワークとして緊急時放射線防護ネットワークを設置、運営する。最近の

原子力防災対応組織の状況に適合したネットワーク活動とするため、緊急時放射線防護ネッ

トワークと原子力防災対策組織の関係について整理し図示した。また、ネットワーク活動項目

として当面取り組むべき項目及び継続的に取り組むべき項目を明確にした。（図２参照） 

〇運営主体： NW の運営が自律的、継続的になる見通しが得られた段階で国の適切な委

託事業として運営し、その事業に適合する組織を運営の主体とする。 

〇構成員：JAEA、量研機構、大学、研究所、原子力事業所、自治体等に所属職員等で、

各自の専門分野に応じて分野別に設置されるサブ Gr に所属する。 

〇サブ Gr：環境モニタリング、放射線管理、線量評価を置く。なお、放射線(線量)計測、緊

急時対応計画についてのサブ Gr の設置が望ましいが、原子力緊急時支援・研修センタ

ー等専門家の所属する機関が限られているため、その取扱いについては検討を要する。 

緊急時放射線防護ネットワーク検討 Gr は現在の JAEA と QST を主とした構成員に加

えてサブ Gr のコアとなるメンバーを関係学会からの推薦等により選定する。ネットワーク

の運営のあり方は活動を進めながら評価改善を行っていくが、自律的かつ継続的に発

展する仕組みとする。 

〇運営に係る主要な課題等 

・発展的に持続可能な仕組み、既存のネットワークとの連携

・シーズ、ニーズがマッチしたネットワークサブ Gr の設定

・ネットワーク構成員のリストの整備。

・人材の確保、育成が図られるような教育的な事業の取り組み

・ネットワークとして取り組むべき技術的な課題の設定とその解決に向けた活動の展開

・国際的な標準と整合したアウトプットの創出

（２）人材の育成、確保に係る方針

①人材の育成、確保に係る方針案の検討結果

環境モニタリング、放射線管理、個人線量評価等の分野別に専門家の防災対応に係る力

量を明示し、標準化された教育教材を用いた講習及び訓練への参加を通じて対応能力の維

持向上を進める。 

 講習等を受講した人材のリストを整備し、緊急時には行政機関関係者が活用できる仕組み

を構築していく。 

②専門家向けのガイドの構成案の検討結果
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名称を原子力防災を支援する放射線防護関係者のための手引き（仮称）として、共通編と

個別編として以下の項目を含める。 

共通編 

Ⅰ原子力防災の枠組みに関する基礎 

1.原子力防災に関する法令等と原子力防災体制

・原子力災害対策に関する法令・指針等の要点及び原子力防災体制

2.災害支援の仕組みに関する事項

・指定公共機関とその役割

・その他の公益組織とその役割

・JAEA／QST／その他の組織における機構防災業務計画、国民保護業務計画等の内
容

3.災害支援の具体例

・NEAT 指名専門家の活動（今後他機関の例についても調査していく）

Ⅱ 原子力施設に関する情報の概要紹介、入手方法 

防災対応に必要な情報をカタログ的にまとめる。各地の情報の入手方法の提示（内閣　

　　府の防災訓練 URL の紹介など）を行う。 

個別編 

  ３つの専門分野毎に技術的内容を記載する。 

4. まとめ

JAEA を運営主体とし、JAEA、量研、原安協、大学、日本保健物理学会、日本放射線安全

管理学会、日本放射線事故・災害医学会等に所属する専門家で構成された緊急時放射線防

護検討ネットワークのあり方について検討を行った。専門分野別に設置したサブ Gr において、

参加者の相互の情報交換や共通する課題の検討、専門家向け緊急事態対応ガイドの作成

に資するための専門家の力量に関する検討を行った。 

また、緊急時総合調整システム(ICS)に関する文献調査等を行い、緊急時放射線防護に関

するガイド等に記載すべき事項やそのまとめ方について参考となる情報が得られた。 



16 

図.１ 緊急時放射線防護ネットワークの検討状況と今年度の活動 

緊急時放射線防護ネットワーク検討Gr

・ネットワークの制度設計を検討（サブGｒ設定、
ネットワーク構成員のリスト作成、運営のあり方検

討）

・教育的事業の取り組み検討

・技術的課題の設定と課題解決に向けた活動
計画案策定

環境モニタリングGr

（平成30年度度設置）

・放射線防護専門家向
け緊急事態対応ガイド
の作成

・１F事故の影響評価
（論文作成）

・関係拠点の相互理解
と課題共有・連携

個人線量評価Gr

（平成30年度設置）

・関係拠点の相互理
解と課題共有・連携

・個人線量評価分野
におけるNW活動の
あり方についての検
討

放射線管理Gr

（平成30度設置）

・関係拠点の相互理
解と課題共有・連携

・放射線防護専門家
向け緊急事態対応ガ
イドの作成

放射線計測Gr
緊急時対応計画Gr

・専門家の所属機関が
限られているため、設

計検討中

ネットワーク
構成員リスト(案) 

115 名登録 
(2019 年 2 月) 
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図２ 緊急時放射線防護ネットワークと原子力防災対策組織の関係 

及びネットワーク活動項目 
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緊急時放射線防護ネットワークの構築事業に係る第１回検討会議事録 

１．日時：令和元年 8月 24 日（土） 13時 30 分～16 時 
２．場所：日本原子力研究開発機構 東京事務所 第１会議室 
（東京都千代田区内幸町 2 丁目 2 番 2 号 富国生命ビル 20 階） 
３．出席者：出席者名簿の通り 
４．議事概要 
1)神田玲子量研機構放射線防護情報統合センター長から「放射線防護研究分野における課
題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」事業の紹介があった。 
2) 緊急時放射線防護ネットワーク活動に関する意見交換を行った。
①百瀬琢麿 JAEA核燃料サイクル工学研究所放射線管理部長から R1年度緊急時放射線防護
NW 活動計画の概要説明を行なった後、意見交換を行った。議事の概要は以下のとおり。
（大町）島根県の地域防災計画における避難退域時検査を例とすると、当初は原子力災害

対策本部の指示により自治体の要員等で初動対応を行う。災害の規模等に応じて要員の補
充等が必要な場合には、自治体からオフサイトセンター通じて指定公共機関に要員等の協
力要請がある。それでも足りなければ ERC経由で省庁から関係機関に要員の派遣等の協力
を要請することとなる。大学等への支援要請は文科省経由で依頼があることになる。この例
のように今後の防災対応のスキームにおいては１F 事故対応の経験、イメージだけでは現状
にマッチしない恐れがあるので、最新の災害対応のスキームを理解した上で専門家は支援
を行うことが重要である。内閣府等の関係者等から適宜最新の情報を得るなどしてネット
ワーク活動計画に反映するのが良い。
（大町）防災対応の現場において、国や自治体と専門家の間ですれ違いが起こらないように
十分に配慮すべき。支援を行う専門家に悪意はなくとも、専門用語や専門知識をベースに助
言等されてもその趣旨や意味が自治体等の防災対応者には伝わらないことも多い。双方の
橋渡し役が必要である。
〇議論の要約 
専門家には、各自治体等が展開する防災対応のスキームに適合した的確な支援をしてい
くことが期待される。また、防災対策の実施者（自治体）に的確に助言の趣旨が伝えられ
る資質の向上にも取り組むことが必要である。 

（高橋）今年度３年目で中間評価を受ける。この時点で何を見せるか、後半の２年でどこま
でまとめるかを本日の議論を踏まえつつ早急に明確にしておく必要がある。また、サブネッ
トワークで抜けている部分も含めて５年後はどのような活動が必要で同様に成果をまとめ
ていくか明確にしてすることも必要。さらに、５年以降の活動のあり方についても議論を進
める必要がある。
（百瀬）人材育成の一環として、各組織（NEAT、大学等）の防災関係教育プログラムの共

別添１ 
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有も良いと考えている。 
（高橋）そのような議論を行う場として活用することも重要。大学との連携においてもどの
ような形が現実的、継続性をもって進めていけるか検討を進めていくように期待する。 
（百瀬）現実の枠組みを踏まえつつネットワークの構成員が円滑に活動できるスキームを
提案していくことも重要なアウトプットと位置付けて検討をすすめる。 
（松田）各自治体には Ge などの分析機器が多数配備されたが、実際に使いこなせるのか、
維持管理は大丈夫かといった面でも課題があるように見える。 
（大町）当面は原子力災害対応を中心にやっていくこととなろうが、この内容であれば、い
ずれは内閣府が実施している原子力防災対策の中に包含されていくこととなる。今後も規
制庁の本事業の一環として進めるのであれば内閣府事業との違いを明確にする必要がある。
その具体化については専門分野毎に各論を詰めていくとそのあるべき姿が見えてくる可能
性がある。例えば個人モニタリングやホールボディカウンタなどは特殊で専門性が強いも
のであり、実際に WBC の運用を行っている限られた専門機関でしか対応できないことか
ら、そこがコアとなる活動を進めていくのも一案である。なお、JAEA と QST のデマケに
ついても配慮が必要。 
（百瀬）本事業では、高度専門的な人材の育成確保を図る活動とすることが一つの方向性で
あると理解した。今後その具体化についても検討していく。 
（松田）走行サーベイや、UPZ 内の放射線モニタリング要員の被ばく管理など現場で直面
する課題があり、解決案の検討にあたっては専門家が中心となって取り組む必要がある。 
（高橋）EMC 関連課題、被ばく医療関連課題など防災対応上の様々な課題を抽出し、それ
らについて放射線安全管理の専門家集団として解決を求められる課題として整理する。課
題解決策の検討は次期以降で良いが今期は課題の抽出、整理をアウトプットとするのが良
い。 
（百瀬）防災関係の課題は範囲が広く多岐にわたるが、できるだけ網羅的に抽出し、整理し
ていく作業を当面の主要な活動に位置づけていく。 
（大町）環境モニタリングにおいては、モニタリングポスト等の測定の信頼性、品質保証な
どを強化する動きも見受けられる。規制庁の担当部署とのそのような面での情報交換も必
要。他方、身体汚染検査に係る事項は QST の高度被ばく医療センターでの重要課題として
整理されている。 
〇議論の要約 
他の防災研修事業と重複がないよう、高度な知識を有する専門家集団の育成、維持向上を
ミッションとするなどして活動の内容を差別化していくことも重要である。また、今期は
防災対応上の専門的、技術的な課題をできるだけ網羅的に抽出し、整理することに力点を
置くこととするのが良い。 

 
②早川剛 JAEA 原子力緊急時支援・研修センター副センター長から、NEAT 指名専門家の
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管理・活動状況について説明を行なった後、意見交換を行った。議事の概要は以下のとおり。 
（立崎）緊急時放射線防護 NW における登録専門家は、NEAT の指名専門家と同レベルの
スキルを持った専門家の全国版を目指しているのか。 
（百瀬）当初のイメージは NEAT の枠組みを核として、JAEA の他の放管員や研究者、外部
の機関の関係者に追加的に加わっていただくイメージであった。どのような形が良いのか
も含めて本ネットワークの検討課題と考えている。 
（高橋 PO）大学には非常に緩いネットワークがある。その名簿を作成、管理し、今回のネ
ットワークに組み込んでいくか、大学は大学自体のネットワークを形成し、ネットワーク間
で緩やかな連携をしていくのが良いか、いろいろな進め方があり得る。そのような部分も含
めてオールジャパンとして適切な緊急時放射線防護ネットワークの在り方を本事業の枠組
みの中で議論していただくのが良いのではないか。 
（松田）福島１F事故の時には長期にわたって避難所でのサーベイ支援に対応した。緊急時
放射線防護ネットワークのリストに入ったとしても、実際には、学長の指示を待って動き始
めることとなるのでそれをもって短期的な即応的な対応にあたるのは困難と考える。 
（百瀬）原子力防災訓練に NEAT から参加した指名専門家に対して、どのような質問を受
けたか、放射線防護の専門家に対してどのようなことを期待されたかといった情報を集約
できないか。 
（早川）これまでにそのような趣旨での情報の収集（アンケート等）を実施したことはなか
った。 
（松田）現状の訓練ではあらかじめ作成した大まかな対応要領に沿って訓練を行うことに
主眼が置かれているため、時間との勝負の関係でデータ分析や結果の解釈などを含む専門
性の高い部分までは訓練の中で発揮する局面は少ないかも知れない。派遣された専門家に
それらのことをアンケートで聞くといったことは有用なデータになる可能性がある。 
（高田）派遣された指名専門家からの現場対応で見つけられる課題や専門性に関する要求
事項についてアンケート等による情報収集だけでは限界がある可能性がある。複合組織と
しての防災対応組織の関係者が、それぞれの立場から専門家に求めるものを調査し専門分
野別に整理し育成計画に反映するなども必要ではないか。どこから手を付けるべきかも含
めてネットワークでの検討課題と考えている。また、１F事故対応においては専門家があち
こちで同じような測定等を実施したものの、様々な理由で後日包括的な事故評価において
使えるデータとそうでないものが混在してしまったというようなケースもあった。災害対
応においては、複合組織間での円滑な協力、分担のために共通的な言語（方法論含む）の必
要性を感ずることがあった。今回のネットワーク活動がそのような課題解決にむけてのア
プローチになるのではないかと考えている。 
（大町）身体汚染検査において電事連関係者とそれ以外の組織から派遣された方との間で
方法や習熟度の違いなどが見受けられたことがあった。また同じ組織からの派遣者であっ
ても方法にばらつきがある場合があったように思う。測定方法や状況に応じた方法の選択
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などを規格化することは必要と感ずる。 
〇議論の要約 

NEAT の指名専門家の他に国内には大学等の緩やかなネットワーク活動もあり、それ
らとの関係構築も含めてオールジャパンとして適切な緊急時放射線防護ネットワークの
在り方を提案していくと良い。防災訓練に参加した専門家に対するアンケートや防災対
応組織の関係者からの意見の聴取によって放射線防護の専門家に期待される役割を明ら
かにすることも有用ではないか。また、測定方法や習熟度の規格化に向けた取り組みも重
要である。 
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緊急時放射線防護ネットワークの構築事業に係る第 2回検討会 

議事録 

 

１．日 時：令和元年 12月 21日（土） 13時 30分～16時 30分 

２．場 所：ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター 

カンファレンスルーム 12Ｈ（12階） 

３．出席者：別紙参照 

４．概 要： 

(1)調査・検討状況の報告 

①今年度の重点課題に対する取り組み状況について 

百瀬琢麿 核燃料サイクル工学研究所（以下、サイクル研）副所長兼放射線管理部

長から、今年度の重点課題に対する取り組み状況について説明があった。 

 

②原子力災害時に期待される専門家の役割について 

早川剛 原子力緊急時支援・研修センター（以下、JAEA-NEAT）副センター長から、

原子力災害時に期待される専門家の役割について説明があった後、意見交換を行った。

主な内容は以下の通り。 

（大町 PO 補佐）救護所で活動する場合には、周りから放射線のことについて質問があ

ると思われるが、それに対する対応も JAEAの指名専門家が行うのか。 

→（早川）今回報告した日本赤十字社における救護所での訓練では、日本赤十字社の

方と分担し対応した。 

（大町 PO 補佐）指名専門家の指名基準について、知識や経験に対する一定の指標はあ

るのか。 

→（百瀬）平時において各拠点で研究や放射線管理に従事している方のうち、スキル

を持った方を指名専門家に登録することとしている。ただし、現状では各所属組織

からの推薦で決められており、ある一定のレベル以上の方が選ばれているというわ

けではない。 

→（中野）指名専門家に指定されると各自治体で実施される訓練等に参集されること

になり、その訓練を通じてスキルアップしていくのが実態と思われる。 

→（早川）JAEA-NEATでは、指名専門家に求められる原子力防災に関する全般的な知

識等を教育する。そして、放射線防護等の知識を有する方々を指名専門家に登録し、

訓練を通じてスキルアップしているところ。 

（高橋 PO）指名専門家の登録について、JAEA 内でどういう位置付けで行われていて、

どうやって役立てていくか等、現在のスキームを明確に報告いただくことが良い。選

び方や協力の例等は、平時の備えになるかと思われる。 

別添 2 
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→（百瀬）指名専門家について現状を整理し報告する。 

→（高橋 PO）その上で、それが理想形かどうかは別途議論する必要がある。 

（高田）環境モニタリング分野の専門家は比較的参加する訓練の数が多いが、放射線管

理や線量評価といった分野は現状指名専門家の数と訓練依頼の数が見合っていない。

訓練に参加したことがない指名専門家が多くおり、JAEA 内でも指名専門家共通の課

題と分野毎の課題があると思われる。 

 

③環境モニタリング分野における専門家のあり方について 

中野政尚 サイクル研放射線管理部技術主席兼環境監視課長から、環境モニタリン

グ分野における専門家のあり方について説明があった後、意見交換を行った。主な内

容は以下の通り。 

（渡部先生）環境モニタリングの対象範囲はどこまでか。 

→（中野）空間線量率と大気中放射性物質濃度が最優先と考えている。その次に飲料

水であり、野菜や魚等は初動対応から少し経過してから実施すると想定される。ま

ずは避難させるかどうかを判断するための環境モニタリングを実施することとな

る。 

（渡部先生）環境モニタリングについて 3つグループがあるが、それぞれのリーダーは

どのような方か。 

→（中野）企画調整グループのリーダーは国職員であり、他のグループについても

充て職だと想定される。 

→（高橋 PO）専門家がリーダーになることはなく、国職員が充て職となるはず。 

（込山先生）EMC内に要員、専門家や責任者がいる中で、その方々の力量を付け、確認

していくためのツールについて考え等はあるのか。 

→（中野）必要な力量については先ほど示した通りだが、それを確認するツールまで

はまだ無い。 

→（込山先生）力量を付けても要員等が異動で変わってしまうというのが問題になる

ため、力量を付けて維持していくことが必要だと思われる。 

→（中野）例えば、茨城県では過去の防災担当者を参集する等のことを考えているよ

うで、一度知識を身に付ければ他部署だとしても緊急時には協力していただくこ

とを考えている。 

→（高橋 PO）このような議論内容を本ネットワークの残り２年間で議論することが

できればと思う。 

→（百瀬）これまでの議論の中でも、認定といった形で継続する仕組みがあると良い

と考えているところ。このグループの中での議論に入れていきたいと思う。 

→（込山先生）EMCで訓練に参加したことがあり、その際も責任者の方は充て職であ

った。 
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（百瀬）電力事業者内の専門性を持った方々については、どのようにその専門性を共有

しているのか。 

→（込山先生）柏崎刈羽発電所では 1週間に 1回個別訓練を実施している。その中で、

環境試料をサンプリングし評価するという力量項目を設けており、異なるメンバー

であっても同じような結果が出ることを確認している。また、EMC に行くメンバー

も専任で定めている。 

→（百瀬）電力事業者内で独自に派遣される方々への教育プラン等が進んでいるとい

うことか。 

→（込山先生）比較対照がないため進んでいるか分からないが、そのような取り組み

をやっている。 

→（高橋 PO）電力事業者では共通的なものなのか。それとも、独自でやっているもの

なのか。 

→（込山先生）他の電力事業者の取り組みが分からないが、東京電力の独自的な取り

組みだと思われる。 

→（早川）電事連が取りまとめているものなのか。 

→（込山先生）電事連では取りまとめ等をやっていない。原子力防災における対応は

各自治体との関係であるが、指針等の文書に従っているため、事業者間でやり方等

に違いはないと考える。 

（高橋 PO）私が評価員として参加した EMC 訓練では、専門家は一般的に企画調整グル

ープや情報収集管理グループに派遣されているが、NEAT の指名専門家は測定分析担

当にも派遣されることが考えられるのか。 

→（中野）それも考えられる。私自身、福島原発事故の時は測定分析に派遣されてモ

ニタリング車や Ge測定器による測定を担当した。 

→（高橋 PO）測定分析担当リーダーの傍にいて、専門的な内容をアドバイスするとい

う想定になるのか。 

→（中野）おそらくそうなると想定されるが、福島原発事故の場合は要員が集まらな

かったということもあり我々で測定作業も担当した。その場に応じて、やり分けな

いといけない。 

→（高橋 PO）必要なスキルが変わってくる可能性もある。その辺りは今後詰めていく

段階で検討することになるかと思われる。 

 

④放射線管理分野における専門家のあり方について 

吉田忠義 サイクル研放射線管理部放射線管理第 2 課マネージャーから、放射線管

理分野における専門家のあり方について説明があった後、意見交換を行った。主な内

容は以下の通り。 

（渡部先生）検査要員は除染対応まで想定されているのか。 
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→（吉田）自治体の訓練に参加した経験から回答すると、車両で避難してきた住民に

ついては、車両検査で汚染があった場合に搭乗者の中から代表者を検査する。その

方が 40,000cpmを超えると、搭乗者全員の確認検査を実施し、40,000cpmを超えて

いれば濡れたキムタオル等で拭き取りによる簡易除染を実施する。大きな汚染に備

えて、シャワールームを用意した自治体もある。また、避難退域時検査マニュアル

に従い、簡易除染は住民自身が行うが実際には、専門家がマニュアルに記載された

方法を説明した上で実施してもらう形となるであろう。 

（高橋 PO）自治体によって避難退域時検査の対応には共通する部分と差異がある部分

の両方があると思われる。百瀬副所長の資料で専門家と行政機関関係者と結ぶネット

ワークとあるため、こういう部分をあらかじめ自治体と情報共有しておくことが重要

であるということを、見えるように書いていただきたい。課題として、残り 2年間で

何をやるのかが見えてくるのではないか。 

→（百瀬）避難退域時検査について、自治体間でどのような差異があるのか整理して

いくことを今年の取り組みのスコープとする。 

→（高田）今年の本ネットワークでの報告書において差異を整理するということか、

それとも、差異があるからこうすべきと提示するのか。 

→（大町 PO 補佐）差異の整理というのは時間を要すると想定されるので、本ネット

ワークでは自治体の差異があること及び把握できる範囲での事例を提示するよう

な形がよいのではないか。また、原子力規制庁と内閣府原子力防災担当の両方に関

わるのが JAEA-NEATかと思われる。 

→（高橋 PO）本ネットワーク内で力量を決めるにあたって、自治体間で差があること

が問題になるのか。 

→（吉田）自治体によって違う点があることを専門家が認識することが大切だと考え

ている。 

（佐藤先生）福島原発事故後のスクリーニング検査ではひとつの会場に何十もの機関か

ら派遣されるような検査場もあり苦労したと記憶している。それに比べれば、現在の

体制は整理されている。自治体によっては、避難住民の全員をゲートモニタで検査す

ることとしている自治体、住民の安心の観点から 13,000～40,000cpmの間の具体的な

値を確認したいという自治体もある。 

（栗原先生）避難退域時検査の技術的な課題があると思われる。それらの技術的な内容

について説明できることも専門家に求められるはず。また、汚染のある住民がどれく

らいの被ばく線量となるのか等の相場観となるものを整理すれば良いと思う。 

→（吉田）技術的な検討や研究の実施は、本ネットワークの目的と少しずれるのでは

ないか。ただし、専門家同士でニーズやその解決への取り組みに関する情報共有の

場として活動することは可能だと考えられる。問題意識を持つ専門家には本ネット

ワークに参加していただいて、情報収集や情報提供していただきつつ、お互いにブ



27 
 

ラッシュアップしていく枠組みを構築することが本ネットワークの目的かと思っ

ている。 

→（百瀬）国や自治体の防災訓練に対し JAEA-NEAT から指名専門家を派遣しており、

そこでの経験や認知した課題等の情報を吸い上げようとしているところ。技術的な

テーマがあればこのネットワーク内で扱うのではなくアンブレラ内の適切なアカ

デミアから重点テーマ等の形で登録し、適切な研究 Gr が公募研究として課題解決

に向けた研究に取り組むというふうな進め方もあるのではないかと考える。 

→（大町 PO補佐）実際の現場を知らないと分からない点もあるかと思われる。特に、

現在の防災体制も随時見直しされており、できるだけ現場に行って最新の情報を収

集することが重要である。 

→（高橋 PO）最新の知見や情報が収集・共有され、かつ、ガイド作成にも反映できる

ようなネットワークシステムを作らなければいけない。中間報告において、それら

の点が課題として抽出されたということを是非とも報告いただきたい。 

 

⑤個人線量評価分野における課題とネットワーク活動のあり方について 

高田千恵 サイクル研放射線管理部技術主席兼線量計測課長から、個人線量評価分

野における課題とネットワーク活動のあり方について説明があった後、意見交換を行

った。主な内容は以下の通り。 

（大町 PO 補佐）個人線量評価については、福島原発事故からの課題は多いが、防災の

観点では甲状腺測定に関することが最優先であろう。 

（百瀬）個人モニタリングの一義的な目的は事故影響の全体像を把握することにある。

環境モニタリングだけでは個人線量の水準が掴めないため、甲状腺測定のようなある

いは WBC測定も含まれるかも知れないが、そのような個人の実測値が必要となる。た

だし、個人に結び付いたデータであるからと言って医療介入としての個人線量評価と

して位置付けるのではなく、あくまでも環境モニタリングの延長として個人線量の水

準調査、あるいは、防災対策へ反映するための基礎情報としての位置付けとするのが

良いと考えている。このネットワークでは、そのような点をスコープにすべきかと思

っている。特に、福島原発事故の線量再構築を考えると、個人線量評価に係る災害対

応スキームを明確化していくことが重要かと思われる。具体的にはその代表性や押さ

えるべきポイントを最適化していくことについて本ネットワークで議論してみては

どうかと考えている。 

（栗原先生）QSTの NaIサーベイメータでの甲状腺測定研修を通じ、現在指導している

手法で一定程度の精度が担保できることは確認しているところ。混乱の無い範囲で沢

山の住民を測定していくことが重要である。どのような場所でやるかによって建屋遮

蔽効果も異なるため測定対応が異なるはず。IAEA 文書では甲状腺測定を 0.2μSv/h

以下の場所で実施と書いているが、福島原発事故の状況を鑑みると厳しい。福島原発
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事故の経験をもとに、専門家が考えることが重要である。 

（高橋 PO）個人線量評価に係る災害対応スキームがまだ明確ではないが、国文書に書

いてある以上、JAEA や QST 等が個人線量評価を実施すると想定される。サブネット

ワークの 3年目の報告としては現状の課題を出し、その上で、国の動きと並行して 4、

5年目の活動をやっていくのが良いのではないか。福島原発事故での経験等をもとに

必要な力量をリストアップすることは可能とあるが、国文書等が明確に制定されてい

ない以上、環境モニタリングや放射線管理と本分野は状況が異なる点については承知

した。 

 

(2)関連する活動等の紹介 

①大学等放射線施設による緊急モニタリングプラットフォームの活動について 

松田先生から、大学等放射線施設による緊急モニタリングプラットフォームの活動

について説明があった後、意見交換を行った。主な内容は以下の通り。 

（百瀬）将来このように的確な視点を持った評価報告を書ける専門家がいなくなると思

われる。 

→（松田先生）そういう意味でも、このネットワークの場が重要である。緊急時にお

いて専門家が的確な技術的なコメントが出来ることが重要である。 

（高田）原子力防災等を学んで興味が出た学生が、電力事業者、JAEAや QSTでも原子力

防災の活動ができるということを知っていただければと思う。 

（木内）研修のサーベイメータは長崎大学が用意するのか。それとも、大学から持ち寄

るのか。 

→（松田先生）所属の教室から持ってくる学生もいる。基本的には、長崎大学でサー

ベイメータを揃えている。 

→（木内）各大学のアイソトープセンターにおいて、サーベイメータ等の機器を何台

保有しているか等の情報はあるか。 

→（渡部先生）21大学のアイソトープセンターで保有する機器の情報を今後 HP上で

公開する予定。 

 

②技術的課題とネットワークに期待する活動等について 

渡部先生から、技術的課題とネットワークに期待する活動等についてコメントがあ

った。 

（渡部先生）人材育成の難しさがある。力量に頼ってしまうと動かない点もあり、欠け

ている部分を補強できるようなネットワークを構築できればよいかと思う。また、住

民に対するリスクコミュニケーションや広報も重要であり、このネットワークがどの

ような役割を担っているのか等のアウトリーチ活動を行い社会的に認知していただ

くことが重要である。国際化も進め、外国語でのコミュニケーションをどのように進
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めていくかという点も是非とも考えていただきたい。若手に対してもキャリアパスと

しての見えるようにするのも必要かと思われる。最後に、リスクマネジメントという

観点では、被ばくに対するリスクだけでなくそれ以外の健康全般のリスクの観点も含

めて検討していただきたい。 

 

５．今後の予定 

次回：令和 2年 2月 1日（土）に第 3回会合を開催予定。 
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令和元年度第２回検討会 出席者名簿 

 

（順不同，敬称略） 

外部有識者等 

松田 尚樹 
長崎大学 原爆後障害医療研究所 放射線リスク制御部門 放射線生物・防護

学研究分野 教授 

渡部 浩司 
東北大学 サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 放射線管理研究

部 教授 

栗原 治 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 高度被

ばく医療センター 計測・線量評価部 部長 

込山 有人 
東京電力ホールディングス（株） 原子力運営管理部 放射線管理グループ

マネージャー 

佐藤 将 公益財団法人原子力安全研究協会 放射線災害医療研究所 主任研究員 

オブザーバ（アンブレラ事業関係者） 

神田 玲子 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医

学総合研究所 放射線防護情報統合センター センター長 

高橋 知之 
京都大学 複合原子力科学研究所 原子力基礎科学研究本部 放射線安全管理

工学研究分野 准教授 

大町 康 
原子力規制庁 長官官房 放射線防護グループ 放射線防護企画課 課長補佐

(調査提言担当)  

原子力機構（核燃料サイクル工学研究所以外） 

早川 剛 安全研究・防災支援部門 原子力緊急時支援・研修センター 副センター長 

伊藤 公雄 敦賀廃止措置実証部門 敦賀廃止措置実証本部 安全・品質保証室長 

木内 伸幸 原子力科学研究部門 原子力科学研究所 放射線管理部長 

原子力機構（核燃料・バックエンド研究開発部門 核燃料サイクル工学研究所） 

百瀬 琢麿 
核燃料・バックエンド研究開発部門 核燃料サイクル工学研究所 副所長兼放

射線管理部長 

中野 政尚 放射線管理部 技術主席 兼 環境監視課長 

高田 千恵 放射線管理部 技術主席 兼 線量計測課長 

吉田 忠義 放射線管理部 放射線管理第２課マネージャー 

渡邊 裕貴 放射線管理部 線量計測課 

佐久間 修平 放射線管理部 放射線管理第１課 

 

別紙 
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緊急時放射線防護ネットワークの構築事業に係る第 3回検討会 

議事録（案） 

 

１．日 時：令和 2年 2月 1日（土） 13時 30分～16時 00分 

２．場 所：ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター 

ホール 13Ｃ（13階） 

３．出席者：別紙参照 

４．概 要： 

(1)調査・検討状況等の報告 

①第 3回ネットワーク合同報告会での活動報告 

量子科学技術研究開発機構 神田玲子先生から、第 3 回ネットワーク合同報告会で

の活動報告について説明を行なった。 

 

②ネットワークの登録管理の検討状況 

百瀬琢麿 核燃料サイクル工学研究所（以下、サイクル研）副所長兼放射線管理部

長から、ネットワークの登録管理の検討状況について説明を行なった後、意見交換を

行なった。主な内容は以下の通り。 

（神田先生）職能団体として技師会等を挙げているかと思われるが、それら機関の中

で研修等を行いスキルアップしていくのか。また、参加登録の名簿については、国

への公開も可能とするのか。 

→（百瀬）それらの点は現在検討中であるが、技師会や電事連等は原子力災害対応

において活躍が期待される団体として挙げている。また、名簿については個人情

報等の議論があるかと思うが、平時より名簿を整備し、その地域にどのような方

がいるのか等発信しておくことが緊急時において重要になると考えている。 

（高橋 PO）本ネットワークの登録管理の目的をより明確にする必要がある。所属機関

によって登録の目的が異なるはずであり、登録した名簿の活用方法も大きな論点か

と思われる。今年 6 月 29、30 日に開催される日本保健物理学会のステークホルダ

ー会合において、その点を提示していただきたい。 

→（百瀬）初めから名簿の活用を示すと議論が発散する可能性もあるので、まずは

各所属機関においてどのような方がいるのか等を把握できるような名簿を考え

ている。 

（大町 PO 補佐）例えば、医師の学会認定制度等を参考にしてはどうか。他の団体の

取り組みを参考にするのが良いと思われる。 

→（百瀬）拝承。認定制度あるいは研修受講というような仕組みを検討していく。 

→（高橋 PO）6月のステークホルダー会合において聞かれると思うが、名簿の目的

や使い方については今後とも検討していただきたい。その点が、本ネットワーク

別添３ 
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の最終的な制度設計になるかと思われる。 

（松田先生）最終的にはネットワークの運営母体が重要となるはず。登録された専門

家の研修が必要であり、研修参加者の旅費等も含めて最終的な運営母体が重要で

ある。この点も考慮しつつ、検討していただきたい。 

→（百瀬）本研究のアウトプットとして提言を示し、学会等を通じて、しかるべき

省庁等に働きかけることを考えていきたい。 

（込山先生）参加特典に関連して、継続性を高めるためには魅力ある研修が重要で

あり、本ネットワークに参加すれば有益な研修に参加できるというような利点が

必要である。 

→（百瀬）有益な研修もそうだが、本ネットワークに参加し最新の知見を得つつ、

例えば、本ネットワークで防災対応に関するマニュアルや基準の策定といった

専門家のモチベーションが上がるような取り組みが出来ればと考えている。 

（立崎先生）認定という文言を用いると運営母体が認定資格の質を担保するように思

われる。また、自治体の職員や診療放射線技師等でバックグラウンドが異なるはず

であり、放射線防護分野として一括りにするのは難しいのではないか。 

→（百瀬）それらの点は現在検討中であるが、まずは環境モニタリングや避難退域

時検査のように、防災対応時に共通的に行う活動にターゲットを絞っているとこ

ろ。また、認定という文言が適切かどうか含めて検討していく。 

→（立崎先生）例えば、医師の認定医制度については、試験はもちろんのこと、症

例等の実績に基づいており、医師の実績リストを提出することになっている。そ

ういう意味では、認定資格の質が担保されている。 

（神田先生）日本診療放射線技師会において学会の認定資格として、放射線管理士と

いう資格がある。この資格では研修会を開催しテストも実施しているので、参考に

してはどうか。 

→（佐藤先生）放射線管理士の資格もそうだが、継続性が重要であり、定期的に研

修を受けながら学ぶことが重要である。 

（渡部先生）継続性を考えた場合、費用の確保が重要であり、今後の予算化も検討し

てはどうか。 

→（百瀬）本研究が一定の評価が得られることになれば、ネットワークの運営のた

めに国による予算措置も検討されるかと思われる。 

→（大町 PO補佐）時機を見て、内閣府原子力防災担当の担当者にも参加いただくこ

とを検討する。 

（高田）参加特典に関して、医師の認定医制度は認定資格取得のインセンティブが明

らかだと思われる。大学の方や現場の放射線管理員等にとって、本ネットワークの

認定資格を取得することのインセンティブがあるのか今後調査する必要がある。 

→（松田先生）大学関係者としては、認定資格取得のインセンティブよりも、ロー
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カルネットワークを構築することで地域の防災訓練などの評価者等で参加し、大

学の地域貢献や個人のモチベーションを高めるというインセンティブがあるか

と思われる。 

→（高橋 PO）認定資格制度は特段必要ないのではと考えている。その代わりに、メ

ーリングリスト等で防災対応の最新情報を入手できることが重要である。また、

ネットワークが大きくなると運営母体の負担が大きくなる。緊急時において、最

新情報を持った専門家がローカルネットワーク等に参加できることがメリット

である。イメージ的には地域の消防団であり、平時は別業務に就いて定期教育を

受けていただき、緊急時には参集していただくようなことを想像している。 

→（大町 PO補佐）ローカルネットワークに関連して、内閣府原子力防災担当の担当

者も防災知識を有する大学関係者の名簿等があると、地域の原子力防災訓練に参

加していただくときに有益な情報源になるとのことであった。また、地域の自主

防災組織も参考になるかと思われる。 

 

③「原子力防災対応を支援する放射線防護関係者のための手引き（仮）」の構成案 

百瀬琢麿 サイクル研副所長兼放射線管理部長から、「原子力防災対応を支援する放

射線防護関係者のための手引き（仮）」の構成案について説明を行なった後、意見交

換を行なった。主な内容は以下の通り。 

（渡部先生）手引きの完成は、いつ頃を想定しているのか。 

→（百瀬）資料 R1-3-10に関連するが、令和 3年度を目指している。 

（高橋 PO）手引きの使い方について、基礎的な知識のみであれば共通編だけ受けるこ

とや、個別編と共通編を受けるといったこと等の想定があれば教えていただきたい。

また、受講者のバックグラウンドが異なると想定されるが、例えば、基礎的なバッ

クグラウンドがあるという前提で研修を開催するのか。 

→（百瀬）共通編は国等の原子力防災体制を学ぶ内容を想定しており、個別編は各

分野の技術的な内容を想定している。また、受講者は基礎知識をある程度有して

いることを想定している。 

→（高橋 PO）自治体関係者については他の研修を受けて、本研修を受けることを想

定しているのか。 

→（百瀬）そのように想定している。 

（松田先生）資料 R1-3-5の個別編で記載されている専門分野は、環境モニタリング、

避難退域時検査と想定されるが、3つ目は何を想定しているのか。 

→（百瀬）個人線量評価を想定しているが、国の議論を踏まえた上で検討したい。 

（松田先生）緊急時において、各地域の原子力防災等に関する情報が重要である。国

文書等の最新文書にアクセスしやすいようにまとめていただきたい。 

（高橋 PO）まずは環境モニタリングと避難退域時検査のガイドを策定し、国の議論に
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応じて個人線量評価を検討するのが良いと思われる。 

 

④環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案 

中野政尚 サイクル研放射線管理部技術主席兼環境監視課長から、環境モニタリン

グ分野における力量の目安及びガイドの目次案について説明を行なった後、意見交換

を行なった。主な内容は以下の通り。 

（高橋 PO）現時点において、明示した力量を満たすのは JAEA や電力事業者くらいだ

と想定される。研修を受けることで、この力量になっていただくということか。 

→（中野）必要な知識は公開資料から習得が可能であり、自学学習を想定している。 

→（高橋 PO）ネットワークの理想形としてはより幅広く、専門家がアクセスしやす

い形にお願いしたい。ただし、現在の原子力防災体制では EMC に派遣される専門

家は指定公共機関の JAEA や QST くらいしかないかと思われる。モニタリング要

員と専門家の力量に関する議論もあるかと思われる。 

→（百瀬）今回示したのはたたき台であり、今後さらに検討していく。また、教材

についても、国際的な文書等を取り込みながら検討する。 

（高橋 PO）EMC訓練として年に 8道府県で訓練が開催されている。情報共有システム

についてもログの取り方などの経験的な議論があるので、来年度以降も訓練に参加

していただき、知見を共有いただきたい。 

（松田先生）現状の訓練はシナリオベースで実施されているが、シナリオ外の事象が

発生した場合、おそらく対応が難しい。訓練の実効性を高めるような検討が必要で

ある。本事業の提言の 1つとして、訓練の実効性を高める旨記載いただきたい。 

（込山先生）業務年数を示しているが、専門家であれば業務年数を統一しても良いの

ではないか。 

→（中野）その点についても、今後検討していく。 

（高田）自治体毎のマニュアルの差について、どのグループが理解し解釈するのかと

いう視点も入れてはどうか。例えば、企画調整 Gr が担当する場合には、企画調整

Gr にはある程度専門性を持った方が必要となるはず。 

→（込山先生）実災害においてはオンサイトの対応が必要となり、実際、EMC へ派

遣される要員の力量に限りがあると思われる。 

→（高崎氏）原子力災害等の緊急時には人数的な厳しさがある。力量をあまり厳し

くせず、ネットワークでは幅広く確保できる形が良いと思われる。 

（大町 PO 補佐）現在、国の原子力防災体制では EMC 等には緊急事態応急対策委員が

派遣されるので、その点についてもご確認いただきたい。また、現在の原子力防災

体制は OFCで判断するというよりも、官邸や ERC等の中央で判断するような体制か

と思われる。 
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⑤放射線管理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案 

吉田忠義 サイクル研放射線管理部放射線管理第 2 課マネージャーから、放射線管

理分野（避難退域時検査）における力量の目安及びガイドの目次案について説明を行

なった後、意見交換を行なった。主な内容は以下の通り。 

（高橋 PO）研修等が中心となるのか。それとも、経験者に対する試験が中心となるの

か。 

→（吉田）現在検討中であるが、研修を開催することや、実際に訓練に参加してい

た方々の知見を収集していき進めていくことを考えている。 

→（高橋 PO）残り 2年間の進め方として、現在の制度に落とし込めるよう具体的に

検討していただきたい。 

（立崎先生）福島原発事故の際、体表面検査では人繰りの大変さがあった。特に、技

術的な観点を住民に分かりやすく説明して、ご理解いただくことが大変であった。

現地の専門家が対応することになるはず。 

→（吉田）実災害では色々と聞かれると想定されるが、放射線等の理論を押さえた

上で説明する必要があると考えている。 

（松田先生）福島原発事故を鑑みると初動時では OIL4 を超える場合が多いかと思わ

れる。JCO臨界事故等の体験談も踏まえて、現場で住民に対して、どのように説明

するかという観点も必要である。 

（百瀬）現在の原子力防災体制の枠組みを超えたところではあるが、特に OIL4 を超

えた住民へのフォロー等はどう理解したらよいのか。 

→（松田先生）現時点で具体的に挙げるのは難しいが、その点についてはクライシ

スコミュニケーションという分野になると想定している。 

→（神田先生）緊急時対応が一段落した後のリスクコミュニケーションはあるが、

クライシスコミュニケーションとしてまとまった内容がないのが現状であり、こ

れが鉄板というものもない。 

→（大町 PO 補佐）福島原発事故の際は、電事連や大学の方々が測定要員として対

応し、その結果説明については放医研からの要員が対応していた。リスクコミュ

ニケーションについて、必ずしも測定要員が対応する必要はないと思われる。 

→（神田先生）質問された場合にはその場で返すことが重要であるが、事前に結果

説明のブースを設けるのならば、そこに行ってもらうことも手である。ただし、

測定要員についても教科書レベルは知ってもらい、接し方についても学んでいた

だくことが必要である。 

（高橋 PO）住民への対応はどれが正解ということはないが、今議論してきた福島原発

事故等で経験したことを是非とも残していただき、教材等に活かしていただきたい。 

（渡部先生）コロナウイルスに対する対応など、他の分野から学べる部分もあるので

是非とも参考にしていただきたい。 
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（早川氏）OIL4以下の方々は避難し、他の地域で受け入れられることになる。他の地

域での啓蒙活動も必要になるかと思われる。 

→（高橋 PO）そういう意味でも、大学関係者等の専門家を含めたローカルネットワ

ークが重要となる。 

（高田）資料 R1-3-7 の P.2 のように、現状を考慮すると専門家よりも検査要員が最

も多いはず。現状を考慮しながら検討する必要がある。また、専門家のみならず、

検査要員についても OIL4（40,000cpm）等の根拠を知っておくことが重要だと思わ

れる。 

 

⑥電気事業連合会放射線管理委員会でのネットワーク事業の紹介の結果 

高田千恵 サイクル研放射線管理部技術主席兼線量計測課長から、電気事業連合会

放射線管理委員会でのネットワーク事業の紹介の結果について説明を行なった。 

 

(2)次年度以降の活動について 

①R2年度事業計画及び最終的なターゲットの確認 

百瀬琢麿 サイクル研副所長兼放射線管理部長から、R2年度事業計画及び最終的な

ターゲットの確認について説明を行なった。 

 

②電気事業者を対象としたアンケート調査の計画 

渡邊裕貴 サイクル研放射線管理部線量計測課員から、電気事業者を対象としたア

ンケート調査の計画について説明を行なった後、意見交換を行なった。主な内容は以

下の通り。 

（松田先生）社内訓練について、電力事業者では数多くの訓練が実施されているが、

EMC や避難退域時検査等のオフサイト対応というよりも、オンサイト対応が主な内

容かと思われる。もしかすると、本設問は空振りになる可能性がある。 

→（込山先生）松田先生の認識の通り、第 2回会合で説明した訓練はオンサイト対応

を想定した訓練であり、オフサイト対応についてはどの電力事業者も自治体主催

の訓練に参加するのが現状かと思われる。また、アンケート調査の様式を自由記

載にした場合、回答が発散する場合があるので今後調整させていただきたい。 

→（渡邊）アンケート調査の様式については主に選択式とし、回答しやすい形式にす

る予定である。 

 

 

 

(3)まとめ及び全体に対する意見交換 

（高橋 PO）今後のアウトプットが見えてきたと感じている。また、令和 3 年度のアウ
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トプットとして規約案があるが、制度設計の全体案ということでよいか。 

→（百瀬）認識の通り、本ネットワークの制度設計の全体案を想定している。今後は

他のネットワークの事例を参考にし、さらに検討していく。 

→（高橋 PO）制度設計の案は、場合によっては選択肢になるかと思われる。また、ネ

ットワークの継続性が重要であり、そのためには本ネットワークが有用であると

いう点を示すことが重要である。残り 2年間で行政や学会等のステークホルダー

と情報共有していき、実効性の高いネットワークシステムをご提案いただきたい。 

→（百瀬）今後とも各地域の原子力防災訓練に参加していき、ネットワークシステム

の実効性を高めていきたい。 
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（順不同、敬称略） 
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学研究分野 教授 

渡部 浩司 
東北大学 サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 放射線管理研究部 

教授 

立崎 英夫 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 高度被ば

く医療センター 副センター長 

込山 有人 
東京電力ホールディングス（株） 原子力運営管理部 放射線管理グループマ

ネージャー 

佐藤 将 公益財団法人原子力安全研究協会 放射線災害医療研究所 主任研究員 

オブザーバ（アンブレラ事業関係者） 

神田 玲子 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医

学総合研究所 放射線防護情報統合センター センター長 

高橋 知之 
京都大学 複合原子力科学研究所 原子力基礎科学研究本部 放射線安全管理

工学研究分野 准教授 

大町 康 
原子力規制庁 長官官房 放射線防護グループ 放射線防護企画課 課長補佐

(調査提言担当)  

原子力機構（核燃料サイクル工学研究所以外） 

早川 剛 安全研究・防災支援部門 原子力緊急時支援・研修センター 副センター長 

伊藤 公雄 敦賀廃止措置実証部門 敦賀廃止措置実証本部 安全・品質保証室長 

木内 伸幸 原子力科学研究部門 原子力科学研究所 放射線管理部長 

高崎 浩司 高速炉・新型炉研究開発部門 大洗研究所 放射線管理部長 

原子力機構（核燃料・バックエンド研究開発部門 核燃料サイクル工学研究所） 

百瀬 琢麿 副所長兼放射線管理部長 

中野 政尚 放射線管理部 技術主席 兼 環境監視課長 

高田 千恵 放射線管理部 技術主席 兼 線量計測課長 

吉田 忠義 放射線管理部 放射線管理第２課マネージャー 

細見 健二 放射線管理部 線量計測課 

渡邊 裕貴 放射線管理部 線量計測課 
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平成 31 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費
（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワーク

とアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業 

「職業被ばくの最適化推進に関する検討」 
成果報告書 

令和 2 年 2 ⽉ 
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本報告書は、原⼦⼒規制委員会の平成 31 年度放射線安全規制研究戦略的
推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアン
ブレラ型統合プラットフォームの形成）事業による委託業務として、国⽴
研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構 原⼦⼒科学研究部⾨原⼦⼒科学研
究所放射線管理部が実施した課題解決型ネットワーク「職業被ばくの最適
化推進に関する検討」の成果をとりまとめたものである。 
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1. 事業名 

平成 31 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における
課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の⼀部
「職業被ばくの最適化推進に関する検討」 
 
2. 事業全体の目的 

原⼦⼒規制委員会（以下「委員会」という。）は原⼦⼒に対する確かな規制を通じて
⼈と環境を守ることを使命としており、委員会が平成 24 年 9 ⽉に設置されて依頼、
課題に応じた安全研究を実施し科学的知⾒を蓄積してきた。平成 28 年 7 ⽉ 6 ⽇には
「原⼦⼒規制委員会における安全研究の基本⽅針」を公表し、放射線源規制・放射線
防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施するために放射線
安全規制研究推進事業、放射線防護研究ネットワーク形成推進事業を実施する。 

本事業では、原⼦⼒規制委員会、放射線審議会等が明らかにした技術的課題の解決
に繋がるような研究を推進するとともに、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基
盤の強化を図り、得られた成果を最新の知⾒の国内制度への取⼊れや規制⾏政の改善
につなげることで研究と⾏政施策が両輪となって、継続的かつ効率的・効果的に放射
線源規制・放射線防護による安全確保を最新・最善のものにすることを⽬指す。 
 
3. 委託事業の内容 

本事業の受託者である⽇本原⼦⼒研究開発機構原⼦⼒科学研究所放射線管理部（以
下「受託者」と⾔う。）は、規制事業を⽀える放射線防護に関する調査研究を効果的に
推進することに寄与するような関連機関・専⾨家によるネットワーク（NW）を構築
するために、全体事業計画の⼀部である以下のものを実施した。 

１．課題解決型 NWによるアウトプット創出 
（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討 

２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 

３．事業進捗の PDCA 
また、受託者は事業の実施結果について、原⼦⼒規制庁が開催する成果発表会で報

告し、評価をうけた。研究の実施に当たっては原⼦⼒規制庁が指定するプログラムオ
フィサーの指⽰に従った。 

 
4. 委託事業実施期間 

平成 31 年 4 ⽉ 1 ⽇〜令和 2 年 2 ⽉ 29 ⽇ 
 
5. 委託事業の概要及び背景・目的等 
5.1 ネットワークの概要 

放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線量
低減の精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データとなる
職業被ばくの実態（放射線業務従事者の⼈数、線量分布等）については、原⼦⼒分
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野以外の実態は明らかでない。⽇本学術会議から国家線量登録制度の確⽴の提⾔が
出されているが、その実現に向けた活動が進んでいない。このため、この制度確⽴
に向けての具体策を関係機関が共同して検討・提案することにより、放射線安全規
制への効果的活⽤が可能となる。 

また、登録する個⼈線量データの信頼性確保についても、国際原⼦⼒機関(IAEA)
の規制レビュー(IRRS)の勧告を受けて、⼀部の検討は進められているが、測定機関
全体の制度設計はこれからの課題である。このため、個⼈線量測定、標準校正、品
質保証の関係機関が協⼒して検討し制度を提案することにより、国際基準に適合し
た認証制度が確⽴でき、国際的な信頼を得ることが可能となる。 

さらに、我が国には、欧州 ALARA ネットワークのような、全職業分野を対象と
して最適化を推進する体制ができていない。このため、全職業分野を対象とした最
適化推進ネットワークを⽴ち上げることで、原⼦⼒先進国である我が国の国際的プ
レゼンスを向上できる。 

本ネットワークは、量⼦科学技術研究開発機構が運営するアンブレラの傘下で⽇
本原⼦⼒研究開発機構が運営し、当該分野の関係機関（放射線影響協会、個⼈線量
測定機関協議会、産業技術総合研究所、放射線計測協会、⽇本適合性認定協会）が
結集して、効果的なアウトプットを創出する。 

 
5.2 ネットワーク形成の背景・必要性、目的及び今年度の計画 

（1） 背景・必要性 
職業分野の特徴を踏まえた最適化を検討するための基礎データとなる職業被ば

くの実態（放射線業務従事者の⼈数、線量分布等）については、放射線業務従事者
の被ばく線量登録・管理制度が原⼦⼒分野に限られていることから、原⼦⼒分野以
外は明らかでない。このため、⽇本学術会議から国家線量登録制度の確⽴の提⾔が
出されているが、実現に向けて進んでいない。このため、国内の関係機関が広く協
働して、そのデータを活⽤した最適化の推進を含めた具体的提案を⾏う必要がある。 

また、登録する個⼈線量データの信頼性確保についても、国際原⼦⼒機関(IAEA)
の規制レビュー(IRRS)の勧告を受けて、個⼈線量測定サービス機関についての検討
は進められているが、⾃組織の従事者の個⼈線量測定を⾏う機関（以下、「インハウ
ス事業者」と⾔う。）を含めた我が国全体の制度設計はこれからの課題である。さら
に、環境モニタリングについても測定の信頼性確保が課題である。このため、個⼈
線量測定サービス機関の他、⼤規模なインハウス事業者、標準校正機関、品質保証
認定機関等が協⼒して制度確⽴に向けた活動を⾏う必要がある。 

さらに、我が国には、欧州 ALARA ネットワークのような、全職業分野を対象と
して最適化を推進する体制ができていない。このため、我が国全体で職業被ばくの
最適化を推進し、効果的な線量低減を⾏うためのネットワーク構築が必要である。 

 
（2） ⽬的 

課題解決型ネットワークの⼀つとして、職業被ばくの最適化推進を⽬的としたネ
ットワークを⽴ち上げる。本ネットワークは、原⼦⼒以外を含めた我が国の全ての
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職業分野を対象として、 
① 基礎データとなる放射線業務従事者の被ばく状況を把握するために必要な国

家線量登録制度の確⽴、 
② 登録する個⼈線量の測定の信頼性確保のための認定制度（線量測定機関認定

制度）の確⽴、及び、 
③ 職業被ばくの最適化を効果的に推進するための体制の構築 

に係る調査・議論を⾏い、具体的な制度設計案を提案する。 
 
（3） 今年度の計画 

課題解決型ネットワークの⼀つとして、職業被ばくの最適化推進を⽬的としたネ
ットワークを⽴ち上げる。本ネットワークは、⽇本原⼦⼒研究開発機構を事務局と
した⼆つのサブネットワーク（以下、サブネットワーク）で構成され、以下の事業
を⾏う。両サブネットワークは、⽇本原⼦⼒研究開発機構を中⼼に有機的に結合し
て全体⽬標を共有しつつ検討を進める。 

 
①国家線量登録制度の検討 

国家線量登録制度に関し、具体的な制度設計に必要な、線量データの収集・登録・
活⽤⽅法、職業被ばく分類、運営に必要な費⽤等に関する調査・検討を進める。検
討に当たっては、平成 30 年度に構築した国家線量登録制度検討グループ(構成員６
名、検討の必要性に応じて関係者を追加)による全体会合及び個別事項に関する検
討会合を２回程度開催する。 
 
②線量測定機関認定制度の検討 

⽇本適合性認定協会（ＪＡＢ）と連携して、平成 29 年度に策定した認定基準・
技能試験等の具体的な運⽤・解釈に関する検討を進める。また、認定分野の環境放
射線モニタリング等への拡⼤の⽅向性について検討する。検討に当たっては、ＪＡ
Ｂの検討グループメンバー（７名、必要に応じて関係者を追加）により２回程度検
討会を開催する。 

また、昨年度に引き続き、①の調査と合わせて、国際標準化機構（ISO）の原⼦
⼒専⾨委員会（TC85）/放射線防護分科会（SC2）/基準放射線場に関するワーキン
ググループ（WG2）の専⾨家会合に専⾨家を派遣し、放射線標準校正等に係る最新
動向を調査する。 

 
6. 委託事業の実施内容及び成果 
6.1 職業被ばくの最適化推進に関する検討 

（1） 概要 
課題解決型ネットワークの⼀つとして、平成 30 年度に設置した職業被ばくの最

適化推進を⽬的とした、次の 2 つの検討グループの活動を継続した。 
① 国家線量登録制度検討グループ、及び 
② 線量測定機関認定制度検討グループ 
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①について、今年度は、昨年度の検討結果を踏まえ、我が国の現状を踏まえて実
現可能な国家線量登録制度を複数案検討し、制度構築の意義、国と事業者の役割分
担、費⽤負担の考え⽅、個⼈情報の扱いの観点から複数案の⻑所・短所を⽐較検討
する活動を⾏った。 

②については、⺠間の個⼈線量測定サービスを実施している機関を対象にした認
定制度がスタートしたことから、その認定に必要な技能試験に関する基礎データの
収集を継続した。また、認定制度をインハウス事業者に拡⼤するに当たっての課題
について検討を進めるとともに、環境モニタリングへの拡⼤の検討⽅針を議論した。
さらに、認定に必要な技能試験に関係する放射線標準に関する国際規格について、
国際規格に関する外国調査を実施した。 

（2） 国家線量登録制度検討グループ
(ア) 検討内容

放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線
量低減の精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データと
なる職業被ばくの実態（放射線業務従事者の⼈数、線量分布等）については、原
⼦⼒分野以外は明らかでない。⽇本学術会議は、これら職業被ばくの実態を把握
するとともに我が国全体の放射線業務従事者の個⼈線量管理を⼀元的に実施す
る必要性があることから、国家線量登録制度の確⽴について提⾔を出している。
しかし、その実現に向けた活動が進んでいない。このため、この制度確⽴に向け
ての具体策を関係機関が共同して検討・提案することにより、放射線安全規制へ
の効果的活⽤が可能となる。 

国家線量登録の確⽴に向けての具体策を関係機関が共同して検討するため、⽇
本原⼦⼒研究開発機構（JAEA）を運営主体とした「国家線量登録制度検討グルー
プ」を昨年度に引き続き設置した。今年度は、オブザーバとして厚⽣労働省の担
当部署を加えた。検討グループのメンバーを表１に⽰す。 

検討グループの会合は、令和元年１０⽉１５⽇及び令和元年１２⽉２２⽇の２
回開催した。今年度は、昨年度の会合での議論を踏まえ、我が国の制度や各々の
現場の実態を考慮し、既存システムをできるだけ活⽤した実現可能性のある合理
的⽅法を複数提案すること、及び、複数の具体案について各々のメリット・デメ
リットを整理することを⽬標として検討を進めた。

２回の会合の資料⼀式及び議事概要を各々別添１−１及び別添１−２に⽰す。 
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表１ 国家線量登録機関検討グループ 
⽒ 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 ⽇本原⼦⼒研究開発機構 
原⼦⼒科学研究所 

委員 飯本 武志 東京⼤学 
環境安全本部 

委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 
放射線従事者中央登録センター 

委員 岡﨑 ⿓史 産業医科⼤学 
産業⽣態科学研究所 

委員 渡部 浩司 東北⼤学 
サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター

委員 神⽥ 玲⼦ 量⼦科学技術研究開発機構 
委員 百瀬 琢麿 ⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料サイクル⼯学研究所 
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ 担当者 原⼦⼒規制庁 

放射線防護企画課 
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ 担当者 厚⽣労働省労働基準局 

労働衛⽣課電離放射線労働者健康対策室 
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ 担当者 厚⽣労働省医政局 

地域医療計画課 

○第１回検討会の概要
１回⽬の検討では、昨年度の議論を踏まえて整理した３つの制度案 
①国家線量登録機関による中央⼀括管理⽅式
②全事業者が協働で線量登録機関を設置して⼀括管理する⽅式、及び、
③業界・分野別に線量管理制度を運⽤する⽅式
並びに、制度案の⻑所・短所を⽐較する視点（制度の完全さ、役割分担の明確さ、
費⽤負担及び個⼈情報管理の徹底度）が事務局から⽰され、これらについて議論
を⾏った。その結果、⼤きな⾻格としてこれら３つの制度案を議論のベースとす
ることは良いが、これらの制度が誰のために構築するのかという意義を明確にす
べきであり、理⼯系⼤学関係者などでは検出限界以上の被ばくがほとんどない状
況で負担が増加するだけではステークホルダーの合意が得られないであろうと
の意⾒が出され、更に検討を進めることとした。

○第２回検討会の概要
２回⽬の検討では、前回の意⾒を踏まえて、従来は全ての放射線業務従事者を

制度の対象とすることを考えていたが、これを従事する事業所を頻繁に異動する
者や⼀定以上の被ばく線量（例えば検出限界以上、記録レベルに相当する年１〜
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2 mSv以上、労災認定基準等）のある従事者を対象とする案を追加することを検
討した。その結果、制度構築の⽬的が明確になることから、上記の対象者に限定
した制度案を追加することとした。また、⼀定以上の被ばく線量については、記
録レベルである 1〜2mSv が適当であることで意⾒が⼀致した。これらを踏まえ
て、前回の３つを以下の４つの制度案に拡⼤することとし、それらの⻑所・短所
及び課題を整理した。 
①国家線量登録機関による中央⼀括管理⽅式（全従事者）
②全事業者が協働で線量登録機関を設置して⼀括管理する⽅式（全従事者）
③全事業者が協働で線量登録機関を設置して管理する⽅式（従事者限定）、及び、
③業界・分野別に線量管理制度を運⽤する⽅式（従事者限定）

なお、事業所を頻繁に異動する者や⼀定以上の被ばく線量をする者の実態が原
⼦⼒分野以外では不明なため、実態調査が必要であるとの⾒解で⼀致し、次年度
に調査を進めることとした。 
第２回検討会では、第１回検討会で要検討事項としていた、登録すべき主要な

情報（登録すべき線量、個⼈識別情報）についても議論した。その結果、登録す
べき線量は、現在の原⼦⼒分野で運⽤されている中央登録制度と同じ（実効線量
及び等価線量とし、測定値（１cm 線量当量等）は登録しない。外部被ばくと内
部被ばくは分けない。緊急時被ばくについては分けて登録）とするのが適当であ
るとの結論を得た。また、個⼈識別情報については、名寄せ等のために個⼈識別
番号を付することは必須である。付番⽅法について、原⼦⼒分野で運⽤されてい
る放射線従事者中央登録制度の⽅法が紹介され、これを基に議論した。その結果、
制度の整っている原⼦⼒分野は既存制度を活⽤すればよいこと、医療分野は医師、
看護師、技師の個別番号を活⽤できること、理⼯系⼤学関係者は医療関係者のよ
うな個⼈識別番号を有していないため、中央登録制度の⽅法を取り⼊れる必要が
あること、ただし、発⾏機関が原⼦⼒施設周辺に限定されていることから発⾏機
関を拡⼤する必要があること、との結論が得られた。 

これ以外に、２回⽬の検討では、海外（欧州、韓国及び⽶国）における線量管
理の⼀元化の現状及び職業被ばくの分類等についての調査報告があった。 

(イ) 検討結果の報告について
昨年度の検討結果について、今年度、以下のとおり報告を⾏った。
① 厚⽣労働省「第５回眼の⽔晶体の被ばく限度の⾒直し等に関する検討会」

（令和元年６⽉２０⽇）
「国家線量登録制度に関する検討状況について（研究報告）」

② 原⼦⼒規制委員会「放射線審議会第 146回総会」（令和元年 9 ⽉ 27 ⽇）
「個⼈線量管理のあり⽅について（研究報告）」

（ア）で⽰した今年度の検討結果については、ネットワーク合同報告会で報告
した（別添資料４参照）。 
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次年度は、今年度検討した複数の制度案についての検討結果を関係学会（⽇
本保健物理学会、アイソトープ・放射線研究発表会、⽇本放射線安全管理学会
など）で報告し、広く意⾒を求めた議論を進めることとした。なお、医療関係
については、職業被ばくの管理⾃体が課題であることから、放射線を扱う関係
学会等におけるこれらの議論の⼀部として報告することとした。 

 
（3） 線量測定機関認定制度の検討 
(ア) 検討内容 
個⼈線量測定の信頼性確保に係る認定制度の検討については、昨年度と同様に、

⽇本適合性認定協会（JAB）が運営主体である「放射線モニタリングタスクフォ
ースグループ(TFG)」（以下、「TFG」と⾔う。昨年度は「放射線モニタリング分
科会」だったが、JABの検討体制変更に伴いタスクフォースグループに名称変更）
に⼀本化して検討を進めた。線量測定機関認定制度検討グループのメンバー
（TFGメンバーと同じ）を表２に⽰す。 

 
表２ 線量測定機関認定制度検討グループ 

 ⽒ 名 所 属 
主査 吉澤 道夫 ⽇本原⼦⼒研究開発機構 

原⼦⼒科学研究所 
委員 辻村 憲雄 ⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料サイクル⼯学研究所 
委員 ⿊澤 忠弘 産業技術総合研究所 

計量標準センター 
委員 柚⽊ 彰 産業技術総合研究所 

計量標準センター 
委員 本多 哲太郎 放射線計測協会 
委員 中村 吉秀 ⽇本アイソトープ協会 
委員 寿藤 紀道 個⼈線量測定機関協議会 
オブザーバ ⼩⼝ 靖弘 個⼈線量測定機関協議会 
オブザーバ 担当者 原⼦⼒規制庁 
オブザーバ 担当者 厚⽣労働省労働基準局労働衛⽣課 
オブザーバ 担当者 関係電⼒事業者 

 
 
個⼈線量測定の信頼性確保に係る認定制度については、昨年度に発効した審査

基準（ISO/IEC 17025「試験所及び校正機関の能⼒に関する⼀般要求事項」）に追
加される個⼈線量測定についての補⾜要求事項 JAB RL380）にしたがって、個⼈
線量測定サービスを事業者に対して⾏っている主要な機関の認定取得が進めら
れた。⼀⽅、原⼦⼒事業者が⾃ら従業員等の個⼈線量測定を⾏っている事業者（イ
ンハウス事業者）についても認定制度の対象としているが、インハウス事業者に
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は、現在の補⾜審査基準（JAB RL380）が対象としていない電⼦式個⼈線量計を
⽤いている事業者がある。このため、電⼦式線量計を対象とするための検討を⾏
った。また、現在の審査基準がインハウス事業者に適⽤可能かについても確認を
⾏った。本契約期間においては、４回の会合を⾏い、認定審査のポイント、技能
試験の進め⽅の検討を⾏うとともに、認定制度をインハウス事業者に拡⼤するに
当たっての課題を整理した。また、環境モニタリングへの拡⼤について、検討⽅
針を議論した。 

 
各回の検討項⽬は以下のとおりである。 
① 令和元年 7 ⽉ 11 ⽇ 

l インハウス事業者認定における課題 
Ø 認定対象となる機関の考え⽅ 
Ø 原⼦⼒安全の品質保証システムとの関係等 

l その他（環境モニタリングへの拡⼤への対応について） 
② 令和元年 12 ⽉ 2 ⽇ 

l インハウス事業者認定の指針検討 
Ø 電⼒事業者内での認定対象機関について 
Ø RL380 の改訂について（電⼦式線量計への拡⼤等） 

③ 令和２年 2 ⽉ 25 ⽇ 
l RL380 の改訂について 

Ø パブリックコメントへの対応 
Ø 電⼦式線量計に適⽤する JIS規格について 

l 眼の⽔晶体の個⼈線量測定（３mm線量当量）への対応⽅針 
 

これら３回の検討の結果、インハウス事業者への拡⼤においては、多くの事業
者が関連会社等に測定を委託していることから、直接インハウス事業者に該当す
る機関は限定されること、電⼦式線量計に対象を拡⼤しても技能試験の内容を変
更必要がないこと、及び、品質保証に係る基準についてはインハウス事業者に拡
⼤したとしても⼤きな変更は必要なく、受動型線量計に限定した表現を修正する
ことで対応できることが明らかとなった。 

また、環境モニタリングへの拡⼤については、昨年度の議論で、原⼦⼒規制庁
「環境放射線モニタリング技術検討チーム」（技術検討チーム）から基本⽅針が
⽰された後に検討することとしていたが、今年度は未だ基本⽅針が⽰されていな
いことから、引き続き技術検討チームの動向に着⽬し、基本⽅針が⽰された後に
検討を進める⽅針を確認した。 

 
(イ) 基礎データ収集作業 
個⼈線量測定機関の認定においては技能試験が義務づけられている。この技能
試験では、測定機関の線量計に放射線の種類、エネルギー、⼊射⾓度等の様々な
条件を変えて照射を⾏い、測定機関には照射に関する情報は与えずに測定機関か
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ら測定値を報告してもらい、その測定値と基準照射量を⽐較して、⼀定の許容範
囲に⼊っているかを試験する。現在の許容範囲は、我が国における基礎データが
少ないことから、個⼈線量測定機関の認定を先⾏して運⽤している⽶国⾃主試験
所認証プログラム（NVLAP）を参考に設定しているが、その妥当性は確認されて
いない。このため、今年度は、昨年度に引き続き、データが少ない 100keV以下
の X線（今年度は 60 keV 近辺の X線）で⼊射⾓度を変えた照射を⾏った場合に
ついて基礎データの収集を⾏った。照射は、国家標準とトレーサビリティを有す
る（JCSS登録機関）で⾏った。また、昨年度の結果と合わせたデータ解析を実施
した。 

収集したデータを別添２−１に、またデータ解析の結果を別添２−２に⽰す。 
今年度と昨年度の結果と合わせた解析の結果、照射試験を⾏った X線領域につ

いては、現在の技能試験の判定基準は妥当であることが明らかになった。 
 
(ウ) 外国調査 
技能試験等において重要な放射線標準校正技術に関する最新情報を調査する

ため、国際標準化機構（ISO）の放射線防護分科会（TC85/SC2）基準中性⼦場に係
るサブグループ（WG2/SG3）専⾨家会合（開催地：イタリア／フラスカティ、令和
元年 5 ⽉ 15 ⽇から 17 ⽇）に専⾨家を派遣し、放射線標準校正技術関連の国際規
格に関する情報を収集した（出張期間：令和元年 5 ⽉ 14〜19 ⽇）。 
サブグループ会合では中性⼦標準場における中性⼦線の発⽣⽅法に関する規
格（ISO8529-1）の改訂案について前回に引き続き議論した。また、上述の中性
⼦標準場において個⼈線量計や中性⼦モニタを校正するときに必要となるフル
エンスから線量当量への換算係数等を規定した ISO8529-3 の改訂ドラフトの策
定に着⼿した。また、中性⼦線量計等の校正に係る JIS規格（JIS Z 4521）にあっ
て ISO 規格にはない発⽣⽅法（単⾊中性⼦発⽣に⽤いる核反応、RI 中性⼦線源
と減速材を⽤いた熱中性⼦発⽣⽅法等）を ISO規格に含めることを提案し、採⽤
されることとなった。 
詳細を別添３に⽰す。 

 
6.2 放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（1） ネットワーク合同報告会 
6.1 で記載した職業被ばく最適化推進ネットワークの活動の概要については、
令和２年 1 ⽉ 14 ⽇に開催された「第３回ネットワーク合同報告会」において報
告を⾏った。 

報告会で使⽤したスライドを別添４に⽰す。 
 
（2） 代表者会議 

アンブレラ構成団体の代表者からなる会議に受託者も実施側として参加し、職
業被ばく最適化推進ネットワークの計画及び活動の概要について適宜報告した。 
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6.3 事業進捗の PDCA 

受託者は、委託契約期間内において、全体を統括する量⼦科学技術研究開発機構
放射線医学総合研究所の代表者と密接に連絡を取り、進捗状況を報告するとともに
助⾔を仰いだ。また、研究の実施に当たっては原⼦⼒規制庁が指定するプログラム
オフィサーの指⽰に従った。 

さらに、事業の実施結果について、原⼦⼒規制庁が開催する成果発表会（令和２
年 2 ⽉ 5 ⽇）で他の活動と合わせて報告し、評価をうけた。 

 
 
7. まとめ 

放射線安全規制事業を⽀える放射線防護に関する調査研究を効果的に推進するこ
とに寄与できる関連機関・専⾨家によるネットワークを構築するために、課題解決型
ネットワークとして、職業被ばくの最適化推進を⽬的とした、国家線量登録制度検討
グループ、及び、線量測定機関認定制度検討グループの活動を継続した。 

国家線量登録制度検討グループについては、昨年度の検討結果を踏まえ、我が国の
現状を踏まえて実現可能な国家線量登録制度を複数案検討し、制度構築の意義、国と
事業者の役割分担、費⽤負担の考え⽅、個⼈情報の扱いの観点から複数案の⻑所・短
所を⽐較検討し、結果をまとめた。 

線量測定機関認定制度検討グループについては、線量測定サービス機関向けの認定
制度発⾜に伴う認定基準・技能試験等の具体的な運⽤・解釈に関して、インハウス事
業者への拡⼤を検討し、審査基準の改訂を進めた。また、これまでデータが少なかっ
た試験領域（100 keV以下の X線領域における⾓度依存性）における基礎データを収
集するとともにデータ解析を⾏い、現在の技能試験の判定基準が妥当であることを確
認した。 

次年度は、国家線量登録制度の検討結果を関係学会等で報告し、ステークホルダー
を巻き込んだ議論を⾏う。 
 

以上 
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別添１ 国家線量登録制度検討グループ会合について 
 
 

別添１−１ 国家線量登録制度検討グループ第１回会合 資料 
別添１−２ 国家線量登録制度検討グループ第１回会合議事概要 
別添１−３ 国家線量登録制度検討グループ第 2回会合 資料 
別添１−４ 国家線量登録制度検討グループ第２回会合議事概要（案） 
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別添１−１ 国家線量登録制度検討グループ第１回会合 資料 
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令和元年度原子力規制委員会委託事業「放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

（放射線防護研究分野における課題解決ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

職業被ばく最適化推進ネットワーク 

国家線量登録制度検討グループ第１回会合 議事次第 

 

1. 日 時 ： 2019 年 10 月 15 日（火） 13:30～16:00 頃 

 

2. 場 所 ： 日本原子力研究開発機構 東京事務所 会議室７ 

 

3．出席予定者（敬称略） 

検討会メンバー 飯本武志、岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、 

 神田玲子、吉澤道夫  

 （百瀬委員：欠席予定） 

オブザーバー 原子力規制庁（放射線防護企画課）：大町、小林 

  厚生労働省（地域医療計画課）： 川口、蜂須賀 

  同 上    （労働衛生課電離放射線労働者健康対策室）；   

  その他： 放射線影響協会 浅野 

事務局：    原子力機構原子力科学研究所放射線管理部：小野瀬、仁平 

 

4．議題  

（１） 線量登録制度案についての検討 

（２） 今後の進め方 

（３） その他 

 

５．資料 

資料１： 検討会名簿 

資料２： 前回の検討会議事メモ 

資料３： 本検討に関する報告資料 

 ３－１ 厚労省「眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会」 

 ３－２ 放射線審議会「個人線量管理のあり方について」 

資料４： 線量登録制度案の検討 

 ４－１ 検討の進め方（事務局案） 

 ４－２ 線量登録制度検討に重要な観点（伊藤委員） 

 ４－３ 線量登録制度案の特徴（伊藤委員） 

 ４－４ 線量登録の流れ（伊藤委員） 

 ４－５ コメント（岡﨑委員） 

 資料５： 今後の進め方（案） 
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 資料１ 
 

 
 

国家線量登録制度検討グループ（2019年度） 
 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 
委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 放射線従事者中央登録センター 
委員 飯本 武志 東京大学 環境安全本部 
委員 岡﨑 龍史 産業医科大学 産業生態科学研究所 
委員 渡部 浩司 東北大学 サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 
委員 百瀬 琢麿 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 
委員 神田 玲子 量子科学技術研究開発機構 
オブザーバ 担当者 原子力規制庁 放射線防護企画課 
オブザーバ 担当者 厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 

電離放射線労働者健康対策室 
オブザーバ 担当者 厚生労働省 医政局 地域医療計画課 
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1 

国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事メモ 

日時：2019年 2月 2日（土）13：30～16：30 

場所：日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 7会議室 

出席者（敬称略）： 

検討会メンバー 飯本武志（欠席）、岡崎龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、百瀬琢磨、吉澤道夫 

原子力規制庁 大町康 

講演者   壽藤紀道、神田玲子 

オブザーバ   浅野智宏、住谷秀一、高田千恵 

事務局  小野瀬政浩、高橋聖 

議題１ 国家線量登録制度に関する活動のレビュー 

発表１ 国家線量登録制度に関するこれまでの活動 （講演者：壽藤氏） 

・被ばく一元管理は、昭和 40 年ころから議論が行われており、近年では平成 22 年に日本学

術会議から提言を発出した。以降、提言作成メンバーが中心となり、議員立法による法整備な

どを試みたが廃案となり具体化していない。

・この中で検討された国家線量登録制度では、個人情報用データベースと被ばく線量用デー

タベースを持ち、各機関から線量情報がインプットされ、国や線量情報利用者へアウトプット

できるシステムとして、初期費用 7億円、運用費用 1億円を見込んでいた。平成 31年度から

運用開始を目指していたが実施主体が決まらず動かなかった。 

・これまでの検討から、主要な課題は、データ登録の正確性の確保、受益者負担を基にした資

金確保、個人情報保護のセキュリティー確保、であると考える。

質疑 

・具体案はできあがっているが関係者は現在どう考えているのか？諦めかけているか？

・諦めてはいない。このアンブレラ事業に期待している。以前の検討は平成２３年までで終わり

になっているが、関連する個人線量測定認定制度は JAB（日本適合性認定協会）の基で動

き出した。

・一元管理は炉規法や RI法などのいずれに基づくのか

・被ばく管理に関する関係法令はいくつかあるが放射線業務従事者の管理のルールは共通で

あり、従事者の線量を統一的に管理する制度を目指している。

・線量記録の登録機関としての保管期限は、本人が９５歳までとなっており長期間保管が義務

となっているが、本制度ではどう考えるか。

・IAEAではより短い期間が提言されているはずなので参考にすべき。

資料２ 
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発表２ “職業被ばくの線量把握に関する国際活動を考える“の概要 （講演者：神田氏） 

・量研機構では 2017 年に職業被ばくに関する国際動向と我が国の現状に関するセミナーを

開催し、UNSCEAR で行われている被ばく線量のグローバルサーベイに対する日本の対応

について議論した。セミナーでは、UNSCEAR では非常に詳細な職業区分に応じた被ばく

線量の提出を求めており日本にはそのようなデータベースがないため対応が困難となってい

る、国が主導して NDR を整備し、グローバルサーベイに対応していく必要がある、などの意

見があった。

・IAEAには ORPAS (Occupational Radiation Protection Appraisal Service) という各国

の職業被ばく防護制度を監査するサービスがあり、インドネシアがこのサービスを受けた結果

が紹介された。この中でインドネシアの NDR を内部被ばく線量や水晶体線量にも拡張すべ

き、との提案がなされており、我が国においてもこのサービスが NDR 構築の良いきっかけに

なりうるかもしれない。

質疑 

・ステークホルダーを広く巻き込んで検討を進めることが重要であるため、それも NDR の検討

をこのネットワーク事業で行う目的となっている。

議題２ 複数事業所で働く放射線業務従事者の線量管理の現状と課題 

発表３ 被ばく線量登録管理制度の概要 （講演者：伊藤氏） 

・中央登録センターの被ばく線量登録制度は、原子力、除染、RI の３つに分かれており、原子

力、除染はほぼ全ての被ばく線量登録が行われているが、RIについては数千あると言われる

RI施設のうち 26社しか参加していない。

・中央登録センターでは長期間の記録の保存のため、全てのデータを遠隔地のサーバに毎日

転送し、引渡された法定の文書記録はマイクロフィルムで遠隔地保管している。

・登録制度の運営には安定した資金、ユニーク ID による多重登録や成りすましの防止、登録

情報の信頼性が重要である。単に記録保存のためだけなら、例えば年 1 回の線量登録でよ

いが、データ照会にも使用するならば線量測定の都度などの頻繁な線量登録が求められるた

め、新たに構築する NDRの運用目的を明確にすべきである。

質疑 

・例えば、大学での被ばくと除染による被ばくがあった人の場合、被ばく線量は別管理となって

おり一元管理されないのか。

・大学の被ばくは被ばく線量登録管理制度に含まれていない。原子力、除染、RI 登録制度は

システム上は分かれているが、中央登録番号は共通なのでその番号で記録の引き渡しが行
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われている。除染はゼネコンをトップとして非常に幅広い事業者の裾を持ち、管理が複雑にな

っている。除染のガイドラインでは元請けが一括管理することになっておりそこから中央登録さ

れている。 

・RI制度は別管理なので運営費も個別か。

・費用は個別となっている。RI 制度は他の制度と異なりサーバが事業者端末と繋がっておらず、

線量照会は郵送で行っている。中央登録番号は共通である。

・登録されている個人のデータの所有権はどう考えるか？個人が自分のデータの削除を主張

したらどうなるか。

・登録する際に、データの移行に関する本人の承諾を得ている。中央登録センターが管理責

任を持つ。誤ったデータは当然訂正するが、個人情報保護法上は情報の入手が不正などの

理由がなければデータの利用停止、消去の請求はできない。

・原子力事業者はスタッフが揃っているため、線量登録も早く、線量管理もしっかりしている。

RI 施設では従事者の流動性が少なく、自社の管理で済んでしまうため、RI 制度が普及しな

い理由となっている。事業者が原子力制度同様の費用負担をするのは難しい。NDR 制度を

検討する上で RI施設の事情を配慮する必要がある。

・原子力事業の線量制度がうまく運用できているのは、事業者が線量登録制度の必要性を強く

認識して本気で取り組んでいることが理由のひとつとしてある。

・データの登録は誰のためのものかが重要。これを考えるにあたっては、利益相反もあり得るの

で、公平性、透明性をどう担保するかが大事で、RI施設に適用する際にも配慮がいる。

発表４ 大学関係の人材流動化に伴う線量管理への取り組みと課題 （講演者：渡部氏） 

・大学の放射線業務従事者は、施設の規模、複数施設での作業、管理体制などが多種多様で

あり、多くの大学が予算やスタッフの不足などの問題を抱えている。

・原子力規制庁放射線安全規制研究戦略的推進事業の一環として全国の大学のアイソープ

センターと連携して従事者証明書システムの共有化を進めている。これは SINET5 という大

学、研究機関をつなぐ情報ネットワークを利用して各アイソトープセンター間で VPN を構築し、

その中で行う。 

質疑 

・複数大学の施設に従事する場合の確認は現状どのように行われているのか

・特に大学間で確認を行っていない。従事者情報の受け渡しのシステムがあると良い

・複数施設に従事する場合の個人線量通知はどのように行っているのか

・各大学は通常、自施設の情報しか持っていない。他施設の情報提供はボランタリーベースで

行われているところもあるがルール化されていない。電離則上の雇用主としての責任が学生
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に対しては発生しない。これが一元管理を難しくしている。線量計の貸し出しも元施設か他施

設が行うかばらばらで管理が複雑になっている 

・VPNを使った UMRICをどのくらい拡大していく予定か？

・SINET5 の導入が難しいところがある。小さい大学では専属のネットワーク管理者がいなく、

外注費用が発生するため導入を妨げているところがある。

発表５ 医療従事者の線量管理への取り組みと課題 （講演者：岡﨑氏）
・医師は線量計を着用しない人もいるので線量統計は信頼できないところがある。防護具も適

切に使用されてないケースが多い。一方、法令の線量限度を知らない人や自分の被ばく線量

に不安を持っている人も多くいる。放射線防護教育をしっかりやることが重要である。

質疑 

・病院での RIの取扱い管理はどうなっているか？

・RI センターはきちんとやっているが、病院では認識が弱いところが多い。自分の被ばくより診

断を重視する人が多い。

・医師の個人番号の管理は厳格に行われているのか。線量登録の名寄せに利用できるか。

・そんなに厳しいという認識はない。

・電離検診を止めても良いという議論があるが医師の意見は？

・線量管理がきちんとやられていれば電離検診は不要と思う。白血球百分率など無駄な項目も

ある。IVRなど被ばくの大きい作業では、例えば目の診察は重要だと思う。

・複数施設で従事する医師の被ばく管理はどうやられているか？

・メインの病院でしかやられていないところが多いと思うが、各病院によって管理方法は異なる。

線量計の貸与をどちらの病院で行うのかも、各病院によって異なる。

・水晶体線量限度変更に伴う医療分野での管理の厳格化の動きなどはあるか。

・意識の高い分野とそうではない分野がある。整形外科は意識が低いと思う。

・中央登録センターでは実効線量しか登録していないが水晶体線量を含める議論が進んでい

る。

・厚労省では医師にもオブザーバに入ってもらい、水晶体の線量限度変更の議論が行われて

いる。２月に医療ワークショップで取り上げるが全体的にこのテーマは注目度が低い。

・医療従事者は重要なステークホルダーなので一元管理にどう巻き込んでいくか重要な課題で

ある。

議題３ 国家線量登録制度設立に向けた活動方針－意見交換－ 

・国が法律で義務化する上で、NDR の必要性について説得力を持たせないといけない。費用
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を負担する事業者を納得させる説明が必要である。 

・まずは医療分野できちんと被ばく管理することが重要。現状で一元化だけ動いでも医療現場

の負担が大きすぎる。NDR は原子力業界にはメリットあるがメリットの薄い業界をどう巻き込ん

でいくかが課題である。

・NDR は昔から検討されているが役所の縦割りが弊害となってきた。放射線防護全般のルー

ルは国が主導して決めており、NDR も同様に進めるべきである。

・国レベルで線量登録を管理していくためには規制側の働きが必要である。学会や研究機関

などでルールを作っても全国的な一般化はできない。

・原子力と除染で現状線量登録がうまくできているのは業界内で線量管理の必要性の認識が

強いためである。RI 利用では業界が多数で線量管理に対する認識がばらばらであり、従事

者の流動性もそんなにないため、有料の登録制度に入らない。むしろ、国は規制の適格性を

確認するためにNDRを構築すべきである。

・NDR 構築のためにはステークホルダーの合意形成が重要であるため、国を含めて制度の必

要性を強調していくことが重要である。規制の適切さを確認するための線量把握の必要性は

国にも認識してもらう必要がある。

・検討する制度について、現在の中央登録センターを職業被ばく全般に拡張するような形か、

大学で検討されている情報共有に限ったような形なのか、本事業の規模感の合意が重要で

ある。

・それぞれの立場でブレーンストーミング的に制度について幅広く意見・提案を出していただき

たい。今後の進め方として 3 月まではメールベースで議論を行う。4 月以降、複数の制度案を

検討するとともに、個人情報保護に関して調査を行う。

以上 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業

「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークと

アンブレラ型統合プラットフォームの形成」

日本原子力研究開発機構

原子力科学研究所

吉澤 道夫

量子科学技術研究開発機構

神田 玲子

第５回 眼の水晶体の被ばく
限度の見直し等に関する検討会 参考

資料
２令和元年６月２０日

資料３－１
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内容

1. 国家線量登録制度に関する検討グループ

2. 背景：我が国の個人線量管理の現状

3. これまでの国家線量登録に関する主な検討経緯

➢ 日本学術会議報告書の主要点

4. 登録制度の具体化に向けての検討内容

➢ 考えられる制度体系案

5. 今後の検討の進め方

2- 21 -



１．国家線量登録制度に関する検討グループ
 放射線安全規制研究戦略的推進事業
「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統
合プラットフォームの形成」 （代表機関：量子科学技術研究開発機構）
課題解決型ﾈｯﾄﾜｰｸ「職業被ばくの最適化推進に関する検討」

➢国家線量登録制度検討グループ
 目標： 国家線量登録制度の設立に向けた具体的提案と合意形成

 構成メンバー（現在）：
日本原子力研究開発機構、量子科学技術研究開発機構、放射線影響協会、
放射線安全に係る大学関係者（東京大学、東北大学）、医療関係（産業医
科大）

 活動内容

✓ これまでの関連活動のレビュー

✓ 大学や医療などの流動性の高い職種に相応しい一元管理を検討

✓ 複数の案を提示し、ステークホールダーも入れた議論を通じて今後の
方向性を整理
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２．背景
我が国の“個人”線量管理の現状(1)

国家線量登録制度の検討
＝我が国の個人被ばく線量の一元管理の検討

なぜ個人被ばく線量の一元管理の検討が必要か

➢放射線安全（個人被ばく管理）の規制体系は線源別・施設別
⇒複数の施設で放射線作業する場合の“個人”の線量（合算）は？

4

線源の
種類

原子炉、
核燃料物質

放射性同位元素、
加速器

エックス線
発生装置

医療目的
のRIなど

法令

原子炉等規制
法（炉規法）

放射線障害防止
法（RI規制法）

電離放射線障害
防止規則（労働
安全衛生法）

医療法、
薬事法

電離放射線障害防止規則
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背景：我が国の“個人”線量管理の現状(2)
現行の被ばく線量登録管理制度

➢（公財）放射線影響協会・放射線従事者中央登録センターが、
３つの独立した被ばく線量登録管理制度を運用

①原子力業務従事者被ばく線量登録管理制度（昭和52年10月発足）

対象：原子力施設の従事者（電力、核燃、メーカー、JAEA等）
作業従事者数（平成29年度）：67,004人

②除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度（平成25年11月発足）

対象：東電福島第一原子力発電所事故に伴う除染作業等の従事者
作業従事者数（平成29年度）：25,025人

③RI放射線業務従事者被ばく線量登録管理制度（昭和59年3月発足）

対象：放射性同位元素（RI）等取扱い施設の従事者

＊RI事業者26社が参加 データの公表なし

✓個人線量測定機関協議会が被ばく線量分布データを公表
➢加盟４社の合計（原発関係除く）： 537,224人（平成29年度）

➢（内訳）一般医療：360,123人、歯科医療：23,929人 獣医療： 16,151人
一般工業： 67,256人、 非破壊： 3,678人、研究教育：66,087人
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原子力作業従事者被ばく線量分布

6

放射線影響協会：http://www.rea.or.jp/chutou/koukai/H29nendo/7zuhyo-H29.pdf
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業種別の被ばく線量分布（原子力以外）

7

年実効線量
(mSv)

一般医療
(人）

歯科医療
(人）

獣医療
(人）

一般工業
(人）

非破壊
(人）

研究教育
(人）

合 計
(人）

検出限界未満 263,458 23,089 15,424 63,076 2,549 63,982 431,578

0.10～1.00 65,096 683 598 3,004 728 1,731 71,840

1.01～5.00 27,219 142 117 1,039 347 340 29,204

5.01～10.00 3,194 11 10 121 45 30 3,411

10.01～15.00 697 0 1 12 7 3 720

15.01～20.00 262 3 0 2 2 0 369

20.01～25.00 83 0 1 0 0 1 85

25.01～50.00 108 1 0 1 0 0 110

50.00超過 6 0 0 1 0 0 7

合計 360,123 23,929 16,151 67,256 3,678 66,087 537,224

平成29年度 個人線量測定機関協議会公開データ

http://www.kosenkyo.jp/siryou/jikkou29.htmのデータから作成- 26 -



個線協医療機関の被ばく線量分布

8

年実効線量
(mSv)

医師
(人）

技師
(人）

看護師
(人）

その他
(人）

合 計
(人）

検出限界未満 127,106 23,204 83,492 52,745 286,547

0.10～1.00 21,997 18,020 17,547 8,215 65,779

1.01～5.00 7,616 13,165 3,990 2,590 27,361

5.01～10.00 1,503 1,193 224 285 3,205

10.01～15.00 394 211 25 67 697

15.01～20.00 155 77 8 25 265

20.01～25.00 56 18 2 7 83

25.01～50.00 63 32 4 10 109

50.00超過 2 2 1 1 6

合計 158,892 55,922 105,293 63,945 384,052

平成29年度 個人線量測定機関協議会公開データ

http://www.kosenkyo.jp/siryou/iryou29.htmのデータから作成- 27 -



３．これまでの国家線量登録に関する主な検討経緯

平成20年6月： (社)日本原子力産業協会「放射線業務従事者の
一元的な個人被ばく記録管理システム構築に係わる報告書」
（原子力・放射線従事者の被ばく管理システム検討委員会）

平成22年7月：日本学術会議【提言】「放射線作業者の被ばく
の一元管理について」

➢シンポジウム「放射線作業者の被ばくの一元管理」(H23年1月25日)

平成23年9月：日本学術会議【記録】「放射線作業者の被ばく
の一元管理を実現するための具体的な方法」

➢関係者が関係省庁、国会議員への説明を実施

平成25年3月：シンポジウム「職業被ばくの線量把握に関する
国際活動を考える」（国研）量子科学技術研究開発機構主催

➢国内における被ばく線量情報収集の課題を整理し、改善策を議論
✓ 神田玲子,他：『職業被ばくの線量把握に関する国際活動を考える』開催報告、
保健物理 52(3), 212-217 (2017)
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日本学術会議報告書（提言）の主要点

一元管理の必要性

➢被ばく前歴の把握（法令要求）ができていない（特に医療領域）。

➢原子力・放射線に対する国民の理解を得る。

➢原子力・放射線利用の先進国として不十分（多くの国では確立済み）。

➢国際的な大規模な疫学調査に貢献できるようにする。

一元管理のシステムに求められる基本機能

① 放射線作業者個人の法的管理期間内（５年間及び１年間）の被ばく
線量及び放射線作業の開始時点からの生涯線量（累積線量）を一括
して把握できるようにすること。（作業場所が異なっても同一個人
であることを確認できるように「名寄せ」する。）

② 原子力施設、医療施設、工業施設等あらゆる原子力・放射線利用の
領域で業務に従事している、あるいは、従事していた全放射線作業
者の業務上の被ばく線量を包括的に把握できるようにすること。
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日本学術会議報告書（記録）の主要点

基本的な登録情報

➢個人関連情報：個人識別事項、雇用主の情報、作業者の職種

➢線量関連情報：被ばく線量、作業の種類等

➢被ばく前歴線量

線量登録の方式

① 施設管理者が直接又は委託して線量登録する方式 ←推奨

② 雇用主が直接又は委託して線量登録する方式

③ 測定事業者が線量登録する方式

➢移行のしやすさ、実現の容易さ、徹底の度合いから①が適切

➢線量の登録を代行する機関（測定サービス機関）の活用
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４．登録制度の具体化に向けての検討内容

これまでの活動のレビューから出てきた主要な課題
➢事業者と国の役割分担

➢個人情報の取扱い

➢費用負担（受益者負担）

➢分野による線量管理状況の違い（原子力 vs. RI（特に医療））

新しい動き

➢RI関係者（大学等）でも人材流動化が進んでいる。
✓ 大学アイソトープ総合センターが連携して、インターネットを使った線量管理
の方法を検討

✓ 複数の医療機関に勤める医師の増加

➢累積被ばく線量をめぐる動き
✓緊急作業時の被ばくを含めた線量管理の運用に “生涯被ばく線量”の概念を導入
✓厚生労働省が、放射線業務による胃・食道・結腸がん等の労災認定の目安を被
ばく線量100mSv以上と公表

➢眼の水晶体の限度変更（５年管理の導入含む）
✓ 特に医療関係で線量合算の必要性の増大
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考えられる制度体系（私案）

① 国家線量登録機関による中央一括管理方式

➢名寄せ、線量分布データ等の作成・公開のすべてを国家（指定）機関
が一括して実施

② 全事業者が共同で線量登録機関を設置して一括管理する方式

➢放射線従事者線量登録制度（中登センター）の全職種への拡大

➢全ての事業者が作業者数に応じた運営費を負担

➢事業者設置の機関が名寄せ、線量分布データの作成・公開を実施
⇒ 国へ統計データを提供

③ 業界・分野別に線量管理制度を運用する方式

➢各業界（研究教育機関、医療機関等）がそれぞれのネットワーク等を
活用して必要な線量管理システムを構築し運用 又は

➢RI放射線業務従事者被ばく線量登録管理制度の参加者拡大

➢国全体としての包括的な放射線作業者の統計の把握は求めない。
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各制度体系案の比較（私案）
制度 国家線量登録機関

による一括管理
事業者設置機関に
よる一括管理

業界・分野別の分散管
理

線量管理制
度としての
完全さ

国としての運用で、
完全さは高い

参加状況に依存
規制要求次第

国としての全体把握が
困難。業界の取り組み
に強く依存

役割分担の
明確さ

国がここまで実施
する必要性が論点

基本機能の分担が
明確

管理制度が統一されな
いため、曖昧さが残る

費用負担 国の負担が大 受益者負担が明確
事業者の負担大

管理方式に依存

個人情報管
理の徹底度

一括管理のため◎
ただし、国として
は重い。

設置機関が一括管
理するため◎

各々の制度に依存する
が、他に比べて低い。

14

共通に標準化を検討しておく必要がある事項：
➢「名寄せ」のための個人識別の方法
➢線量登録にあたっての被ばくの分類、職業被ばく・作業の分類
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５．今後の検討の進め方
基本的な考え方

➢我が国の状況を考慮して、実現可能性のある合理的方法を提案し
たい。

➢既存システムをできるだけ活用することを考える。

進め方

➢考えられる複数の具体案を検討し、各々のメリット・デメリット
を含めて提示する。（今年度の目標）

➢次年度からステークホールダーによる議論を進め、今後の方向性
を整理する。

✓実現に向けて必要なこと
➢関係者（国、事業者の双方）が必要性を認識し本気になること
⇒特に医療分野は、広く検討に参加いただき、推進する必要有り
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放射線安全規制研究戦略的推進事業
「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークと

アンブレラ型統合プラットフォームの形成（‟アンブレラ事業“）」
日本原子力研究開発機構

原子力科学研究所
吉澤 道夫

量子科学技術研究開発機構
神田 玲子

放射線審議会１４６回 令和元年９月２７日

１４６－１－３号

資料３－２
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分野別の組織と課題別に組織されたネットワークを統合し、アンブレラ型プラットフォー
ムを形成。当面の課題として、①放射線安全規制研究の重点テーマ、②緊急
時対応人材の育成、③職業被ばくの最適化、に関する検討を実施

代表者会議

放射線安全
管理学会

放射線
影響学会

放射線事故･
災害医学会

保健
物理学会

緊急時放射線
防護検討

統括
JAEA

職業被ばく
最適化推進

統括
JAEA

事務局
量研

課題別
ネットワーク放射線防護アカデミア

放射線リスク・
防護研究基盤

事務局
量研

国際動向の情報提供(原安協) 国内状況の情報収集

リンケージ

アンブレラ事業の概要
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内容
1. 職業被ばく最適化推進ネットワークについて
2. 背景：我が国の個人線量管理の現状
3. これまでの主な検討経緯
4. 個人線量管理改善に向けた取組み

大学アイソトープ総合センターの事例
5. 今後の検討の進め方

3
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1. 職業被ばく最適化推進ネットワークについて
放射線安全規制研究戦略的推進事業「放射線防護研究分野における課題解
決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」 （代表機関：量研）
の課題解決型ネットワークの一つ
目標： 職業被ばくの線量管理のあり方に関する具体的提案と合意形成

（サブグループでは、線量測定機関認定制度についても検討中）
主査：吉澤 道夫（原子力機構）
個人線量管理のあり方に関する検討メンバー（現在）：
原子力機構、量研、放射線影響協会、 放射線安全に係る大学関係者（東京
大学、東北大学）、医療関係（産業医科大）
活動内容

これまでの関連活動や線量管理状況のレビュー
大学や医療などの流動性の高い職種に相応しい線量管理方策を検討
複数の案を提示し、ステークホールダーも入れた議論を通じて今後の方向
性を整理

4
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2. 背景 我が国の‟個人”線量管理の現状（1）
なぜ個人被ばく線量の管理の検討が必要か

放射線安全（個人被ばく管理）の規制体系は線源別・施設別
⇒複数の施設で放射線作業する場合の“個人”の線量（合算）は？

5

線源の
種類

原子炉、
核燃料物質

放射性同位元素、
加速器

エックス線
発生装置

医療目的
のRIなど

法令
原子炉等規制
法（炉規法）

放射線障害防止
法（RI規制法）

電離放射線障害
防止規則（労働
安全衛生法）

医療法、
薬事法

電離放射線障害防止規則

職業被ばくの一元管理制度（例：国家線量登録制度）を持たない我が
国では、多くの職種で、合算による管理は、原則‟自己管理“
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現行の被ばく線量登録管理制度
（公財）放射線影響協会・放射線従事者中央登録センターが、
３つの独立した被ばく線量登録管理制度を運用
①原子力業務従事者被ばく線量登録管理制度（昭和52年10月発足）

対象：原子力施設の従事者（電力、核燃、メーカー、JAEA等）
作業従事者数（平成29年度）：67,004人

②除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度（平成25年11月発足）
対象：東電福島第一原子力発電所事故に伴う除染作業等の従事者

作業従事者数（平成29年度）：25,025人
③RI放射線業務従事者被ばく線量登録管理制度（昭和59年3月発足）

対象：放射性同位元素（RI）等取扱い施設の従事者
＊RI事業者26社が参加 データの公表なし

個人線量測定機関協議会が被ばく線量分布データを公表
加盟４社の合計（原発関係除く）： 537,224人（平成29年度）

一般医療：360,123人、歯科医療：23,929人、獣医療： 16,151人
一般工業： 67,256人、非破壊： 3,678人、研究教育：66,087人

6

2. 背景 我が国の‟個人”線量管理の現状（2）
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7

3. これまでの主な検討経緯
個人線量管理のあり方についての議論

個人単位で線量が合算できる登録制度
課題：事業者と国の役割分担、個人情報の取扱い、費用負担(受益者負担)、

分野による線量管理状況の違い(原子力 vs. RI（特に医療))
制度だけでは解決できない問題：放射線防護教育や職場の安全文化
新しい動きへの対応

RI関係者（大学等）でも人材流動化が進んでいる。
大学アイソトープ総合センターが連携して、インターネットを使った線量管理の方法を検討
複数の医療機関に勤める医師の増加

累積被ばく線量をめぐる動き
緊急作業時の被ばくを含めた線量管理の運用に ‟生涯被ばく線量”の概念を導入
厚生労働省が、放射線業務による胃・食道・結腸がん等の労災認定の目安を被ばく線
量100mSv以上と公表

眼の水晶体の限度変更（5年管理の導入含む）
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原子力作業従事者被ばく線量分布

8
http://www.rea.or.jp/chutou/koukai/H29nendo/7zuhyo-H29.pdf

放射線影響協会中央登録センターデータ
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業種別の被ばく線量分布（原子力以外）

9

年実効線量
(mSv)

一般医療
（人）

歯科医療
（人）

獣医療
（人）

一般工業
（人）

非破壊
（人）

研究教育
（人）

合 計
（人）

検出限界未満 263,458 23,089 15,424 63,076 2,549 63,982 431,578
0.10～1.00 65,096 683 598 3,004 728 1,731 71,840
1.01～5.00 27,219 142 117 1,039 347 340 29,204
5.01～10.00 3,194 11 10 121 45 30 3,411
10.01～15.00 697 0 1 12 7 3 720
15.01～20.00 262 3 0 2 2 0 369
20.01～25.00 83 0 1 0 0 1 85
25.01～50.00 108 1 0 1 0 0 110
50.00超過 6 0 0 1 0 0 7

合計 360,123 23,929 16,151 67,256 3,678 66,087 537,224

平成29年度 個人線量測定機関協議会データ

http://www.kosenkyo.jp/siryou/jikkou29.htmのデータから作成
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医療機関の被ばく線量分布

10

年実効線量
(mSv)

医師
（人）

技師
（人）

看護師
（人）

その他
（人）

合 計
（人）

検出限界未満 127,106 23,204 83,492 52,745 286,547
0.10～1.00 21,997 18,020 17,547 8,215 65,779
1.01～5.00 7,616 13,165 3,990 2,590 27,361
5.01～10.00 1,503 1,193 224 285 3,205
10.01～15.00 394 211 25 67 697
15.01～20.00 155 77 8 25 265
20.01～25.00 56 18 2 7 83
25.01～50.00 63 32 4 10 109
50.00超過 2 2 1 1 6

合計 158,892 55,922 105,293 63,945 384,052

平成29年度 個人線量測定機関協議会公開データ

http://www.kosenkyo.jp/siryou/iryou29.htmのデータから作成
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11

医療従事者の線量管理状況

推薦学会 推薦された
施設/医師数(a)

個人線量計装着施設
/医師数（b)

個人線量計装着率
（b)÷(a)×100

日本医学放射線学会
IVR学会 13 13 100％

日本循環器学会 9 5 56％

日本消化器病学会 23 10 43％

日本整形外科学会 12 2 17％

第5回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会 資料2より抜粋
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12

最近の労災認定事例

第4回医療放射線の適正管理に関する検討会 資料4より抜粋
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4. 個人線量管理改善に向けた取組み：
大学アイソトープ総合センターの事例

課題：人の管理が複雑
学生、外国人従事者の利用
クロスアポイントメントによる雇用
学内の複数の事業所の利用
（施設ごとの独自の管理体制）
学外の大型放射線施設の利用

13

SINET5のインフラを利用することにより容易に全国のRIセンターを
接続したVPN(virtual private network) を構築

目標：RI 管理業務の効率化
各施設ばらばらの従事者証明書

を共通のフォーマットにし、学外施設
への従事者登録の電子的に行う

健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターをベースとした放射線教育と安全管理ネットワークによる活動
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5. 今後の検討の進め方
基本方針

我が国の制度や各々の現場の実態を考慮して、実現可能性のある合理的方
法を提案する。
既存システムをできるだけ活用することを考える。
検討の進め方

考えられる複数の具体案を検討し、各々のメリット・デメリットを含めて提示する。
ステークホルダーによる議論を進め、今後の方向性を整理する。
特に医療分野からは、幅広く検討に参加いただく必要がある

14

登録データの活用

機能（登録・運用・
管理など）

運用経費等の負担
（受益者負担）
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第２回（10/15）国家線量登録制度検討会の進め方 

原子力機構 吉澤 

○今年度のミッション： 今後の議論のために複数の制度案を整理する・

１．複数制度案の検討 

（１） 線量登録制度については、関係者の合意プロセスが重要である。このため、これまでの

経緯を踏まえ、一つの案ではなく、複数案をステークホールダーに提示し議論を深めていく

こととする。このため、今年度は、複数の制度案の整理（制度概要、各々の長所・短所）を行

う。 

（２） 整理に当たっての主要な観点は、第１回会合の議論を踏まえ、以下の４つを基本とする。

①制度の完全さ

②役割分担の明確さ、

③費用負担

④個人情報管理の徹底度

◎ポイント１：追加すべき観点があるか？

（３） 事務局案でまとめたざっくりとした案は別紙のとおり。

これについて、以下の点から検討したい・ 

◎ポイント２：追加する制度案があるか

◎ポイント３：各々について、検討し、議論のために提示すべき内容の追加

例えば、実施組織、名寄せの方法、費用負担の方法など 

２．今後の進め方 

今後、複数案を関係者に提示し議論を進めていく必要があるが、そのために以下を議論する。 

◎ポイント４：どのような場を使って議論を進めていけばよいか。

◎ポイント５ 特に、医療分野については、被ばく管理自体の課題が多く議論されているのが現

状であり、どう進めてゆけばよいか（どのような関係者を巻き込んでいけばよいか。

また、そのアプローチ） 

議論を効率的に進めるために、◎議論のポイントについて、事前に意見・コメントをいただける

とありがたいです。 

よろしくお願い致します。 

資料４－１
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1 

令和元年 10月 15日

（公財）放射線影響協会 

線量登録制度検討に重要な観点 

１． 登録管理制度の目的 

事務局より登録管理制度が３案示されているが、検討するうえで最も重要なのは、登

録管理制度設立の目的を明確にすることである。 

国が国家登録として制度を設立、運用するとしても、国が国費を使ってまでやるべき

必要性があるのか国民に説明できることが重要である。 

更に、民間が主体となり実施するにしても、事業者がなぜ新たに相応の費用や労力を

かけてやらねばならないのか、どのような利益があるのか明確でなければ実現は難しい。 

例えば、「国家線量登録機関による一括管理」として実施する場合には、以下の目的が

考えられる。また、「事業者設置機関による一括管理」の場合も、国の関与によっては近

いものになろう。 

① 規制の有効性確認（放射線防護規制の観点）

② 個人被ばく線量記録の保存（国民の放射線安全、事業者の法定記録の保存義務の

代替の観点）

③ 労災保険に係る被ばくデータの提供（労働者保護の観点）

④ 日本人の職業被ばく線量統計の作成、（国民線量の把握の観点）

⑤ 疫学研究、UNSCEAR 等へのデータの提供（科学及び国際放射線防護基準策定

への貢献の観点）

また、「業界・分野別の分散管理」の目的として以下を挙げるが、これだけでは業界・事業

者が登録管理制度を自主的に運用するための十分な動機とはならないと思われる。 

① 業界の法令順守の確認（業界としての放射線安全アピールの観点）

② 個人被ばく線量記録の保存（法定記録の保存義務の代替）

③ 労災保険に係る被ばくデータの提供（労働者保護の観点）

なお、目的として「最新被ばく前歴の把握」を必要とする業界があるかもしれない。

日々の線量を登録、照会できるシステムは高価で大規模なものとなるであろうし、事

業者の登録の手間もかなりなものとなる。放射線影響協会の原子力被ばく線量登録

管理制度においては、登録は年 1 回としてシステムによる直近前歴管理は行わず、

放射線管理手帳にその役割を委ねている。 

上記のうち「事業者の法定記録の保存義務の代替」については、各放射線防護法令で事業

者に保存が義務付けられている全ての被ばく関連項目（３か月ごと実効線量、等価線量など）

を登録することになるため、登録の際の事業者の確認、整理等の手間がかかること、登録機

関のシステムがそれに対応する必要があることを考慮する必要がある。なお、被ばく記録の

保存義務が解消したとしても、電離健康診断記録の保存義務は残ることになる。 

資料４－２
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２． 登録項目 

登録項目については、「制度の目的」との関連性が強い。登録項目の違いにより、システ

ムのコストや事業者側の登録時の手間も変わってくる。 

例えば 

〇 実効線量のみとするのか、或いは、法定項目をすべて盛り込むのか。 

〇 登録頻度は毎月か、3か月 1回か、年 1回か。 

〇 内部被ばくについては、実効預託線量のみか。摂取日、摂取核種、摂取量等が必要

か。 

 

３． IDの登録方法 

線量登録管理制度において、対象者本人の IDを正確に登録することは極めて重要であ

る。不正確な ID が登録されていると、被ばく歴が検索できない場合や、多重登録されて

しまい線量が正しい ID に名寄せできない場合もありうる。また、名字を変更した場合

に、登録 IDに反映がない場合にも同様なことが生じる。 

 

以下、手続き論ではあるが、明確にしておく必要がある。 

〇 IDを証明する方法 

IDを証明するための公的証明書としては、運転免許証、住民票、健康保険証、パス

ポートなどがある。これらの場合は、コピーを登録申請書とともに窓口に郵送するこ

とも可能と思われる。 

マイナンバーカードを用いる場合には、機密性を考えれば本人が申請窓口に直接持

参して提示する方法に限られる。また、マイナンバーを IDの登録項目とする場合には、

法律(いわゆるマイナンバー法)を改正し、線量登録制度でのマイナンバーの利用を法律

に明記する必要がある。また、事業所及び登録機関の情報管理は厳格でなければなら

ないことは言うまでもない。 

 

〇 ID登録方法 

ID登録のため設置した窓口に、本人又は雇用事業者が登録申請書、ID証明書（運転

免許証、住民票等）を持参又は郵送する方法。及びインターネットから必要事項を登録

する方法などが考えられる。 

登録窓口による場合は、利便性を考えると登録窓口を全国の複数個所に設置する必

要がある。インターネットによる登録の場合は、どのようにして IDを確認し、なりす

ましを防止できるのかの検討が必要となる。 

また、登録窓口に代わるものとして、線量評価を請け負っている測定サービス機関

（個線協等）が ID登録をサービスとして提供できないか。なお、原子力登録管理制度

においては、すでに登録窓口として委任契約を交わした事業者（放射線管理手帳発効

機関）において、原子力施設や除染事業場で働く従事者の登録は可能な仕組みが出来

上がっている。 

以上 
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線量登録制度案の特徴（原案に追記） 

制度案 １．国家線量登録機関による一括管理 ２．事業者設置機関による一括管理 ３．業界・分野別の分散管理 

特徴 

〇名寄せ、線量分布データ等の作成・公

開のすべてを 国家（指定）機関が一括

して実施 

〇放射線従事者線量登録制度（ 中登セ

ンター）の全職種への拡大

〇全ての事業者が作業者数に応じた運

営費を負担 

〇事業者設置の機関が名寄せ、線量分布

データの作成・公開を実施 

→国へ統計データを提供

〇各業界（研究教育機関、医療機関等）

がそれぞれのネットワーク等を活用

して必要な線量管理システムを構築

し運用 又は 

〇RI 放射線業務従事者被ばく線量登録

管理制度の参加者拡大 

→業界毎のネットワークとの関連が

不明確 

〇国全体としての包括的な放射線作業

者の統計の把握は求めない。 

〇国－(指定登録機関)－事業者 〇中央登録機関－事業者 

（国の位置づけが不明確） 

〇登録システム（業界毎）－業界内事業

者 

目的 

〇規制の有効性確認 

〇個人被ばく線量記録の保存 

〇労災保険に係る被ばくデータの提供 

〇日本人の職業被ばく線量統計の作成、

国民線量の把握 

〇疫学研究、UNSCEAR等へのデータの提

供（国際放射線防護基準策定への貢

献） 

〇規制の有効性確認（登録に法的位置付

けがある場合） 

〇個人被ばく線量記録の保存 

〇労災保険に係る被ばくデータの提供 

〇日本人の職業被ばく線量統計の作成、

国民線量の把握（国等の委託による） 

〇疫学研究、UNSCEAR等へのデータの提

供（国等の委託による） 

〇業界の放射線防護法令順守の確認、証

明 

〇個人被ばく線量記録の保存 

〇労災保険に係る被ばくデータの提供 

線量管理制度

としての完全

さ 

（従事者登録、

線量登録の完

全さ） 

〇国としての運用で、完全さは高い 〇参加状況に依存、規制要求次第 〇国としての全体把握が困難。業界の取

り組みに強く依存 

〇国の NDRに係る法令整備が必要 

〇従事者登録時の ID登録方法の検討要 

〇事業者に対して登録の法的義務付け

が必要 

〇従事者登録時の ID登録方法の検討要 

〇業界間を移動する者については、登録

制度の有無や完全性の違い、個人情報

保護法の制約等により、生涯線量が完

全に把握できるか疑問。 

役割分担の明

確さ 

〇国がここまで実施する必要性が論点 〇基本機能の分担が明確 〇管理制度が統一されないため、曖昧さ

が残る 

〇国の負担を正当化できる登録制度の

目的が必要。 

〇国の関与、役割が不明確。 〇国の関与、役割が不明確。 

〇事業者からの ID登録、線量登録について測定サービス機関に代行的役割を持たせることにより合理化が図れる。 

費用負担 〇国の負担が大 〇受益者負担が明確 

〇事業者の負担大 

〇管理方式に依存 

〇事業者の負担大 

〇国の負担を正当化できる登録制度の

目的が必要。 

〇制度参加に法的義務がなく事業者の判断に任される場合には、費用負担を嫌う

多くの事業者の不参加が予想される。→多くの従事者の生涯線量把握が不十分

となる。 

個人情報管理

の徹底度 

〇一括管理のため◎ 

ただし、国としては重い。 

〇設置機関が一括管理するため◎ 〇各々の制度に依存するが、他に比べて

低い。 

〇個人情報保護法の制約があり、業界間

の登録制度の情報共有は難しい。→従

事者の生涯線量把握が不十分となる。 

〇ID登録、被ばく線量登録が法令に基づく行為でない場合には、あらかじめ従事者本人から個人情報の登録について同意が

必要。（個人情報保護法） 

〇マイナンバーを登録し、名寄せなどに利用することは、法令への記載、登録事業者（所）での管理等克服すべき障壁があ

る。 

令和元年１０月１５日

（公財）放射線影響協会

資料４－３
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平成31年10月15日

公益財団法人　放射線影響協会

特徴

目的

事業者･機関等 役割 説明

（イメージ）
１．国家線量登録機関による一括管理

① 規制の有効性確認
②個人被ばく線量記録の保存
③労災保険に係る被ばくデータの提供
④日本人の職業被ばく線量統計の作成、国民線量の把握
⑤疫学研究、UNSCEAR等へのデータの提供（国際放射線防護基準策定への貢献）

〇名寄せ、線量分布データ等の作成・公開のすべてを 国家（指定）機関が一括して実施

一元登録の流れ

国
一元登録に係る

法令の整備

① 各省庁は、放射線防護法令により一元登録機
関を指定する。
② 各省庁は、各法令において被規制者に従事者
の被ばく線量登録義務を追加する。
③ 各省庁は、登録データを利用、運用する。
④ 各省庁は、NDRの運営費用等の全額又は一部
を負担する。
⑤ 必要な線量統計を公表する。

一元
登録機関

被ばく線量の
一元登録

①被ばく線量記録をシステムに登録し、従事者に
付与された登録番号により一元管理を行う。

②登録された被ばく線量は、従事者本人及び関係
事業者からの線量照会を可能とする。

線量記録の
登録代行機関

一元登録機関
への被ばく線量

登録の代行

①中央登録センター又は測定サービス機関が雇
用事業者や施設事業者に代行して一元登録機関
へのID登録・線量登録を行うことにより各登録業
務を合理化することができる。

施設等事業者 線量登録義務者

①従事者の被ばく線量の登録は、雇用事業者又
は施設等事業者の義務とする。

②原子力又は除染登録管理制度に加入の「原子
力事業者」又は「除染事業者」は、「中央登録セン
ター」を通して、「一元的登録機関」に線量登録を
行う。

③中央登録制度に未加入の「事業者」又は「機関」
は、契約している「測定サービス機関」が代行し
て、「一元的登録機関」に線量登録を行うことによ
り業務の合理化を図ることができる。

④インハウスで被ばく線量測定を行っている「事業
者」又は「機関」は直接「一元的登録機関」に登録
を行う。

※ 中央登録管理制度加入事業者は
登録制度契約に基づくNDR以外の登
録項目については、制度上の登録とし
て中央登録センターに登録を行うもの
とする。

雇用事業者

①ID登録
義務者

②線量登録
義務者

①雇用事業者は初めて放射線作業に従事させる
者のIDを、一元登録機関に申請し登録番号を取得
する。

②従事者の被ばく線量の登録は、雇用事業者又
は許可事業者の義務とする。

③雇用事業者は、施設事業者（原子力、核物質
等、RI)に線量登録を委任することができる。

測定サービス機関

原子力登録管理制度、
除染登録管理制度に
加入する原子力事業
者及び除染事業者

原子力登録管理制度、
除染登録管理制度に

未加入の事業者、機関

RI事業者

医療機関

研究機関

教育機関等

インハウス
事業者

自社で被ばく線
量の測定評価
を行う事業者

一元登録機関

放射線影響協会
（中央登録センター）

放射線関連法令 所管官庁
（厚生労働省、経済産業省、原子力規制委員会）

（↓登録機関の指定）

（線量登録の報告↑）

（中央登録制度）

雇用事業者

（線量測定・登録の委任）

（作業者のNDRへ

の初期登録（登録

番号の取得））

施設等事業者

自ら、又は

雇用事業者の

委任による登録

資料４－４
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平成31年10月15日

公益財団法人　放射線影響協会

特徴

目的

事業者･機関等 役割 説明

施設等事業者 線量登録義務者

①従事者の被ばく線量の登録は、雇用事業者又
は施設等事業者の義務とする。

②原子力又は除染登録管理制度に加入の「原子
力事業者」又は「除染事業者」は、「中央登録セン
ター」を通して、「一元的登録機関」に線量登録を
行う。

③中央登録制度に未加入の「事業者」又は「機関」
は、契約している「測定サービス機関」が代行し
て、「一元的登録機関」に線量登録を行うことによ
り業務の合理化を図ることができる。

④インハウスで被ばく線量測定を行っている「事業
者」又は「機関」は直接「一元的登録機関」に登録
を行う。

※ 中央登録管理制度加入事業者は
登録制度契約に基づくNDR以外の登
録項目については、制度上の登録とし
て中央登録センターに登録を行うもの
とする。

雇用事業者

①ID登録
義務者

②線量登録
義務者

①雇用事業者は初めて放射線作業に従事させる
者のIDを、一元登録機関に申請し登録番号を取得
する。

②従事者の被ばく線量の登録は、雇用事業者又
は許可事業者の義務とする。

③雇用事業者は、施設事業者（原子力、核物質
等、RI)に線量登録を委任することができる。

一元
登録機関

被ばく線量の
一元登録

①登録管理システムに従事者を登録のうえ、登録
番号を付与、被ばく線量記録を登録し一元管理を
行う。

②登録された被ばく線量記録は、従事者本人及び
関係事業者からの線量照会を可能とする。

線量記録の
登録代行機関

一元登録機関
への被ばく線量

登録の代行

①中央登録センター又は測定サービス機関が雇
用事業者や施設事業者に代行して一元登録機関
へのID登録・線量登録を行うことにより各登録業
務を合理化することができる。

（イメージ）
２．事業者設置機関による一括管理

① 規制の有効性確認（法的位置づけがある場合）
②個人被ばく線量記録の保存
③労災保険に係る被ばくデータの提供
④日本人の職業被ばく線量統計の作成（国等の委託による）
⑤疫学研究、UNSCEAR等へのデータの提供（国等の委託による）

〇 放射線従事者線量登録制度（ 中登センター）の全職種への拡大
〇 全ての事業者が作業者数に応じた運営費を負担
〇 事業者設置の機関が名寄せ、線量分布データの作成・公開を実施

→国へ統計データを提供

一元登録の流れ

国
一元登録の

義務化
（法令の整備等）

① 事業者負担による従事者、線量の登録の完全
性を担保するためには、法令により事業者等に従
事者の被ばく線量登録義務を負わせる必要があ
る。

② 登録制度に国の関与（法的位置付け等）がな
い場合には、国は登録データを利用することはで
きない。

原子力登録管理制度、
除染登録管理制度に
加入する原子力事業
者及び除染事業者

原子力登録管理制度、
除染登録管理制度に

未加入の事業者、機関

RI事業者

医療機関

研究機関

教育機関等

インハウス
事業者

自社で被ばく線
量の測定評価
を行う事業者

放射線影響協会？

（中央登録センター）

放射線関連法令 所管官庁
（厚生労働省、経済産業省、原子力規制委員会）

（↓登録機関の指定？）

（線量登録の報告？↑）

雇用事業者

（線量測定・登録の委任）

（作業者のNDRへ

の初期登録（中央

登録番号の取

測定サービス機関

施設等事業者

自ら、又は

雇用事業者の

委任による登録

（放射線業務従事者被ばく線量登録管理制度？）

2 / 3
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平成31年10月15日

公益財団法人　放射線影響協会

特徴

目的

事業者･機関等 役割 説明

施設等事業者

※ 中央登録管理制度加入事業者は
登録制度契約に基づくNDR以外の登
録項目については、制度上の登録とし
て中央登録センターに登録を行うもの
とする。

雇用事業者

各業界毎のルー
ルに基づき
①ID登録
　　　　　　義務者

②線量登録
　　　　　　義務者

①各業界のルールに基づき、従事者及び被ばく線
量を「業界別登録システム」に登録する。

②原子力及び除染事業者は、従来通り既存の「中
央登録管理制度」に従事者及び線量を登録する。

③原子力及び除染以外の事業者は、契約してい
る「測定サービス機関」を通して、業界別登録シス
テムに線量登録することにより合理化が可能。

④インハウスで被ばく線量測定を行っている「事業
者」又は「機関」は直接業界別登録システムに登
録を行う。

業界別
登録システム

業界別
登録システム

への
被ばく線量の

登録

①各業界毎に登録システムを設置、運営する。

②それぞれの業界別の登録システムにより従事
者に登録番号を付与することとなるため、各システ
ム横断的に名寄せすることはできない。

③業界別システムに登録された被ばく線量は、そ
れぞれのシステム内において従事者本人及び関
係事業者からの線量照会を可能とする。

④業界間を移動する者については、登録制度の
有無や完全性の違い、個人情報保護法の制約等
により、生涯線量が完全に把握できるか疑問。

線量記録の
登録代行機関

登録システム
への被ばく線量

登録の代行

①雇用事業者や許可事業者は、測定サービス機
関に線量記録の登録システムへの登録を委託す
ることにより登録業務を合理化することができる。

（イメージ）
３．業界・分野別の分散管理

① 個人被ばく線量記録の保存
②労災保険に係る被ばくデータの提供

〇 各業界（研究教育機関、医療機関等）がそれぞれのネットワーク等を活用して必要な線量管理システムを構築し運用
〇 又はRI 放射線業務従事者被ばく線量登録管理制度の参加者拡大
　　→業界毎のネットワークとの関連が不明確
〇 国全体としての包括的な放射線作業者の統計の把握は求めない。

一元登録の流れ

国
一元登録の

義務化
（法令の整備等）

① 国は各業界にID登録システムの整備について
協力を求める。

② 必要な場合、登録システムの設立運営に金銭
的補助を与える。

原子力登録管理制度、
除染登録管理制度に
加入する原子力事業
者及び除染事業者

原子力登録管理制度、
除染登録管理制度に

未加入の事業者、機関

RI事業者

医療機関

研究機関

教育機関等

インハウス
事業者

自社で被ばく線
量の測定評価
を行う事業者

原子力/除染
放射線影響協会

放射線関連法令 所管官庁
（厚生労働省、経済産業省、原子力規制委員会）

（中央登録制度）

医療 教育 非破壊 製造業

測定サービス機関

（業界毎の従事者登録、線量登録ルール）

雇用事業者

（登録システム整備等について協力依頼）

（業界別登録システム）

3 / 3
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資料４－５ 

岡﨑先生からのメール抜粋 
 
簡単ですが、気づいた点をメモ的に書き出しました。 
 
> 議題（１）線量登録制度案についての検討 については 
> ◎ポイント１： 追加すべき観点があるか？ 
> ◎ポイント２：追加すべき制度案があるか？ 
法整備について 
 
> ◎ポイント３：各々の案についての検討 
>      （追加内容、例えば、実施組織名寄せの方法費用負担など ） 
放射性同位元素等取扱事業所が対象？であるならば下記の事業所に対して登録をどうするか？ 
 https://www.nsr.go.jp/activity/ri_kisei/kiseihou/kiseihou4-1.html 
 放射性同位元素等取扱事業所数は、平成 31 年 3 月 31 日現在 8,096 であり、このうち、使用事業所は

7,608、販売事業所は 320、貸賃事業所は 161、廃棄事業所は 7 となっている。 また、使用事業所のうち、

許可事業所は 2,211、届出事業所は 5,397 である。 
使用事業所について機関別にみると、平成 31 年 3 月 31 日現在、医療機関が 1,131、研究機関が 435、教
育機関が 491、民間機関が 4,532、その他の機関（地方自治体の公害センター、保健所、水道局等）が

1,019 
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今後の進め方について
1. どのような場を使って議論を進めていけばよいか。
種々の学会等の場で、複数案を提示し意見をもらう。
考えられる会合等
日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会、
アイソトープ・放射線研究発表会、・・・

岡﨑先生コメント：医療放射線防護連絡協議会との連携は？

2. 特に医療分野における議論の進め方
被ばく管理自体が課題となっているのが現状
岡﨑先生コメント：
放射線を扱う学会におけるシンポジウムあるいはワークショップの
開催、特に日本整形外科学会（昭和大学平泉裕客員教授が担当）。

1

資料5
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次回の検討会
1. 開催時期： １２月中旬から下旬

2. 内容

1. 複数案をまとめた資料のまとめ（今回の議論を踏まえて）

2. 線量データや職業被ばく分類などについて、学術会議報告
書、UNSCEAR、EUガイドライン等を調査した結果
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別添１−２ 
国家線量登録制度検討グループ第１回会合 議事概要 

 
１．日時：2019 年 10 月 15 日（火）13：30～16：15 
 
２．場所：日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 7 会議室 
 
３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 
委員：飯本武志、岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、神田玲子、百瀬琢磨（欠席） 

原子力規制庁 放射線防護企画課 大町康 
厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 
厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 
オブザーバ  浅野智宏、高田千恵 
事務局      小野瀬政浩、仁平敦 
 

４．主な議事項目 
（１）複数制度案の検討 
（２）今後の進め方 
 
５．配布資料 

資料１ 国家線量登録制度検討グループ名簿（2019 年度） 
資料２ 国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事メモ 
資料３－１ 国家線量登録制度に関する検討状況について（研究報告） 
資料３－２ 個人線量管理のあり方について（研究報告） 
資料４－１ 第 2 回（10/15）国家線量登録制度検討会の進め方 
資料４－２ 線量登録制度検討に重要な観点 
資料４－３ 線量登録制度案の特徴（原案に追記） 
資料４－４ 線量登録の流れ 
資料４－５ 岡﨑先生からのメール抜粋 
資料５ 今後の進め方について 

 
６．議事概要 
６．１ 開会及び趣旨説明 
主査より、以下の説明があった。 
・ 国家線量登録制度の検討については、複数の制度案をステークホルダに提供し合意形成を図る

アプローチとする。 
・ 今年度は、複数の制度案をまとめるのが目的である。 

６．２ 国家線量登録制度検討グループ（2019 年度）について 
主査より、資料１に基づき今年度のメンバーについて報告があった。 

・ 主査は吉澤氏とし、前回報告者であった神田氏も委員とする。 
・ オブザーバとして、原子力規制庁の他に、厚生労働省地域医療計画課と労働衛生課電離放射線

労働者健康対策室が参加することとなった。 
６．３ 国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事メモについて 

主査より、資料２に基づき前回の意見交換で挙がったポイントの紹介があった。 
６．４ これまでの活動の報告 

神田委員より、資料３－１及び資料３－２に基づき、本検討グループの検討内容等が厚生労働省「眼

の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会」及び放射線審議会第１４６回総会で報告されたと

の紹介があった。 
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６．５ 線量登録制度の検討 
・ 主査より、資料４－１に基づき、前回の議論を踏まえて整理した以下の 3 つの制度案と、これらを線

量管理制度としての完全さ、国と事業者の役割分担の明確さ、費用負担及び個人情報管理の観

点から比較したもの（別紙参照）が示された。 
・ 伊藤委員より、資料４－２、資料４－３及び資料４－４に基づき、中央登録センターの原子力や除染

などの登録管理制度の経験から、検討に当たっての重要な観点、３つの制度案の整理票に追記

すべき事項及び各々の具体的な線量登録の流れを検討した結果について説明があった。 
・ これらをもとに制度案等について検討した。主要な意見・コメントは以下のとおり。 
① 制度案においては目的を明確にすることが非常に重要。どの案においても、実施者（国や事業

者）がなぜ新たに相応の費用や労力をかけてやらなければならないのか、それによってどのよう

な利益があるのかが明確でなければ実現は難しい。 
② 目的としては、1)放射線防護規則の有効性の確認、2)個人被ばく線量記録の保存、3)労災保険

に係る被ばくデータの提供、4)日本人の職業被ばく線量統計の作成、5)疫学研究、UNSCEAR
等へのデータの提供 が考えられる。国としては、1)、4)及び 5)が、事業者には 2)と 3)が主な目

的となるのではないか。 
③ 目的には「被ばく前歴の把握」もあるのではないか。ただし、システムによる日々の線量登録を考

えることは合理的ではない。大学（理工系）でも被ばく線量は低いので、日常的な被ばく前歴把

握のニーズは低い。5 年ごとの線量限度に対応した必要な被ばく前歴（異動した時、転職した時

のタイミングでの被ばく前歴）を考えるのが妥当ではないか。 
④ 学術会議の制度案では、記録の保存は線量登録機関が行い事業側の義務から外す、線量登録

を個人線量測定サービス機関が代行することなど、新しく義務を負荷する一方で義務を軽減させ

る発想があり、この考え方は重要である。これは法令が変わらなければできない。 
⑤ ＲＩセンターを持つ大学の中で線量登録システム（健康診断も含めて）を作っているが、モチベー

ションになっているのは線量管理そのものではなく、従事者登録に係る証明書の発行を楽にした

いことである。 
⑥ 登録する項目（実効線量のみ、１cm 線量当量等の法定項目すべてか、登録頻度は毎月か、内

部被ばくは実効預託線量のみかなど）について検討する必要がある。 
⑦ 登録制度で大事なのは ID 登録である。これをしっかり出来るような制度を作らないと、不正確な

ID が登録され、正しく名寄せや被ばく前歴の検索ができず、役に立たない制度になる。 
⑧ 今後の検討や制度の必要性等の説明のためには、医療や大学で、どの程度の人数が頻繁な異

動をしているかの調査が必要である。 
・ これらの意見・コメントを基に、複数制度案の説明や比較を事務局で修正（詳細化）することとした。 

６．６ ステークホルダを巻き込んだ制度案の検討の進め方について 
・ ・資料５に基づき、どのような場で議論を進めるかを検討した。その結果、種々の学会（日本保健

物理学会、日本放射線安全管理学会、アイソトープ・放射線研究発表会、医療放射線防護連絡

協議会）の研究発表会等で、検討結果を報告して議論を進めることとした。 
・ 直近では、１２月の日本保健物理学会・日本放射線安全管理学会合同研究発表会のネットワー

クに関するセッションで発表することとした。 
・ 医療分野については、線量管理自体が課題となっているため、医療関係の種々の学会で線量

管理上の課題の議論とともに線量管理制度を議論することが適当であろう。 
６．７ 次回の会合について 
・ 次回会合は、１２月に開催することとし、今回の検討の続き及び登録すべき線量や名寄せのため

の ID等について検討することとした。 
以上 
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別添１−３ 国家線量登録制度検討グループ第 2回会合 資料 
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令和元年度原子力規制委員会委託事業「放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

（放射線防護研究分野における課題解決ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

職業被ばく最適化推進ネットワーク 

国家線量登録制度検討グループ第２回会合 議事次第 

 

1. 日 時 ： 2019 年 12 月 22 日（日） 13:30～16:00 頃 

 

2. 場 所 ： 日本原子力研究開発機構 東京事務所 会議室７ 

 

3．出席予定者（敬称略） 

検討会メンバー 岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、 

 神田玲子、百瀬琢麿、吉澤道夫  

 （飯本武志：欠席予定） 

オブザーバー 原子力規制庁（放射線防護企画課）：大町、小林、荻野 

  厚生労働省（地域医療計画課）：  

  同 上    （労働衛生課電離放射線労働者健康対策室）；   

  その他： 放射線影響協会 浅野 

事務局：    原子力機構原子力科学研究所放射線管理部：木内、小野瀬、高橋 

 

4．議題  

（１） 線量登録制度案についての検討 

（２） 職業被ばく分類等について 

（３） 今後の進め方 

（４） その他 

 

５．資料 

資料１： 第１回検討会議事概要（案） 

資料２： 海外の線量一元化の現状 

資料３： 線量登録制度案の検討 

 ３－１ 制度案の検討 

 ３－２ 登録すべき情報について 

 ３－３ 原子力被ばく線量登録管理制度における ID 登録について 

資料４： 職業被ばく分類等について 

 資料５： 今後の進め方 
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国家線量登録制度検討グループ第１回会合 議事概要（案） 

 

１．日時：2019 年 10 月 15 日（火）13：30～16：15 

 

２．場所：日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 7 会議室 

 

３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 

委員：飯本武志、岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、神田玲子、百瀬琢磨（欠席） 

原子力規制庁 放射線防護企画課 大町康 

厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 

厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 

オブザーバ  浅野智宏、高田千恵 

事務局      小野瀬政浩、仁平敦 

 

４．主な議事項目 

（１）複数制度案の検討 

（２）今後の進め方 

 

５．配布資料 

資料１ 国家線量登録制度検討グループ（2019 年度） 

資料２ 国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事メモ 

資料３－１ 国家線量登録制度に関する検討状況について（研究報告） 

資料３－２ 個人線量管理のあり方について（研究報告） 

資料４－１ 第 2 回（10/15）国家線量登録制度検討会の進め方 

資料４－２ 線量登録制度検討に重要な観点 

資料４－３ 線量登録制度案の特徴（原案に追記） 

資料４－４ 1．国家線量登録機関による一括管理（イメージ） 

         2．事業者設置機関による一括管理（イメージ） 

         3．業界・分野別の分散管理（イメージ） 

資料４－５ 岡﨑先生からのメール抜粋 

資料５ 今後の進め方について 

 

 

資料１ 
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６．議事概要 

６．１ 開会及び趣旨説明 

主査より、以下の説明があった。 

・ 国家線量登録制度の検討については、複数の制度案をステークホルダに提供し合意形成を図るアプ

ローチとする。 

・ 今年度は、複数の制度案をまとめるのが目的である。 

６．２ 国家線量登録制度検討グループ（2019 年度）について 

主査より、資料１に基づき今年度のメンバーについて報告があった。 

・ 主査は吉澤氏とし、前回報告者であった神田氏も委員とする。 

・ オブザーバとして、原子力規制庁の他に、厚生労働省地域医療計画課と労働衛生課電離放射線労

働者健康対策室が参加することとなった。 

６．３ 国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事メモについて 

主査より、資料２に基づき前回の意見交換で挙がったポイントの紹介があった。 

６．４ これまでの活動の報告 

神田委員より、資料３－１及び資料３－２に基づき、本検討グループの検討内容等が厚生労働省「眼の

水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会」及び放射線審議会第１４６回総会で報告されたとの紹

介があった。 

６．５ 線量登録制度の検討 

・ 主査より、資料４－１に基づき、前回の議論を踏まえて整理した以下の 3 つの制度案と、これらを線量

管理制度としての完全さ、国と事業者の役割分担の明確さ、費用負担及び個人情報管理の観点から

比較したもの（別紙参照）が示された。 

・ 伊藤委員より、資料４－２、資料４－３及び資料４－４に基づき、中央登録センターの原子力や除染な

どの登録管理制度の経験から、検討に当たっての重要な観点、３つの制度案の整理票に追記すべき

事項及び各々の具体的な線量登録の流れを検討した結果について説明があった。 

・ これらをもとに制度案等について検討した。主要な意見・コメントは以下のとおり。 

① 制度案においては目的を明確にすることが非常に重要。どの案においても、実施者（国や事業者）

がなぜ新たに相応の費用や労力をかけてやらなければならないのか、それによってどのような利益

があるのかが明確でなければ実現は難しい。 

② 目的としては、1)放射線防護規則の有効性の確認、2)個人被ばく線量記録の保存、3)労災保険に

係る被ばくデータの提供、4)日本人の職業被ばく線量統計の作成、5)疫学研究、UNSCEAR 等へ

のデータの提供 が考えられる。国としては、1)、4)及び5)が、事業者には2)と3)が主な目的となるの

ではないか。 

③ 目的には「被ばく前歴の把握」もあるのではないか。ただし、システムによる日々の線量登録を考える

ことは合理的ではない。大学（理工系）でも被ばく線量は低いので、日常的な被ばく前歴把握のニー
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ズは低い。5 年ごとの線量限度に対応した必要な被ばく前歴（異動した時、転職した時のタイミングで

の被ばく前歴）を考えるのが妥当ではないか。 

④ 学術会議の制度案では、記録の保存は線量登録機関が行い事業側の義務から外す、線量登録を

個人線量測定サービス機関が代行することなど、新しく義務を負荷する一方で義務を軽減させる発

想があり、この考え方は重要である。これは法令が変わらなければできない。 

⑤ ＲＩセンターを持つ大学の中で線量登録システム（健康診断も含めて）を作っているが、モチベーショ

ンになっているのは線量管理そのものではなく、従事者登録に係る証明書の発行を楽にしたいこと

である。 

⑥ 登録する項目（実効線量のみ、１cm 線量当量等の法定項目すべてか、登録頻度は毎月か、内部被

ばくは実効預託線量のみかなど）について検討する必要がある。 

⑦ 登録制度で大事なのは ID 登録である。これをしっかり出来るような制度を作らないと、不正確な ID

が登録され、正しく名寄せや被ばく前歴の検索ができず、役に立たない制度になる。 

⑧ 今後の検討や制度の必要性等の説明のためには、医療や大学で、どの程度の人数が頻繁な異動

をしているかの調査が必要である。 

・ これらの意見・コメントを基に、複数制度案の説明や比較を事務局で修正（詳細化）することとした。 

６．６ ステークホルダを巻き込んだ制度案の検討の進め方について 

・ ・資料５に基づき、どのような場で議論を進めるかを検討した。その結果、種々の学会（日本保健物

理学会、日本放射線安全管理学会、アイソトープ・放射線研究発表会、医療放射線防護連絡協議

会）の研究発表会等で、検討結果を報告して議論を進めることとした。 

・ 直近では、１２月の日本保健物理学会・日本放射線安全管理学会合同研究発表会のネットワークに

関するセッションで発表することとした。 

・ 医療分野については、線量管理自体が課題となっているため、医療関係の種々の学会で線量管理

上の課題の議論とともに線量管理制度を議論することが適当であろう。 

６．７ 次回の会合について 

・ 次回会合は、１２月に開催することとし、今回の検討の続き及び登録すべき線量や名寄せのための

ID等について検討することとした。 

 

以上 
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海外の線量一元化の現状
（欧州、韓国、米国の例）

日本原子力研究開発機構

原子力科学研究所 放射線管理部

吉澤 道夫

日本学術会議主催公開シンポジウム
「放射線作業者の被ばくの一元管理」
2011年1月25日（火） 日本学術会議講堂

資料２
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１．欧 州

2放射線作業者の被ばくの一元管理H23.1.25
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欧州における線量管理の整合性の確保

欧州委員会
（EC）

英国 フランス ドイツ 加盟国 ・・・

3放射線作業者の被ばくの一元管理

職業被ばくの調査
European Study on 

Occupational Radiation 
Exposure (ESOREX)

H23.1.25

EU 指令(Directives)
技術的勧告文書

(Radiation Protection No.160)

Council Directive 90/641 (1990)
事業所所属以外の作業者の線量管理

Council Directive 96/29 (1996)
EU基本安全基準
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欧州の職業被ばく線量データ管理
l 個人線量測定・管理に関する技術的勧告

n Radiation Protection No.160 （2009）
“Technical Recommendations for Monitoring Individuals 
Occupationally Exposed to External Radiation” 

4放射線作業者の被ばくの一元管理

規制当局

中央（国家）登録機関

事業者
•事業者情報
•作業者の情報
•放射線作業の分類
•線量の記録

作業の分類等 測定機関の認証

測定機関
•事業者情報
•作業者の情報
•放射線作業の分類
•個人線量の測定結果

職業被ばくの解析 ESOREX, UNSCEAR
H23.1.25
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欧州の職業被ばくの分類（標準例）

活動分野 具体的な行為

原子力 ウラン採鉱（地下／地上）、 ウラン精錬、 ウラン濃縮及び転換
原子炉運転（常勤）、原子炉運転（保守）
燃料再処理（酸化物／金属）
核燃料サイクルに関する研究

医学 放射線診断（従来法、特殊な方法）、 歯科放射線学
放射線治療（外部線源）、小線源法（手動、ｱﾌﾀｰﾛｰディﾝｸﾞ）
生物医学研究
その他すべての医学利用

工業 工業照射、 工業用ラジオグラフィー、 発光剤、 RI製造、 検層、
加速器運転、その他すべての工業利用

自然線源 民間飛行、ラドン、
採掘（石炭：地下／地上）、 採掘（石炭以外：地下／地上）
その他の採掘（リン酸塩、石油・ガスなど）

その他 教育機関、獣医学、他
原子力船及び補助施設、その他軍事利用

5放射線作業者の被ばくの一元管理H23.1.25

Radiation Protection No.160 Fig.9.3から作成
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欧州における職業被ばくの状況
（ESOREX 2000の結果から）

6放射線作業者の被ばくの一元管理

個人平均線量 集団線量

m
Sv

0

2
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19
96

自然線源

工業

原子力

医学

研究・教育

人
・
Sv

0

100

200

19
98

20
00 19

96
19

98

20
00

原子力

医学

工業

自然線源

研究・教育

H23.1.25
G.Frash(BfS): ESOREX Workshop, Prague, 2-3 Dec. 2004 講演資料から引用- 74 -



2．韓 国

7放射線作業者の被ばくの一元管理H23.1.25
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韓国の職業被ばく情報システム

l 公共機関

l その他

l 原子力発電プラント

l 軍事機関

8放射線作業者の被ばくの一元管理

n 韓国原子力安全技術院（KINS）が、
職業被ばく情報システム Korea Information 
System on Occupational Exposure (KISOE)
を運用

n Webベースの総合的な情報システム
n 対象とする職業分野

l 医療

l 工業

l 非破壊

l 販売会社

l 研究機関

l 教育機関

H23.1.25
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韓国の職業被ばく情報システム（KISOE）

9放射線作業者の被ばくの一元管理

KISOE解析 評価

放射線防護政策

線量情報 事業者情報 規制情報

国家線量機関
（韓国RI協会）

個人線量記録

原子力発電所

線量測定情報
健康診断
教育 等

RI事業所

線量測定情報
健康診断
教育 等

規制当局
（MOST/
KINS）

防護法令

測定機関
の認証
その他

測定機関

線量測定法
個人情報
線量測定ﾃﾞｰﾀ
Q/A情報 等

線量分布等
規制の効果

放射線影響
事故解析

線量記録
線量測定ﾃﾞｰﾀ

線量記録

H23.1.25
http://kisoe.kins.re.kr/gezs50_001_00.htmlを元に作成- 77 -

http://kisoe.kins.re.kr/gezs50_001_00.html


3．米 国

10放射線作業者の被ばくの一元管理H23.1.25
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米国NRCの職業被ばく線量データ管理
l 米国原子力規制委員会(NRC)は、

Radiation Exposure Information and Reporting 
System (REIRS) を運用
n 10 CFR Part 20：毎年個人線量データ報告を義務づけ

11放射線作業者の被ばくの一元管理

事業者

事業者

NRC
線量の合算
（名寄せ）
統計解析等

被ばく線量統計
（NUREG-0713）

事業者

事業者

個人線量
個人識別番号
等

個人
線量
の照
会

回答

H23.1.25
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まとめ

l 原子力主要国では、職業被ばくの状況の把握
・施策立案のため、放射線作業者の個人線量
を一元的に収集・解析するシステムを有する。

n中央(国家）線量機関の設置
n対象範囲は、原子力だけではない
（医学、工業、NORM等を含めている)

n欧州： 個人線量データの報告は測定機関が実施

l 個人線量測定の品質（信頼性）確保のため、
認証制度を導入している国が多い。

n UNSCEAR 2008年報告： 35か国中29か国

12放射線作業者の被ばくの一元管理H23.1.25
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資料3－１
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今回の議論
l前回の議論から

ü何のために、誰のためにの議論を深める必要

ü有効性や意義の見いだせない負担増は受け入れられない

ü理想論ではなく、現実の即した合理的な制度構築が必要

�制度の対象者をどこまでにするかの議論が必要

�原子力の登録管理制度は業務従事者全員が対象

�人材流動化への対応（RI・医療）なら、全員を対象とするか？
2- 82 -



線量登録制度の対象者の考え⽅
（累積）被ばく線量 単独事業所のみ 複数事業所で作業 異動が頻繁

検出限界未満のみ × × ×

検出限界以上の被ばくあり × ○／× ○／×

一定以上の被ばく線量あり
年１or 2mSv (記録レベル) × ○／× ○／×

年 5 mSv(白血病認定基準) ○ ○ ○

年20mSv （5年管理要） ○ ○ ○

100mSv（緊急作業） ○ ○ ○

3

＊原子力、除染は、全ての業務従事者対象の制度が確立済み
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考えられる制度案（制度案の拡⼤）
① 国家線量登録機関による中央一括管理方式

� 全ての放射線業務従事者を対象

� 名寄せ、線量分布データ等の作成・公開のすべてを国家（指定）機関が一括して実施

② 全事業者が共同で線量登録機関を設置して一括管理する方式

� 全ての放射線業務従事者を対象

� 放射線従事者線量登録制度（中登センター）の全職種への拡大

� 事業者設置の機関が名寄せ、線量分布データの作成・公開を実施
⇒ 国へ統計データを提供

③ 全事業者が共同で線量登録機関を設置して管理する方式

� 一部の放射線業務従事者を対象（複数事業所での作業、異動が頻繁、一定以上の被ばく線量前歴あり等）
（原子力、除染は、全てを対象とした制度有り）

� 放射線従事者線量登録制度（中登センター）の拡大

� 事業者設置の機関が名寄せ、線量分布データの作成・公開を実施

④ 業界・分野別に線量管理制度を運用する方式

� 一部の放射線業務従事者を対象（複数事業所での作業、異動が頻繁、一定以上の被ばく線量前歴あり等）

（原子力、除染は、全てを対象とした制度有り）

� 各業界（研究教育機関、医療機関等）がそれぞれのネットワーク等を活用して必要な線量管理システムを構築
し運用 又は

� RI放射線業務従事者被ばく線量登録管理制度の参加者拡大
4- 84 -



①国家線量登録機関による中央⼀括管理
�対象：全ての放射線業務従事者

�目的・役割：
① 規制の有効性確認

② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作
成、国民線量の把握

③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供

④ 労災保険に係る被ばくデータ提供

⑤ 被ばく前歴等の把握（照会対応）

⑥ 個人被ばく線量記録の一括保存

�費用負担：（原則）国の予算
事業者作業者数に応じた
手数料負担

5

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

国家線量登録機関
（名寄せ、前歴データ提供、被ばく統計作成等）

放射線影響協会
（中登センター）

各原子力・除染
事業者

その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

被ばく統計等の報告
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②事業者設置機関による⼀括管理
� 対象：全ての放射線業務従事者

� 目的・役割：
① 被ばく前歴等の把握（照会対応）

② 労災保険に係る被ばくデータ提供

③ 個人被ばく線量記録の一括保存
ü 法的位置付け要

＜国からの委託等があれば対応＞

① 規制の有効性確認

② 日本人の完全な職業被ばく線量統計の作成、
国民線量の把握

③ 疫学研究、UNSCEAR等へのデータ提供

� 費用負担：
Ø 各事業者が人数に応じた費用を負担

6

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

線量登録機関
（放射線影響協会中登センター）

（名寄せ、前歴データ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

各雇用主
従事者登録番号取得

被ばく統計等の作成依頼・報告

疫学調査等への協力

測定サービス機関
（登録代行）
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③事業者設置機関による管理

7

線量登録機関
（放射線影響協会中登センター）

（名寄せ、前歴データ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

対象者のいる雇用主
従事者登録番号取得

疫学調査への協力

測定サービス機関
（登録代行）

�対象：一部の放射線業務従事者
Ø複数事業所や異動が頻繁な作業者

Ø一定線量以上の作業者

Øただし原子力・除染は全て（制度有）

�目的・役割：
① 被ばく前歴等の把握（照会対応）

② 労災保険に係る被ばくデータ提供

＜国からの委託等があれば対応＞

① 疫学研究等へのデータ提供

�費用負担：
Ø各事業者が人数に応じた費用を負担

国（放射線防護関連）
厚労省、原子力規制委員会、経産省

対象者の通知
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④業界・分野別の管理

8

各業界の
担当機関

（名寄せ、前歴デー
タ提供等）

各原子力・除染
事業者 その他各事業者

対象者のいる雇用主
従事者登録番号取得

測定サービス機関
（登録代行）

�対象：一部の放射線業務従事者
Ø複数事業所や異動が頻繁な作業者

Ø一定線量以上の作業者

Øただし原子力・除染は全て（制度有）

�目的・役割：
① 被ばく前歴等の把握（照会対応）

② 労災保険に係る被ばくデータ提供

�費用負担：
Ø各業界での取組み

対象者の通知

放射線影響協
会（中央登録
センター）
（名寄せ、前歴デー
タ提供等）
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各制度体系案の⽐較

9

制度 ①国家線量登録機関
による一括管理

②事業者設置機関によ
る一括管理

③事業者設置機関によ
る管理（対象限定）

④業界・分野別の分散管
理（対象限定）

線量管理制度と
しての完全さ

国としての運用で、
完全さは高い

参加状況に依存
（規制要求必要）

必要な者に限定した
制度（規制要求必
要）

必要な者に限定した制
度。業界の取り組みに
強く依存

役割分担の明確
さ

国がここまで実施
する必要性が論点

基本機能の分担が明
確

基本機能の分担が明
確

管理制度が統一されな
いため、曖昧さが残る

費用負担 国の負担が大 受益者負担が明確
事業者の負担大

受益者負担が明確

事業者の負担は②よ
り限定的

管理方式に依存

個人情報管理の
徹底度

一括管理のため◎
ただし、国として
は重い。

設置機関が一括管理
するため◎

設置機関が一括管理
するため◎

各々の制度に依存する
が、他に比べて低い。
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対象者限定について、実態は︖
�今後の検討や制度の必要性等の説明のためには、医療や大学で、どの
程度の人数が複数事業所での作業、頻繁な異動をしているかの調査が
必要

�次年度に実態調査を実施したい

� 調査方法（案）： 学会等を通じたアンケート調査？
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検討内容
l前回の議論から

ü登録制度で大事なのはID登録である。これをしっかり出来るよ
うな制度を作らないと、不正確なIDが登録され、正しく名寄せ
や被ばく前歴の検索ができず、役に立たない制度になる。

ü登録する項目（実効線量のみ、１cm線量当量等の法定項目す
べてか、登録頻度は毎月か、内部被ばくは実効預託線量のみ
かなど）について検討する必要がある。
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⽇本学術会議報告書（記録）では
l基本的な機能

① 作業者の被ばく前歴の照会への対応

② 作業者の被ばく線量がある線量レベルに達した場合の作業者及び雇用主
への通知

③ 全作業者の業務上の被ばく線量の包括的な把握

l 基本的な登録情報

Ø上記を実行するには、以下の基本的な項目の登録が必要

① 個人関連情報： ３ページ参照

② 線量関連情報： ４ページ参照

③ 被ばく前歴線量： 作業者の個人識別番号を用いて名寄せされた個人毎の線量
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①個⼈関連情報
a. 個人識別事項：氏名、生年月日、性別、国籍。個人識別番号が附番さ

れた後は個人識別番号と氏名。氏名を変更した場合は届け出る。

b. 連絡先：雇用主名、連絡担当部門名と住所。個人識別番号が附番され
た後は変更があった場合のみ。

c. 雇用主の業種☆：例えば原子力事業、研究教育、医療、メーカー、一
般産業。

d. 作業者の職種☆：研究者、医師、技術者、運転員（UNSCEAR との関連
が大きい項目）

☆印の項目は、わが国における将来の統計資料の作成及び諸外国から要求される被ばく前歴確認の放
射線管理記録の記載内容と関連して、さらなる改善等を考慮して項目と構造を検討しておく必要があ
る項目。
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②線量関連情報
a. 被ばく線量☆（注） ：対象期間、外部被ばく、内部被ばく、部分被

ばく、緊急時被ばく、事故時被ばく、作業事業所、使用した線量計。

b. 作業の種類☆：標準化された分類に基づく作業の種類、（UNSCEAR 
との関連が大きい項目）。

（注）作業者個人の、法定管理期間内における被ばく線量及び放射線作業の開始時点からの生涯線
量を把握するためには、全身の線量（実効線量）と組織・臓器の線量（等価線量）を集計すること
が基本であり、原則として被ばくの種類等は問わない。しかし、生涯線量という数十年に亘る管理
においては、その間における学問上の新たな知見による線量評価方法の変更等に対して柔軟に対応
できることが必要である。例えば、ICRP の勧告する線量換算係数の変更等が生じた場合において、
過去に記録した線量との整合性を保ちつつ生涯に亘る線量を一元的に管理するためには、外部被ば
く、内部被ばく等、被ばくの種類ごとの線量集計が有効となる。

なお、平成23 年3 月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故で多数の作業者が緊急時
作業に従事する事象が発生したことを考慮すると、生涯線量管理の観点から、緊急時作業に係る線
量も確実に登録・保存しておく必要がある。
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主な検討課題
1. 個人識別情報

ü各人に登録番号を付す事が前提 ⇒原子力以外で可能か？

ü他に使えそうなものはあるか？
�

�

2. 線量関連情報
ü少なくとも登録すべき線量は？ 実効線量、等価線量

ü測定値（１cm線量当量等）は必要か？

ü外部被ばく、内部被ばくを分けるか

ü緊急時被ばくの扱い
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令和元年 12 月 22 日 

（公財）放射線影響協会 

 

原子力被ばく線量登録管理制度における ID 登録について 

 
登録区分 登録項目 

ID 登録機関 

① 放射線影響協会（以下「放影協」という。）は特定の事業者と契

約を結び、ID 登録と放射線管理手帳の発行を委任している。

（正式名称：放射線管理手帳発効機関） 

② 現在 75 機関 186 事業所 

ID 申請者 

① 雇用主は申請対象者が本人であることを ID を証明する公的資料

等を用いて確認を行う。 

② 雇用主は ID 登録機関に対象者の登録申請を行う。 

申請手続き 

① ID 申請者は申請書および必要資料を ID 登録機関に提出。 

② ID 登録機関は、申請書類の審査及び端末を通じて放影協に設置

された登録サーバの検索を行う等により、二重登録や不正のな

いことを確認の上 ID 登録を行う。 

③ ID 登録機関は、ID 登録と同時に放射線管理手帳を発行する。 

④ 申請書および公的資料のコピー等は ID 登録機関が保管。 

l 申請書（申請者氏名及び連絡先、個人情報の取扱い等につい

て確認の上本人の署名捺印） 

l 顔写真（無帽正面） 

l 公的資料（コピー提出） 

・原則として写真付き公的証明書（運転免許証等） 

・写真付きがない場合には住民票、健康保険証など 2種類 

ID 項目 

① 中央登録番号（放影協が付与） 

✕✕－✕✕✕✕✕✕（最初の 2 桁は誕生年（西暦下 2 桁）を識

別、最終桁はチェックデジット） 

② カナ氏名（日本人：カナ、外国人：英大文字） 

③ 漢字氏名（日本人：漢字、外国人：なし） 

④ 生年月日 

⑤ 性別 

⑥ 日本人/外国人 

 

資料３－３ 
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職業被ばく分類等について
l国際的には、職業被ばくの実態把握や最適化検討のため
の職業被ばく分類がある。

l我が国においても将来の職業被ばくの実態の分析、最適化等
を検討するためには、職業被ばく分類を検討しておく必要があ
るのではないか。

ü職業被ばく最適化推進ネットワークの活動計画の中に、「職業
被ばくの分類」を検討項目に入れている。

ü今回は、どのような職業被ばく分類が使われているかの調査
1

資料４
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職業被ばくの分類（欧州 RP-160)

2

活動分野 具体的な行為

原子力 ウラン採鉱（地下／地上）、ウラン精錬、ウラン濃縮及び転換
原子炉運転（常勤）、原子炉運転（保守）
燃料再処理（酸化物／金属）
核燃料サイクルに関する研究

医学 放射線診断（従来法、特殊な方法）、 歯科放射線学
放射線治療（外部線源）、小線源法（手動、ｱﾌﾀｰﾛｰディﾝｸﾞ）
生物医学研究
その他すべての医学利用

工業 工業照射、工業用ラジオグラフィー、発光剤、RI製造、検層、
加速器運転、
その他すべての工業利用

自然線源 民間飛行、ラドン、
採掘（石炭：地下／地上）、 採掘（石炭以外：地下／地上）
その他の採掘（リン酸塩、石油・ガスなど）

その他 教育機関、獣医学、他
原子力船及び補助施設、その他軍事利用- 99 -



職業被ばくの分類（UNSCEAR 2008年報告）
�日本のデータがあるものに下線

3

活動分野 具体的な行為

原子力 ウラン採鉱（地下／地上）、ウラン精錬、ウラン濃縮及び転換、燃料製作、
原子炉運転
燃料再処理
核燃料サイクルに関する研究

医学 放射線診断、 核医学、 歯科放射線学
放射線治療
その他すべての医学利用 ＊ぞれぞれに、医師、技師、看護師の分類あり

工業 工業照射、工業用ラジオグラフィー、発光剤、RI製造、検層、
加速器運転、
その他すべての工業利用

自然線源 民間飛行、
石炭採掘、他の鉱石採掘、石油・天然ガス工業、鉱石等取扱い
鉱山以外の作業場所におけるラドン、

その他 教育機関、獣医学、その他
軍事利用
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職業被ばくの分類
（個⼈線量測定機関協議会の公表データ）

�一般医療

�歯科医療

�獣医療

�一般工業

�非破壊

�研究教育
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今後の進め⽅について
1. 検討した結果を学会等で発表し、議論を進める。

2. 発表を予定する学会等
① アイソトープ・放射線研究発表会（2020年7月7～9日）

Ø 一般講演又はポスターで発表、招待講演（セッションの最初）

② 日本保健物理学会（６月２９−３０日、大阪 申込み２月）
ＮＷ活動のセッションで

③ 日本放射線安全管理学会（１２月、沖縄）
やりたいが・・・

1

資料5
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医療分野へのアプローチ
① 放射線を扱う学会におけるシンポジウムあるいはワークショップ

Ø 線量管理を扱う際に混ぜてもらうのが適当か？

Ø 日本循環器学会、脳神経血管内治療学会、医学放射線学会、
IVR学会、整形外科学会、消化器病学会、核医学学会

Ø 複数学会共同のガイドライン（循環器関係）

Ø こちらから申込み、依頼をする必要あり
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3 

FOREWORD 

 
Luxembourg, October 2009 

 
 

Under the terms of the Treaty establishing the European Atomic Energy Community, the 
Community, amongst other things, establishes uniform safety standards to protect the health 
of workers and of the general public against the dangers arising from ionizing radiation. The 
standards are approved by the Council, on a proposal from the Commission, established 
taking into account the opinion of the Group of Experts referred to in Article 31 of the Treaty. 
The most recent version of such standards is contained in Council Directive 96/29/Euratom 
of 13 May 1996 laying down basic safety standards for the protection of the health of workers 
and the general public against the dangers arising from ionizing radiation. 
 
Directive 96/29/Euratom introduces, inter alia, principles for the operational protection of 
workers exposed to ionising radiation, including requirements for the monitoring of individuals 
exposed to external radiation. The Directive and its requirements have been implemented in 
all Member States with variations. With the objective to harmonise the technical 
implementation of these requirements, the Commission provided already in 1975 guidance 
on individual monitoring of external radiation. The most recent Technical recommendations 
for monitoring individuals occupationally exposed to external radiation were published by the 
Commission in 1994, as RP 73. The 1994 recommendations were drafted under contract and 
published after detailed consideration by the Article 31 Group of Experts. 
 
In 2007, the Commission decided to award a contract to update the 1994 recommendations 
and to prepare new draft technical recommendations for consideration by the Article 31 
Group of Experts and by the Commission.  
 
The 2009 Technical Recommendations for Monitoring Individuals Occupationally Exposed to 
External Radiation were drafted under contract and subsequently discussed with various 
stakeholders. The draft document has been presented to the Article 31 Group of Experts for 
discussion and approval at their meeting of 9 – 11 June 2009. The Article 31 Group of 
Experts endorsed the document and recommended it for publication by the Commission. 
 
 
 
 
 
Augustin Janssens 
Head of Radiation Protection Unit 
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別添１−４ 

国家線量登録制度検討グループ第 2 回会合 議事概要（案） 
 

１．日時：2019 年 12 月 22 日（日）13：30～16：00 
２．場所：日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 7 会議室 
３．出席者（敬称略）： 

検討会メンバー主査：吉澤道夫 
委員：岡﨑龍史、渡部浩司、伊藤敦夫、神田玲子、百瀬琢磨、飯本武志 

原子力規制庁 放射線防護企画課 大町康、荻野晴之 
厚生労働省 労働基準局 労働衛生課 電離放射線労働者健康対策室（欠席） 
厚生労働者 医政局 地域医療計画課（欠席） 
オブザーバ  高橋知之（PO）、浅野智宏 
事務局      木内伸幸、小野瀬政浩、高橋聖 
 

４．主な議事項目 
（１）線量登録制度案についての検討 
（２）職業被ばく分類等について 
（３）今後の進め方 
 
５．配布資料 

資料１ 国家線量登録制度検討グループ第一回会合 議事概要（案） 
資料２ 海外の線量一元化の現状 
資料３－１ 線量登録制度案の検討 
資料３－２ 登録すべき情報について 
資料３－３ 原子力被ばく線量登録管理制度におけるＩＤ登録について 
資料４ 職業被ばく分類等について 
資料５ 今後の進め方について 
参考資料 RADIATION PROTECTION NO 160 

 
６．議事概要 

６．１ 前回議事概要（案）の確認 
主査より、前回議事概要（案）の説明があり、了承された。 

 
６．２ 海外の線量一元化についての報告 
主査より、資料２に基づき海外の線量一元化の現状について欧州、韓国及び米国の例の説明があっ

た。 
欧州では、線量の中央登録が進んでおり欧州委員会の EU 指令（RP160）に基づいて各国が統一的

な形で国家線量登録制度を構築することが推進されている。欧州では、国が登録機関を設置し、測定機

関が直接線量測定データを登録することとなっている。また、 ESOREX （ European Study on 
Occupational Radiation Exposure）という枠組みにより、各国の規制制度、職業被ばくの現状がレビュー

されている。被ばくの分類に NORM が入っているのが特徴である。 
韓国では、韓国原子力安全技術院(KINS)が KISOE（Korean Information System on Occupational 

Exposure）を運用し、韓国 RI協会が線量測定データを、原子力事業者が健康診断等のデータを提供す

る形で国家線量登録を行っている。 
米国は NRC（Nuclear Regulatory Commission）がＲＥＩＲＳ(Radiation Exposure Information and 

Reporting System)を運用し、各事業者が個人線量を識別番号とともに電子的に登録し、NRC が名寄せ、

統計解析や個人線量の照会に対する回答を行っている。 
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６．３ 線量登録制度案の検討 
l 主査より、資料３－１に基づき次の説明があった。 

 前回の議論では、制度を誰のために構築するのかといった意義を明確にすべきであるとの意見が

あった。これを受けて、今回は、線量登録制度に組み込む対象者の範囲について議論したい。放射

線作業者の多くが検出下限値未満であることから、制度を構築すべき対象者として、従事する事業

所を頻繁に異動する者や一定以上の被ばく線量（例えば、労災認定等の対象となる年数 mSv 以上）

のある者を対象とする案が考えられる。例えば、欧州では線量限度の 3/10 を超えるか超えないかに

よってカテゴリー分けしている。この考え方を制度案に組み込むことについて検討したい。 
l これについて、議論が行われた。主な意見・コメントは以下のとおり。 
① 1mSv 以下の従事者がほとんどなので、コストがかかる制度を新たに導入する必要はないという意見

がいつもでる。対象者を被ばく線量で限定することで制度の目的が明確化しやすい。 
② 対象者を限定すると制度の目的である被ばく前歴の完全さが失われるため疑問である。 
③ 複数の制度案に含めて、広く議論することはよい。 
④ 検出限界を対象者の閾値とすると、測定機関（線量計のタイプ）でばらばらとなり煩雑になるので、全

体として記録レベル以上を対象者とした方がよいのではないか。 
⑤ 線量で区分する場合は明確な説得力ある理由が必要。単独事業所のみの場合、登録の対象者とな

る閾値が年 5mSv は高いのではないか。記録レベルの 1～2 mSv が妥当であろう。 
⑥ 年１mSv を制度へ登録する閾値としていれば、５年積算線量の閾値は不要である。 
⑦ 実効線量のみで区分するのではなく、水晶体線量（組織線量）も考慮して良いのではないか。整形

外科医などは水晶体の被ばくが高くなり、リミットとなることが多い。 
⑧ 有意な被ばくがあって制度の対象者となった場合、それ以前の被ばくも合わせて登録する必要があ

り、これを確実に行う必要がある。 
⑨ 下請け会社ほど被ばく線量が大きい傾向があるため、対象者の割合が大きくなることが予想される。

費用負担に不公平感がでないような課金の仕組みが必要である。 
⑩ 単年で複数の事業所で被ばくする場合、対象者となる閾線量を超えたかどうかをしっかり把握できる

ようにする必要がある。雇用主が前歴を確認し、対象者に該当する場合は制度に登録するような仕

組みにするべき。 
⑪ 制度の第４案（業界・分野別の管理）の目的・役割に“疫学研究等へのデータ提供”がないが、限定

的なデータ提供は可能なので、目的に追加すべき。 
⑫ 個線協の被ばく線量分布データによると、約 54万人の業務従事者のうち、１mSv 以上の被ばくのあ

る者は３万人程度になる。しかし、医療分野の管理状況等を考えると、線量管理が必要とされる者が

どの程度かの実態調査が必要ではないか。 
⑬ 学会を通じて在籍した職場の数についてアンケート調査を実施したことがあるが、アンケート調査で

は質問の仕方に注意が必要である。 
⑭ 次年度に実態調査を行うことを検討する。なお、調査方法等の検討は早く始める必要がある。 
⑮ 本日の議論を踏まえ、対象者を線量で絞る案についても本検討グループからの提案として挙げるこ

ととしたい。 
⑯ 国家公務員や自衛隊の扱いも要検討課題として認識しておく必要がある。 
 
６．４ 登録すべき情報について 
l 主査より資料３−２に基づき、制度に登録すべき情報について日本学術会議報告書（記録）の検討

結果について説明があった。また、伊藤委員より資料３－３に基づき、中央登録センターの個人識別

番号の制度について説明があった。これらに基づき、線量関連情報をどこまでにするか、個人識別

情報をどうするかを議論した。主な内容は以下のとおりである。 
＜線量関連情報について＞ 
① 中央登録センターでは現状、実効線量のみ登録しており、令和３年度から水晶体線量も導入予定で

ある。外部被ばくと内部被ばくを分けて登録していない。緊急時被ばくは分けている。 
② 登録情報としては、中央登録センターと同じでよいのではないか。 
③ 欧州等では NORM を対象に含めているが、我が国では実態も把握できておらず、まず規制レベル
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の検討からであろう。放射線審議会の中間とりまとめには今後の検討課題としては挙げられている。 
＜個人識別情報について＞ 
① 個人識別番号は名寄せ等のために必須であり、新登録制度でも ID 付番は必要である。中央登録

センターの ID保有者はそれを使えばよい。医師、技師、看護師の場合は免許等の個人番号を持っ

ており利用できるのはないか。 
② マイナンバーの使用は、法的な制約があり困難である。 
③ 大学等の RI 事業者は、医療関係者のような独自の番号を持たないため、新たに ID 番号の付与が

必要であろう。これには既存の中央登録センターの制度を活用することが考えられる。ただし、付与

機関（手帳発行機関）が原子力施設周辺に限られているため拡大する必要がある。また費用負担の

問題もある。 
④ 分野・業種別の制度案では業種ごとに登録システムを持つため ID による識別ができず二重登録の

可能性がある。これは、制度の比較検討における課題として明記しておく必要がある。 
 
６．５ 職業被ばく分類等について 
l 主査より資料４に基づき職業被ばく分類についての調査結果の報告があった。 
将来的に欧州のような職業被ばく全体の実態分析、最適化のためには、職業被ばくの分類を標準化し

ておく必要がある。欧州では細かく分類され、欧州全体で標準化するための文書がされている。国連科

学委員会（UNSCEAR）の分類は、欧州の分類とほぼ同一で有り、国際的な標準になってきている。 
これについて、実態として複数に該当する場合があるが、この場合はどうしているのかとの質問があり、

欧州でも実情は同じだが、登録する者が代表的なものに割り切って運用しているようであるとの回答があ

った。 
 
６．６ 今後の進め方について 
l 主査より資料５に基づき、制度案についてステークホルダーを巻き込んだ議論を進めてゆくために、

学会での発表をとおして議論していきたいとの説明があり、具体的な発表先を議論した。その結果、

次年度は、以下の学科等で発表していくこととした。 
① 日本保健物理学会（２０２０年６月２９−３０日、大阪）： できればネットワーク事業全体でセッションを

組んで議論したい。 
② アイソトープ・放射線研究発表会（２０２０年７月７日～９日、東京）： 各セッションに特別講演を考え

ているので、この枠での発表を検討する。 
③ 日本放射線安全管理学会（沖縄）： 予定がわかり次第、発表の方向で検討する。 
④ 医療関係で議論を進めることが重要であるが、医療分野では職業被ばくの管理自体が大きな課題

であるので、これらの議論の中で線量登録制度も扱う方向がよい。循環器診療における放射線被ば

くに関するガイドラインが複数の医療系学会の共同で作成された。 
⑤ 対象となる学会には、日本循環器学会、日本脳神経血管内治療学会、日本医学放射線学会、IVR
学会、日本整形外科学会、日本消化器病学会、核医学学会がある。これらの学会にアプローチして

いく。 
 

以上 
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	アンブレラ事業報告書.pdfから挿入したしおり
	（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有
	①国際動向報告会の企画運営・報告書作成
	「実効線量と実用量―改定の概要となお残る課題―」をテーマに第3回放射線防護に関わる国際動向報告会を開催した（令和元年12月24日、グランパークカンファレンス）。報告会に先立って企画会議（令和元年6月17日）を開催し、①テーマに関連するICRPの最近の検討状況の紹介、②ICRP、ICRU、UNSCEAR、IAEA、OECD/NEAに関連する有識者による円卓会議、③フロア（参加者）からの質問のインターネットを介した収集を盛り込むことを決定した。本報告会には関連学会に所属する研究者を中心に83名の参加...
	(ア)ICRPの活動報告
	 主委員会：Publication 140から表紙デザインが変わり、写真入りになった。また次期主勧告の改訂に関する議論が開始された。実効線量を含むさまざまな線量の使い方についてのタスクグループや緊急時の線量測定の標準化についてのタスクグループが活動している。
	 第１専門委員会：以前は、環境防護を議論する第５専門委員会があったが、2017年の７月から第１専門委員会に組み込まれて動いている。また低線量・低線量率の線量率効果については、疫学調査研究に加え、動物実験研究のデータも考慮に入れた分析が行われており、中でも放影研のデータを重視しながら検討している。第3専門委員会とのジョイントで、放射線治療時の二次癌の予測の検討が進んでいる。
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	 NEA/CRPPH：NEA/CRPPHのEGIR（国際勧告に関する専門家グループ）では2018年にTG79の報告書（放射線防護量としての実効線量の使用）に対してのパブリックコメントを提出している
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	これに関連して、実効線量は入射放射線で定義されため、中性子線では確定的影響の評価に使う吸収線量の代わりにならないと意見があった。またRBE で加重した線量の単位およびマイクロドジメトリ研究の推進などが議論された。
	 『デトリメントを基礎にして、年齢、性、がんベースラインの異なる国ごとのリスクを平均化している組織加重係数は、防護の標準化のために定義されている。』
	これに関連して、年齢別標準ファントムによる年齢別の実効線量の評価や個別化する上での線量係数やデトリメントの不確かさ、およびデトリメントを基礎とした実効線量の意味や制約などについて議論された。
	 『実効線量は防護量であるが、UNSCEARは放射線被ばくを包括的に定量する指標として活用してきた歴史がある。防護量であっても、その制約を認識して、便利なツールとしての線量として今後も活用される。』
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